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２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 国立研究開発法人理化学研究所 
評価対象事業年

度 
年度評価 令和元年度（第４期） 
中長期目標期間 平成 30年度～令和６年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 文部科学大臣 
 法人所管部局 研究振興局 担当課、責任者 基礎研究振興課、渡邉淳 
 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、横井理夫 

 
３．評価の実施に関する事項 
令和２年６月 26日 第 20回国立研究開発法人審議会理化学研究所部会開催（理化学研究所からのヒアリング） 

令和２年８月 18日 第 21回国立研究開発法人審議会理化学研究所部会開催（意見聴取） 

令和２年８月 28日 第 17回国立研究開発法人審議会開催（意見聴取） 

 
 
 

 
 
４．その他評価に関する重要事項 
平成 30年３月１日 第４期中長期目標 

平成 31年３月１日 第４期中長期目標変更 

平成 31年３月 29日 第４期中長期計画変更 
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２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

Ａ Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

Ａ Ａ      
評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 
後述のとおり、新型コロナウイルス感染症への対応をはじめ、特に顕著な成果を創出しており、法人の自己評価ではＳ評価としているが、特定国立研究開発法人であるこ

とにも鑑み、さらなる組織的、戦略的な、世界最高水準の顕著な成果が創出されることを期待し、Ａ評価とした。 
 
２．法人全体に対する評価 
特定国立研究開発法人として、理事長の適切なガバナンスの下で実施した数々の取組が、研究所を活性化し、我が国の科学技術・イノベーション創出を牽引する世界水準の自然科学総合研究所とし

てふさわしい成果を創出した。 

 

特に、以下の取組は、研究開発成果を最大化し、イノベーションを創出する研究所運営システムの構築運用として特徴的かつ顕著な取組であり、将来的な成果の創出の期待等につながる仕組みであ

る。 

 

・ 科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律に基づく成果活用等支援法人への出資及び当該法人（株式会社理研鼎業）の設立に係る取組の推進並びに産学連携による研究の推進等による社

会実装・社会還元に向けた取組の具体化を図った。 

・ 国内外の外部有識者等で構成された評価者による理研アドバイザリーカウンシル（RAC）等による外部評価を実施し、定期的に評価結果を研究所運営の改善に向けて活用している。 

・理研白眉制度・加藤セチプログラム等や、無期雇用を導入した新たな人事制度を導入し、国際頭脳循環及び研究者育成を着実に実施した。 

・新型コロナウイルス感染症への対応に向け、いち早く研究環境及び職員待遇等を含めた体制を整備し、社会課題の解決に向けた研究開発の維持及び成果創出に尽力した。 

 

また、国家戦略等に基づく戦略的な研究開発等の推進について、以下に代表される顕著な成果が創出されており、非常に高く評価できる。 

・革新知能統合研究：汎用基盤技術研究においては、画期的な成果を創出し、世界的にも理論体系の構築や深層学習を用いた研究開発を先導している。また目的指向基盤技術研究では、医療・生命科

学から防災等、幅広い分野への貢献が期待できる研究成果を創出している。社会実装、共同研究、人材育成においても優れた成果を上げた。 

・生命医科学研究：ゲノム機能医科学研究、ヒト免疫医科学研究、疾患システムズ医科学研究、がん免疫基盤研究、それぞれにおいて非常に顕著な成果が認められる。特に、人工アジュバントベクタ

ー細胞によるがん免疫療法の成果は、産学連携を通じた成果の大きな社会還元の実例である。 

・生命機能科学研究：分子・細胞状態の可視化と予測・操作研究、臓器の形成及び多臓器連携の機構の解明研究、生物のライフサイクル進行の制御機構の解明研究、それぞれについて非常に顕著な成

果が認められる。特に、ストレスを受けた細胞が翻訳を停止して細胞活動の負荷を下げる仕組みの解明は、細胞に備わったストレス応答の基本的な機構の構造基盤を解明するものである。 

・ 創発物性科学研究：我が国における物性科学研究の中核的センターのひとつであり、そのポテンシャルは極めて高い。超高圧力下での高温超伝導物質 LaH10の第一原理計算による研究のような強相

関物理の基礎研究から、デバイスを意識した応用に近い開発まで、センターが戦略をもってバランスよく研究開発を進めている。 

 

研究基盤の構築・運営・高度化における成果についても、以下に代表する顕著な成果を創出しており、非常に高く評価できる。  

・計算科学研究：「富岳」は世界最高の消費電力性能の CPUを開発しスパコンの消費電力性能指標 Green500 で富士通の「富岳」試作機（A64FX prototype）が世界１位（令和元年 11月）を獲得するな

ど優れた性能が評価されている。令和元年度で共用を終了した「京」は極めて安定的に７年間にわたり運転・運用され、予期せぬシステムダウンは年平均 9.5 日に留まった。ACM ゴードンベル賞

（２回）、TOP500 １位（２回）など極めて高い性能実績を示し、また 11,095 名の利用者、4,541 件の研究成果発表など極めて高い共用実績であった。「京」から「富岳」への移行を可能な限り短期

間でスムーズに実施した結果、令和２年度において速やかに部分運用を開始し、新型コロナウイルス感染防御の研究にもいち早く試行的に利用され、社会的にも関心の高い成果を挙げ、その成果は

繰り返し報道されることとなった。 

 

業務運営の効率化等マネジメントに係る項目については、全体として計画通り、着実に取組が進められており、中長期的に良好な研究環境を維持、更新するとともに、一元的に運営管理する体制を

構築するなど、中長期目標期間における所期の目標を上回る取組が行われた。 
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３．項目別評価の主な課題、改善事項等 
特になし。 

 
４．その他事項 
研究開発に関する審議

会の主な意見 
○法人の大きな目的の一つは自立共創である。経営基盤を確立し、併せて先端研究を推進し、人材育成に努めて頂きたい。 
○理化学研究所法の改正により、令和３年度から人文・社会科学への取組が可能になった。革新知能や生命倫理、環境分野では、社会還元に向け、科学から技術への橋渡しが

なされる際に、成果をいかに人間と社会に調和させ、実装するかが課題になる。この場合、自然科学だけでは解決が難しく、人文・社会科学との知と連携した取組を期待す

る。 
監事の主な意見 研究所の業務は、法令等に従い適正に実施され、また、中長期計画、年度計画に沿い概ね、効果的かつ効率的な運営が行われていると認める。 

※  評定区分は以下のとおりとする。（旧評価指針 p28） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 
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２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別 

調書№ 
備考 
 

 中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 
備考 

 H30

年度 
R１ 

年度 
R２ 

年度 
R３ 

年度 
R４ 

年度 
R５ 

年度 
R６ 

年度 
  H30

年度 
R１ 

年度 
R２ 

年度 
R３ 

年度 
R４ 

年度 
R５ 

年度 
R６ 

年度 
Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の改善及び効率化に関

する事項 

Ｂ Ｂ      

Ⅱ  

 １．研究開発成果を最大化し、

イノベーションを創出する研究

所運営システムの構築・運用 

Ａ Ａ      

Ⅰ-1    １．経費の合理化・効率化 Ⅱ-1  
２．人件費の適正化 Ⅱ-2  

 （１）理事長のリーダーシ

ップによる研究所運営を支

える体制・機能の強化 

Ⅰ-1-(1)   ３．調達の合理化及び契約の適

正化 
Ⅱ-3  

（２）世界最高水準の研究

成果を生み出すための研究

環境の整備や優秀な研究者

の育成・輩出等 

Ⅰ-1-(2)   Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

Ｂ Ｂ      

Ⅲ  
 １．予算（人件費見積を含

む）、収支計画、資金計画 

Ⅲ-1  

２．外部資金の確保 Ⅲ-2  
３．短期借入金の限度額 Ⅲ-3  

（３）関係機関との連携強

化等による研究成果の社会

還元の推進 

Ⅰ-1-(3)   ４．不要財産又は不要財産とな

ることが見込まれる財産に関す

る計画 

Ⅲ-4  

（４）我が国の持続的なイ

ノベーション創出を支える

新たな科学の開拓・創成 

Ⅰ-1-(4)   ５．重要な財産の処分・担保の

計画 
Ⅲ-5  

６．剰余金の使途 Ⅲ-6  
 ２．国家戦略等に基づく戦略的

な研究開発の推進 

Ｓ Ｓ      

Ⅰ-2   ７．中長期目標期間を越える債

務負担 
Ⅲ-7  

 （１）革新知能統合研究 Ⅰ-2-(1)   ８．積立金の使途 Ⅲ-8  
（２）数理創造研究 Ⅰ-2-(2)   Ⅳ．その他業務運営に関する重要事

項 

Ｂ Ａ      

Ⅳ  

（３）生命医科学研究 Ⅰ-2-(3)    １．内部統制の充実・強化 Ⅳ-1  
（４）生命機能科学研究 Ⅰ-2-(4)    ２．法令遵守、倫理の保持 Ⅳ-2  
（５）脳神経科学研究 Ⅰ-2-(5)    ３．業務の安全の確保 Ⅳ-3  
（６）環境資源科学研究 Ⅰ-2-(6)    ４．情報公開の推進 Ⅳ-4  
（７）創発物性科学研究 Ⅰ-2-(7)  ５．情報セキュリティの強化 Ⅳ-5  

 （８）光量子工学研究 Ⅰ-2-(8)    ６．施設及び設備に関する事項 Ⅳ-6  
 （９）加速器科学研究 Ⅰ-2-(9)    ７．人事に関する事項 Ⅳ-7  

３．世界最先端の研究基盤の構

築・運営・高度化 
Ｓ Ｓ      

Ⅰ-3              
             
  （１）計算科学研究 Ⅰ-3-(1)             
 （２）放射光科学研究 Ⅰ-3-(2)              
 （３）バイオリソース研究 Ⅰ-3-(3)              

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 
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※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書 No.」欄には、令和元年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 

※５ 評定区分は以下のとおりとする。 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】（旧評価指針 p25） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】（旧評価指針 p25） 

Ｓ：法人の活動により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上とする。）。 

Ｂ：中長期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 

 
なお、「財務内容の改善に関する事項」及び「その他業務運営に関する重要事項」のうち、内部統制に関する評価等、定性的な指標に基づき評価せざるを得ない場合や、一定の条件を満たすことを目標としている場合など、業務実績を定量的に測定しがたい場合には、以下の評定とする。 

Ｓ：－ 

Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 

Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。 

Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。 

Ｄ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ 研究開発成果を最大化し、イノベーションを創出する研究所運営システムの構築・運用 

関連する政策・施策 政策目標７ イノベーション創出に向けたシステム改革 

施策目標７－１ 産学官における人材・知・資金の好循環システム

の構築 

政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 － － － － － － － － 予算額（千円）   － － － － － 
 － － － － － － － － 決算額（千円）   － － － － － 
 － － － － － － － － 経常費用（千円）   － － － － － 
 － － － － － － － － 経常利益（千円）   － － － － － 
 － － － － － － － － 行政コスト（千円）   － － － － － 
 － － － － － － － － 行政サービス実施

コスト（千円） 
  － － － － － 

 － － － － － － － － 従事人員数   － － － － － 
 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 特定国立研究開発

法人として、理事長

のリーダーシップ

のもと、他の研究機

関の模範となるよ

うな研究所運営シ

ステムの構築や強

化に必要な制度を

セビ・運用するた

め、以下に示す取組

を行い、研究開発成

果を最大化させ、イ

ノベーションを創

出する中核機関と

特定国立研究開発

法人として理化学

研究所（以下、「研究

所」という。）は、世

界最高水準の幅広

い科学の総合研究

所として我が国の

イノベーションを

強力に牽引する中

核機関となること

が期待されている。

そのため、研究所は

至高の科学力で世

界トップレベルの

特定国立研究開発

法人として理化学

研究所（以下、「研究

所」という。）は、世

界最高水準の幅広

い科学の総合研究

所として我が国の

イノベーションを

強力に牽引する中

核機関となること

が期待されている。

そのため、研究所は

至高の科学力で世

界トップレベルの

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 
 

【業務実績総括】 

●理事長のリーダーシップによ

る研究所運営を支える体制・機能

の強化に関し、以下をはじめとす

る顕著な取組を行った。 

・理研全体の最適化に向けて、必

要な基盤的・共通的運営経費を確

保した上で、個別センター事業予

算に固定化されない柔軟な資源

配分を実施した。特に、国の戦略

となる量子分野での強力な推進

を実現すべく重点的に資源配分

を行った。さらに、理事長裁量経

費を活用し、単年度予算だけでは

 

理事長のリーダーシップ

の下、研究所運営システ

ムの一層の強化に向けて

左記をはじめとする取組

により、将来的な成果の

創出等にもつながり得る

顕著な実績を挙げている

ため、A評定とする。 

 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 

 以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結

果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向け

て顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・理事長のリーダーシップの結果として、絶え間なくイノベーションを創出す

る体制や、研究者を育成・支援する仕組み、海外及び産業界等の他機関との連

携や得られた結果を反省する等の仕組みが整備・運用されている点は高く評

価できる。 

・理研アドバイザリーカウンシル（RAC）は世界最高水準が求められる研究所に

とって極めて有用な位置付けを占めており、有益なフィードバックを経営に
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しての力を強化す

る。 
研究開発成果を生

み出すとともに、圧

倒的な基礎研究に

おける成果を輩出

することで他の国

立研究開発法人の

モデルとなること

を目指す。 
また、世界の冠たる

研究機関となるこ

とを目指し、「科学

力展開プラン」とし

て、1.研究開発成果

を最大化する研究

運営システムを開

拓・モデル化する、

2.至高の科学力で

世界に先んじて新

たな研究開発成果

を創出する、3.イノ

ベーションを生み

出す「科学技術ハ

ブ」機能を形成す

る、4.国際頭脳循環

の一極を担う、5.世
界的研究リーダー

を育成することを

中長期計画の柱と

する。 
科学力展開プラン

を踏まえ、新たな科

学を創成するとと

もに、研究所が中核

となり、社会と共創

することにより、革

新的なイノベーシ

ョンの創出を目指

す。 

研究開発成果を生

み出すとともに、圧

倒的な基礎研究に

おける成果を輩出

することで他の国

立研究開発法人の

モデルとなること

を目指す。 
また、世界の冠たる

研究機関となるこ

とを目指し、「科学

力展開プラン」とし

て、1.研究開発成果

を最大化する研究

運営システムを開

拓・モデル化する、

2.至高の科学力で

世界に先んじて新

たな研究開発成果

を創出する、3.イノ

ベーションを生み

出す「科学技術ハ

ブ」機能を形成す

る、4.国際頭脳循環

の一極を担う、5.世
界的研究リーダー

を育成することを

中長期計画の柱と

する。 
科学力展開プラン

を踏まえ、新たな科

学を創成するとと

もに、研究所が中核

となり、社会と共創

することにより、革

新的なイノベーシ

ョンの創出を目指

す。 

導入困難な研究設備（クライオ電

子顕微鏡、高磁場 MRI）や、経営

上の重要課題への対応（施設老朽

化や働き方改革への対応）につい

て、効果的かつ機動的な資源配分

を実施した。 

・理研独自の国際的な機関評価

の取組として、理研アドバイザリ

ーカウンシル（RAC）を開催し、有

益かつ多岐にわたる提言を受け

た。これらについては、今後の理

研の運営に活かすこととしてい

る。 

・エンジニアリングネットワー

ク等の取組を通じて所内の組織

横断的なネットワークの強化が

図られるとともに、実施課題につ

いて、理研内外のより大きな研究

事業等への展開が図られた。 

 

●世界最高水準の研究成果を生

み出すための研究環境の整備や

優秀な研究者の育成・輩出等に関

し、以下をはじめとする顕著な取

組を行った。 

・理研白眉制度や加藤セチプロ

グラムをはじめ、学生からポスド

ク、独立した PI までの多岐にわ

たる若手人材育成プログラム等

を運用し、次世代の研究人材を育

成した。 

・国際化戦略について、平成３０

年度に開設した欧州事務所の１

周年シンポジウムの開催、マック

スプランク協会およびドイツ物

理工学研究所と三者協定を締結

するなど、欧州とのネットワーク

強化を図った。 

・広報・理解増進について、「科

学道 100冊」など独自の取組を展

開するとともに、スーパーコンピ

ュータ「富岳」の名称を一般公募

反映している点は高く評価できる。 

・成果活用等支援法人（株式会社理研鼎業）への出資及び法人設立に係る取組

の推進を通じた産学連携の強化を図り、研究成果を社会に還元していく仕組

みづくりに取り組んだ点は高く評価できる。 

・若手研究者人材の育成、世界最高水準の研究成果を生み出すための研究支援

機能の強化及び専門人材の確保による研究環境の整備、人材の流動性と研究

環境の安定化を兼ね備えた無期雇用制度の整備、産学の分野間・組織間を越

えた連携等、多様な取組の推進がなされており評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・理事長のリーダーシップの下での研究所運営及び体制整備による更なる成果

創出並びに外部有識者等からの提言・助言等を踏まえた目標達成に向けた取

組の遂行を期待する。 

・株式会社理研鼎業との連携を通じた研究所の研究成果の最大化及び社会還元

に資する取組の推進を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・多くの研究機関や大学にとって必要な基盤的・共通的運営経費を確保するこ

とが既に困難になりつつある現状において、柔軟な資源配分の実現は瞬発力

のある組織であり続けるために重要である。将来を見据えた研究所運営に多

くの機関が注目している。 
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して、多くのメディアから注目さ

れる等の成果があった。 

 

●関係機関との連携強化等によ

る、研究成果の社会還元の推進に

関し、以下をはじめとする顕著な

取組を行った。 

・科学技術・イノベーション創出

の活性化に関する法律に基づき、

理研全額出資の子会社として、9

月に株式会社理研鼎業を設立し

た。理研鼎業においては、理研と

企業との組織対組織の連携を構

築・強化するための産業界との共

創会員制度を創設し、既に、独バ

イエル社、カールツァイス、シス

メックス、トヨタ自動車の４社と

の共創契約を行った。 

・創薬・医療技術基盤プログラム

において、創薬テーマ１件をシー

ド探索段階からリード最適化段

階に進める目標に対し、２件（B

型肝炎治療抗体テーマ、網膜色素

変性症テーマ）を進めることに成

功したなど、目標を上回る成果を

得た。 

また、人工アジュバントベクター

細胞（aAVC）によるがん免疫療法

の開発について臨床開発段階に

入り、企業とのライセンス許諾契

約締結に伴い、大きな知財収入の

獲得につながった。aAVC の企業

治験も開始された。 

・新型コロナウイルス感染症へ

の対応に関し、理研発の核酸等温

増幅技術を用いた迅速検査プロ

トコルを開発し、神奈川県衛生研

究所をはじめとする検査機関に

導出した。 

・科学技術ハブに関して、新たに

九州大学，広島大学に拠点を設置

し，既存の京都大学、名古屋大学、
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大阪大学と合わせ 5 大学に展開

した。これにより、大学と科学技

術ハブの理念を共有した上で、全

国規模での科学技術ハブ設置に

至った。 

 

●持続的なイノベーション創出

を支える新たな科学の開拓・創成

に関し、以下をはじめとする顕著

な取組を行った。 

・平成 30 年度に策定した理研の

包括的な ICT戦略の下、オープン

サイエンスについて、その実践に

向けた全所的なシステム構築を

精力的に推進した。理研オープン

サイエンスプラットフォームの

実施により、組織を越えて生命科

学分野の研究データの利活用促

進を行った。これらの取組は、全

所的に研究データの集積、公開を

進める先行事例となるものであ

り、今後の展開が期待される。 

・本部長裁量経費や人材育成、異

分野交流を促進する仕組みを通

じて新たな科学の創成に向けた

取組を推進するとともに、有機EL

の新たな発光機構の発見や、触媒

的生体内「現地合成」によるがん

治療法の開発など、優れた成果の

創出等を行った。 

 

●研究論文成果については以下

のとおりある。 

・理研全体の令和元年（暦年）の

査読付き論文数は 2672 件となっ

た。 

・理研全体の平成 30 年度の論文

の被引用回数 Top10%論文の比率

は 21.9％、Top1%論文は 3.3％で

あった。分野補正を行った場合の

理研全体の Top10%、1%論文の比

率はそれぞれ 15.7%、2.4％であ
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った。（上記はいずれも令和 2 年

5 月時点において Clarivate 

Analytics の Insite により算出

した数値である） 

 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１－(１) 理事長のリーダーシップによる研究所運営を支える体制・機能の強化 

関連する政策・施策 政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 
施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 

２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

論文 
・欧文 
・和文 

－ － － － － － － － 予算額（千円） － － － － － － － 

連携数 
・共同研究等 
・協定等 

－ － － － － － － － 決算額（千円） － － － － － － － 

特許件数 
・出願件数 
・登録件数 

－ － － － － － － － 経常費用（千円） － － － － － － － 

外部資金（件/ 
千円） 

－ － － － － － － － 経常利益（千円） － － － － － － － 

 － － － － － － － － 行政コスト（千円） － － － － － － － 
 － － － － － － － － 行政サービス実施

コスト（千円） 
－ － － － － － － 

 － － － － － － － － 従事人員数 － － － － － － － 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
○経営判断を支える体制・機能の強化 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 研究所の有する研

究・経営資源等を踏

まえ、国家戦略及び

将来のあるべき社

会像を分析し、研究

所が向かうべき方

向性をビジョンと

してとりまとめ、具

体的な研究開発を

企画・立案・推進す

る機能を強化する。 

我が国のイノベー

ション創出に向け

た研究開発の中核

的な担い手として、

科学技術基本計画

等の科学技術イノ

ベーション政策を

踏まえ、政策課題の

達成に向け明確な

使命の下で組織的

に研究開発に取組

むとともに、社会か

らの様々な要請に

対応した戦略的・重

点的に研究開発を

推進する。さらに、

科学技術に関する

革新的な知見が発

見された場合や、そ

の他の科学技術に

関する内外の情勢

に著しい変化が生

じた場合において、

当該知見に関する

研究開発その他の

対応が必要になっ

た際は、文部科学大

臣と十分な意志疎

通を図りつつ、迅速

な対応を行う。 

研究所内外の専門

的な有識者により

構成され、研究所の

経営、推進すべき研

究等に関して議論

する理研戦略会議

や、研究所の中核的

平成 31 年度は、理

研戦略会議や科学

者会議を開催し、研

究所の経営や研究

所が推進すべき研

究開発の方向性等

を議論するととも

に、議論を通して得

られた意見等を研

究所の運営に反映

する。さらに、科学

技術に関する革新

的な知見が発見さ

れた場合や、その他

の科学技術に関す

る内外の情勢に著

しい変化が生じた

場合において、当該

知見に関する研究

開発その他の対応

が必要になった際

は、文部科学大臣と

十分な意志疎通を

図りつつ、迅速な対

応を行う。 

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

（評価指標） 

・我が国や社会か

らの要請の分析

や、法人運営に係

る適切な評価の実

施と、これらを踏

まえた理事長のリ

ーダーシップによ

る法人運営の改善

状況 

 

（参考：評価の視

点） 

【リーダーシップ

を発揮できる環境

の整備状況と機能

状況】 

【人事評価におけ

る目標設定と達成

状況確認】 

【組織にとって重

要な情報等につい

ての把握状況】 

【役職員に対する

ミッションの周知

状況及びミッショ

【業務実績総括】 

●理研戦略会議では、オープンサ

イエンスを含む情報系研究の推

進の方向性やスーパーコンピュ

ータ「富岳」の整備・運用に  

向けた検討状況等について説明

を行い、産学官の有識者と意見交

換を実施した。 

●理研科学者会議では理研が推

進すべき研究分野について検討

し、無期雇用研究系管理職を採用

すべき研究分野について研究人

事協議会に答申した（分子細胞生

物学分野・物性物理学分野）。ま

た、独創的研究提案制度の新領域

開拓課題採択審査並びに中間評

価、奨励課題の採択審査を行い、

理事長に審査結果を報告した。 

●科学技術・イノベーション創出

の活性化に関する法律に基づく

成果活用等支援法人の設立にあ

たっては文部科学省等と十分な

意思疎通を図りつつ準備を行い、

9月 5日付で「株式会社理研鼎業」

を設立した。 

適切に計画を遂行してい

ると評価する。 

 

 

＜評価すべき実績＞ 
・各種会議体は研究面と経営面、研究所内外、国内外のバランスが取れた体制

となっており、提言等により理事長及び理事会議に諮ることで研究所の運営

に内容が反映されていることは評価できる。  
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・新型コロナウイルス感染症の感染拡大が見られる中で、比較的早い段階から、

安全かつ持続可能な研究環境等の維持を図るための機動的な対応が取られて

おり、評価できる。  
・長期的及び短期的視点が組み合わされた運営が行われ、成果が最大化されて

いる。 
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な研究者が科学的

見地から研究所が

推進すべき研究開

発の方向性等を議

論する科学者会議

を開催し、得られた

適切な助言を研究

所の運営に反映す

る。 

ンを役職員により

深く浸透させる取

組状況】 

【組織全体で取り

組むべき重要な課

題（リスク）の把握

状況】 

 

【未達成項目（業

務）についての未

達成要因の把握・

分析・対応状況】 

【内部統制のリス

クの把握状況】 

【内部統制のリス

クが有る場合、そ

の対応計画の作

成・実行状況】 

○経営判断に基づく運営の推進 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 研究所の業務の改

善を進める上で、理

事長の裁量による

研究費等の機動的

な措置や、最適な予

算の配分など、理事

長のリーダーシッ

プとそれを支える

機能のもと、最適な

研究所運営が可能

となるよう取り組

む。その際、イ その

際、イ ノベーショ

ン創出を促す組織

横断的かつ柔軟な

研究体制やネット

ワーク構築を進め

る。 

研究所全体を適切

に運営するため、研

究所全体の研究計

画の実施状況を把

握し、必要性、緊急

性等を踏まえた理

事長の経営方針に

基づき、理事長のリ

ーダーシップの下、

熟議を踏まえた経

営判断を行い、予

算、人員等の資源を

適切に配分する。 
また、国家戦略、社

会的ニーズの観点

から緊急に着手す

べき研究や早期に

加速することによ

り成果創出が期待

される研究等に必

平成 31 年度は、研

究所全体の研究計

画が効果的・効率的

に進むよう資源配

分方針を策定する。

また、緊急に着手す

べき研究や早期に

加速することによ

り成果創出が期待

される研究等に対

して、理事長裁量経

費として機動的に

措置するとともに、

戦略的、政策的に重

要なテーマを設定

して戦略的研究展

開事業を推進し、将

来、新たな研究分野

へ発展する可能性

のある挑戦的・独創

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 
 
（評価指標） 
・我が国や社会か

らの要請の分析

や、法人運営に係

る適切な評価の実

施と、これらを踏

まえた理事長のリ

ーダーシップによ

●資源配分方針 
理研全体の最適化に向けて、必要

な基盤的・共通的運営経費を確保

するとともに、個々のセンター等

の予算項目に固定化されない資

源配分を実現するため、各センタ

ー長等から役員ヒアリングを行

った上で、「2020 年度予算等の資

源配分方針」を策定した。特に、

量子分野への取組を強化して政

府の量子戦略に対応するととも

に、より効果的な研究事業や取組

に対して重点的な資源配分を行

った。 
 
●理事長裁量経費 
（1）飛躍的な成果が期待できる

基礎研究、（2）実用化に向けた研

究開発の加速、（3）センター等や

研究所全体の業務運営の改善・効

●左記の取組により、国

の戦略も踏まえつつ、研

究現場のニーズや課題を

把握し、全所的な観点で

最適化し、効果的な資源

配分を進めた。理事長裁

量経費を最大限活用し

て、機動的な研究や業務

改善への投資を適時に可

能としている。これらに

より、理事長のリーダー

シップの下、研究開発成

果の最大化に向けた法人

運営システムを実現して

いる。 

＜評価すべき実績＞ 
・研究開発成果の最大化及びイノベーション創出するための研究システムの実

現がなされていることは評価できる。  
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・単年度予算では導入が困難な研究設備の導入に理事長裁量経費を活用したこ

とは的確な研究所運営である。 
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要な経費を経営判

断に基づき理事長

裁量経費として機

動的に措置する。 
さらに、戦略的研究

展開事業を推進す

る。戦略的、政策的

に重要なテーマを

設定し研究開発成

果の創出を目指す

とともに、独創的研

究提案制度により

将来新たな研究分

野へ発展する可能

性のある挑戦的・独

創的な課題を選定・

実施し、新たな事業

に発展させること

を目指す。 

的な課題を選定し

て独創的研究提案

制度を運営する。 

る法人運営の改善

状況 
率化に資する取組、（4）人材育成

に資する取組等を中心に措置を

行った。具体的には、研究開発成

果の最大化に資する取組として、

新たな小型軟 X 線光源に関する

研究開発の推進等のほか、クライ

オ電子顕微鏡や高磁場 MRI など

センターの単年度予算だけでは

導入が難しい重要な設備等に本

部からも機動的に措置した。ま

た、施設の老朽化に全所的に対応

するための長期修繕計画の策定

作業や働き方改革に向けた取組

など経営上の重要課題に対して

も速やかに実行に移すべく機動

的に対応した。 
 
●戦略的研究展開事業 
理事長裁量経費を活用して研究

課題「サピエンス学：文明的人間

の起源」を新たに開始するととも

に、既存課題を着実に推進した。 
 
●独創的研究提案制度 
分野融合により新たな研究領域

の開拓等を目指す新領域開拓課

題について、8 課題（※）を実施

するとともに、令和 2 年度に開始

する 1 課題を選定した。若手研究

者の意欲的な研究を支援する奨

励課題については 49 課題を選定

し、37 の継続課題に加えて実施

した。 
※新領域開拓課題のテーマ 
（令和元年度実施中） 
・Biology of Symbiosis（共生の

生物学） 
・ Cellular Evolution: 
Karyogenesis and 
Diversification（細胞進化） 
・Dynamic Structural Biology 
by Integrated Physics, 
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Chemistry, and Computational 
Science（動的構造生物学） 
・Chemical Probe（生命現象探索

分子） 
・ Fundamental Principles 
Underlying the Hierarchy of 
Matter: A Comprehensive 
Experimental Study （物質階層

の原理を探求する統合的実験研

究） 
・ Heterogeneity at Materials 
interfaces（ヘテロ界面研究） 
・ Glyco-lipidologue Initiative
（糖と脂質の構成原理(ことわ

り)を読み解く先端研究） 
・ Evolution of matter in the 
Universe -Nuclei, Atom, and 
molecule-（宇宙における物質進

化ー原子核・原子・分子・その先

へー。令和元年度選定課題。実施

は令和２年度～） 
・ Prediction Science：the 5th 
paradigm integrating 
computational science and data 
science（予測科学：計算科学とデ

ータ科学を融合する第 5 パラダ

イム） 
◯研究開発活動の運営に対する適切な評価の実施、反映 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 法人運営にあたっ

て、海外の著名な研

究者を含む外部有

識者等による研究

開発活動及び法人

経営への提言や評

価を受けるととも

に、研究所内の中核

的な研究者による

科学的見地から新

たな研究分野の開

研究所の運営や実

施する研究課題に

関しては、世界的に

評価の高い外部専

門家等による国際

的水準の評価を実

施する。研究所全体

の運営の評価を行

うために「理化学研

究所アドバイザリ

ー・カウンシル」

RACについては、平

成 31 年度下半期に

開催する。AC につ

いては当該 RAC に

結果報告できる時

期に開催する。 

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

●11 月 25～28 日に RAC を開催

し（11 カ国・地域から 19 名の委

員が参加）、別紙の提言を受けた。 
●各センター毎に AC を RAC に

先立って開催した。AC の提言に

ついては各センターの運営に資

するとともに、RAC での全体の

議論の一助とした。 
 
（研究論文成果について） 
●理研全体の令和元年（暦年）の

●理研独自の国際的な機

関評価の取組として、

RAC 及び各センターで

ACを開催し、それぞれ有

益な提言を得た。これら

の提言の内容は、今後、

理研の経営や各センター

の運営に活用する予定で

ある。 

＜評価すべき実績＞ 

・理研アドバイザリーカウンシル（RAC）で得られた世界的視点からの提言等を

法人運営に反映、活用し改善に努めていることは評価できる。  

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・海外有識者も交えた理研アドバイザリーカウンシル（RAC）は、研究所の研究

の方向性やマネージメントについて世界的視点からの提言が得られて有効で

ある。 
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拓等を目指した研

究開発の方向性や

戦略等の助言を得

ることで、研究所内

外の幅広い視点か

らの研究開発や法

人運営の課題抽出・

課題解決につなげ

る等の取組を行う。 

（RAC）を定期的に

開催するとともに、

研究センター等毎

にアドバイザリー・

カウンシル (AC)を
開催する。 
RAC 等の評価結果

を、研究室等の改廃

等の見直しを含め

た予算・人材等の資

源配分に反映させ

るとともに、独立行

政法人評価の結果

への適切な対応を

行い、研究開発活動

を強化する方策の

検討等に積極的に

活用する。なお、原

則として、評価結果

はウェブサイト等

に掲載し公開する。 
研究所で実施する

研究等については、

社会的・政策的要請

の変化や長期的視

点に基づく研究所

の研究戦略の変更

等に応じた経営判

断に基づき、終了す

る、もしくは発展・

拡充して重点的に

推進する等柔軟に

再編を行い、研究所

の研究活動を最適

化する。 

 
（モニタリング指

標） 
・学術論文誌への

論文掲載数、論文

の質に関する指標

（ Top10% 論文数

等） 
 

査読付き論文数は 2672 件となっ

た。 
●理研全体の平成 30 年度の論文

の被引用回数 Top10%論文の比

率は 21.9％、Top1%論文は 3.3％
であった。分野補正を行った場合

の理研全体のTop10%、1%論文の

比率はそれぞれ 15.7％、2.4％で

あった。（上記はいずれも令和 2
年 5 月時点において Clarivate 
Analytics の Insiteにより算出し

た数値である） 

 

 

◯イノベーションデザインの取組及びエンジニアリングネットワークの形成 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ― 社会と科学技術と

の関係を俯瞰的に

捉え、どのような未

研究所は、社会と科

学技術との関係を

俯瞰的に捉え、どの

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

【イノベーションデザイン】 
●以下の取組により、未来シナリ

オの作成及びイノベーションデ

 
●イノベーションデザイ

ンは新しい取組である

＜評価すべき実績＞ 
・未来ビジョンを実現するシナリオを作成し、研究所の研究活動への展開を目

指すイノベーションデザインと、分野横断型の研究開発を推進するエンジニ
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来社会を作りたい

かというビジョン

と、これを実現する

ための未来シナリ

オを描く。研究所は

この担い手となる

イノベーションデ

ザイナーを第一線

の研究者との対話

等を通して育成す

るとともに、イノベ

ーションデザイナ

ーが策定する未来

シナリオを活用し

て、研究所内の研究

者や組織が、産業界

や社会と連携した

未来志向の研究開

発に取組む。こうし

たイノベーション

デザインの活動を

通じて研究所の研

究活動に新たな価

値基準を与え、研究

所の有する研究・経

営資源等を踏まえ

つつ、未来社会の実

現に向けた研究の

推進を可能とする

研究所運営システ

ムを確立する。ま

た、イノベーション

デザイナーは、未来

シナリオの策定に

係る対話等を通し

て、産学官の様々な

ステークホルダー

が共創していくた

めの場を提供する。 
 
さらに、少子高齢化

や気候変動等、複雑

ような未来社会を

作りたいかという

ビジョンと、これを

実現するための未

来シナリオを描く

ための基盤を構築

する。  
細分化された科学

だけで解決するこ

とが困難な、複雑

化・流動化する社会

課題の解決に向け、

基礎から実用化に

つなげるエンジニ

アリング研究を推

進する。  
平成 31 年度は、引

き続きそのための

基盤を構築するこ

とを目指し、イノベ

ーションデザイナ

ーの育成を図り、理

研内外の協力を得

て継続的にシナリ

オ創出を行い、未来

志向の研究開発に

繋げる。また、細分

化された科学だけ

で解決することが

困難な、複雑化・流

動化する社会課題

の解決に向け、基礎

から実用化につな

げるエンジニアリ

ング研究を推進す

る。 
学際性を発揮しや

すい研究所の環境

を活かした組織横

断的なネットワー

クの形成促進、異分

野連携によるエン

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

ザイナーの育成等の基盤構築を

着実に推進した。 
●所内外の分野横断的な研究者

や産官学のステークホルダーの

参加による未来戦略室フォーラ

ムを 5 回開催し、延べ 500 名を

超える幅広い参加を得た。具体的

なテーマとしては、①二酸化炭素

の資源化、②AI ロボットによる

科学の自動化、③宇宙への生存圏

の拡大と資源循環、④生殖工学・

臓器再生・人間機能拡張、⑤イノ

ベーションエコシステム構築を

採り上げ、100 年後の独自性のあ

る未来を展望し、議論を行った。 
●その上で、これらの成果を基

に、「未来シナリオ集β版 vol 1.1」
を試行的に取りまとめたところ

である。本試行版は、現時点でま

だ確定的なものではなく、今後、

更新・充実等を図っていくことを

前提としたものであるが、併せ

て、イノベーションデザイン活動

に伴う連携協力を進めるための

ツールとしての活用も図ってい

く予定である。 
●また、これらの取組から理研が

自らの又はその外部との連携等

を通じた未来志向の研究開発に

つなげるべく、科学の自動化、二

酸化炭素の資源化などの研究開

発について、理研内外のより大き

な研究事業へのステップアップ

に向けた検討や準備を進めた。ま

た、未来戦略室フォーラムの人口

冬眠に関する議論は、理研のセン

ターにおけるプロジェクト（「生

命代謝スピードの多階層操作技

術の開発」（令和２年度予算 5.5
億円）に展開されている。 
 
【エンジニアリングネットワー

が、これまでその方法の

構築や情報発信に試行錯

誤しつつも、一連の未来

戦略室フォーラム等の成

果を基に未来シナリオ集

が試行的に取りまとまる

とともに、それらの議論

の波及効果として、理研

のプロジェクトへの展開

や外部資金獲得、外部機

関との連携への検討・準

備につながるなど、所内

外の研究者等の協力を得

て、一定の成果が積み上

げられつつある。今後、

関係者の意見等も頂きつ

つ本β版の更新・充実等

を進めるとともに、理研

の研究者との連携等によ

り活動の更なる定着・展

開を図っていくことが重

要と考えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アリングネットワークは、他の研究機関にはない特徴的な取組であり、当該

取組が研究所の新たな研究活動に向けた検討等につながっていることは評価

できる。  
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・ イノベーションデザインは、取組の成果がどのように研究所の研究活動に還

元され、研究活動につながっていくかを明らかにすることで、他の国立研究

開発法人の研究活動の参考となることを期待する。 
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化・流動化する社会

課題が、細分化され

た科学だけで解決

するのが困難とな

っていることを踏

まえ、学際性を発揮

しやすい研究所の

環境を活かし、研究

所内の、個々の研究

分野で世界最先端

を行く科学者・技術

者が、分野を超え柔

軟に連携できる組

織横断的なネット

ワークを形成する。

イノベーションデ

ザインの取組とも 
連携しつつ、社会課

題の解決に向け、そ

のネットワークを

活用し、基礎から実

用化へつなげるエ

ンジニアリング研

究を推進する。 

ジニアリング研究

を引き続き推進す

るとともに、次世代

ロボティクスの実

現に向けた研究を

開始する。 

ク】 
●引き続き所内公募型課題を推

進した。今年度は前年度までに採

択した 17 課題に加え、新たに 6
課題を採択した。また、前年度に

引き続き研究センターの垣根を

越えた組織横断的なネットワー

ク形成や推進課題の発展に向け

た大学や企業等との連携構築の

ための様々なワークショップ等

を開催した。 
●これらの取り組みにより、「“海

を耕す”新時代を創生する環境診

断・予測技術の構築」が新たな研

究領域の開拓等を目指す理研内

ファンドである新領域開拓課題

へと発展した。また、「ロボット

と人工知能を用いた人を介さな

い細胞培養の最適化」が JST 未

来社会創造事業へと発展すると

共に、参画メンバーが中心となり

ラボラトリーオートメーション

研究会を組織し、研究室のあらゆ

るプロセスの自動化に取り組ん

でいる産学の研究者とのネット

ワークを構築した。 
 
●また、プロジェクト型課題とし

て科技ハブ産連本部バトンゾー

ンプログラム内にロボティクス

プロジェクトを立ち上げ、脳 xAI
の要素を取り入れた次世代ロボ

ティクス研究の研究体制の構築

を進めると共に、人間機械協調研

究チームを設置し、研究を開始し

た。 
 
 

 
●所内公募型課題につい

ては、推進課題が理研内

外のより大きな研究事業

へとステップアップし、

基礎から実用化に向けた

研究の発展はもとより、

異分野連携による新たな

研究領域の開拓へと発展

したことは大きな進展と

考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●プロジェクト型課題に

ついては、次世代ロボテ

ィクスプロジェクト及び

オルガノイドプロジェク

トを新たに立ち上げるこ

とができた。 
ロボティクスに関して

は、理研内外の有識者に

よるリトリートでの議論

などにより、人間の認知

機能を中心とするこころ

のメカニズムを構成論的

に解明し、主体感を妨げ

ないインビジブルな支援

が可能なロボットの実現
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を目指す研究として活動

内容の整理を行った上

で、組織化を実現するこ

とができた。 
オルガノイド研究に関し

ては、生命機能科学研究

センターに拠点を設置

し、その拠点は米国シン

シナティ大学との連携へ

と発展し、科技ハブの展

開としても進んでいる。 
●次世代ロボティクスプ

ロジェクトについては、

拠点の形成と人員の確

保、さらに大学、他の研

究機関と企業を含めた連

携により構築が着実に進

んだ。 
 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１－(２) 世界最高水準の研究成果を生み出すための研究環境の整備や優秀な研究者の育成・輩出等 

関連する政策・施策 政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 
施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 予算額（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

― ― ― ― ― ― ― ― 決算額（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

― ― ― ― ― ― ― ― 経常費用（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件/ 

千円） 

― ― ― ― ― ― ― ― 経常利益（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 行政コスト（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 

― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 ― ― ― ― ― ― ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



21 
 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
◯若手研究人材の育成 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 世界に開かれた国

際頭として研究所

脳循環のハブが機

能することにより、

科学技術の水準の

向上と国内の若手

研究者の育成等を

推進するため、大学

との研究協力及び

優れた人材の育成

の観点から組織的

な連携を進め、国内

外の優秀な研究者

の受入れとその育

成・輩出、大学から

の学生の積極的な

受入れに取り組む

とともに、海外の研

究機関との共同研

究・人事交流等の連

携や、海外の研究拠

点の形成・運営など

を、戦略的に推進す

る。 

国内外の大学との

連携を図りつつ、大

学院生リサーチ・ア

ソシエイト、国際プ

ログラム・アソシエ

イト及び基礎科学

特別研究員等の制

度を活用して、独立

性や自律性を含め

た資質の向上を図

るべく、学生から若

手研究者まで人材

育成に取組む。ま

た、未開拓の研究領

域等、野心的な研究

に挑戦しようとす

る若手研究者を研

究室主宰者として

任命する制度（理研

白眉制度）を活用

し、次世代の研究人

材を育成する。 

大学院生リサーチ・

アソシエイト制度

では、柔軟な発想に

富み、活力のある大

学院生を積極的に

受入れ、育成する。

平成 31 年度は、130
人程度を受入れる。  
国際プログラム・ア

ソシエイト制度で

は、科学技術の発展

に貢献する優秀な

人材を発掘・育成

し、将来、日本と海

外を結ぶ国際的な

ネットワークを構

築することを目指

して、年間 30 人程

度を新たに受入れ

る。  
基礎科学特別研究

員制度では、国籍を

問わず世界水準で

優秀な若手研究者

を採用し、自由な発

想で主体的に研究

できる機会を与え

ることにより、創造

性や独創性をより

高め、国際的に活躍

する研究者を育成

する。平成 31 年度

は、150 人程度を受

入れる。  
理研白眉制度では、

未開拓の研究領域

等、野心的な研究に

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 
（評価指標） 
・国内外からの研

究者の受け入れと

育成・輩出の状況、

学生の受入状況 
 
（モニタリング指

標） 
・国内外から受け

入れた若手研究者

数、白眉 PI の採用

数 
 

●大学院生リサーチアソシエイ

ト（JRA）として国内大学院生を 
147 名、海外の大学院生を国際

プログラム・アソシエイト（IPA）

として 83 名、合計 230 名を受

け入れた。 
●基礎科学特別研究員について

は、155 名を受け入れた。うち外

国人は 50 名を受け入れ、全体の

3 割が外国籍であった。 
●理研白眉研究チームリーダー

として３名を受け入れた。第三回

目の公募と同時に女性研究室主

宰者プログラムとして加藤セチ

プログラムの公募も行い、女性１

名を含む２名の理研白眉研究チ

ームリーダー内定者を決定した

（令和２年度着任予定）。 

●各階層における若手人

材を育成する制度を設

け、さらに国際会議など

で紹介し国際的認知度を

向上させる取組を行なっ

たと認める。 
さらに、理研白眉制度の

下、女性限定公募の「加

藤セチプログラム」を運

用し女性 1 名が初めて着

任したとともに、令和 2
年度採用の募集において

女性の応募割合が増加す

るなど、既存分野にとら

われない次世代を担う研

究リーダー・女性の研究

リーダーの育成を強力に

推進したことを高く評価

する。 

＜評価すべき実績＞ 
・若手を中心に優れた研究者を登用する多様な制度の整備等がなされ、若手研

究者人材育成が進められていることは評価できる。  
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・日本国内の大学との共同研究を通じた博士後期課程学生を含む若手研究者育

成等への貢献を期待する。 
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挑戦しようとする

若手研究者に研究

室主宰者として独

立して研究する機

会を与え、広い視野

を持つ国際的な次

世代の研究人材を

育成する。平成 31
年度は、3 名を受入

れる。 

◯新たな人事雇用制度 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 若手をはじめとす

る研究者等が、中長

期的視点を持って

研究に専念出来る

よう、研究者等の任

期の長期化や一部

の無期雇用化を含

む、人事制度の改

革・運用を行う。こ

の際、様々な特色あ

る発想・知見を持っ

た研究者を受け入

れ、また輩出する機

能が、研究所の活性

化や科学界全体の

発展に重要である

ことに鑑み、人材の

流動性と安定性の

バランスには十分

配慮するとともに、

無期雇用となった

研究者等について

は、自らの研究の推

進のみならず、より

広範な研究分野で

の貢献等、研究所全

体の発展に向けた

優れた研究者を惹

きつけ、より安定的

に研究に取組むた

め、研究所が中長期

的に進めるべき分

野等を考慮し、公正

かつ厳正な評価を

行ったうえで、無期

雇用職として任期

の設定がなく研究

に従事できる環境

を提供することと

し、対象となる研究

者の割合を 4 割程

度まで拡充する。ま

た、任期制研究者に

ついても、研究に従

事できる期間を原

則 7 年とする等、安

定的な研究環境を

提供し、研究センタ

ー等で柔軟かつ機

動的に人材を活用

するとともに、国内

外の大学・研究機関

等で活躍する人材

として輩出するこ

平成 31 年度は、引

き続き無期雇用職

員の採用を進め、公

募選考等を通じて

優れた人材の獲得

に努める。また、任

期制研究者につい

ても、研究に従事で

きる期間を原則7年
とする等、安定的な

研究環境を提供し、

研究センター等で

柔軟かつ機動的に

人材を活用すると

ともに、国内外の大

学・研究機関等で活

躍する人材として

輩出することを目

指す。 
加えて、全所的に活

躍し得る高度な研

究支援業務を担う

コーディネーター

（リサーチアドミ

ニストレーター）等

についても人材確

保に努める。 

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 
 
（評価指標） 
・人事制度の改革、

多様で優れた人材

の登用、研究支援

機能の構築など

の、研究環境の整

備状況 
 
（モニタリング指

標） 
・無期雇用化した

職員数 
 

●無期雇用職の登用制度により

公募・選考を行い、研究系管理職

38 名、研究系一般職 22 名を登

用した。また、全所的に活躍し得

る高度な研究支援業務を担う研

究支援職員として 7 名を登用し

た。 
●令和 2 年 4 月 1 日採用に向け

て無期雇用職員の公募・選考を行

い、研究系管理職 1 名、研究系一

般職 27 名、研究支援職員 13 名

を内定した。 
●常勤の研究系職員及び研究支

援職員 3,053 名のうち、定年制

職員、無期雇用職員は 564 名
(18．5%)である。 
●任期制研究者による研究活動

への従事期間については、その能

力を最大限に発揮して研究に従

事できるよう原則 7 年として運

用した。 
●社会情勢や所内の意見等を踏

まえ、関係各所と 1 年半以上にわ

たる対話を行った上で、令和元年

12 月に、「研究職（研究系職、技

術系職、研究支援系職）における

人事制度の方針」を所内に示し

適切に計画を遂行してい

ると評価する。 
 

＜評価すべき実績＞ 
・プロジェクトの改廃の都度、最適な人材を結集するための形態として、長期

雇用と任期制の職員・研究者数を考慮しつつ、研究員・技師・アシスタント等

について人材の流動性と研究環境の安定化を兼ね備えた無期雇用制度の整備

として無期雇用職の創設による長期雇用枠の拡大を進めるとともに、有期雇

用の任期の明確化を図ったことは評価できる。  
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・分野によって一定数の研究者を無期雇用に転換することが優秀な研究者の雇

用のインセンティブとなる等、優れた人材の確保につながる。 
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取組への参画を促

すこととする。 
とを目指す。 
加えて、全所的に活

躍し得る高度な研

究支援業務を担う

コーディネーター

（リサーチアドミ

ニストレーター）等

についても人材確

保に努める。 

た。 
 

◯研究開発活動を支える体制の強化 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 研究者が自らの研

究開発活動を効果

的・効率的に行うと

ともに成果の最大

化を図り、研究所と

してその得られた

成果の社会還元を

進めるために、研究

系事務職員や研究

補助者といった研

究支援者、研究所内

外の連携を進める

ためのコーディネ

ート人材等の配置

や、そのための適切

な事務体制の構築

等、研究開発活動を

事務・技術で強力に

支える機能・体制を

構築する。 

研究開発活動を支

える研究支援機能

を強化するため、事

業所毎にセンター

等研究組織の研究

推進を担う運営業

務と、管理系業務を

効果的に配置する。

加えて、研究センタ

ー等研究組織にお

いてもアウトリー

チ活動、研究資金獲

得支援、学術集会等

開催、研究所内外の

大学、研究機関等と

の連携研究の支援

等を行うコーディ

ネーター、高度支援

専門職等の研究経

歴を有する研究支

援人材等を配置す

ることにより、多層

の研究推進・支援体

制を整備 
し、研究者が研究に

専念できる研究環

境を構築する。ま

た、適正に業務を見

直し、あるいは不要

研究開発活動を支

える研究支援機能

を強化する。 
平成 31 年度は、事

務組織、センター等

研究組織における

効果的な運用を進

める。また、本部と

和光事業所の業務

の融合を進めて、限

られた人員での業

務配分の最適化を

するとともに、セン

ター長室等におけ

る研究支援機能を

強化する。個々の事

務職員や研究部門

におけるコーディ

ネーター・アシスタ

ント等がその立場

や環境に関わらず

高い意欲を持って

業務に取組めるよ

うにするため、能

力・業務実績を反映

するキャリアパス

の設計の検討を行

う。 
さらに、無期雇用職

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 
 
（評価指標） 
・人事制度の改革、

多様で優れた人材

の登用、研究支援

機能の構築など

の、研究環境の整

備状況 
 
（モニタリング指

標） 
・研究支援者等の

数 
 

●所内公募により選考された無

期雇用研究支援職を各センター

のセンター長室へ配置すること

により、センターの安定的な研究

支援機能を強化した。 
●全所的に活躍し得る高度な研

究支援業務を担う研究支援職員

（コーディネーター、高度研究支

援専門職、研究支援専門職、アシ

スタント）として 7 名を登用し

た。 
●令和 2 年 4 月１日採用に向け

公募・選考を行い、研究支援職員

13 名を内定した。 
●無期雇用職員登用制度の運用

にあたっては、研究現場からの要

望を踏まえ、これまで研究系、技

術系、研究支援系のいずれにも位

置付けがなかった情報インフラ

を担う人材を、無期雇用研究支援

系職員として登用した。 
●任期制事務職員のキャリアパ

スとして事務基幹職制度（無期雇

用職）により 22 名を登用した。 
●研究支援を担う研究支援職及

び事務系職員の合計は、現時点に

おいて 842 名である。 
●限られた人員で効果的な業務

を遂行するため、施設部設置準備

適切に計画を遂行してい

ると評価する。 
＜評価すべき実績＞ 
・研究支援機能の強化や専門人材の確保を進め、体制の強化を図ったことは評

価できる。  
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
・拠点形成において、国内の最適な人材を結集できているかどうか、重点化や

多様性も含め、丁寧な運営を期待する。  
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
－ 
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な業務は廃止する

等により、適宜業務

の改善を図る。 

コーディネーター、

高度研究支援専門

職、研究支援専門職

について公募選考

等を通じて優れた

人材の獲得に努め

る。また、適正に業

務を見直し、あるい

は不要な業務は廃

止する等により、適

宜業務の改善を図

る。 

室を置き、施設業務に関する本部

機能の抜本的強化を行った。ま

た、施設業務を担当する准事務基

幹職員を公募・選考し、和光事業

所において 3 名、播磨事業所にお

いて 3 名、横浜事業所において 1
名を採用し、業務体制を強化し

た。さらに、建築、電気に関する

専門技能・知識を有する嘱託職員

を公募・選考し、播磨事業所にお

いて 2 名を採用した。 
 

◯ダイバーシティの推進 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 これらを進める上

で、女性や外国人研

究者等が円滑に研

究活動に従事でき

るよう、ダイバーシ

ティの計画的な推

進に配慮した環境

の整備に努める。 

より多様な人材を

確保するための先

導的な研究環境の

構築等の取組を引

き続き推進する。 
女性研究者等のさ

らなる活躍を促す

ため、出産・育児や

介護の際及びその

前後においても研

究開発活動を継続

できるよう男女共

同参画の理念に基

づいた仕事と家庭

の両立のための取

組等を実施し、研究

環境を整備する。 
外国人研究者への

様々な支援を含め

て、国際的な環境を

整備するため事務

部門における外国

語対応をさらに強

化する。また、既に

導入されている各

種の取組について

平成 31 年度は引き

続き、本部と実際に

外国人研究者の受

入れを行う各事業

所との連携を図り、

外国人研究者の家

族に対する生活支

援、生活に関連する

諸手続きの簡素化

の推進等のほか、対

応する各事務部門

の一層のバイリン

ガル化を推進する

とともに、外国人向

け生活マニュアル

の充実化を図る。ま

た、外部向けホーム

ページにおける研

究所外外国人研究

者向けの情報を整

理し内容を充実さ

せるとともに、英文

の研究所内ニュー

スレターである 
RIKENETIC や研

究所内ウェブサイ

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 
（モニタリング指

標） 
・研究者の外国人

比率、女性比率 
 

● 出産・育児や介護の際及びそ

の前後においても研究活動を継

続できる環境整備を推進し、男女

共同参画の理念に基づいた仕事

と家庭の両立を目指すための取

組として「妊娠、育児又は介護中

の研究系職員を支援する者の雇

用経費助成」で、 
のべ 43 人（平成 30 年度はのべ

56 人）に助成を行った。 
●個別の事情に対応し支援を検

討する相談窓口「個別支援コーデ

ィネート」には 18 件（平成 30 
年度は 12 件）の相談があった。   
●仕事と育児・介護の両立を支援

するための継続的な取組として、

研究費助成（計 29 名）や両立支

援セミナー（和光・横浜各 1 回、

参加者計 124 名）・個別相談会（計

5 回、相談者計 29）名等を実施し

た。 
●役職員の意識啓発を目的とし

たダイバーシティセミナーに加

え、e ラーニング（日英版）を新

たに導入した。 
●優れた女性研究リーダーの採

●女性研究室主宰者の公

募実施や女性研究者の研

究力強化支援・意識改革

の取組を効果的に推進す

ることで、将来的に指導

的地位に占める女性研究

者の割合の向上が期待で

きる環境を整えており、

順調に計画を遂行してい

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評価すべき実績＞ 

・ライフイベントからの復帰支援等、仕事と育児・介護の両立に向け、研究者等

が働きやすい制度の整備を進めていることは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・理系大学院の女子学生比率が低い以上、理系の研究機関での女性研究者のダ

イバーシティを適切に達成することは難しい。そうした中、目標を定量化し、

経営上常に意識しておくため、『女性管理職の継続的な採用』として目標値を

定めておくことは効果的である。 

・『女性管理職の継続的な採用』の目標値について、２年目で 35 名であれば、

現在の中長期目標期間中に目標達成可能と思われる。目標達成時点で採用を

抑制することなく、国際標準の達成に向け、継続して積極的に取り組まれる

ことが望まれる。 
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も利便性を高める

ための見直しや改

善を図る。 
加えて、研究所全体

で、障害者雇用の支

援等に取組む。 
指導的な地位にあ

る女性研究者につ

いては、その比率

（第 3 期中長期計

画目標「少なくとも

10％程度」）の維持

向上及び輩出に努

め、当該中長期計画

期間における指導

的な地位にある女

性研究者の累計在

籍者数 45 名を目指

す。また、外国人研

究者の比率の維持

（第3期中長期計画

目標 20％程度）等多

様性の確保を図る。 

トを通じて定期的

に必要な情報を発

信する等、来日前か

ら入所後まで状況

に応じたきめ細か

い対応を行う。この

ような環境整備の

もと、外国人研究者

の受入れを引き続

き積極的に進め、研

究に従事する研究

者の外国人比率の

維持（第 3 期中長期

計画目標 20％程度）

等、多様性の確保を

図る。 
加えて、研究所全体

で、障害者雇用の支

援等に取組む。 

用を促進するため 2018 年度から

開始した「加藤セチプログラム」

に、海外で活躍する女性研究者の

受け入れを推進するためのクロ

スアポイントメント型を新たに

導入し、常勤型を含めた計 3 件の

助成を決定した。 
●女性研究リーダーの育成を目

的に、PI を目指す 11 名の若手・

中堅女性研究者を対象とするリ

ーダーシップ開発プログラムを

新たに実施し、研究者としての多

面的な能力開発及びネットワー

ク構築を行った。 
●ダイバーシティ研究環境実現

イニシアティブ事業の補助金交

付が平成 30 年度で終了したが、

補助事業の安定的な運営のため、

自主経費により同規模の予算措

置を行った。 
●指導的な地位にある女性研究

者の比率は 8.3%で、累計在籍者

数は 35 名となった。 
●障害者雇用の拡大のため、現在

和光地区においてのみ設置して

いる業務支援室の他地区への展

開の検討を行い、令和 2 年度中に

横浜地区に設置することとした。 
●海外の若手研究者・学生等が理

研に興味を持ってもらえるよう

に、理研の若手研究者らが理研の

魅力を語る、英語版プロモーショ

ンビデオを作成して所外向けウ

ェブページで公表した。 
●海外より赴任する外国人職員

向けの有用情報を掲載した所外

向けウェブページのコンテンツ

を整備した。 
●引き続き専門スタッフによる

所内文書の翻訳を行った。特に 2
月以後は新型コロナウイルスの

感染拡大に伴う緊急かつ重要な

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●外国人職員向けに新型

コロナウイルス関連の情

報を迅速に翻訳しほぼ日

英同時に提供できたこと
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所内の通知文書等を迅速かつ正

確に翻訳し、ほとんどの文書を日

英同時に外国人職員に発信した。 
●所内のバイリンガル化、国際化

の一助とするため、事務職員向け

の英語ライティングワークショ

ップを 2 回開催し、高評価を得

た。 
●英文所内報 RIKENETIC が外

国人職員にとってより魅力あり

かつ有益なものとなるよう、記事

内容等を一新した。 
●研究者の外国人比率は 22.9%
に達した 

は、高く評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●各種取組により研究者

の外国人比率が 20%を超

えたことは評価できる。 
◯国際化戦略 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 世界に開かれた国

際頭脳循環のハブ

として研究所が機

能することにより、

科学技術の水準の

向上と国内の若手

研究者の育成等を

推進するため、大学

との研究協力及び

優れた人材の育成

の観点から組織的

な連携を進め、国内

外の優秀な研究者

の受入れとその育

成・輩出、大学から

の学生の積極的な

受入れに取り組む

とともに、海外の研

究機関との共同研

究・人事交流等の連

携や、海外の研究拠

点の形成・運営など

を、戦略的に推進す

国際的な科学技術

ハブとして、国際連

携を通じた世界最

高水準の研究成果

の創出や国際頭脳

好循環を実現する

ため、互恵的な国際

協力関係を構築す

る取組を国際化戦

略に基づき推進す

る。具体的には、海

外研究機関・大学等

との覚書や研究協

力協定の締結、国際

共同研究の実施、人

材の派遣や受入れ

を通じた国際交流

等に取組み、アジ

ア、米国、ヨーロッ

パ等に国際連携拠

点を形成する。ま

た、取組状況を適宜

精査し、終了した共

国外の研究機関と

の連携・協力につい

ては、研究所の国際

戦略に基づき、トッ

プレベルの海外研

究機関・大学と、研

究協力協定や国際

連携大学院協定の

締結等による機関

間連携・協力体制の

構築を進める。平成

31 年度は引き続き、

共同シンポジウム

の開催等を通じて

さらなる国際協力

に向けた研究課題

の検討を進めると

ともに、これまでに

構築した海外研究

機関等との連携を

強化する。また、機

関間連携等を通じ

た国際的なネット

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 
（評価指標） 
・海外の研究機関

等との連携状況 

●トップダウンによる戦略的な

国際連携推進のための「理化学研

究所の国際化戦略」を着実に推進

するため、グローバル戦略委員会

による審査を経て、戦略的な研究

パートナーとの国際連携事業（4
課題）を選定し、ボトムアップと

トップダウンのマッチングを図

り、より科学的・社会的インパク

トの高い国際連携を所として推

進した。 
●７月にルクセンブルク大学の

ルクセンブルク生命医科学シス

テムセンター及びルクセンブル

ク健康研究所との間に研究協力

に関する覚書を締結し、理研－ル

クセンブルク大学連携オープン

ラボを開設した。 
●11 月に理研シンガポール事務

所において、Aging に関するマレ

ーシア科学大学との研究協力覚

書に基づく連携研究プロジェク

トに関するワークショップを開

適切に計画を遂行してい

ると評価する。 
＜評価すべき実績＞ 
・トップダウンによる国際連携を推進するとともに、センター等における国際

連携事業を評価・採択することで組織同士の連携につなげている点は評価で

きる。 
・外国人研究者の活躍とそれをサポートするシステムは評価できる。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・海外の優れた人材の確保と、そうした人材との共同研究について、両方推進

するにせよ、どちらを更に推進するのか、分野等に応じて戦略を立てることも

重要である。 
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る。 同研究や国際連携

拠点は速やかに廃

止する等適切に対

応する。 

ワークを活用し、多

様な国際的人材の

獲得・育成を行う。

国際連携研究や海

外拠点形成につい

ては、研究組織の戦

略と本部の国際化

戦略が合致した国

際連携研究を引き

続き推進するとと

もに、前年度に設置

した欧州事務所の

活動を強化する。 

催し、５か年間の研究活動につい

て、外部有識者による評価を行っ

た。 
●12 月にブリュッセルにおい

て、理研欧州事務所開所一周年記

念シンポジウムを行い、欧州と日

本から研究者や政府関係者ら

140 名人以上が参加した。 

◯研究開発活動の理解増進のための発信 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 我が国を代表する

研究機関として、自

らの活動を科学界

のみならず広く一

般社会に発信し、そ

の意義や価値につ

いて、幅広く理解さ

れ、支持を得ること

が重要である。この

ため、論文発表、シ

ンポジウム、広報誌

や施設公開等にお

いて、引き続き、研

究活動や研究成果

の分かりやすい発

表・紹介に取り組む

とともに、あわせ

て、当該研究によっ

て期待される社会

還元の内容等につ

いて情報発信を行

い、国内外の各層か

ら幅広く理解・支持

されるよう努める。 

国民の理解増進を

図るため、優れた研

究開発成果や期待

される社会還元の

内容についてプレ

ス発表、広報誌、ウ

ェブサイト、SNS、
施設公開、各地で開

催する科学講演会

やメディアとの懇

談会等において情

報発信を積極的に

行う。 
プレス発表や広報

誌では、平易な用語

や映像を用いて国

民にわかりやすい

形で情報提供する。

また、施設公開や各

種講演会に加え、セ

ミナーや出張レク

チャー等の機会を

通じて、国内外の各

層から幅広く理解・

支持されるよう努

国民の理解増進を

図るため、平成 30
年度に策定した広

報戦略に基づき、優

れた研究開発成果

や期待される社会

還元の内容につい

て情報発信を積極

的に行う。 
プレス発表や広報

誌では、平易な用語

や映像を用いて国

民にわかりやすい

形で情報提供する。

また、施設公開や、

各種講演会に加え、

セミナーや出張レ

クチャー等の機会

を活用するととも

に、「科学道」を用い

た理解増進活動に

より、国内外の各層

から幅広く理解・支

持されるよう努め

る。公式ウェブサイ

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 
 
（評価指標） 
・研究成果の発信、

アウトリーチ活動

の取組状況 
等 
 
（モニタリング指

標） 
・アウトリーチ活

動の実施件数 
 

●理研のブランディング活動と

して「科学道」を使った広報活動

を進めた。具体的には、「科学道

100 冊フェア」の令和元年度版を

全国の図書館や教育機関等にて

展開した（令和 2 年 3 月 27 日現

在で図書館 211 館、教育機関 194
校、書店 33 店）。 
 
 
 
●プレスリリースや、必要に応じ

報道機関向け勉強会を開催する

など、正確で適切な報道発表の取

組を行った。定例記者懇談会を 5
回開催し、記者との交流を深め

た。 
●令和元年度理研主導のプレス

リリースは、184件（資料配布100
件、レクチャー15 件、参考資料

配布 69 件、他機関主導の発表を

含む数は 275 件)を行い、その約

6 割が新聞に掲載された。 
●「理研ニュース」（月刊）、理研

全体から代表的な研究成果を紹

●「科学道 100 冊」では、

多くの図書館や教育機関

等でフェアを開催し好評

を得た。継続開催の希望

も多数寄せられ、新聞や

Ｔｗｉｔｔｅｒ、ブログ

などで多数紹介された。

この活動を通して、理研

はもとより科学一般への

関心を高めることにも大

きく貢献した。 
●研究成果の報道発表を

継続して適切で正確な報

道につなげることができ

た。また、記者懇談会を

通じて、理研の研究成果

や取組が新聞で取り上げ

られ、正確で適切な報道

につなげられた。また、

経営陣と記者との双方向

のコミュニケーションも

とることができた。 
 
●分かりやすく伝える観

点からのプレス発表・動

＜評価すべき実績＞ 

・外国人研究者の活躍とそれをサポートするシステムは評価できる。  

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・研究成果を社会還元すべく、研究者自らがプレス向けだけでなく国民に向け

て分かりやすく発信していくことを期待する。  

・「京」の筐体や化粧パネルの科学館等への寄贈、「富岳」名称の一般公募の実施

等により認知を高めるとともに、社会的理解を得る努力を積極的に行ってい

る。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・神戸地区において、科学コミュニケーションを専門的に扱う人材を広報活動

に活用していたことは評価できる。そうした専門人材の確保と活用が重要で

ある。 

・日本の学生や市民向けに、科学への興味を喚起し、教養を高められるような

日本語のコンテンツが不足している。貢献を期待したい。 

・「富岳」の成果等を国民が実感できる形で分かりやすく広報し、引き続き社会

的理解を得る取組が望まれる。 
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める。 
海外との連携強化

や国際人材の確保

を目的として、海外

メディアを対象と

したプレスリリー

ス や RIKEN 
Research 等により

海外への情報発信

を行う。 

トについては、ウェ

ブアクセシビリテ

ィを考慮し、インタ

ーネット利用の習

熟度、障害の有無、

年齢等にかかわら

ず、誰もが利用しや

すいウェブサイト

を基本方針とし改

訂を進め、平成 31
年度内にリニュー

アル公開する。 
研究所の国際社会

における存在感を

高めるため、英語で

の情報発信経験を

有する科学コミュ

ニケーターによる

海外メディアを対

象とした記事作成

を行うとともに、外

国人向けの広報誌

RIKEN Research
を発行する。また、

アメリカ科学振興

協会年次総会等、国

際的な科学技術関

連会議でのジャー

ナリストとのネッ

トワーキングや、英

文によるプレスリ

リースを行う。 

介する「広報誌 RIKEN」（年刊）、

小中学生と保護者をターゲット

にした子供向けミニ冊子（年刊）

を発刊し、理研ウェブサイトにも

公開した。 
●和光、筑波、播磨、仙台、横浜、

神戸、名古屋、大阪など、各地区

で一般公開を行い、全体の来場者

は約 27,000 名であった。 
 和光地区の一般公開では、初め

て英語でのサイエンスカフェを

開催し、好評を得た。 
●「科学講演会」（東京、静岡）、

「スパコンを知る集い」の開催、

文科省主催の「子ども霞が関見学

デー」への参加、参加者との双方

向のコミュニケーションイベン

トとして「理研 DAY：研究者と

話そう」の開催（7 回）、SSH 校

の集まる「サイエンスフェア in
兵庫」や、はこだて国際科学祭

2019 に出展し、サイエンスレク

チャーなど理解増進の取組を行

った。 
●高校生向けプログラムとして、

「RIKEN 和光サイエンス合宿

2019」、「夏休み高校生理科教

室」、「高校生のための生命科学体

験講座」を実施した。また、各地

区において高校の団体見学を受

け入れた（190 校、約 5,700 人）。 
●メールマガジンの発行（24 回、

会員数：約 11,000 名/R2.3.27 現

在）、及び Twitter での情報発信

を行った（年間ツイート数 326
回、フォロワー約 31,000 人（R2
年 3 月））。また、 YouTube
「RIKEN Channel」に研究の紹

介やプレスリリース関連の動画

を 40 本掲載した。 
●理研ウェブサイトを 10 月にリ

ニューアル公開した。その際、総

画配信、各種広報誌や子

供向け小冊子、ウェブサ

イト等により情報発信、

地域と連携した活動を順

調に展開した。科学講演

会、一般公開等のイベン

トに加え、高校生向けの

プログラムを充実させ

た。 
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務省の「みんなの公共サイト運用

ガイドライン」に基づき、ウェブ

アクセシビリティ対応を進め、そ

の達成基準 A25 項目と AA13 項

目をほぼ達成した。 
●理研ウェブサイトのリニュー

アルに際し、英語ページについて

研究成果情報の掲載方法を整理

し、分野別やキーワード検索を可

能とした。 
●一般公開等の来場者やイベン

ト参加者に理研グッズを販売し

（8,937 点）し、平成 28 年度か

らは自己収入事業として、R 元年

度収入予算（435 万円）に対して

約525万円の収入を達成（120％）

した。 
●英文プレスリリース 38 件を発

表、ニュース配信サービス経由の

他独自に 230 名の、ほとんどが

海外在住の外国人ジャーナリス

トに配信した。外国人向け英文広

報誌 RIKEN Research について

印刷媒体は年 4 回発行、WEB 版

は随時記事を作成・発信し、海外

メディアから問い合わせを受け

た。  
●海外の若手研究者・学生等が理

研に興味を持ってもらえるよう

に、理研の若手研究者らが理研の

魅力を語る、英語版プロモーショ

ンビデオを作成して所外向けウ

ェブページで公表した。 
●アメリカ科学振興協会年会

（AAAS）で、前年度に引き続き

科学セッション提案が採択され、

外部研究者や産業界からもスピ

ーカーを招いて主催し、100 名を

超える出席者があった。 
 
●国際発信の効果を測る方策の

一つとして、Altmetric スコアを

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●アメリカ科学振興協会

年会（AAAS）で科学セッ

ションを主催したこと

は、理研の国際社会にお

けるプレゼンス向上や国

際頭脳循環に貢献するも

のと考えられる。 
●Altmetric スコアのプ

ログラム開発により一度
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自動的に取得できるプログラム

を内製で開発した。 
 
 
 
 
【スーパーコンピュータ「京」及

び「富岳」に関する広報・理解増

進対応】 
●「スーパーコンピュータ「京」」

の撤去にあたり、「京」の筐体や

化粧パネル等は、子どもや学生の

スーパーコンピュータに対する

理解増進に活用してもらうため、

希望のあった科学館等 13 館に寄

贈された。寄贈にあたっては、寄

贈式を開催し、シャットダウンセ

レモニー同様にメディアで広く

報道され、国民の関心を集めた。 
 
 
●「京」の後継機「富岳」の製造

拠点がある石川県(金沢市)にて

講演会「富岳を知る集い」を開催

し、その様子が全国レベルで報道

された。高性能計算科学に係る研

究および研究者育成のために寄

附した者に対して「京」の CPU
を加工した記念品を贈呈するた

め、準備を進めた。 
●「富岳」の名称決定にあたり一

般から公募し、全国の科学館や博

物館、スーパーサイエンスハイス

クール校等を通じた若年層への

積極的な呼びかけを行った。ま

た、名称案募集のリリースの関東

の記者会への配布や、理研ニュー

ス（2019．3）へ名称募集記事を

掲載した。これらの取り組みによ

り、「京」のときに比べ約 2.5 倍

の約 5,200 件の応募があった。名

称決定やシャットダウン式典、寄

の動作で全登録データの

同時アップデートが可能

となり、今後業務の効率

化及び広報活動の検討に

貢献が期待される。 
 
 
 
 
●適切な時期に効果的な

リリースや会見を繰り返

すなど、常に話題づくり

を心掛けたことにより、

TV 報道を含め数多くの

メディアにおいてポジテ

ィブに報道され、「富岳」

への期待感を醸成すると

ともに、その役割や意義

について、国民の理解度

を高め、広く関心を集め

たことは、高く評価する。 
●単に「京」を撤去する

だけでなく、後世に残る

スーパーコンピュータの

歴史としてその一部を残

し、CPU を感謝の意味を

込めた記念品に加工する

創意工夫を行ったこと

は、非常に高く評価する。 
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贈式の様子は、主要テレビ局、主

要紙や地方紙などメディアで広

く報道されたほか、国会議員等の

ご参加もあり、非常に注目される

ものとなった。 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１－(３) 関係機関との連携強化等による研究成果の社会還元の推進 

関連する政策・施策 政策目標７ イノベーション創出に向けたシステム改革 
施策目標７－１ 産学官における人材・知・資金の好循環システム 
の構築 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 予算額（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

― ― ― ― ― ― ― ― 決算額（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

― ― ― ― ― ― ― ― 経常費用（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件/ 

千円） 

― ― ― ― ― ― ― ― 経常利益（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 行政コスト（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 

― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 ― ― ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
◯産業界との共創機能の強化 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 イノベーション創

出のために、研究所

が有する革新的研

究シーズの社会還

元を加速する。この

ため、産業界や大学

といった外部機関

との連携を強化し、

分野や業種を超え

て結びつく場とし

て、研究所の研究成

果の実用化や、関係

機関による新たな

価値の共創のため

のオープンイノベ

ーションの推進や、

そのための企画・立

案機能の強化及び

体制整備、知的財産

の戦略的な取得・管

理・活用等の取組を

推進する。また、そ

れらの取組を通じ、

外部資金の獲得・活

用に努める。 
特に、外部機関との

連携にあたっては、

個々の研究者同士

の共同研究を実施

するだけではなく、

組織対組織の連携

を強化し、研究所内

外の知識や技術を

融合・活用すること

でオープンイノベ

ーションの推進に

資する。 

研究成果の最大化

及び社会的課題解

決のため、ニーズ探

索、新技術開発テー

マ創出から事業化

に向けて、諸外国で

の取組状況等も踏

まえ、オープンイノ

ベーションを推進

し、組織対組織の連

携による産業界と

の共創機能を強化

する。そのため、学

際・業際等の領域を

跨がる連携チーム

を構成した戦略的

な共創テーマを創

出し、産業界と研究

所の複数の研究チ

ームより構成され

る連携センター、産

業界と研究所が協

働して研究計画の

立案から成果創出

までを一体的に担

う連携プログラム、

産業界の先導によ

る課題解決に取組

む融合的連携研究

等を推進し、大型共

同研究に結実させ

る。また、それらの

共同研究の実施に

当たって、その着実

な進捗と成果の社

会実装に向けた組

織的なプロジェク

研究成果の最大化

及び社会的課題解

決のため、平成 31
年度は、産業界との

融合的連携研究制

度において、次世代

の技術基盤の創造

や、成果の早期実用

化等に向けて発展

が見込まれる研究

開発課題を着実に

設置するとともに、

産業・社会のニーズ

を捉えた研究開発

課題発掘の機会を

広げることで、より

確実に成果が創出

され、推進できる体

制を強化する。産業

界との連携センタ

ー制度については、

産業界の潜在ニー

ズの開拓に努め、こ

れまでに設置した

連携センターの持

続的発展とともに、

研究所内各所の調

整を密に行い、連携

プログラムの実施

も含めた組織的か

つ包括的な連携の

提案と構築を積極

的に行う。また、産

業界との共創機能

を強化するために、

企業の経営戦略の

把握とそれに基づ

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 
（評価指標） 
・組織対組織での

産業界や大学との

連携状況と、これ

による研究成果の

社会還元等の状況 
・知的財産のマネ

ジメント、ベンチ

ャー創出・育成の

進捗状況 
・出資等の業務を

通じたイノベーシ

ョン創出強化に係

る取組状況 
等 
 
（モニタリング指

標） 
・国内外の外部の

研究機関等との連

携数、連携プロジ

ェクト数 
・大型の共同研究

等による民間企業

からの資金受入状

況、特許件数（出

●産業界との連携 
（産業界との融合的連携研究制

度） 
令和元年度は新規チームの設置

はなかったが、令和 2 年度以降の

設置に向け、関心のある企業との

個別相談や説明会を実施した。活

動中の全 8 チームは、それぞれ産

業界のニーズに基づいた研究開

発を実施した。 
「微細藻類生産制御技術研究チ

ーム」では、バイオ燃料や食品へ

の応用が期待される有用な微細

藻類である Euglena gracilis を

対象とした高効率のゲノム編集

方法の確立に初めて成功した。ミ

ドリムシの基礎研究の推進や有

用株の育種に大きく貢献するこ

とが期待される。 
平成 28～30 年度に設置された

「次世代臓器保存・蘇生システム

開発チーム」で構築に成功した基

本システムを用いて、株式会社

SCREEN ホールディングスは、

移植技術をサポートする臓器潅

流システムの構築に成功した。 
（産業界との連携センター制度） 
全 11 の連携センターが研究活動

を行った。 
「理研-JEOL 連携センター」で

は、令和元年度に原著論文が 38
報出るなど活動が活発化すると

ともに、100nm～1μm の微結晶

を用いて、低分子有機化合物の水

素原子の位置を含む結晶構造を

詳細に観測する手法を開発し、発

表した。低分子医薬品の開発促進

●産業界との連携 
（次世代の技術基盤の創

造） 
企業との共同研究を通じ

て、ミドリムシを対象と

した高効率のゲノム編集

方法の確立といった社会

実装に繋がる基礎研究で

の成果を創出した。 
（開発実績） 
産業界との融合的連携研

究制度を用いて創出され

た成果を元に企業側で開

発を継続しており、新た

なシステムの構築へとつ

ながった。 
ヒトだけでなく環境にも

優しい新しいタイプであ

るコナジラミ類成虫忌避

剤「ベミデタッチ®」が上

市された。 
連携センターでも多くの

原著論文が出ており、企

業ニーズを踏まえた基礎

研究が進行している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評価すべき実績＞ 

・産業界との融合的連携研究制度は、企業と研究所が資金やフォーメーション

で連携した研究スキームを実現して多くの製品化実績を上げており、評価でき

る。 

・成果活用等支援法人（株式会社理研鼎業）への出資及び法人設立に向けた関

連規程等の整備を進めるとともに、株式会社理研鼎業を通じた産学連携の強化

及び研究成果を社会に還元する取組を推進している点は高く評価できる。 

・特許を出願する際に、発明内容を分析し、特許強化費を支給して周辺データ

を揃え、より広い領域で権利化できるように努めている点は評価できる。 

・知的財産権の確保が効率的に行われ、10 年以上保有特許の実施化率が前年を

上回る 88.3％を達成したことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・株式会社理研鼎業の設立や経緯等に係る情報について、研究所として説明責

任を果たしていくことが求められる。 
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産業界との連携に

あたっては、組織的

かつ大型の共同研

究等の取組を強化

することで、外部資

金を獲得・活用しつ

つ、自らの研究シー

ズの社会還元を行

う。その際、イノベ

ーション創出を促

進し先導する観点

から、研究所の知的

財産の管理・活用、

法人発ベンチャー

の育成・支援のため

の組織的な取組を

強化する。 
 

トマネージメント

を行う。 
研究成果を基にし

た研究所発ベンチ

ャーの設立を強力

に支援するため、技

術の優位性判断、市

場調査等を進め、外

部ベンチャーキャ

ピタル等の協力を

得ながら事業計画

の立案、経営支援及

び資金調達支援を

一体的に推進する。 
産業界が活用し得

る質の高い知的財

産権の確保のため、

基礎研究段階の研

究成果を実証段階

の成果まで高める

研究開発や知的財

産権を強化するた

めの研究開発を推

進する。さらに、複

数の特許技術のパ

ッケージ化、バリュ

ーチェーン化等に

より、知的財産権の

ライセンス活動を

強力に推進する。 

くコンサルティン

グ、研究センター等

の積極的参加を引

き出すテーマ創出

活動を推進すると

ともに、企業との組

織対組織の連携を

前提とする産業界

会員制度を創設し

実施する。企業との

共創、知財のライセ

ンス、ベンチャー支

援、共同研究促進等

の活動を一元的に

担う成果活用等支

援法人に対し、出資

並びに人的及び技

術的援助を行う。出

資等に係る専門性・

客観性を確保する

ため、研究所内の推

進体制や、外部有識

者による審議体制

を構築する。 
研究成果を基にし

た研究所発ベンチ

ャーの設立を強力

に支援するため、平

成 31 年度は、職員

の起業意識を醸成

するための講演会

やピッチイベント

を開催するととも

に、アントレプレナ

ーマインド、事業計

画立案、市場戦略等

の研究開発型ベン

チャーがとるべき

視点を得るための

アクセラレーショ

ンプログラムを引

き続き開催する。 

願、登録）、10 年以

上保有している特

許の実施化率、研

究所発ベンチャー

数 
・出資等の業務を

通じた民間企業等

との連携数、資金

受入状況 
 

や品質向上への貢献が期待され

る。 
 
（特別研究室） 
・有本特別研究室において、コナ

ジラミ類成虫忌避剤「ベミデタッ

チ®」が上市された。有効成分グ

リセリン酢酸脂肪酸エステルは、

植物由来成分で、国内外で食品に

用いられる。従来の殺虫剤とは異

なり直接的に殺虫することなく、

コナジラミ類成虫の飛来、吸汁や

交尾の行動を制御するヒトだけ

でなく環境にも優しい新しいタ

イプの薬剤を開発した。コナジラ

ミ類の媒介するウイルス病の被

害を大きく軽減する効果が期待

される。 
 
●株式会社理研鼎業の設立 
研究開発成果の社会還元とそれ

によるイノベーションの創出を

図るため、科学技術・イノベーシ

ョン創出の活性化に関する法律

に基づいて文部科学大臣の認可

を受け、9 月に理研の全額出資に

より株式会社理研鼎業（以下「理

研鼎業」という。）を設立した。出

資にあたっては、研究所内の推進

体制や規程制定、外部有識者によ

る審議体制の整備を行った。 
12 月より、知財のライセンス、

ベンチャー支援、共同研究促進、

企業との共創に関する業務委託

を開始した。委託業務では、シー

ズの発掘からライセンス契約、共

同研究契約に至る企業との交渉、

ベンチャー設立のための支援、企

業の経営者・研究者との間で共創

のための協議を本格化させた。こ

れらの活動を有機的に連携する

ことにより、相乗効果を発揮させ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●株式会社理研鼎業の設

立 
科学技術・イノベーショ

ン創出の活性化に関する

法律等に準拠し、これま

での独立行政法人として

の国立研究開発法人の枠

組みの下に株式会社とい

う全く異なる仕組みを据

える組織改革を成し得

た。 
株式会社としての独立性

やダイナミズムを活かす

ため、関係部署との組織・

制度運営に関して、意識

あわせとともに必要な研

究所内外の体制整備を行

った。 
業務委託により、その目

的である研究成果の社会

還元、組織対組織の連携

強化などが機能し始めて

いる 
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産業界からの関心

を集める質の高い

知的財産権の確保

のため、平成 31 年

度は、課題解決を提

案する技術をパッ

ケージ化した紹介

を行い、知的財産権

のライセンス活動

を強力に推進する。

また、当該知的財産

権に関心を持つこ

とが考えられる企

業への紹介・提案活

動、展示会における

産業界との面談、ウ

ェブサイトを活用

した情報発信等に

より、知的財産権の

ライセンス活動を

強力に推進する。こ

れら活動の結果を

踏まえ、一定期間毎

にその知的財産と

しての価値や費用

対効果を検証し、権

利維持の必要性を

見直す等、効率的な

維持管理を行う。実

施許諾した知的財

産についても、一定

期間毎にその実施

状況や市場状況を

踏まえ、権利維持の

必要性を見直す。 

ることとしている。 
さらに、理研鼎業の事業活動にあ

たり、研究所の全研究室を網羅し

た研究室総覧を作製した。 
産業連携活動全般に関する方針

や制度策定、知財管理、企業等と

の連携に関する契約など、権利者

としての最終的な決定は理研が

行うとしている。また、共創機能

と共同研究、ベンチャー支援等に

おいて利益相反が生じないよう

逐次、兼業規程や技術指導の規程

を整備している。 
 
●共創機能の強化 
理研鼎業において、理研と企業と

の組織対組織の連携を構築・強化

するための産業界との共創会員

制度を創設した。令和元年度は、

理研鼎業設立準備期間中から交

渉していたバイエル社、カールツ

ァイス㈱、シスメックス㈱、トヨ

タ自動車㈱の 4 社と共創契約を

締結し、本格的な協議を開始し

た。 
具体的には、理研の役員と企業の

経営層との方針、意識合わせの会

議を元に、将来の日本の科学技術

と産業、理研の科技ハブネットワ

ーク等の視点を考慮し、両者の研

究者レベルによる共創の方向性

を調整し、共同研究等テーマの検

討を実施している。 
また、理研-ダイキン工業健康空

間連携プロジェクトにおいては

技術トップレベルでの協議を行

い、「社会のあるべき将来像に向

けて」をテーマに、必要な課題解

決対象やそのための方法論等に

関する集中的な議論を 2 回にわ

たり行った。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●共創機能の強化 
株式会社理研鼎業（以下

「理研鼎業」という。）の

設立を目指して、産業連

携部及び事業開発室を改

組し、イノベーション事

業本部として準備を進め

てきたことから、設立後、

イノベーション事業本部

から理研鼎業への業務委

託及び委託後の業務開始

を円滑に行うことができ

た。 
組織対組織の連携を構築

するための産業界会員制

度を業務委託前から準備

し、理研鼎業が設立され

てから速やかに立ち上げ

たことにより、理研鼎業

において初年度から計 4
社との共創契約の締結に

繋がった。 
共創を元にした共同研究

では、理研が 3 年前から

構築している大学および

他研究法人との科学技術

ハブのネットワークにお

ける幅広い展開が計画さ
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●民間企業からの資金受入状況 
JST 新技術説明会、理研と未来を

創る会セミナー・交流会、イブニ

ングセミナーといったイベント

や、Web・メールマガジンによる

情報発信、個別企業への技術紹介

活動を行った。 
上記の結果、民間企業との共同研

究等の受入額は 24億 1200万円、

知的財産権の実施許諾契約 285
件、実施料等収入約 12 憶 3200
万円となった。 
研究者による民間企業に対する

技術指導を促進し、民間受託収入

の増加を図るため、コンサルティ

ング契約を令和 2 年 4 月から可

能とするよう規程を改正した。 
 
●知的財産権の確保と効率的な

維持管理 
積極的に知的財産権を確保する

一方で、その価値と費用対効果を

検証した結果、令和元年度末では

10 年以上保有している特許の実

施化率は 88.3％（前年度実績

86.0％）を達成した。 
 
●理研ベンチャーの認定 
理研の研究成果の実用化を促進

するため、理研ベンチャー1 社を

新たに認定し、累計 49 社となっ

た。 
企業成長に資する制度とするた

め、理研ベンチャー認定・支援制

度設置規程の改正を行った。 
理研の研究成果を活用した新た

な事業創出やその成長発展を支

援することを目的として、ライセ

ンス対価としての新株予約権を

取得することができるよう規程

れている。 
 
●民間企業からの資金受

入れ 
民間企業との共同研究や

ライセンス等による収入

総額が増加し続けてい

る。 
コンサルティング契約に

関する規程改正やライセ

ンス対価としての新株予

約権取得に向けた方針を

検討するなど、民間資金

の受入拡大のための環境

整備を行った。 
 
 
 
 
 
●知的財産権の確保と効

率的な維持管理 
有効性や市場性を検証

し、効率的な維持管理を

行い、10 年以上保有特許

の実施化率が昨年度を超

える実績を挙げた。 
 
 
●理研ベンチャーの認定 
理研ベンチャー候補や認

定後企業からの要望に応

じ、起業シーズや事業計

画の発表・ブラッシュア

ップのための機会やベン

チャーキャピタル等の紹

介、公的資金獲得相談、

知財戦略相談等を通じ

て、研究成果の事業化促

進のための活動を継続的

に行った。 
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を改正した。 
 
●研究成果の実用化を加速させ

るための制度の充実 
研究成果の実用化を加速させる

ため、より強い特許の取得を目指

す「特許強化費」、研究開発成果

の実用性の検証・向上を目的とし

た「実用化支援ファンド」、ベン

チャーの設立を目指す課題の概

念実証を支援する「ベンチャー育

成ファンド」と位置づけ、従前の

仕組みを強化し、運用を開始し

た。 

 
 
●研究成果の実用化を加

速させるための制度の充

実 
理研鼎業のアクティビテ

ィを活用しながら研究成

果を迅速に社会還元する

ための仕組みを強化した

ことは、時宜を得たもの

であり、高く評価される。 
 

◯科学技術ハブ機能の形成と強化 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 大学との連携にあ

たっては、複数の分

野の研究者が流動

性を持ちながら、組

織的に連携するハ

ブとしての機能を

研究所が中心とな

って構築し、それぞ

れの強みを活かし

つつ組織や分野の

壁を越えた融合研

究を展開する場を

構築することで、研

究所及び連携先の

大学による新たな

革新的研究シーズ

の創出につなげる

とともに、当該ハブ

機能を中核として

地方自治体や地域

産業との連携を強

化し、成果の社会還

元につなげる。 

大学、研究機関や産

業界と協働し、研究

所が科学技術にお

けるハブの役割を

担い、研究開発のネ

ットワークを形成

及び強化すること

により我が国の科

学力の充実を図る

とともに、イノベー

ションの創出を推

進する。このため、

従来型の研究者間

の個別の共同研究

によるつながりに

とどまることなく、

高い研究開発力や

産学連携能力等を

有する大学等と組

織対組織で協働で

きる体制を形成す

るとともに、それぞ

れの組織の強みを

生かした組織や分

平成 31 年度は、九

州大学、広島大学、

名古屋大学、京都大

学及びけいはんな

地区を対象として、

科学技術ハブ（以下

「科技ハブ」とい

う。）機能の強化を

推進する。具体的に

は、科技ハブ形成先

との合意がなされ

た場合には、科技ハ

ブの特性及び進捗

を踏まえて、大学等

に研究所との連携

のための組織、研究

室及び協議体を設

置し、科技ハブ形成

先において、機関間

の連携や地域への

展開を促進するた

めのシンポジウム

を開催するととも

に、連携講座の設置

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 
 
（評価指標） 
・組織対組織での

産業界や大学との

連携状況と、これ

による研究成果の

社会還元等の状況 
（モニタリング指

標） 
・国内外の外部の

研究機関等との連

携数、連携プロジ

ェクト数 

●九州大学，広島大学に科学技術

ハブ機能形成に関する組織間合

意のもと、大学本部が管理運営に

責任をもつ組織として新たに〇

〇大学―理研科技ハブ拠点等の

名称の組織を設置し、拠点運営と

共同研究の推進を行なった。既に

設置した京都大学、名古屋大学、

大阪大学を含め、全国規模で科学

技術ハブ形成を推進した。（計 5
件） 
 
 
 
 
 
 
●新たな大学・研究機関との連携

は、連携候補先毎に論文、共同研

究、人材交流等のデータを整理・

共有の上、どの研究領域で連携す

るかの検討を進めた。その結果、

沖縄科学技術大学院大学、東京理

科大学及び宇宙航空研究開発機

●「科学技術ハブ」構想

の下、国内の大学・研究

機関との基本協定の締結

や大学等への科学技術ハ

ブの設置により、新たな

組織間連携の関係を構築

している。 
●既に科学技術ハブ設置

に関する覚書を締結した

京都大学、名古屋大学、

大阪大学に加え、新たに

九州大学、広島大学と覚

書を締結した。大学と科

学技術ハブの理念を共有

した上で、全国規模で科

学技術ハブ設置に至っ

た。 
●科学技術ハブの理念を

共有しつつ、両組織全体

で新たな連携の芽の発掘

するため、双方初の取組

として九州大学と公募形

式のマッチングファンド

による共同研究をスター

＜評価すべき実績＞ 

・適正、効果的かつ効率的な業務運営が行われている。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・各分野において強みを有する国内諸大学と連携した科学技術ハブは、それら

の分野の基礎研究の推進に資する。 

 

 

 



38 
 

野の壁を越えた融

合研究を実施する

ことで、革新的な研

究成果や新たな基

礎研究のシーズを

創出する。また、ク

ロスアポイントメ

ント制度等を活用

し、大学等の研究所

外とのネットワー

クを形成すること

で、頭脳循環を図る

とともに、若手研究

者や学生等の人材

育成を図る。さら

に、創出した研究成

果の社会導出等を

図るため、産業界、

自治体及び関連団

体等との連携によ

り、連携フォーラム

やシンポジウムを

開催するとともに、

産学官の協働によ

る新たな共同研究

の実施を通じて創

出した研究成果の

社会導出等を促進

し、地域産業の活性

化に資することを

目指す。 
なお、「政府関係機

関移転基本方針」

（平成 28 年 3 月
22 日まち・ひと・し

ごと創生本部決定）

への対応について

は、平成 29 年 4 月
公表の年次プラン

に基づき推進する。 

等により人材育成

に取組む。さらに、

研究所においても

大学等との連携の

ための組織、研究室

を必要に応じて設

置する。また、新た

な科技ハブ機能の

形成に着手する。 

 構と包括的な協定の締結に至り、

組織間連携を推進した。 
●理研所内の科学技術ハブに対

する認識のさらなる浸透、理解と

支援を得ることの重要性から、研

究主宰者 7 名を有識者として招

聘し、運営上重要な施策や予算に

ついて意見を取り入れる体制を

構築した。 
 
●科学技術ハブの取組を以下の

とおり推進した。 
 
 
 
 
 
 
【九州大学 応用化学】 
これまでの 2 つの共同研究成果

により，6 件の連携と異分野連携

が展開でき，領域を超えた論文な

ども成果として出ている．加え

て，大学執行部との科技ハブの意

識の共有に基づき，両者のマッチ

ングファンドによる異分野共同

研究を募集し 11 件の連携を展開

した。また，新たな拠点の発展の

計画を企画し，卓越大学院の運

営、設置準備等への協力も推進し

ている 
（新しい異分野連携等の推進） 
新たな連携としてナノデバイス

分野の研究プロジェクト実施に

むけた研究集会を実施し、テーマ

設定ができ共同での大型外部資

金申請に発展した。 
（地域・近隣機関等との連携） 
九州大学、福岡市との 3 者連携協

議会で取組の検討を行うととも

に、九州先端科学技術研究所とも

連携のうえ 10 月に連携フォーラ

トさせたことは、新しい

組織間連携の一例となる

ものである。 
●組織間連携にあたり、

連携先との論文、共同研

究、人材交流の実績を整

理し、エビデンスに基づ

く連携を推進することは

重要な取組と認められ

る。 
●各科学技術ハブを起点

として研究分野毎に以下

のように外部機関とのネ

ットワークを構築し、48
件の共同研究、3 件のサ

テライト設置に発展して

いる。 
 
【九州大学 応用化学】 
理研-九大科学技術ハブ

を起点として、表面・界

面科学の連携に加えて、

新たな連携テーマを展開

すべく、両機関の関係す

る研究者を集めた戦略的

な研究集会を実施し、ナ

ノデバイスなどの連携テ

ーマの検討を進め、構想

の具体化を推進してい

る。 
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ムを開催。それぞれ企業や研究機

関等から 150 名の参加を得て、

産学官連携を推進した。 
 
【広島大学 イメージング】 
 理研－広大科学技術ハブを起

点として 15 件の連携を展開し

た。 
（人材交流） 
科学技術ハブ連携を契機に、クロ

スアポイントで原爆放射線医学

研究所の教授のポジションを得

て、両機関をつなぐなど人材交流

を実現した。 
（新しい異分野連携等の推進） 
広大、理研とそれ以外の研究者も

含めたイメージングと理論の連

携を目的とした学術集会と理研

エンジニアリングネットワーク

のワークショップを同時に開催

するとともに、同時期に理研と広

大の合同シンポジウムを開催し、

異分野連携を推進した。 
（地域・近隣機関等との連携） 
近隣研究機関との連携を促進し、

酒類総合研究所、産業総合研究所

中国センター、広島県立総合技術

研究所、県内企業等と共同研究を

開始した。 
【名古屋大学 植物育種】 
 名古屋大学に設置した理研―

名大科学技術ハブを起点として、

成果の国際展開を図るため、アフ

リカケニアの研究機関にも連携

を展開した。 
連携により創出された品種の実

証栽培をアフリカケニアで実施

し増収効果を確認した。今後はア

フリカの他の国での実証栽培へ

の展開を検討していく。科学技術

ハブ本部長が名古屋大学関係者

とともにアフリカケニアの研究

 
 
 
 
【広島大学 イメージン

グ】 
理研-広大科学技術ハブ

を起点として、広島大学

内（原爆医療射線研究所、

工学研究科、総合生命科

学研究科）との共同研究

が展開されるとともに、

近隣研究機関（酒類総合

研究所、産業技術総合研

究所中国センター等）、県

内企業とも共同研究が開

始され、着実なネットワ

ーク展開がされている。 
理研から広大に教授とし

て研究者が転出するなど

組織間連携の効果が表れ

てきている。 
 
 
 
 
 
 
 
【名古屋大学 植物育種】 
理研-名大科学技術ハブ

を起点として、ケニア農

畜産業研究機構との連携

関係を構築し、共同研究

の成果について、ケニア

にある名大の圃場での実

証を進め、増収効果を認

めるなど研究成果が出て

いる。また、ケニアのム

エア地区の研究従事者の

技術向上や人材育成に貢

献している。今後、他の
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機関を訪問し、連携関係の強化を

図った。 
 
 
 
【京都大学 数理科学】 
 京都大学に設置した理研-京大

科学技術ハブ及びそのもとに設

置した理研-京大数理科学研究拠

点を起点として、新たに九州大学

に SUURI-COOL(Kyushu)を設

置。既に設置している東北大学、

米国ローレンスバークレー研究

所と合わせて国内外 3 箇所にサ

テライトを展開した。 
（新しい異分野連携等の推進） 
数学・数理科学と医学の研究者を

集めた研究集会、約 2 週間に及ぶ

滞在型国際研究集会を開催し、異

分野連携を推進した。さらに、文

理融合を目指し、京都大学思修館

と連携し、経済学との異分野連携

に着手した。 
 
【けいはんな地区 iPS 細胞創薬

基盤開発】 
 iPS 細胞創薬基盤開発連携拠

点を起点として、新たに 4 大学、

民間企業 3 社との共同研究を展

開し、既に開始しているものと合

わせ、15 件（8 大学、7 民間企業）

の共同研究を展開した。 
(地域・近隣機関等との連携) 
けいはんな学研都市において、国

内外約 1 万人以上の来場者、130
以上の企業・団体が参加する「京

都スマートシティエキスポ

2019」に出展し、同地域における

科学技術ハブの取組の紹介とと

もに、外部機関とのネットワーク

形成を推進した。 
 

アフリカの国や南米での

実証も構想するなど世界

的な展開が期待されてい

る。 
 
【京都大学 数理科学】 
理研-京大数理科学研究

拠点をハブとして東北大

学材料科学高等研究所

内、九州大学理学研究院

内にサテライトを設置す

るとともに、ローレンス

バークレー国立研究所内

にも設置し、国内外 3 か

所にネットワークを展開

している。 
医学との連携を推進する

とともに、文理融合との

連携にも着手するなど、

異分野連携が着実に推進

されている。さらに約２

週間に渡る滞在型国際研

究集会を開催し、国内外

の研究者ネットワークの

構築も着実に進めてい

る。 
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【東北大学】 
 平成 31 年の基本協定締結を契

機に、テラヘルツ分野をテーマと

して研究集会を実施し、組織的な

連携テーマの検討に着手した。 
 
【科学技術ハブ形成に関する取

組の発信】 
2 月に科学技術ハブシンポジウ

ムを理研において実施し、約 60
名の参加を経て、理研や科学技術

ハブ形成先の大学関係者間の連

携を促進した。 
 
【国立研究開発法人との連携】 
産総研とのマッチングファンド

による共同研究課題は光・量子飛

躍フラッグシッププログラム（Q-
LEAP）へと発展した．また，そ

の他の国立研究開発法人との共

同研究を組織的連携に基づいて

展開するため，各国立研究開発法

人との協定の締結を実現してい

る。 
◯産業界との連携を支える研究の取組 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 オールジャパンで

の研究成果の実用

化に向けた橋渡し

への貢献として、健

康・医療分野におい

ても、研究所の有す

る研究基盤を横断

的に活用すること

で、内外の革新的シ

ーズを実用化する

ために必要な支援

を行うなど、政府の

関係機関等と連携

しながら、革新的な

健康長寿社会の実

現に資する連携を

促進するため、創

薬・医療技術基盤プ

ログラム及び予防

医療・診断技術開発

プログラムを実施

するとともに、健

康・医療データプラ

ットフォームの構

築を行う。 
創薬・医療技術基盤

プログラムでは、各

研究センターや大

創薬・医療技術基盤

プログラムでは、医

薬品の候補となる

低分子化合物、抗

体、核酸等の新規物

質や細胞医薬品の

候補を創成し有効

な知的財産権の取

得を目指すととも

に、非臨床、臨床段

階のトランスレー

ショナルリサーチ

を推進し、これらを

適切な段階で企業

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 
 
（評価指標） 
・組織対組織での

 
 
 
【創薬・医療技術基盤プログラ

ム】 
 
 
 
●中長期計画の目標を達成する

ために、令和元年度は以下の 3 つ

の計数目標を設定した。 
1)シード探索段階の創薬テーマ 1
件について、リード（動物モデル

で有効な化合物等で欠点を改良

以下の通り、各プログラ

ムとも極めて顕著な成果

を挙げた。 
【創薬・医療技術基盤プ

ログラム】 
以下の特筆すべき成果を

挙げており、高く評価さ

れる。 
●シード探索段階の創薬

テーマ 1 件をリード最適

化段階に進める目標につ

いて、目標を超える 2 件

を進めることができたこ

とは、高く評価する。 

＜評価すべき実績＞ 
・創薬・医療技術基盤プログラムにおいて、目標を超える２件の創薬テーマを

リード最適化段階に進めたこと、２件の創薬テーマを最終製品を包含する特許

取得まで進めたこと、及び創薬テーマ２件について非臨床実験まで進めたこと

は、高く評価できる。 
・予防医療・診断技術開発プログラムにおいては、新型コロナウイルスの発生

に機動力高く対応し、迅速検査プロトコルの短期間での開発と導出を推進し、

行政や企業と連携して最前線の検査態勢の強化に著しく貢献したことは、組織

としての研究所が社会問題の解決に直接貢献できることを示したものであり、

特筆に値する。また、インフルエンザ迅速診断システムの開発への貢献等、特

定国立研究開発法人の活動として極めて有意義と認められる。 

・医科学イノベーションハブ推進プログラムにおいては、深層学習を用いて、

集中治療室の患者が敗血症を発症することを予測するアルゴリズムを開発し

たことや、人の健康状態を表現するエネルギーランドスケープモデルで、32万
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創薬や医療技術の

創出につなげる取

組を推進する。 

学等で行われてい

る様々な基礎疾患

研究から見いださ

れる創薬標的（疾患

関連タンパク質）を

対象に、医薬品の候

補となる低分子化

合物、抗体、核酸等

の新規物質や細胞

医薬品の候補を創

成し有効な知的財

産権の取得を目指

すとともに、非臨

床、臨床段階のトラ

ンスレーショナル

リサーチを推進し、

これらを適切な段

階で企業や医療機

関等に導出する。こ

のため、本プログラ

ムにマネジメント

オフィスを置き、適

切な専門人材を配

置し、各センター等

に設置する創薬に

関する基盤ユニッ

トを連携させ、リソ

ースの重点化や進

捗管理を効果的・効

率的に実施する。ま

た、府省が連携して

アカデミア等の創

薬研究を支援する

取組等を通じて、大

学や医療機関との

連携強 
化や先端的技術を

創薬研究に展開す

るための企画・調整

を行う。 
予防医療・診断技術

開発プログラムで

や医療機関等に導

出する。これらの取

組を通じて、取組を

通じて、中長期目標

期間において4件以

上を企業または医

療機関に導出する。 
平成 31 年度は、上

記目標を達成する

ために新たなテー

マの導入を行うと

ともに、シーズ探索

段階の創薬・医療技

術研究については、

1 件に関してリード

最適化段階に進め

る。また、リード最

適化段階の研究に

ついては１件に関

して最終製品を包

含する特許の取得

段階まで進める。さ

らに、創薬・医療技

術プロジェクト1件
に関して非臨床試

験を実施する。大学

等の基礎的研究成

果を医薬品として

実用化に導くため

の研究開発を支援

する取組である「創

薬支援ネットワー

ク」の参画機関とし

て、関係機関と連携

してアカデミア発

の創薬に取り組む。 
予防医療・診断技術

開発プログラムで

は、平成 31 年度は、

感染症を迅速かつ

精度よく計測・検

出・予測する核酸感

産業界や大学との

連携状況と、これ

による研究成果の

社会還元等の状況 

すれば知財や開発品を創製でき

るもの）最適化段階に進めるこ

と、2)リード最適化段階の創薬テ

ーマ 1 件について、最終製品を包

含する特許の取得段階まで進め

ること、3）創薬テーマ 1 件につ

いて、非臨床試験を実施するこ

と。 
●シード探索段階の創薬テーマ

1 件をリード最適化段階に進め

る目標については、「B 型肝炎治

療抗体テーマ」、「網膜色素変性症

テーマ」の 2 件を進め、計数目標

1 件を上回る形で達成した。 
 
●リード最適化段階の創薬テー

マ 1 件を最終製品を包含する特

許の取得段階まで進める目標に

ついては、「異常ヘモグロビン症

治療薬テーマ」、「B 型肝炎治療抗

体テーマ」の 2 件を進め、計数目

標 1 件を上回る形で達成した。 
●創薬テーマ 1 件について非臨

床試験を実施する目標について

は、「子宮頸がん、中咽頭がん等

のヒトパピローマウイルス

（HPV）関連がんを標的とした

人工アジュバントベクター細胞

（aAVC）テーマ」、「異常ヘモグ

ロビン症治療薬テーマ」の 2 件を

実施し、計数目標 1 件を上回る形

で達成した。 
●水溶液中で変化し続けるタン

パク質構造を解析するために、タ

ンパク質を構成する原子や周囲

の水分子に働く力を計算し、コン

ピュータ内でタンパク質を「動か

す」手法である分子動力学（MD）

のシミュレーション専用計算機

「MDGRAPE-4A」の開発に成功

した。 
●理研BDR の泰地チームが主催

 
 
 
 
 
 
 
 
●リード最適化段階の創

薬テーマ 1 件を最終製品

を包含する特許の取得段

階まで進める目標につい

て、目標を超える 2 件を

進めることができたこと

は、高く評価する。 
●創薬テーマ 1 件につい

て非臨床試験を実施する

目標について、目標を超

える 2 件を実施できたこ

とは、高く評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人の健康診断データから糖尿病の発症リスクを可視化するアルゴリズムを開

発したこと、さらに抗腫瘍免疫応答を多角的に評価する手法としてイムノグラ

ムを構築し、肺がんや胃がんのがん免疫治療の指標となりうることを明らかに

したことは高く評価できる。 

・AI創薬手法として 3D-CNNを活用することにより、リガンド親和性予測及びリ

ガンド結合サイト予測において高精度で予測可能であることを実証したこと

は、創薬に必要な AI手法の開発に成功した顕著な例として高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・産業界との連携プログラムである「ＤＭＰ」「ＰＭＩ」「ＭＩＨ」において、そ

れぞれ特筆すべき成果を挙げており高く評価できる。 
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は、研究所の各セン

ター等の様々な基

礎研究の成果や研

究基盤等と、医療機

関、企業等の有する

ニーズをマッチさ

せ、臨床現場で使え

る予防医療・診断技

術の共同研究等の

取組を推進する。 
加えて、高度個別化

医療を実現するた

め、革新知能統合研

究センターと連携

して、研究所や連携

する医療機関から

集めたデータ及び

新たに取得したマ

ルチオミックスの

データ、製薬企業等

が保有する創薬関

連のデータを統合

した健康・医療デー

タプラットフォー

ムを構築する。機械

学習や数理・理論科

学の手法を活用し

て、個人の疾患形態

や将来の変化を予

測 
する推論モデル（疾

患予測推論モデル）

や創薬プロセスの

高効率化、新規医薬

品等の創製に資す

る機械学習とシミ

ュレーションを用

いたハイブリッド

創薬プロセス提案

システムを開発す

る。さらに、医療や

創薬の高度化を目

染症診断システム

の開発において、企

業による据置型シ

ステムの実用化に

適宜協力するとと

もに、携帯型システ

ムの要求仕様を検

討する。また、医療

機関、企業等の有す

るニーズを掘り起

こし、臨床現場で使

える予防医療・診断

技術の共同研究等

の取組につなげる。 
高度個別化医療を

実現するため、平成

31 年度は、医療機関

からのデータ収集

及びマルチオミッ

クスデータの取得、

並びに製薬企業等

が保有する創薬関

連のデータの取得

を進めて解析する

とともに、データの

統合技術の開発を

進める。疾患予測推

論モデルやハイブ

リッド創薬プロセ

ス提案システムを

開発するため、理論

構築を進め、プロト

タイプの作成に着

手する。 

している「理研-製薬協連携フォ

ーラム」においても GENESIS で

利用できる計算を紹介し、今後の

連携について議論した。 
 
【特筆すべき事項】 
●人工アジュバントベクター細

胞（aAVC）によるがんワクチン

のプロジェクトは、臨床開発ステ

ージに入り、令和元年 9 月にアス

テラス製薬株式会社にライセン

ス許諾、全世界における独占的契

約を締結し、企業治験が開始され

た。今回の契約締結は大きな知財

収入の獲得につながった。 
 
 
 
 
●辻孝 PL の「毛包再生医療プロ

ジェクト」と「咬合刺激による歯

周組織の形成・成熟機構に立脚し

た次世代インプラントの開発プ

ロジェクト」の 2 件について、TR
非臨床研究が終了し、臨床研究に

向け、着実な進展を遂げた。また、

大野博司 PL の「NKT 細胞標的

がん治療プロジェクト」について

も、予定していた薬効薬理、品質・

安全性試験などの非臨床研究が

終了した。本プロジェクトについ

ては、すでに平成 30 年 3 月より

慶應義塾大学病院において医師

主導治験がスタートしている。 
 
【マネジメント・人材育成】 
●戦略的な資源配分マネジメン

トのため、プログラム推進会議を

6 回開催、また統括担当理事を委

員長とする運営委員会を 2 回開

催し、研究テーマの優先順位付け

や中止等、戦略的判断が求められ

 
 
 
 
 
 
●人工アジュバントベク

ター細胞によるがんワク

チンのプロジェクトにお

いて、本プログラムを通

じたプロジェクトマネジ

メント等により、世界初

かつ理研初の医師主導治

験として順調に進捗して

おり、ライセンス契約締

結に伴って、理研の知財

収入実績に大きく貢献し

たことは、非常に高く評

価する。 
●毛包再生医療プロジェ

クトおいても、TR 非臨床

研究の結果、世界初の器

官再生医療である毛髪

（ 毛 包 ） 再生 医 療の

First-in-Human となる

臨床研究を開始するにあ

たっての安全性上のリス

クは小さいと判断され、

臨床研究に向け、着実に

進展していることは非常

に高く評価する。 
 
 
 
 
 
●プログラムディレクタ

ーのリーダーシップの

下、的確な戦略的判断や

資源配分マネジメントが

実施できる体制になって

いることは高く評価す
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指して、疾患予測推

論モデルを基盤と

したアルゴリズム

や創薬プロセスの

提案を高度化する

最適化方法論を開

発する。 

る事項について適時判断を行う

とともに、予算執行や研究進捗を

モニタリングし、予算配分に反映

した。効果的かつ効率的な研究開

発を進めるため、個別の研究テー

マについては、テーマリーダーま

たはマネージャーを中心とした

プロジェクトマネジメントシス

テムにより適切な推進を行った。 
●各センターの研究系職員に対

し、センター横断型のテーマ支援

に従事することへのインセンテ

ィブを付与し、イノベーション創

出を加速するため、横断プログラ

ムの実施に係る報奨金制度によ

り、研究開発ステージの進展に特

に貢献した 9 名に報奨金や表彰

状の授与を行った。 
各センターにおかれる創薬基盤

ユニットにおいて創薬研究経験

を持つ人材を育てるため、企業あ

るいは医療界出身の経験を積ん

だ人材である本プログラムのマ

ネージャーがテーマ・プロジェク

ト毎の会議や助言等を通して人

材育成を進めた。 
●大学等の基礎研究の成果を医

薬品として実用化に導くための

支援を行う「創薬支援ネットワー

ク」の構成機関として、意思決定

会議体である創薬支援ネットワ

ーク研究会議ならびに運営会議

に参加し、本プログラムの経験を

生かして実効性のあるネットワ

ーク形成に貢献するとともに、ハ

イスループットスクリーニング

等によるテーマ支援を通じてア

カデミア発の創薬に向けて貢献

した。令和元年度は、理研は 1 テ

ーマの支援を行った。 
 
【予防医療・診断技術開発プログ

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●創薬支援ネットワーク

に主体的に参画し、低分

子創薬支援機関の中核と

して大学等の基礎的研究

成果の社会への還元に向

けた取組に貢献したこと

を高く評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
【予防医療・診断技術開
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ラム】 
 
 
 
●本プログラムは「理研のシーズ

を医療のニーズにつなげ、プロダ

クトを世に送り出す」をコンセプ

トに、理研の研究室主宰者との打

合せを 45 回、医療現場の医師等

との打合せを 51 回、企業関係者

と 225回の打合せを実施し、8 件

の横断型プロジェクトを提案し

た。加えてニーズ、シーズの調査

をもとに立案した所内外連携の

プロジェクトを始めるべく、企業

資金や競争的資金を積極的に獲

得しており、その額は本プログラ

ムの活動に係る交付金予算 72 百

万円を大きく上回る 182 百万円

に上る。 
 
 
 
 
●理研発の核酸感染症診断技術

の実用化に向けて以下の取組を

進めた。 
検疫感染症研究として新型コロ

ナウイルスの迅速検査プロトコ

ルを開発し、神奈川県衛生研究所

をはじめとする検査機関に導出

した。 
また、政府が日露協力案件の一つ

として推進するインフルエンザ

迅速診断システムの企業におけ

る開発・実用化に協力した。具体

的には、企業が上市予定国（ロシ

ア）で据置型診断システムに関す

る薬事申請を行うにあたり解決

すべき基礎技術の開発と臨床評

価体制や製造体制の構築に貢献

した。本件は日露協力案件のひと

発プログラム】 
以下の特筆すべき成果を

挙げており、高く評価さ

れる。 
●新型コロナウイルスの

発生に機動力高く対応

し、迅速検査プロトコル

の短期間での開発と導出

を推進し、行政や企業と

連携して最前線の検査態

勢の強化に著しく貢献し

たことは、組織としての

理研が社会問題の解決に

直接貢献できることを示

したものであり、特筆に

値する。 
また、インフルエンザ迅

速診断システムの普及に

協力するとともに、政府

レベルの外交案件に貢献

していることは、特定国

立研究開発法人の活動と

して極めて有意義と認め

られる。 
●理研内のシーズ調査、

医療現場・企業のニーズ

調査を精力的に実施し、

多数の横断型プロジェク

トを提案した。また交付

金予算が限られているな

かで、所内外連携プロジ

ェクトを立案して外部資

金を呼び込んだ。 
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つとして政府レベルの外交にお

いて取り上げられており、両国の

関係緊密化に貢献している。 
●バイオマーカーに関する研究

として企業共同研究を支援し、バ

イオマーカーの新ジャンル（エン

ハンサー活性）の開拓に貢献し

た。エンハンサー活性を解析する

NET-CAGE 法が企業から受託解

析サービスとしてリリースされ

た。 
●再生医療で注目される iPS 細

胞の品質管理に理研技術（CAGE
法）が有用であることを例示し、

企業に技術移転を行い企業によ

る受託解析サービスの立ち上げ

につなげた。 
●プログラムディレクターのリ

ーダーシップのもと、プロジェク

トの立案から事業化までコーデ

ィネートするために必要な専門

性（医療資源、医療情報、医事、

薬事、知財）を持つ人材を雇用し

ている。令和元年度においては理

研技術の実用化に重要な企業参

加型 TR 臨床研究（１件）を倫理

委員会に諮り承認を得た。 
●人材育成として、専門性を備え

た人材を雇用しているが、日々の

コーディネート活動で様々な経

験を積ませている。また、若手 PI
による国際連携を推進し、ロシ

ア・カザン連邦大学との共同研究

契約を延長し研究資金を得た。加

えて発展著しい最先端のオミッ

クス医科学を大学病院臨床医に

普及するため大学院医学部の講

義コースを実施した。 
●令和元年度において 9 件の共

同研究や協定を締結し、計 39 件

の共同研究契約のプロジェクト

マネジメントを行った。 

 
 
 
●NET-CAGE 法の開発

を推進した結果、創出さ

れたバイオマーカーの新

ジャンル（エンハンサー

活性）は将来、疾患診断

法の開発に貢献すること

が期待される。 
 
●理研発の CAGE 技術

の再生医療産業における

利用可能性を示し、企業

活動としての受託解析サ

ービスの立上げをコーデ

ィネートした。 
●様々な専門性を持つ人

材を雇用し、プログラム

ディレクターのリーダー

シップが発揮でき、かつ

限られた予算の中で適

正、効果的なマネジメン

トができる体制になって

いると認められる。 
 
 
●日々のコーディネート

活動で様々な経験ができ

るよう運営の配慮がなさ

れている。また、最先端

科学に従事するトップク

ラスの研究者を擁する理

研が、社会のフロントエ

ンドに立つ大学病院の医

療の質向上に寄与してい

ると認められる。 
 
●企業・大学等との横断

プロジェクトを開拓し、

共同研究契約を着実に成

約させていることを評価
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【医科学イノベーションハブ推

進プログラム】 
 
 
 
●深層学習を用いて、集中治療室

で一般に測定されている時系列

データを用いて、患者が敗血症を

発症することを予測するアルゴ

リズムを開発した。人間には予測

不可能なものを人工知能で実現

した顕著な例。 
●人の健康状態を表現するエネ

ルギーランドスケープモデルで、

32 万人の健康診断で 5 年間以上

継続して測定したデータから、糖

尿病の発症リスクの高さを可視

化するアルゴリズムを開発した。 
●NGS データを用いて、患者個

人のがん免疫状態を多角的に評

価することが可能なイムノグラ

ムを構築した。胃がんにおいて新

しい病態分類 (Immunological 
Subtype)を提唱した。分子マーカ

ーに加えて免疫パラメータを加

えることで、より正確なプレシジ

ョンメディスンを可能にした。 
●抗体医薬品設計において、2 ア

ミノ酸同時変異戦略による新規

抗体の創製を試み、その有効性を

実証した。従来困難であった抗体

医薬品開発に新たな戦略を提案

できた顕著な例。 
●AI創薬手法として3D-CNNを

活用することにより、リガンド親

和性予測及びリガンド結合サイ

ト予測において高精度で予測可

能であることを実証。創薬に必要

な AI 手法の開発に成功した顕著

な例。 

する。 
 
【医科学イノベーション

ハブ推進プログラム】 
以下の特筆すべき成果を

挙げており、高く評価さ

れる。 
●深層学習を用いて、集

中治療室の患者が敗血症

を発症することを予測す

るアルゴリズムを開発し

たこと。人の健康状態を

表現するエネルギーラン

ドスケープモデルで、32
万人の健康診断データか

ら糖尿病の発症リスクを

可視化するアルゴリズム

を開発したこと。抗腫瘍

免疫応答を多角的に評価

する手法としてイムノグ

ラムを構築し、肺がんや

胃がんのがん免疫治療の

指標となりうることを明

らかにしたこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●医薬品開発の新規モダ

リティーである抗体設計

において、2 アミノ酸同

時変異戦略による新規抗

体の創製を試み、その有

効性を実証したこと。AI
創 薬 手 法 と し て 3D-
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●患者の変化を予測する推論ア

ルゴリズムを開発するため、数学

と医学に通じた優れた学生（これ

までに 9 名、今年度 2 名）をパー

トタイマーとして採用し、1 名を

研修生として受け入れ、研究活動

に参加させた。国際学会での発表

や論文投稿を行い、本研究領域で

最先端の研究を担うことができ

る人材の育成を図っている。 
●医療機関からのデータ収集及

びマルチオミックスデータの取

得、並びに製薬企業等が保有する

創薬関連のデータの取得を進め

て解析するとともに、データの統

合技術の開発に着手した。疾患予

測推論モデルやハイブリッド創

薬プロセス提案システムを開発

するため、理論構築を進めた。 
●岡山大学と共同で、微量の血液

（1μl）を用いて 80 種類のがん抗

原に対する抗体反応を検出する

アッセイ法を構築した。 
●京都大学乳腺外科と共同で、

Trogocytosis という現象に着目

し、AI を用いて手術検体を解析

し、Trogocytosis を検出するシス

テム構築を開始した 
●慶應義塾大学病院と共同で、

162 例の転移性腎がん・術後再発

腎がん患者の臨床情報を AI で解

析し、分子標的薬の治療効果を予

測するバイオマーカーの探索と、

術後再発を早期に検出するバイ

オマーカーの探索を開始した。 
●発達障害に関して、共同研究先

CNN を活用することに

より、リガンド親和性予

測およびリガンド結合サ

イト予測において高精度

で予測可能であることを

実証したこと。 
●本研究領域に不可欠な

医科学と数学を融合させ

て問題解決できる人材の

雇用と育成体制を継続し

て増強しており、高く評

価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●がん免疫治療のバイオ

マーカーとしての開発に

つながる成果であり、高

く評価できる。 
 
 
 
●データの収集・解析を
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及びその連携医療機関での各倫

理審査を完了させてデータ取得・

収集体制を整え、妊婦のリクルー

トを順調に進めて、新規胎児心拍

モニターや胎児エコー計測器等

によるデータ取得、臨床情報取

得、臨床検体解析、データの一元

的収集を着実に行った。また、既

収集の小児睡眠データを解析対

象に加える手続きも完了した。こ

れらにより、機械学習等による解

析に着手できる環境が完成した。 
●創薬分野で連携を行っている

ライフインテリジェンスコンソ

ーシアムが「第 2 回 日本オープ

ンイノベーション大賞」厚生労働

大臣賞を受賞。 
●本プログラムでは、医療データ

を取り扱うことから、研究倫理教

育を重視している。研究倫理教育

責任者が講師となり、定例会合の

中で、個人情報の適切な取り扱い

について、その精神や個人情報保

護データマイニング技術につい

て講義を行った。この他、研究倫

理講習会を開催した。 
●人の臨床データを解析する研

究を実施する者への倫理教育や

研究に対する監督を行うため、関

連する研究実績と倫理支援の実

務経験を有する者を上級技師と

して引き続き配置し、強固な体制

を保持している。同者を東京大学

医科学研究所ヒトゲノム解析セ

ンター公共政策研究分野との共

同研究に参加させ、最新の知見が

得られる環境を確保した。倫理審

査の結果は、速やかにホームペー

ジで公開し、透明性を確保する体

制を整えた。 

進めるとともに、データ

の統合技術の開発を進め

る等、順調に計画を遂行

していると評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●医療データを取り扱う

にあたり適切な教育体制

を構築している。また、

人を対象とする研究の実

施にあたり教育・指導を

担う適切な人材を配置し

ており、さらに、同者が

最新の知見を得られるよ

うな環境を確保してお

り、順調に計画を遂行し

ている。 
 

 

 



50 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１－(４) 我が国の持続的なイノベーション創出を支える新たな科学の開拓・創成 

関連する政策・施策 政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 
施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 
・欧文 
・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 予算額（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

連携数 
・共同研究等 
・協定等 

― ― ― ― ― ― ― ― 決算額（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

特許件数 
・出願件数 
・登録件数 

― ― ― ― ― ― ― ― 経常費用（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件/ 
千円） 

― ― ― ― ― ― ― ― 経常利益（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 行政コスト（千円） ― ― ― ― ― ― ― 
 ― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 
― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 ― ― ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
◯新たな科学を創成する基礎的研究の推進 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 科学技術イノベー

ションの実現のた

めには、新たな研究

領域を開拓・創成

し、インパクトのあ

る新しい革新的研

究シーズを創出し

ていくことが重要

である。 
このため、研究分野

を問わず、卓越した

研究実績と高い識

見及び指導力を有

する研究者による、

豊かな知見・想像力

を活かした研究開

発や、研究所内の組

織・分野横断的な融

合研究を実施し、新

たな研究領域の開

拓・創成につなげ

る。 
この取組を進める

にあたっては、研究

者の分野を超えた

取組を強化し、各研

究開発の目標設定

と進捗管理をそれ

ぞれの課題の科学

的・社会的意義等に

照らし厳格に行い、

諸情勢に鑑み対応

の重要性・必要性が

生じた課題に対し

て機動的かつ重点

的に取り組むとと

もに、必要性・重要

開拓研究本部では、

様々な分野で卓越

した研究実績と高

い指導力を持つ研

究者が研究室を主

宰する。喫緊の課題

や短期的なミッシ

ョンにとらわれる

ことなく、研究分野

の違いや組織の壁

等の制約なく互い

に影響を与えなが

ら、所内外の研究

者・研究組織と協力

して研究を行うこ

とにより、抜きん出

た基礎研究成果を

生み出すとともに、

新しい研究領域や

課題を見出すこと

により新たな科学

を創成することを

目指す。そこには社

会の中での科学の

在り方や基礎研究

の成果を応用に活

かす長期的展開も

視点に入れる。 

平成 31 年度は引き

続き、研究室主宰者

がそれぞれの専門

の研究を様々な視

点、技術等を活用し

て推進するととも

に、新しい研究領域

や課題の創出につ

ながる基礎的研究

を推進するため、試

行的なプロジェク

トを実施する。 

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 
（評価指標） 
・新たな科学の開

拓・創成の取組状

況と、これによる

革新的シーズの創

出等の成果 
等 
 
（モニタリング指

標） 
・新たな科学の開

拓・創成に係る、卓

越した研究実績と

高い識見及び指導

力を有する研究者

（主任研究員）の

活動状況 
等 

●本部長裁量経費制度により、飛

躍的な成果が期待できる萌芽的

研究や、大きな予算獲得のための

先行投資となる研究について積

極的な支援を行い、新領域開拓を

推進した。 
 
●組織を超えた研究を推進する

ため、海外研究者招聘制度によ

り、研究員を海外から招聘するこ

とで、若手研究員の育成や、研究

室の国際交流を支援する仕組み

を構築した。 
 
●理研研究員会議を積極的に支

援し、全理研に所属する研究者が

参加する交流会「異分野交流の夕

べ」を和光事業所だけでなく横浜

事業所でも開催した。和光と比較

し参加者の少なかった事業所に

ついても参加しやすい環境を構

築し、事業所を超えた交流を促し

た。「異分野交流の夕べ」で生ま

れた新しい連携研究を募集し「連

携のタネ」としてインセンティブ

を与える等の活動も行った。 
●理研とドイツのマックスプラ

ンク協会、物理工学研究所が基礎

物理学分野における連携に向け

た三者協定に調印し、3 機関連携

による研究センターを立ち上げ

た。香取秀俊主任研究員や

Stefan Ulmer 主任研究員が中心

となり、計測技術・知見を海外機

関と協調することで、時間と物理

定数の精度の高い測定や、物質と

反物質の間での差違の実証など

●本部長裁量経費制度に

より生物、物理、化学な

どの分野から新たな科学

の開拓・創成につながる

可能性のある研究課題を

多数支援したことを評価

する。 
●海外研究者との交流の

垣根を低くすることによ

って、若手研究者が組織

の壁にとらわれずに国際

連携にチャレンジできる

仕組みを構築したことを

評価する。 
●これまでは和光事業所

での活動が主であった理

研研究員会議による集会

を他の事業所でも開催

し、事業所やセンターを

超えて交流できるよう制

度を拡大したことを評価

する。 
 
 
 
 
●研究室主宰者が卓越し

た基礎研究の成果をもと

に所内外の研究者や研究

組織と協力して応用や実

用化に向けた研究を展開

していることは、新たな

科学の開拓・創成につな

がる可能性がある活動で

あることを評価する。 
 
 

＜評価すべき実績＞ 
・本部長裁量経費制度等の仕組みを通じた研究成果の創出及び新領域の開拓等

を推進した点は評価できる。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・新しい手法が次々と生まれており、研究者の間の情報交換が重要である。今

般の新型コロナウイルス感染症を踏まえ、診断や治療、規制の考え方につい

て、医学の非専門家が学ぶ機会として交流会を活用することも効果的である。 
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性が低下したもの

は廃止を含めた見

直しを行うなど、不

断の改善に取り組

む。 
 

基礎物理学の開拓を進めている。 
●田中克典主任研究員はがん細

胞で遷移金属触媒反応を実施す

ることにより、体内の狙った部位

で抗がん活性分子を合成して、が

んを効果的に治療することに成

功した。本成果は副作用の少ない

次世代治療戦略「生体内合成化学

治療」の開拓といえる。 
●坂井南美主任研究員らは化学

的分析手法を用いて宇宙観測を

行う「星間化学」ともいうべき領

域を開拓。銀河と銀河をつなぐよ

うに帯状に広がった「宇宙網」と

呼ばれる水素ガスの大規模構造

を初めて発見した。初期宇宙にお

ける銀河や巨大ブラックホール

の成長の源となった、ガスの供給

過程の解明に大きく貢献。 
●Kim Yousoo 主任研究員らは単

一分子の発光メカニズムを解明

することで、よりエネルギー効率

の高い、有機 EL デバイスの新た

な発光機構を発見した。基礎研究

で得られた知見が応用研究に新

たな知見を与える好例と言える。 
●染谷隆夫主任研究員が「伸縮性

と生体親和性をもつ新しい有機

半導体エレクトロニクスの開拓」

により「第 16 回江崎玲於奈賞」

並びに「第 89 回服部報公賞」を

受賞した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●左記の受賞は、当該主

任研究員の長年の取り組

みによって得られた成果

である。 

◯分野・組織横断的なプロジェクトの推進 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 科学技術イノベー

ションの実現のた

めには、新たな研究

領域を開拓・創成

し、インパクトのあ

る新しい革新的研

国家的、社会的要請

に応える戦略的研

究開発の候補とな

り得る融合的かつ

横断的な研究開発

課題を、研究所内外

平成 31 年度は引き

続き、後天的なゲノ

ム修飾制御機構の

解明（エピゲノムプ

ロジェクト）、共生

原理の理解と活用

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

【エピゲノム操作プロジェクト】 
●開拓研究本部眞貝細胞記憶研

究室は、食事によるエピゲノムの

変化が世代を超えて遺伝するこ

とを明らかにした。父親の低タン

パク質の食事が生殖細胞でエピ

 
●エピゲノム操作プロジ

ェクト、共生生物学プロ

ジェクトについて、着実

に研究成果を生み出して

いる。 

＜評価すべき実績＞ 
・エピゲノム操作プロジェクトにおいては、食事によるエピゲノムの変化が世

代を超えて遺伝することを明らかにした成果については、高く評価できる。 
・共生生物学プロジェクトにおいては、マメ科植物と根粒菌の共生に関わる重

要な遺伝子を発見したことは評価できる。 
・オープンサイエンスの推進は、研究で得られる膨大なデータの管理や組織・
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究シーズを創出し

ていくことが重要

である。 
このため、研究分野

を問わず、卓越した

研究実績と高い識

見及び指導力を有

する研究者による、

豊かな知見・想像力

を活かした研究開

発や、研究所内の組

織・分野横断的な融

合研究を実施し、新

たな研究領域の開

拓・創成につなげ

る。 
この取組を進める

にあたっては、研究

者の分野を超えた

取組を強化し、各研

究開発の目標設定

と進捗管理をそれ

ぞれの課題の科学

的・社会的意義等に

照らし厳格に行い、

諸情勢に鑑み対応

の重要性・必要性が

生じた課題に対し

て機動的かつ重点

的に取り組むとと

もに、必要性・重要

性が低下したもの

は廃止を含めた見

直しを行うなど、不

断の改善に取り組

む。 

の優秀な研究者を

糾合して経営戦略

に基づき実施する。

研究開発課題毎に

研究の評価を適時

行い、国際的な研究

開発の動向も含め

て厳格に見直し、新

たな研究領域の開

拓を行う。 

に向けた研究開発

（共生プロジェク

ト）を実施する。ま

た、オープンサイエ

ンスの実践のため

の環境整備等を進

める。 

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 
 
（モニタリング指

標） 
・新たな科学の開

拓・創成に係る、組

織・分野横断的な

融合研究の実施件

数 
等 

ゲノム変化を誘導し、精子を通じ

てそれが子供に伝わり、子供の肝

臓における遺伝子発現変化とコ

レステロールなどの代謝変化を

誘導する。本成果はエピゲノム変

化を介した遺伝病のメカニズム

理解に貢献。 
 
【共生生物学プロジェクト】 
●環境資源科学研究センター植

物共生研究チームは、マメ科植物

と根粒菌の共生に関わる重要な

遺伝子を発見した。空気中の窒素

をアンモニアに変え、植物に供給

する根粒菌について、窒素固定の

鍵となる遺伝子を特定した。本成

果は植物と根粒菌の共生窒素固

定を農業への有効利用に貢献す

ると期待される。 
 
【オープンサイエンスの推進】 
●データ科学基盤を新たに構築

することを決定した。データ科学

基盤は大量の研究データの保存・

共有・公開や高速・並列データ処

理を円滑に行うため理研内サー

バである。研究データの組織・分

野横断的な利活用を目指し、研究

分野ごとに研究データをデータ

科学基盤に集積、データポリシー

に基づき情報を公開することと

した。 
●個人データや機密データを管

理し、オープン・クローズド戦略

に沿った情報公開を行うため、理

研のデータポリシーを策定・公開

した。 
●情報の管理に必要な研究デー

タ管理システム構築、メタデータ

付与に関する研究開発を実施。国

内外から 5 日間研究者を招聘し

研究開発を行う「理研ハッカソ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●オープンサイエンスに

ついて、その実践に向け

た全理研的なシステム構

築を精力的かつ着実に推

進したことは特筆に値す

る取組と認められる。 
理研オープンライフサイ

エンスプラットフォーム

の実施により、組織を越

えて生命科学分野の研究

データの利活用促進を行

った。本事業は、全理研

的に研究データの集積、

公開を進める先行事例と

なるもののであり、今後

の展開が期待される。 

分野横断的な利活用の推進等に寄与しており評価できる。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
・オープンサイエンスの更なる推進に向け、共用研究施設におけるオープンサ

イエンスへの対応という観点も含めて、先導的役割が果たされることを期待

する。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・特に分野・組織横断的なプロジェクトの推進が功を奏し、エピゲノム操作プ

ロジェクト・共生生物学プロジェクトについて着実に研究成果を生み出して

いる。 
・研究データの組織・分野横断的な利活用を目指しデータ科学基盤を新たに構

築する計画について、有効なシステムを構築し、データの公開のみならず構築

のためのシステムをノウハウも含め公開頂きたい。 
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ン」を開催。共同でメタデータ整

備や情報基盤の構築に取り組ん

だ。 
●生命科学分野において各研究

室の保有する研究データをメタ

データ化、統合、データ公開を行

う理研オープンライフサイエン

スプラットフォーム事業を実施。

本事業の成果として、筑波、神戸、

横浜事業所の生命科学系研究デ

ータをメタデータ化し統合。公開

データについては理研メタデー

タベースに登録を行なった。 
◯共通基盤ネットワークの機能の強化 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

  
― 
 

研究所内の共通研

究基盤施設・機器等

の存在や利用方法

等を可視化し、研究

所の研究資源利用

の効率化を図る。研

究所には国家的、社

会的要請にこたえ

る戦略的研究開発

の推進において整

備された共通研究

基盤となる施設・機

器等があることに

鑑み、本来の事業に

支障なく所内での

利用が可能となる

システムを構築す

る。 

平成 31 年度は、共

同利用機器運営協

議会を運営し、研究

所共通研究基盤施

設・機器等ポータル

サイトの改善、維持

管理運営業務を行

うとともに、研究所

外への展開の可能

性を検討する。 

（評価軸） 
・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 
 

●本部長の下に、共同利用機器運

営協議会を運営し、研究所共通研

究基盤の利用支援にかかるポー

タルサイトを導入した。 
詳細な情報の登録・整備により、

各事業所の共同利用機器および

研究支援事業を一覧で示すとと

もに、研究所運営の基盤システム

としての活用さらには所外への

利用展開を目指して、サイトの改

善・維持管理を行った。 
 

●ポータルサイトの導

入・運用により共同利用

機器の利用支援を開始

し、サイトの活用を通じ

た一元的管理により、組

織的運営による共用機

器・設備の戦略的な更新

を可能にしたことは特筆

すべき取組の進展を認め

られる。 

＜評価すべき実績＞ 
・共用機器・設備の一元的な運営管理等に資する基盤構築に向けた取組は評価

できる。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・研究所内の共通基盤施設機器等の存在や利用方法を可視化した活動は研究資

源利用の効率化に貢献し、実験動物ネットワークについても同様な観点から

重要な活動と考えられる。 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ 国家戦略等に基づく戦略的な研究開発の推進 

関連する政策・施策 政策目標８科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 
施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題 
への対応 
施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 
施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 
施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対 
応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

論文 
・欧文 
・和文 

－ － － － － － － － 予算額（千円）   － － － － － 

連携数 
・共同研究等 
・協定等 

－ － － － － － － － 決算額（千円）   － － － － － 

特許件数 
・出願件数 
・登録件数 

－ － － － － － － － 経常費用（千円）   － － － － － 

外部資金（件/ 
千円） 

－ － － － － － － － 経常利益（千円）   － － － － － 

 － － － － － － － － 行政コスト（千円）   － － － － － 
 － － － － － － － － 行政サービス実施

コスト（千円） 
  － － － － － 

 － － － － － － － － 従事人員数   － － － － － 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 我が国の科学技術

イノベーション政

策の中核的な研究

機関として、科学技

術基本計画をはじ

めとする国家戦略

等に挙げられた国

家的・社会的な要請

に対応し、以下に示

す研究開発領域に

おいて、戦略な研究

開発を行い、優れた

研究成果の創出及

びその最大化を目

指す。各領域におい

て定める目標を各

領域において定め

る目標を達成する

ために、研究所は、

国家戦略等を踏ま

え、新たな知見の創

出から研究成果の

最終的な社会への

波及までを見据え

た主要な研究開発

課題を領域毎に設

定し、その進め方及

び進捗に応じて見

込まれる成果等に

ついて、中長期計画

及び年度計画にお

いて定めることと

する。 
これらをもとに、各

領域において、３．

１に示した研究所

全体の運営システ

ムのもとで、年度ご

我が国の科学技術

イノベーション政

策の中核的な研究

機関として、研究所

全体の運営システ

ムの下、科学技術基

本計画等において

掲げられた国が取

組むべき課題等に

ついて、その達成に

向けた戦略的かつ

重点的に研究開発

を推進するととも

に、国内外の大学、

研究機関等との密

接な連携の下、以下

の研究開発を実施

する。 

我が国の科学技術

イノベーション政

策の中核的な研究

機関として、研究所

全体の運営システ

ムの下、科学技術基

本計画等において

掲げられた国が取

組むべき課題等に

ついて、その達成に

向けた戦略的かつ

重点的に研究開発

を推進するととも

に、国内外の大学、

研究機関等との密

接な連携の下、以下

の研究開発を実施

する。 

（評価軸） 
・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

できているか。 
 
・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 
 
・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 
 

（業務実績総括） 
【革新知能統合研究、数理創造研

究】 
●以下をはじめとする研究マネ

ジメント、人材育成、外部連携等

の優れた取組を実施した。 
・革新知能統合研究：他機関と 50
件の共同研究及び連携センター

等による企業と 41 件の共同研究

を実施するとともに、AI 戦略に

基づき、AIST、NICT との連携に

より AI 研究開発ネットワークを

設立しオールジャパンの連携体

制を構築した。 
・数理創造研究：若手研究者によ

る３つのワーキンググループを

開始し、理研内外の研究者との共

同研究を行った他、コロキウム、

セミナーなどを通して国内外の

機関と人材交流を促進する仕組

みにより、国際的な頭脳還流プラ

ットフォームを構築した。 
 
●また、以下をはじめとする優れ

た成果を多数創出した。 
・革新知能統合研究： 前立腺が

んの病理画像から人間が理解で

きる情報を自動で取得する AI 技
術を開発した。また、深層学習が

必要最低限の情報のみを抽出し、

重要な部分を重点的に学習する

ことで最適な効率で学習してい

ることを証明するとともに、半分

以上が異常データでも正常に学

習できる新アルゴリズムを開発

するなど、機械学習を飛躍的に発

展させる基盤技術を開発した。 
・数理創造研究： 物質のトポロ

 
以下により、各センター

等における効果的・効率

的な研究マネジメントを

図りつつ、研究開発成果

の最大化に向けて、特に

顕著な成果の創出等を行

ったと認め、S 評定とす

る。 
 
（マネジメント、人材育

成、外部連携等） 
●先端技術の共有を推進

するための技術基盤プラ

ットフォームの強化な

ど、センター内外の連携

体制を強化するととも

に、各センターの特徴・

課題を踏まえ、海外を含

む多くの研究機関と戦略

的連携体制を構築した。

さらに、企業との連携セ

ンターや共同研究チーム

などにより、多くの企業

との共同研究を推進し

た。また、各研究分野の

特性等を踏まえたセンタ

ー独自のプログラムや制

度によって、若手研究者

の育成やキャリアパスャ

リアパス支援、人材交流

などを実施することで、

国際的な頭脳循環におけ

る重要な役割を担った。 
 
（研究成果の創出） 
●数理科学や情報科学分

野では、多変数代数方程

評定 Ｓ 
＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結

果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向け

て特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められるた

め。 

 

＜評価すべき実績＞ 

（マネジメント、人材育成、外部連携等） 

・戦略センターとしての的確なガバナンスが発揮され、多くの研究分野で連携

研究を含めた卓越した成果が生み出されており、全てのセンターが顕著な研

究成果を創出している。 

・若手人材の育成や産業連携が進み、研究開発成果の最大化に向けた取組が進

められている。 

 

（研究成果の創出） 

・革新知能統合研究：汎用基盤技術研究においては、画期的な成果を創出し、世

界的にも理論体系の構築や深層学習を用いた研究開発を先導している。また、

目的指向基盤技術研究では、医療・生命科学から防災等、幅広い分野への貢献

が期待できる研究成果を創出している。社会実装、共同研究、人材育成におい

ても優れた成果を上げており非常に高く評価できる。 

・数理創造研究：数学を軸に理論科学、物質及び生命等、多様な分野の融合研究

が進展している。特に、発展途上である量子アニーリングに関しての素粒子

論からの取組等に成果があり、量子計算手法を用いて量子コンピューティン

グについて数理科学と人工知能を結合した新しい展開を提示するなど、高く

評価できる。 

・生命医科学研究：ゲノム機能医科学研究、ヒト免疫医科学研究、疾患システム

ズ医科学研究、がん免疫基盤研究、それぞれにおいて非常に顕著な成果が認

められる。特に、人工アジュバントベクター細胞によるがん免疫療法の成果

は、産学連携を通じた成果の大きな社会還元の実例として非常に高く評価で

きる。 

・生命機能科学研究：分子・細胞状態の可視化と予測・操作研究、臓器の形成及

び多臓器連携の機構の解明研究、生物のライフサイクル進行の制御機構の解

明研究、それぞれについて非常に顕著な成果が認められる。特に、ストレスを

受けた細胞が翻訳を停止して細胞活動の負荷を下げる仕組みの解明は、細胞

に備わったストレス応答の基本的な機構の構造基盤を解明するものであり、

非常に高く評価できる。 
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とに各研究開発の

進捗管理・評価とそ

れらを踏まえた改

善・見直しの実施、

研究所内の組織横

断的な連携の活用

等の取組を行うと

ともに、各領域に応

じた個別の研究開

発マネジメントを

実施し、研究開発成

果の最大化を目指

す。 

ジカルな性質と密接に関係する

量子状態の幾何学的性質を直接

観測する方法を理論的に提案す

るなど、人工量子系における幾何

学的効果に関する研究を先導し

た。また、量子計算手法に基づい

て多変数代数方程式を効率的に

解く新しいアルゴリズムを開発

した。 
 
【生命医科学研究、生命機能科学

研究、脳神経科学研究】 
●以下をはじめとする研究マネ

ジメント、人材育成、外部連携等

の優れた取組を実施した。 
・生命機能科学研究においてセ

ンター内での横断プロジェクト

（オルガノイド、研究自動化等の

５プロジェクト）や、組織内での

分野横断的な連携、連携部門の強

化を図るとともに、先端技術の共

有を推進するための技術基盤プ

ラットフォームの強化や、効率的

な計算機資源の確保と有効活用

のためのクラウド環境構築に向

けた検討を行った。 
・社会実装に向けては、創薬・医

療技術基盤プログラム等に対す

る各種シーズを創出した。特に、

がん免疫療法に関わる研究成果

は、製薬企業にライセンス許諾し

全世界における独占的契約の締

結に結びつき、企業治験が開始さ

れた。また、製薬業界から強く要

望されていた、分子動力学（MD) 
シミュレーション専用計算機 
「MDGRAPE-4A」の開発に成功

した。  
・頭脳循環に資する流動性の確

保に関して、各センター独自のプ

ログラムや制度を運用し、若手研

究者の育成とキャリアパス支援

式の量子コンピュータに

よる新解法の開発などの

数理科学を軸とした異分

野融合研究の成果のほ

か、前立腺がんの病理画

像から情報を自動取得す

る AI 技術の開発など、機

械学習を社会課題解決に

応用する成果等を創出し

た。 
●ライフサイエンス分野

では、110 歳以上の超長

寿者が持つ特殊な T 細胞

の発見、ストレスを受け

た細胞が翻訳を停止する

仕組みの解明、統合失調

症のバイオマーカーや新

しい治療薬候補の発見な

ど、ヒトの生物学的理解

及び疾患の機構解明や予

防・治療法開発に貢献し

得る成果を創出した。 
●また、第二世代バイオ

ディーゼル燃料をカーボ

ンニュートラル・省資源・

省エネで合成する触媒

や、高いエネルギー変換

効率と長期保管安定性を

両立する超薄型有機太陽

電池の開発、光格子時計

による一般相対性理論の

高い精度での検証や、高

レベル放射性廃棄物処理

に資する新たな加速器概

念の提案など、SDGs へ

の貢献や社会的課題の解

決に向けた成果を創出し

た。 
 
 
 
 

・ 脳神経科学研究： ヒト脳高次認知機能解明、動物モデルに基づいた階層横

断的研究、理論・技術が先導するデータ駆動型研究、精神・神経疾患の診断・

治療法開発等の研究それぞれについて顕著な成果が認められる。特に、オー

トファジーという基本的な細胞機能が自閉症に関与することを発見すること

で、発達障害治療に向けて貢献したことは高く評価できる。 

・ 環境資源科学研究： 根粒と側根の形成に関する共通メカニズムの発見や第

２世代バイオディーゼル燃料合成触媒の開発など、SDGs に貢献する顕著な成

果が認められる。さらに人材育成や関係機関との共同研究にも力を入れてお

り、研究所内外の連携が大幅に進展しており、高く評価できる。 

・ 創発物性科学研究：我が国における物性科学研究の中核的センターのひとつ

であり、そのポテンシャルは極めて高い。超高圧力下での高温超伝導物質 LaH10

の第一原理計算による研究のような強相関物理の基礎研究から、デバイスを

意識した応用に近い開発まで、センターが戦略をもってバランスよく研究開

発を進めていることは非常に高く評価できる。 

・ 光量子工学研究： エクストリームフォトニクス研究、サブ波長フォトニク

ス研究、テラヘルツ光研究、光量子技術基盤開発について、顕著な研究成果を

上げている。また全体として計画を前倒して研究開発が進捗していることは

評価できる。特に小型中性子源システムの開発はものづくり現場や屋外にお

ける可搬型中性子源を利用した製品、インフラ等の非破壊評価の実現に大き

く貢献する成果であり、高く評価できる。 

・加速器科学研究：原子核基礎研究、BNL及び RALとの国際協力に基づく素粒子

物性研究、重イオン・RI ビームを用いた学際応用研究において、顕著な成果

を上げている。また、RIBFの加速器施設の高度化・共用の推進の面では、RIBF

新施設のユーザ利用時間を多く確保できており、国内外の多くの研究者に利

用され、国際的頭脳循環へ貢献したものとして高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・ライフサイエンス研究の領域相互の位置付けについて、更なる明確化が望ま

れる。 

・今後もより一般国民にも分かりやすい研究成果の説明や提示の工夫を期待す

る。 

・領域別に若手人材育成を進めるだけではなく、多様な人材育成という観点で、

共通に実施可能な優れた工夫等あれば研究所全体で情報共有をすることが望

まれる。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・コロナ禍においてもゆるがない強い体制を構築し、新型コロナウイルス対策

を通じて社会的課題に積極的に取り組むことを期待する。また、その際に検

査や治療の意味等、臨床医学固有の視点にもスコープを広げ、広く検討する

ことを期待する。 

・ライフサイエンス研究がヒト研究に向かっているということだが、病院との

連携、臨床プロトコルの整備、倫理的な課題への対応等のインフラやルール
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を実施した。国内外トップレベル

の大学の教授、准教授への任用も

含めて 160 名超が転出、チーム

リーダー等を含めて新たに 100
名超の優秀な人材を採用するな

ど、世界的な頭脳循環における重

要な役割を担った。 
 
●また、以下をはじめとする優れ

た成果を多数創出した。 
・生命医科学研究：110 歳以上の

超長寿日本人の血液を対象に１

細胞解析を行い、血中に少量しか

存在しない CD４陽性キラーT 細

胞が超長寿者では特異的に増加

していることを発見した。また、

小腸の２型リンパ球を欠損させ

たマウスが肥満になりにくいこ

とを示し、自然リンパ球が肥満を

誘導することを発見した。 
・生命機能科学研究：クライオ電

子顕微鏡を用いたタンパク質の

構造解析により、ストレスを受け

た細胞が翻訳を停止して細胞活

動の負荷を下げる仕組みを解明

した。また、細胞の分化に伴う染

色体の時間的・空間的構造変化の

実態が、トポロジカルドメイン

（TAD）と呼ばれる約 100 万塩

基対のDNAの塊を単位とする核

内配置の変化であることを、１細

胞レベルで解明した。さらに、神

経幹細胞が「細長い突起」を再生

する能力を持つことを発見し、こ

の能力により発生初期には柱状

の神経幹細胞が増殖し、やがて、

この能力が減衰することで、脳室

帯の中間に神経幹細胞層が出現

することを解明した。 
・脳神経科学研究：統合失調症に

関して、毛髪中の硫化水素産生酵

素タンパク質の１つがバイオマ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の整備が必要であるため、それらを併せて進めて頂きたい。 
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ーカーとなる可能性を示すとと

もに、天然代謝物ベタインが新し

い治療薬候補となり得ることを

発見した。さらに、自閉症に関し

て、オートファジー機能障害が自

閉症の発症に関与する可能性を

示唆し、新しい発症機構を提起す

る画期的な成果となるなど、精

神・神経疾患の診断・治療法開発

につながる多くの成果をあげた。 
 
【環境資源科学研究、創発物性科

学研究、光量子工学研究、加速器

科学研究】 
●以下をはじめとする研究マネ

ジメント、人材育成、外部連携等

の優れた取組を実施した。 
・環境資源科学研究：SDGｓへの

貢献を志向した５つのフラッグ

シッププロジェクト（革新的植物

バイオ、代謝ゲノムエンジニアリ

ング、先進触媒機能エンジニアリ

ング、新機能性ポリマー、先端技

術プラットフォーム）を掲げ、資

源枯渇、気候変動、食糧不足等の

地球規模の課題解決に向けた研

究を実施した。その上で、これま

での成果と構築したセンター内

外の体制を基に、分野間の垣根を

越えてセンターで結集し、環境負

荷の少ないモノづくりを理念と

した課題解決型研究を推進した。 
また、データ駆動型触媒設計に向

けたキャタリストインフォマテ

ィクスシンポジウムを開催する

など、国内外の連携の強化が図ら

れた。さらに、日本たばこ産業株

式会社と連携し、植物新育種技術

研究チームを新たに立ち上げ、受

精卵培養を用いたゲノム編集作

物作出方法の最適化を実施した

ほか、株式会社ユーグレナと連携
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し、日本全国の湖沼における採水

を中心としたサンプリングを実

施し、既存の野生株とは異なる性

質のミドリムシ収集を目指すプ

ロジェクトを開始するなど、企業

等との連携を促進した。このほ

か、「インフォマティクス・デー

タ科学推進プログラム」を立ち上

げ、データ駆動型科学・情報科学

の強化及び人材発掘・育成を行っ

た。 
・創発物性科学研究：国内外の研

究機関、産業界との連携に関し

て、中国科学院・清華大学・東京

大学・産総研等との緊密な連携に

よる若手研究者をはじめとする

頭脳循環、人材交流、研究交流を

推進したほか、量子技術を中心に

ソフトマテリアルや医療技術等、

幅広いテーマで産業界と１５件

の共同研究契約を締結し、社会実

装に向けた研究開発を推進した。

また、それらの成果は「量子 ICT
フォーラム特別講演会」等の研究

会合を通じて広く発信し、連携を

促進した。 
また、オールジャパン体制での量

子技術に関する研究を推進すべ

く、産総研と合同で「量子技術イ

ノベーションコア」ワークショッ

プの実施に加えて、関連分野の人

材・技術が結集する量子コンピュ

ータ研究拠点の形成に向けた具

体的な検討を行った。 
このほか、次世代の創発物性科学

研究を牽引する人材育成を目指

し、シニア研究者のメンターシッ

プの下、若手研究者が研究チーム

を主宰する統合物性科学研究プ

ログラムを実施し、新たに 1 名の

ユニットリーダーを採用した。 
・光量子工学研究：中国科学院と
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MOU を締結し、レーザー科学分

野における人材交流と連携研究

を開始したほか、海外研究所との

共同研究を推進した。理研内で

は、エンジニアリングネットワー

クに広く参画し、その推進に大き

く貢献したほか、年間 550 件以

上の研究工作支援を実施した。 
 また、産業界との協力による企

業の若手研究者の育成のため、企

業側の派遣費、共同研究費の負担

の下、若手研究者を受け入れ、研

究環境の提供、研究指導等を実施

し、学位取得につなげた。 
・加速器科学研究：国際的な頭脳

循環拠点としての役割に関して、

国際公募により利用課題を選定

し、海外からの 192 名を含む延

べ 938 名が施設を利用した。ま

た、施設の高度化計画の検討にお

いて、「荷電変換リング」という

新しい着想を導入し、ビーム強度

を 20 倍に増強する RIBF 高度化

計画を立案した。さらに、応用研

究への展開として、がんの放射線

治療への応用が期待されている

アスタチン 211 の製造・精製技術

を開発し、大学・研究機関・製薬

企業に供給しているほか、アクチ

ニウム 225 を製造・開発し、核医

薬品開発に貢献した。 
 
●また、以下をはじめとする優れ

た成果を多数創出した。 
・環境資源科学研究：脱酸素され

た炭化水素である第二世代バイ

オディーゼル燃料をカーボンニ

ュートラル・省資源・省エネで合

成する触媒を開発した。木材の主

要成分であるリグニンの分解生

成物であるリグニン誘導体を原

料にして、これまで石油からしか
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作ることのできなかったアクリ

ル樹脂の開発に成功した。 
・創発物性科学研究：バルクヘテ

ロ接合構造の発電層にポストア

ニール処理を施すことで、13％の

高いエネルギー変換効率と、大気

中保管 3,000時間で劣化 5％以下

という長期保管安定性を両立す

る超薄型有機太陽電池を開発し

た。また、シリコン量子ビットに

よるスピン操作の高忠実度化と

量子非破壊測定を実現するとと

もに、高忠実度の読み出しと２ビ

ット交換操作を達成するなど、誤

り耐性量子計算に向けた多くの

成果をあげた。さらに、ホイスラ

ー合金において面内磁場の向き

や強さを変えることにより、アン

チスキルミオンとスキルミオン

との相互変換を直接観察し、ナノ

スケール電子スピン構造の量子

情報ビットへの応用研究を加速

した。 
・光量子工学研究：光格子時計の

可搬型プロトタイプ機を用いて

スカイツリーにおける運転試験

を行い、一般相対性理論を高い精

度で検証することに成功した。ま

た、可搬型のプロトタイプとして

開発した超小型中性子線源

RANSⅡの稼働を開始し、安定的

に中性子線を発生させるととも

に、コンクリート橋梁試体内部の

劣化を可視化する技術を開発し

た。 
・加速器科学研究：中性子過剰な

ニッケル同位体 Ni-78 のガンマ

線分光に成功し、長年未解決であ

った二重魔法性の直接的証拠を

発見した。また、高レベル放射性

廃棄物などに含まれる長寿命放

射性元素を大量に安定元素や短
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寿命元素に変換するための新た

な加速器の概念を提案した。 
 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－（１） 革新知能統合研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題 
への対応 
施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177、225 

 

２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 
・欧文 
・和文 

 

 

 

 

8 

109 

 

86 

197 

― ― ― ― ― 予算額（千円） 3,521,000 3,055,100 ― ― ― ― ― 

連携数 
・共同研究等 
・協定等 

 

 

 

 

83 

46 

 

76 

45 

― ― ― ― ― 決算額（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

特許件数 
・出願件数 
・登録件数 

 

 

 

 

5 

1 

 

14 

0 

― ― ― ― ― 経常費用（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件/ 
千円） 

 88/ 

542,620 

102/ 

631,789 

― ― ― ― ― 経常利益（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 行政コスト（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 
― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 194 210 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ICT の発展に伴い、

IoT や人工知能技術

の利活用が進む中、

我が国が世界に先

駆けて「超スマート

社会」を実現し、ビ

ッグデータ等から

付加価値を生み出

していくことが求

められている。この

ため、深層学習の原

理の解明に向けた

理論の構築や、現在

の人工知能技術で

は対応できない高

度に複雑・不完全な

データ等に適用可

能な基盤技術の実

現に向けた研究を

推進するとともに、

これらの基盤技術

も活用し、再生医療

等の我が国が強み

を有する分野の科

学研究の更なる強

化及び防災等の国

内の社会課題の解

決に資する研究成

果を創出する。ま

た、人工知能技術等

の利活用にあたっ

ての倫理的、法的、

社会的問題につい

て研究・発信する。

これらを通じて、高

度な研究開発人材

等の育成を行う。そ

の際、関係省庁、機

ICT の利活用によ

る「超スマート社

会」の実現のため、

政府がとりまとめ

た「人工知能技術戦

略」に基づき、関係

府省、機関及び民間

企業と連携しなが

ら、グローバルな研

究体制の下、 
①汎用基盤技術研

究として、革新的な

人工知能等の基盤

技術の構築に向け

た研究開発を推進

するとともに、 
②目的指向基盤技

術研究として、これ

らの基盤技術も活

用することにより、

我が国が強みを持

つ科学技術分野の

強化及び社会的課

題の解決を図る。 
また並行して、技術

の進展が社会にも

たらす影響や人工

知能と人との関係

についての洞察を

深めることも重要

であり、 
③社会における人

工知能研究として、

人工知能技術等の

利活用に当たって

の倫理的、法的、社

会的問題について、

世界的な動向を踏

ICT の利活用によ

る「超スマート社

会」の実現のため、

汎用基盤技術研究、

並びに、目的指向基

盤技術研究を行う。 
また並行して、社会

における人工知能

研究として、人工知

能技術等の利活用

に当たっての倫理

的、法的、社会的問

題についての研究

及び情報発信を行

うとともに、優れた

リーダーの下、人材

育成を進める。 
 
①汎用基盤技術研

究  
平成 31 年度は、引

き続き、深層学習の

汎化と最適化の原

理の理論的解明を

進めるとともに、弱

教師付き学習やベ

イズ推論などの新

しい学習アルゴリ

ズムの開発とその

理論解析に取り組

む。 
  
② 目的指向基盤技

術研究  
平成 31 年度は、引

き続き、医療、バイ

オ、福祉、新材料、 
防災・減災、境域、

（評価軸） 
・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

できているか。 
 
・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 
 
・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 
 
（評価指標） 
・中長期目標・中長

期計画等で設定し

た、各領域におけ

る主要な研究開発

課題等を中心とし

た、戦略的な研究

開発の進捗状況 
 
・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 
 

① 汎用基盤技術研究 
●深層学習の汎化能力に関して、

minimax の意味で最適な汎化能

力が得られることを理論的に初

めて証明した(ICLR2019)。 
 
 
 
 
 
●深層学習の記憶効果と呼ばれ

る性質を活用し、半分以上のデー

タが異常値の場合でも正常に学

習できる実用的なアルゴリズム

を開発した(ICML2019)。 
 
 
●確率的最適化に基づく新たな

近似ベイズ推論技術を開発し、大

規模なニューラルネット・大規模

なデータへの適用を初めて実現

した(NeurIPS2019)。 
 
 
 
●プランニング問題に対して最

速レベルのヒューリスティック

探索技術を開発するとともに理

論体系化を行った (AAAI2020, 
Outstanding paper, Honorable 
Mention)。 
 
●テンソルリングと呼ばれる独

自のデータ構造を提案し、その高

速計算アルゴリズムを開発した

(ICASSP2019, best student 
paper)。 
 

 
●深層学習が従来の浅

い学習よりも性能が良

いことを理論的に示し

ており、今後の学習ア

ルゴリズムの飛躍的な

性能向上につながる革

新的な研究成果である

ことから、非常に高く

評価する。 
●従来のロバスト統計

学の常識を覆す性能を

達成し，深層学習の信

頼性を大きく改善する

画期的な研究成果であ

ることから、非常に高

く評価する。 
●不確定性を考慮でき

るベイズ推論は様々な

分野で活用が進んでお

り、スケーラビリティ

改善による実用的なイ

ンパクトは多大である

ことから、非常に高く

評価する。 
●探索技術の適用範囲

を大幅に向上させるも

のであり、今後の当該

分野の発展に大きく寄

与する成果であること

から、非常に高く評価

する。 
●深層学習と信号処理

技術を融合する独自の

取組であり，両分野の

発展に貢献する成果で

あることから、高く評

価する。 

＜評価すべき実績＞ 

・汎用基盤技術研究においては、画期的な成果が次々に産み出されており、受賞

を数多く受けるなど、世界的にも理論体系の構築や深層学習を用いた研究開発

を先導していることは高く評価できる。 

・目的指向基盤技術研究においては、医療・生命科学から防災等の幅広い分野に

おいて国際論文誌に掲載される研究成果が生み出されているだけでなく、企業

や医療機関、大学との共同研究を通じて、多くの研究が社会実装に近いところ

まで進められていることは高く評価できる。その中でも特に教師無し学習によ

りがんに関わる知識を AI が自力で獲得する技術については社会的インパクト

が高い研究といえる。 

・社会における人工知能研究においては、論文成果のみならず、国際シンポジウ

ムの開催や国際的 AI 倫理指針の執筆参加など、国際的にも議論に貢献してお

り、また国内においても研究開発成果の実装が見込まれているということは高

く評価できる。 

・人事育成の観点においても、国内外の学部生・大院生を研究パートタイマーや

インターンで受け入れ、また企業からの客員研究員を OJT で育成するなど、AI

人材育成に貢献していることは高く評価できる。 

・大学・研究機関と 50 件の共同研究を行うのみならず、企業とも 37 件共同研究

を実施しており、また海外研究機関との連携研究や人材交流などを通じて、AI

研究開発の拠点としての存在感を発揮していることは高く評価できる。 

・産総研、NICTと連携して AI研究開発ネットワークを設立し、その中でも中核的

な役割を担い、他の大学や研究機関の参画も促してオールジャパンの連携体制

構築に取り組んでいることは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・現在の社会は感染症対策や異常気象・巨大地震の防災等緊急の社会課題が多く

ある中、AIPセンターには深層学習の各分野への応用研究開発等、先導的な成果

が多く、今後の更なる展開が期待される。 

・スーパーコンピュータ「富岳」等、AIPセンター外との連携を推進し、日本の強

みを活かした他国に真似が出来ないような成果の創出を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・今後も次世代 AI 研究においても先導的な役割を果たすことを期待するととも

に、様々な分野のニーズに応え、課題解決や活用に結び付くよう、一層の研究

の深化・展開に期待する。 

・昨今の AI 研究開発の進展と急速なニーズの拡大に対応する上では若手 AI 人材

を多数育成することが急務である。日本の AI研究開発拠点となっている AIPセ

ンターには、今までの人材育成に関する取組を引き続き推進し、また戦略性を
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関及び民間企業と

緊密に連携し、世界

的な動向を踏まえ

ながら、これらの取

組を着実に進める。 

まえながら研究及

び情報発信を行う。 
加えて、ICT に係る

知見や技術を理解

し、課題解決に結び

つける人材の育成

も不可欠であり、 
④人材育成として、

優れたリーダーの

下、必要に応じて幅

広い分野の多様な

スキルを有する人

材が集う柔軟な研

究体制、研究環境を

整備する。 

知識ベースなどの

分野において、外部

専門機関等との連

携により、課題解決

のための人工知能

技術の創出に取組

むとともに、社会的

ニーズにより優先

度が高い分野にお

いては、機械学習の

新しい基盤技術を

実装した解析シス

テムを実現する。  
 
③ 社会における人

工知能研究  
平成 31 年度は、シ

ンポジウムを開催

するなど、関連する

分野を含む国内外

の研究者との議論

の機会を設けると

ともに、人工知能技

術が普及する社会

における価値観、倫

理、法制度、社会制

度に関する検討結

果を発信する。さら

に、日本の社会的・

文化的特性を踏ま

えつつ、人工知能を

活用した社会的モ

デルの実証的構築、

将来のモデルの明

確化を図る。  
 
④人材育成  
平成 31 年度は、引

き続き、大学等との

連携及び企業から

の研究者・技術者受

入れ、海外の大学・

・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

●独自の作用素論的解析を用い

た非線形ダイナミクス構造を持

つ現象のモデル化・予測手法を開

発し、その有効性を示した

(ICJNN2019, best student 
paper)。 
 
 
●複数の非凸・非平滑な関数の足

しあわせから成る複雑な最適化

問題に対して、勾配計算と近接写

像の計算から構成される新しい

アルゴリズムを構築し有効性を

示 し た （ Mathematical 
Programming, 2019）。 
●未観測共通原因を含むデータ

から因果グラフを推定できる画

期 的 な 手 法 を 開 発 し た

(AISTATS2020, to appear)。 
 
 
② 目的指向基盤技術研究  
●日本医科大学等との連携によ

り、医師の診断情報が付いていな

い前立腺がんの病理画像から、教

師無し学習により、がんに関わる

知識を AI が自力で獲得する技術

を 開 発 し た （ Nature 
Communications）。 
●富士通研究所と連携し、超音波

検査に人工知能技術を適用する

上で、大きな課題の一つである

「影」の検出に関して、効率的な

新技術を開発した（MIDL2019）。 
 
 
 
 
 
●龍谷大学、名古屋大学との連携

により、機械学習と従来の遺伝子

同定法を組み合わせた手法によ

●深層学習では捉えら

れない非線形ダイナミ

クス構造を持つ現象の

モデル化・予測を可能

にする研究成果であ

り、今後の更なる発展

が期待できることか

ら、高く評価する。 
●非凸・非平滑な関数

を Moreau 包絡関数で

近似するという独自の

アプローチで、当該分

野の研究を国際的にリ

ードしていることか

ら、高く評価する。 
●深層学習では解析で

きない因果関係の解析

を可能にする研究成果

であり、今後の更なる

発展が期待できること

から、高く評価する。 
 
●がんの再発の診断精

度を上げる新たな特徴

を見つけることに世界

で初めて成功した優れ

た研究として国内外で

多数報道されており、

非常に高く評価する。 
●超音波画像に映り込

んだ影が異常検知に与

える影響を自動的に評

価できるようになり、

昨年度より推進してい

る胎児心臓超音波スク

リーニング技術の臨床

応用に向けた研究をさ

らに前進させたことを

高く評価する。 
●イネの収量増加に貢

献すると期待でき、

AMED 理事長賞を受賞

持って大学や企業との連携を通じて多様なスキルを持つ若手研究者を多く輩出

することを期待する。 
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研究機関との連携

による人材交流等

を通じ、情報科学技

術分野における人

材育成に努める。 

り、イネの収量に関わる遺伝子を

同定した（PNAS)。 
 
 
 
 
●京都大学 iPS 細胞研究所との

連携により、アルツハイマー病の

病因分子産出の原因となる遺伝

子を細胞ごとに同定する技術開

発に世界で初めて成功した

（Nature Genetics 投稿準備中、

特許出願準備中）。 
●様々な地形情報から機械学習

による地滑りの発生予測マップ

生成技術を開発、イランの実デー

タでの適用実験において優れた

予 測 精 度 を 達 成 し た

（ISPRS2019）。また、機械学習

に基づく新たなハイパースペク

トルイメージング技術により災

害後の高速、高精度な広域被害推

定技術を開発した。 
 
 
 
 
●ヒューマンコミュニケーショ

ン研究の一環で、適応的かつパー

ソナライズした教育のための新

た な モ デ ル を 考 案 し た

（ EDM2019, Best Paper 
Award)。 
 
 
 
 
 
③ 社会における人工知能研究  
●約 300 名の参加者（うち半数

以上を企業が企業関係者）を集

め、全国紙にも掲載された「機械

している。また今後、本

研究で使用した解析手

法を、イネ以外の作物

にも応用することが可

能という点で高く評価

する。 
●複雑なアルツハイマ

ー病態を、細胞と遺伝

子により再定義し、疾

患研究および治療法開

発を刷新可能とすると

いう点で高く評価す

る。 
●災害ハザードマップ

の自動生成技術、およ

び、被害推定技術は、防

災・減災の観点で我が

国における重要研究テ

ーマである。これらの

成果は、前者は国際ワ

ークショップで Best 
Paper Award を受賞、

後者は、コンピュータ

ビジョンのトップ国際

会議に採択という点で

いずれも高く評価す

る。 
●大規模オンライン講

義における課題評価法

として、受講生による

相互評価が有望であ

る。本成果では、受講生

の能力や成果物の品質

等を精度高く推定可能

なモデルを考案した。

相互評価の統計モデル

という独創的な研究と

して評価する。 
 
●研究成果の発信のみ

ならず、提案が国際的

な 倫 理 指 針 （ IEEE 
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学習と公平性シンポジウム」な

ど、社会から高い関心を集めるシ

ンポジウム等を 10 回開催し、多

くの人たちとの議論の機会を設

けた。 
●AI 倫理指針の発信に関連し

て 、 Personal Data and 
Individual Agency の章の執筆に

参加し IEEE EAD 1e(Ethically 
Aligned Design 1st edition)が公

開され、世界的に頻繁に参照され

ている。 
●人工知能を活用した社会的モ

デルに関しては技術的観点から

公平性に関して機械学習を欺く

モデルを国際会議で発表した

(ICML2019)。 
●世界的な合意形成に関しては

ロボット開発に AI 倫理を適用す

る目的で、人間工学の国際規格で

あ る ISO/TR 9241-810: 
Ergonomics に提案が採用され

た。  
●掲げた個人データの流通に関

する問題への対応に関しては、

PLR (Personal Life Repository)
の開発を進め、市立伊丹病院の電

子カルテシステムと PLR を連携

させて母子手帳アプリを実現す

ることになった。 
●AI ネットワーク化社会におけ

る「こころの涵養」「人材育成」と

いう観点から、わざの修練、心の

タフネスに関する考察を手がか

りとして、剣道などの東洋固有の

伝統芸能・思想等を AI 時代に求

められる考え方の一部として応

用していくことに関する可能性

を示した。(Neurosci) 
 
④ 人材育成 
●非常勤 PI を通じた国内各地の

EAD 1e）に採択され、

人工知能技術が普及す

る社会における制度の

構築に貢献したことを

高く評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●ロボットと人間のイ

ンタラクション方法に

関する提案が国際規格

に採択され、人工知能

が普及する社会におけ

る制度の構築に大きな

貢献したことを高く評

価する。 
 
 
 
 
 
●当初計画の進捗に加

え、剣道という具体例

による日本的価値観の

効用という新機軸で年

度計画を前倒しで進捗

しており、高く評価す

る。 
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大学、研究機関との連携体制等を

通じて、学部生、大学院生を研究

パートタイマー等として 133 名

登用し将来を担う人材の育成に

努めた。 
●海外研究機関等との MOU に

基づき、17 の国と地域から 61 名

の海外インターン学生を受け入

れた。 
●企業との共同研究の枠組みの

中で、企業の抱える課題やデータ

とともに 39 社から 179 名の客員

研究員を、受け入れ、OJT を通じ

て人材育成に努めた。 
●前年度に整備した人工知能技

術研究用の計算機システム

（miniRAIDEN）について、科学

技術振興機構（JST）と連携し、

JST の AIP プロジェクトを推進

する若手研究者に対し供用を開

始した。 
●特別研究員が国内外の IT 企業

へ転出するとともに、研究員 2 名

が国公立大学教授、特別研究員の

2 名が国内外大学の准教授、3 名

が講師の職を得て転出するなど、

優秀な人材の輩出にも貢献した。  
 
⑤ その他 
●機械学習のトップカンファレ

ンスである NeurIPS2019 で、21
件の論文が採択された（日本から

の採択 36 件）。 
●機械学習の主要なカンファレ

ンスである AISTATS 2020 にお

いて 10 本の論文が採択された。 
● AAAI-20 に お い て

Outstanding Paper Award, 
Honorable Mention を受賞する

など、内外の国際会議、学会等に

おいて、多数の賞を受賞した。 
●大学・研究機関等と 50 件の共
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同研究を実施した。また、4 社

（NEC、東芝、富士通、富士フイ

ルム）との連携センターの研究を

進めるとともに、他の企業と 37
件の共同研究を実施した。 
●新たに 5 件の MOU を締結し、

海外の研究機関等計 45 機関と連

携研究、人材交流等を行うととも

に、海外機関との国際ワークショ

ップ等を 7 件開催した。 
●政府の人工知能戦略に基づき、

産総研、NICT と連携して AI 研

究開発ネットワークを設立し、国

尾内の大学や研究機関の参画を

呼び掛け、オールジャパンの連携

体制構築を図った。 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－（２） 数理創造研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題 
への対応 
施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
 

２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 
・欧文 
・和文 

 

 

 

 

0 

69 

 

0 

72 

― ― ― ― ― 予算額（千円） 207,123 245,697 ― ― ― ― ― 

連携数 
・共同研究等 
・協定等 

 

 

 

 

11 

3 

 

10 

4 

― ― ― ― ― 決算額（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

特許件数 
・出願件数 
・登録件数 

 

 

 

 

0 

0 

 

1 

0 

― ― ― ― ― 経常費用（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件/ 
千円） 

 14/ 

26,775 

28/ 

83,205 

― ― ― ― ― 経常利益（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 行政コスト（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 
― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 17 17 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 自然科学や社会科

学における学際研

究の重要性が益々

高まりつつある中、

各分野で個別に進

化してきた科学的

方法の共有と結合、

大規模データから

の情報抽出や高度

に複雑なシステム

の制御に必要な数

理科学的手法の開

発が求められてい

る。このため、数学・

数理科学を軸とし

て、物理学、化学、

生物学等における

理論科学や計算科

学等を融合し、数理

科学の視点から自

然科学における基

本問題（宇宙や生命

の起源等）や、国家

的・社会的ニーズに

応えるための諸課

題（自然現象や社会

現象の数理モデリ

ング技術の進展等）

の解決に向けた取

組を推進する。ま

た、それらの分野や

階層を横断的に見

ることで解明可能

な社会課題の発掘

と、これらの推進を

行う人材の育成を

行う。 

今世紀の基礎科学

の重要課題の一つ

である“宇宙・物質・

生命の統合的解明”

のため、数学・理論

科学を軸とした異

分野融合と新たな

学問領域創出を目

指し、諸科学を統合

的に推進し、それを

通して社会におけ

る課題発掘及び解

決に取組む。具体的

には、 
①新しい幾何学の

創成をはじめとす

る数学と自然科学

の共進化、 
②複雑化する生命

機能の数理的手法

による解明、 
③数理的手法によ

る時空と物質の起

源の解明、 
④数理科学的手法

による機械学習技

術の探求を行う。 
さらに、国内・国際

連携のネットワー

クを構築し、 
⑤既存学問分野の

枠を越えて活躍で

きる人材育成を行

い、頭脳還流の活性

化を図るとともに

数学・理論科学を活

用し、科学界のみな

らず産業界に対す

① 数学と自然科学の

共進化  
数学と自然科学の共

進化を加速するため、

自然科学と数理科学

の相互交流を拡大す

る。現代数学の自然科

学への適用にとどま

らず、自然現象から数

学に新たな動機を与

えることにより、新し

い幾何学の創成とミ

レニアム問題等、数学

における重要問題の

解決へ向けての取組

を促進する。 
平成 31 年度は、京都

大学数理解析研究所

をはじめとする国内

外の数理科学関連機

関や数理創造プログ

ラムサテライトを活

用して、宇宙・気象に

おける流体現象を扱

うための数学と計算

科学の統合的アプロ

ーチ、非可換幾何学の

数理研究とそれに基

づく物質設計、臨床医

学における数理解析、

に関する共同研究を

推進する。これらは、

数学者、理論物理学

者、医学者が、それぞ

れの最先端の手法や

知見を活かして協働

することで進展が見

込まれるテーマであ

・科学技術基本

計画等に挙げら

れた、我が国や社

会からの要請に

対応するための

研究開発を、中長

期目標・中長期計

画等に基づき戦

略的に推進でき

ているか。 
 
・世界最高水準

の研究開発成果

が創出されてい

るか。また、それ

らの成果の社会

還元を実施でき

ているか。 
 
・研究開発成果

を最大化するた

めの研究開発マ

ネジメントは適

切に図られてい

るか。 
 
（評価指標） 
・中長期目標・中

長期計画等で設

定した、各領域に

おける主要な研

究開発課題等を

中心とした、戦略

的な研究開発の

進捗状況 
 
・世界最高水準

の研究開発成果

①数学と自然科学の共進化 
●多様体の幾何学，特にスカラー

曲率に関するトポロジーにおい

て、閉スピン多様体の高階指数と

その余次元 2 の部分多様体の高

階指数を結び付ける定理を証明

した。また、結晶対称性を持つよ

うなトポロジカル相を分類する

K 群に関する T-双対性の証明を

進展させた。 
 
 
 
 
 
●ゲージ理論を 4 次元多様体の

連続族に適用することで，4 次元

空間の連続族の形に制約がかか

るという結果を得て，それを 4 次

元多様体の対称性の全体のなす

空間に応用し、これまで予期され

ていなかった結果を得た。 
●代数的サイクルの理論と密接

に関連するモチーフ理論の一般

化を行い、モチーフ理論の重要な

材料であるニスネヴィッチ位相

の一般化を定義し、種々の基本的

な性質を拡張することに成功し

た。 
●ナノ磁石などの大きなスピン

とそれに結合したリング上を動

く電子から成るメゾスコピック

系で、スピンを人工次元とみなし

た二次元系での人工ゲージ場の

効果とそこでのトポロジカル現

象を理論的に明らかにした。ま

た、トポロジカルレーザーを代表

とする活性物質におけるトポロ

 

●分野や所属を越える基

礎及び応用研究活動は、学

際的研究を促進し、諸科学

の統合的解明、社会におけ

る課題発掘及び解決を図

り、数理科学を活用した破

壊的イノベーションの創

出を目指す、理研ならでの

革新的な取組であり、総合

的な研究機関として高い

基礎研究力を有する理研

ならではの取組として非

常に高く評価する。 

●政府の研究力強化の方

策として新興・融合領域の

取組の強化が求められて

いる中、時代を先導する価

値創出の源泉となる数理

科学のポテンシャルを最

大限に発揮させるための

理研の体制を強化し、数理

科学を軸とした我が国の

学際的研究を促進し、新

興・融合領域の創出を加速

するプログラム運営とし

て非常に高く評価する。 

また、政府の量子技術イノ

ベーション戦略に鑑み、理

研内はもとより国内外の

研究者と連携し、特に量子

計算科学における成果を

創出しつつあることは評

価する。 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

・数学を軸に理論科学、物質及び生命等多様な分野の融合的研究が進んでお

り、がん AI 診断や人工量子系における幾何学的効果の解明、多変数代数方

程式の量子コンピュータによる新解析法等の成果を上げたことは評価でき

る。 

・国際的な人材交流の促進と分野を超えた共同研究による多様な成果の創出

及び若手研究人材の育成に取り組んでいることは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・ 科学的課題への挑戦と同時に、社会的課題にも挑戦することを期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・ 諸科学の統合という大きな目標を掲げた研究組織であるが、研究内容は具

体的である。長期的な研究目標と短期的な研究目標とを適切に組み合わせた

運営を期待する。 
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るイノベーション

の創出への貢献を

図る。 

り、理化学研究所の分

野横断的研究の発展

に資する。 
 
② 数理科学と生命の

起源の解明  
現代生物学の重要課

題である、「生命機能

が進化してきたプロ

セス」の解明を目指

す。細胞が持つ自律性

や恒常性、発生の過程

で作り出される機能、

環境変動に対する適

応性等、遺伝子やタン

パク質等の生体分子

の仕掛けから生まれ

る原理について、数理

的手法を用いて解析

し、生体分子が様々な

環境において進化す

る中でシステムとし

て生命機能を獲得し、

複雑化してきた過程

の解明を目指す。 
平成 31 年度は、真核

生物のゲノムの大半

を占める非コード領

域の機能を解明する

ために、その進化過程

を数理生物学者と数

学者及び物理学者が

共同して、バイオイン

フォマティクス手法

と数値シミュレーシ

ョンにより研究する。

また、カリフォルニア

大学バークレー校の

生物物理研究室との

連携により、集団遺伝

学の数理研究を推進

する。更に、サイモン

の創出、成果の社

会還元 
 
・研究開発の進

捗に係るマネジ

メ ン ト の 取 組 

等 

ジカル効果についての総合報告

を完成した。 
 
②数理科学と生命の起源の解明 
●北海道の複数の生産牧場から

取得したサラブレッドのDNA デ

ータの解析により、競走能力と強

く関係する遺伝子マーカーの同

定に成功し、その結果を各牧場に

フィードバックしてさらなるサ

ンプルの取得を行った。 
●植物の有性生殖にかかわって

生じる種内競争が植物群集内の

多様性に与える影響について、従

来のモデルの拡張と数学的な厳

密解を与えて、競争に加えて共同

効果も生じる条件を明確化し種

内進化と群集動態の関係に対す

る視点を与えた。 
●子孫数の個体間でのばらつき

を考慮することによる進化ダイ

ナミクスの修正を理論的に明ら

かにした。その結果は、海洋生物・

ウイルスだけではなくバクテリ

アにおいても普遍的に見られる

ので、バクテリアを用いた進化実

験に応用が可能である。 
●非線形力学系の近似解析に使

われるくりこみ群法を用いて、体

内時計モデルや非線形振動モデ

ルにおける波形や周期のパラメ

ータ依存性を研究し、周期の長さ

が波形の歪みに比例するという

普遍的性質を見出した。 
 
③数理的手法による時空と物質

の起源の解明 
●グザイ粒子と核子の間に働く

力を「京」コンピュータを用いて

導出し、それをもとに量子少数多

体系の精密計算を行うことで、グ

ザイ粒子 1 個と核子 3 個の計 4
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ズ生命機械研究セン

ターとの数理生物学

における連携研究を

進める。 
 
③ 数理的手法による

時空と物質の起源の

解明  
物理学・計算科学・数

学の協働により、時空

の起源と物質の起源

を解明する。特に素粒

子原子核の大規模シ

ミュレーションを推

進するとともに、国内

外の宇宙観測データ

を基にしたビッグデ

ータ解析手法の開発

を行い、宇宙と物質の

起源の解明につなげ

る。 
平成 31 年度は、米国

ローレンス・バークレ

ー国立研究所内の数

理創造プログラムサ

テライトを拠点に、大

規模数値シミュレー

ションによる原子核

構造に関する共同研

究を引き続き進める。

また、超新星爆発・中

性子星合体・ガンマ線

バーストの観測デー

タと大規模シミュレ

ーションの比較から、

爆発的天体現象の解

明と元素の起源を仁

科加速器科学研究セ

ンターの研究チーム

と連携して進める。銀

河中心の大質量ブラ

ックホールの周辺構

個のバリオンからなる新たなハ

イパー原子核「グザイ・テトラバ

リオン」の存在を予言した。 
●アインシュタイン重力と物質

場の量子論を組合せて解析し、蒸

発するブラックホール内部の量

子状態の性質や、ブラックホール

のエントロピーは励起した S 波

状態が担っていることを明らか

にした。 
●２次元 AdS 時空上のブラック

ホールの蒸発過程を量子重力の

低エネルギー有効理論に基づい

て研究し、ブラックホールの内部

状態とホーキング放射をつなぐ

新たな時空の幾何構造の生成を

通して、エントロピーの増大が抑

えられることを見出した。 
●銀河系内・系外のブラックホー

ルジェット天体からの拡散ガン

マ線について、ジェットにともな

ったノット構造を考慮にいれる

ことで、観測されたガンマ線デー

タが説明できることを理論的に

示した。 
 
④数理科学と人工知能 
●量子アニーラーを用いた線形

計画問題の新しい解放を提案し、

この新しい技術の基礎科学や産

業界での応用を探索した。 
●大規模な最適化問題を高速か

つ精密に解くための、量子古典ハ

イブリット計算手法を提案した。

その産業応用を視野に入れて、特

許出願を行った。 
●素粒子・原子核の格子 QCD 計

算で生成されるペタバイト級の

ビッグデータを管理するために、

UC バークレー・ローレンスバー

クレー研究所の研究者と協力し

EspressoDB および LatteDB と
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造の解明については、

理論予測と宇宙観測

の密接な連携による

協働研究を推進する。

更に、理論物理学者と

数学者の連携による

数理物質科学の進展

を測るため、カブリ理

論科学研究所（KITS）
と共同で、iTHEMS-
KITS 連携オフィスの

理化学研究所内設置

を進める。  
 
④ 数理科学と人工知

能  
機械学習技術が適切

に機能するための条

件や結果の不定性等

に関する数理的基礎

について解明する。機

械学習技術を物理学、

化学、生物学等の基礎

研究に適応し、これま

でにない新しい発見

を生む可能性を探索

すると同時に、機械学

習技術の基礎を数理

科学の観点から深く

掘り下げる。 
平成 31 年度は、革新

知能統合研究センタ

ーや計算科学研究セ

ンターとの密接な協

業により、機械学習技

術が基礎科学や応用

科学へ適用できるよ

う、トップダウン及び

ボトムアップ型によ

るテーマ課題設定に

よって研究・強化を図

る。特に、基礎物理学

いう 2 つのオープンソースソフ

トウェアパッケージを公開した。 
 
⑤分野及び階層等を越えた人材

育成 
●多くの数理科学者が集まるハ

ブとなる“SUURI-COOL”と名付

けた数理創造プログラムサテラ

イト（仙台・東京・京都・神戸・

米国バークレー）における活動

を、各地の数理研究者と数理創造

プログラム(以下 iTHEMS)若手

研究者の協力で活性化させると

ともに、新しいサテライトとし

て、SUURI-COOL Kyushu を九

州大学伊都キャンパス内に開設

し、分野横断型国際研究集会や国

際スクールを実施した。 
●iTHEMS 若手研究者を中心と

したボトムアップ型ワーキング

グループとして、経済物理学ワー

キンググループ、量子計算情報科

学ワーキンググループ、暗黒物質

ワーキンググループが新たに発

足し、理研内外の研究者による情

報交換や共同研究が進展してい

る。 
●iTHEMS 若手研究者を中心と

したボトムアップ型スタディグ

ループとして、仮想現実(VR)スタ

ディグループが発足し、理研内外

の研究者にむけたVRの基礎科学

への応用に関する講義を開始し

た。 
●カリフォルニア大学バークレ

ー校数学科との人材交流事業を

開始し、iTHEMS の若手数学者

がバークレーに長期滞在した。 
●学部・大学院生の分野横断的教

育活動やダイバーシティ推進の

ため、京都大学理学サイエンス連

携センター(SACRA)および奈良
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におけるモデルパラ

メータ抽出に対する

深層学習の適用、医療

診断やスポーツ科学

への深層学習技術の

応用、天体観測データ

の機械学習技術を用

いた解析、大規模経済

ネットワークの機械

学習による理論解析

等を、上記センターの

みならず、大学、研究

機関及び民間企業と

の融合研究として進

め、産業化に向けた技

術開発も視野に入れ

る。  
 
⑤ 分野及び階層等を

越えた人材育成  
国内外の数学者・理論

物理学者・理論生物学

者・情報科学者・計算

科学者が緊密に連携

し課題に取り組むた

めの国際頭脳還流ネ

ットワークを構築し、

数理科学を軸として

既存分野の枠を越え

た新たなアイデアの

醸成とブレークスル

ーをもたらす優秀な

若手人材の育成を行

う。 
平成 31 年度は、国内

外の数理創造プログ

ラムサテライト（仙

台、京都、神戸、バー

クレー）における活動

度を、サテライトに配

置した若手研究者を

中心に高め、異分野融

女子大学自然科学専攻との連携

を開始した。東京大学教養学部と

の連携を継続し、iTHEMS 若手

研究者による学部初年級への数

理研究フロンティア連続講義を

開講した。 
●数理的手法を用いた国内外の

民間企業との共同研究を、

iTHEMS 若手研究者を中心に進

展させ、金融経済現象のビッグデ

ータ解析や量子コンピュータの

アルゴリズム開発で、論文執筆や

特許出願を行った。 
・ 量子情報科学分野の人材育成

を目的に、文科省、理研 CEMS と

共同で産学連携型ワークショッ

プを開催した。 
 
【運営等】 
●国際頭脳還流ネットワーク、分

野横断型スクール・ワークショッ

プ、日常的な分野交流などを通し

て、ブレークスルーをもたらす研

究土壌の開発や若手人材の育成

を進めている。また 1 人 1 人の研

究の活動度の向上を図り、研究推

進するため、チームやグループ等

の組織体制を形成せず「研究セ

ル」という緩やかな仕組みを用

い、セル間を研究者が自由由自在

に行き来する柔軟な研究体制（数

理創造プラットフォーム）を取っ

ている。 
 
 
 



78 
 

合・新領域創出を促進

する環境を整備する。

さらに、カリフォルニ

ア大学バークレー校

への若手研究者派遣

プログラムを開始す

る。また、京都大学理

学研究科 MACS 教育

プログラムとの連携

による学部・大学院生

の分野横断的教育活

動を継続する。東京大

学教養学部と連携し

た学部初年級への数

理科学の分野横断講

義を継続すると同時

に、東北大学数理科学

連携研究センターと

連携し数理科学の学

生を対象とする国際

産業連携スクールの

推進、カリフォルニア

大学バークレー校数

理科学研究所と共同

で大学院生のための

日米合同数学スクー

ルを企画し、様々な分

野で活躍できる国際

的視野を持った数理

科学者を育成する。 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－（３） 生命医科学研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題 
への対応 
施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への 
対応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
 

 

２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 
・欧文 
・和文 

 

 

 

 

37 

221 

 

36 

295 

― ― ― ― ― 予算額（千円） 3,327,266 4,168,510 ― ― ― ― ― 

連携数 
・共同研究等 
・協定等 

 

 

 

 

248 

16 

 

246 

10 

― ― ― ― ― 決算額（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

特許件数 
・出願件数 
・登録件数 

 

 

 

 

34 

24 

 

33 

53 

― ― ― ― ― 経常費用（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件/ 
千円） 

 229/ 

2,099,192 

222/ 

1,589,384 

― ― ― ― ― 経常利益（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 行政コスト（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 
― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 320 316 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ●深層学習が従来

の浅い学習よりも

性能が良いことを

理論的に示してお

り、今後の学習アル

ゴリズムの飛躍的

な性能向上につな

がる革新的な研究

成果であることか

ら、非常に高く評価

する。 
●従来のロバスト

統計学の常識を覆

す性能を達成し，深

層学習の信頼性を

大きく改善する画

期的な研究成果で

あることから、非常

に高く評価する。 
●不確定性を考慮

できるベイズ推論

は様々な分野で活

用が進んでおり、ス

ケーラビリティ改

善による実用的な

インパクトは多大

であることから、非

常に高く評価する。 
●探索技術の適用

範囲を大幅に向上

させるものであり、

今後の当該分野の

発展に大きく寄与

する成果であるこ

とから、非常に高く

評価する。 

ゲノムや環境によ

る個人毎の違いを

踏まえた正確で効

率的な予防や治療

を可能とするため、

生命の高次機能の

理解や機能の破綻

による人間の疾患

発症機構の解明を

目指した生命医科

学研究を推進する。 
具体的には、 
①ゲノムを解析し

て機能・疾患を理解

するゲノム機能医

科学研究、 
②ヒト免疫系によ

る恒常性維持・破綻

のプロセスを解明

するヒト免疫医科

学研究、 
③ヒトの環境応答

についてデータ収

集・計測・モデリン

グを行う疾患シス

テムズ医科学研究、 
さらに 
④これらを融合し

たヒト免疫システ

ムの解明から個別

化がん治療等への

応用を行うがん免

疫基盤研究を実施

し、画期的な治療法

の社会実装への橋

渡しに向けた研究

① ゲノム機能医科

学研究  
個人差や副作用に

配慮したゲノム創

薬手法の開発やゲ

ノム医療の実現の

た め に 、 制 御 性

RNA による細胞制

御の体系的な把握

のための技術の開

発やヒトゲノムを

起点とした疾患発

症メカニズム解明

のための大規模統

計学的解析を行う。 
平成 31 年度は、制

御性 RNA の機能推

定のためのパイロ

ット実験として、高

精度の RNA-クロマ

チン相互作用ライ

ブラリーを調製し

解析する。また、疾

患発症に関わる生

物学的経路を特定

するため、オミック

スデータと遺伝統

計学的解析データ

を統合的に解析す

るアルゴリズムの

精度向上を目指し

て手法の最適化を

行う。  
 
② ヒト免疫医科学

研究  

・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

できているか。 
 
・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 
 
・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 
 
（評価指標） 
・中長期目標・中長

期計画等で設定し

た、各領域におけ

る主要な研究開発

課題等を中心とし

た、戦略的な研究

開発の進捗状況 
 
・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 

① ゲノム機能医科学研究 
制御性 RNA の網羅的機能解析お

よび大規模統計解析による疾患発

症メカニズム解明へ向けた研究開

発を着実に進め、順調に進捗して

いる。また、細胞核内の RNA-クロ

マチン相互作用をゲノム全体から

検出できる独自技術 RADICL-seq
法を開発し、制御性 RNA の機能推

定へ向けたインタラクトーム解析

を可能にした。また、エンハンサー

を網羅的かつ精確に検出し、活性

度を測定できる独自技術 NET-
CAGE 法を開発し、がん細胞中に

存在する約 3 万の活性化エンハン

サーを同定、活性化動態やトポロ

ジー構造を解明した。 
 
 さらに、計画を上回る業績とし

て、 
１）110歳以上の超長寿日本人の白

血球を対象に１細胞発現解析を行

い、血中に少量しか存在しない

CD4 陽性キラーT 細胞が超長寿者

では特異的に増加している新知見

を得た。 
 
 
 
 
 
 
２）国際共同研究を通し、95,380 人

の日本人 DNA データを遺伝統計

学的手法等で統合的に解析し、細

胞老化とがん化に関連する Y 染色

 

●RNA の機能推定にお

いて従来の技術では未

知 RNA の解析に限りが

あった。RADICL-seq 法

は、制御性 RNAの機能と

ゲノム上の作用領域の

情報を同時に捉える大

規模解析を可能にし、

高く評価する。 

●NET-CAGE 法による正

確なエンハンサーの同

定・活性解析は画期的

であり、疾患発症機序

解明に役立つことか

ら、非常に高く評価す

る。 

 

 

 

●超長寿者において

CD4陽性キラーT細胞が

増加していることの発

見や、細胞老化とがん

化に関連する Y 染色体

の後天的喪失の機構解

明は、高齢化社会にお

ける健康寿命の延伸に

貢献することが期待で

き、非常に高く評価す

る。 

 

●日本人データを解析

し、細胞老化とがん化

での Y 染色体の後天的

喪失の機構を解明した

＜評価すべき実績＞ 

・制御性 RNA の網羅的機能解析及び大規模統計解析による疾患発症メカニズム

解明へ向けた研究開発を着実に進めており、独自技術である RADICL-seq法を

開発して制御性 RNA の機能とゲノム上の作用領域の情報を同時に捉える大規

模解析を可能にしたことは高く評価する。 

・網羅的かつ正確にエンハンサーを同定・活性解析できる独自技術の NET-CAGE

法を開発し、がん細胞中に存在する約 3 万の活性化エンハンサーを同定、活

性化動態やトポロジー構造を解明したことは、疾患発症機序解明に役立つこ

とが期待でき、非常に高く評価する。 

・超長寿者における免疫細胞の新知見や、細胞老化とがん化に関連する Y 染色

体の機構解明は、高齢化社会における健康寿命の延伸に貢献することが期待

でき、非常に高く評価する。 

・健常人リンパ球 30サブセット別の遺伝子発現とゲノム変異に関するデータベ

ースの構築を進め、また自然リンパ球の肥満や肺線維症への関与を明らかに

したことは、免疫の病態への関与を理解する上で重要であり、非常に高く評

価する。 

・ヒト疾患の多階層・時系列データを格納した解析プラットフォームを構築し

たことは重要な社会基盤として高く評価する。また、ピロリ菌による胃の免

疫制御機能とそのメカニズムを新たに同定したことや、アトピー性皮膚炎に

おける新たなかゆみのメカニズムを同定したことは高く評価する。 

・がんの多層オミクスプロファイルから、がんゲノムのヘテロ性と組織に浸潤

する免疫細胞を数理科学的に推定し、治療成績や予後との新たな関係を発見

したこと、また非画像データを画像データに変換することによって人工知能

の深層学習を活用し、がん分類に適応することに成功したことは、数理解析

による新規臨床解析への応用として高く評価する。 

・人工アジュバントベクター細胞(aAVC)の橋渡し研究として、新規がん治験の

第 I相試験が終了して第 II相試験に順調に進んだことは、非常に高く評価す

る。 

・国際連携がん全ゲノム解析を完了し、次世代のがんゲノム医療の基盤構築に

貢献したことは、非常に高く評価する。 

・iPS 由来 NKT 細胞によるがん治療の臨床研究の開始が確実となった点を高く

評価する。 

・事務部門の効率化、生命医科学研究を促進するため倫理的・法的・社会的問題

へ取り組むための組織の設置、融合研究課題の推進、若手研究者の育成促進

について、高く評価する。 

・トップ 1%の高被引用論文著者を複数輩出していることを、非常に高く評価す
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●深層学習と信号

処理技術を融合す

る独自の取組であ

り，両分野の発展に

貢献する成果であ

ることから、高く評

価する。 
●深層学習では捉

えられない非線形

ダイナミクス構造

を持つ現象のモデ

ル化・予測を可能に

する研究成果であ

り、今後の更なる発

展が期待できるこ

とから、高く評価す

る。 
●非凸・非平滑な関

数をMoreau包絡関

数で近似するとい

う独自のアプロー

チで、当該分野の研

究を国際的にリー

ドしていることか

ら、高く評価する。 
 
●深層学習では解

析できない因果関

係の解析を可能に

する研究成果であ

り、今後の更なる発

展が期待できるこ

とから、高く評価す

る。 
 
 
●がんの再発の診

断精度を上げる新

たな特徴を見つけ

ることに世界で初

めて成功した優れ

を推進する。また、

生命医科学研究に

おける新たな研究

領域を開拓できる

リーダーの育成を

行う。 

関節リウマチ等の

疾患発症機構の解

明に向けて、ヒト免

疫機能研究手法に

よる疾患の原因と

なる変異タンパク

や発現異常の同定

や、ヒトと実験動物

の間にみられる免

疫システムの異同

を検証するための

新たな研究手法の

開発を行う。 
平成 31 年度は、免

疫担当細胞サブセ

ット毎のゲノム多

型と機能変化のメ

カニズムを解析す

るためのデータベ

ースの構築を引き

続き行う。特にエン

ハンサー、プロモー

ターとともに、長鎖

ノンコーディング

RNA に注目して、

そのリンパ球機能

との関係を解析す

る。また、ヒト細胞

の機能の中心とな

る分子群とパスウ

ェイを、マウスを用

いてより詳細に検

証する。  
 
③ 疾患システムズ

医科学研究  
皮膚炎や糖尿病を

はじめとした慢性

炎症を多階層に理

解するため、免疫

系・神経系・内分泌

系各臓器間の相互

 
・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

体の後天的な喪失とその機構を明

らかにした。 
 
 
 
 
 
②ヒト免疫医科学研究 
ヒト免疫システムを直接解析する

方向と、マウスでの解析をヒトの

免疫システムの理解に外挿する方

向の両面から研究を推進し、順調

に進捗している。前者に関しては、

他部門と連携し、健常人リンパ球

について 30 サブセット別に遺伝

子発現とゲノム変異に関するデー

タベースの構築を進め、特にプロ

モーター、エンハンサー領域にお

けるゲノム変異の解析を大きく進

展させることができた。また、原発

性 免 疫 不 全 患 者 の 解 析 で 、

AIOLOS 遺伝子の突然変異でB 細

胞が欠損することを見出した。 
 さらに計画を上回る業績とし

て、後者の方向に関する研究とし

ては、マウス実験によりアレルギ

ー反応に関係することが理研にお

いて発見されていた自然リンパ球

ILC2 が、ヒトの肺線維症において

も関係していることを見出した。

また、食餌誘導性肥満におけるリ

ンパ球の関与について調べ、小腸

の ILC2 が肥満の誘導に働くこと

を明らかにした。さらに、宇宙空間

の無重力環境下に晒されたマウス

において、胸腺細胞の増殖が抑制

されることによって胸腺の萎縮が

起きること、重力負荷により萎縮

が軽減されることを発見した。 
 
 
 

ことは臨床的意義が高

い。また統合的解析に

より後天的な染色体変

化の情報が抽出できる

事を示した事は高く評

価する。 

 

 

●多因子疾患である免

疫疾患の病態を理解す

るには、ゲノム変異と

遺伝子発現の関係にバ

イアスの影響が少ない

健常人リンパ球サブセ

ット別のデータベース

の構築が極めて重要で

あり、成果として高く

評価する。 

 

 

 

 

 

●発症機序がほとんど

分かっていないヒトの

肺線維症に関して、マ

ウスで解析が進んでい

る ILC2の関与が判明し

たことは、今後のこの

領域の疾患研究の重要

な指標となることか

ら、高く評価する。 

●自然リンパ球が肥満

の誘導機構を解明する

ことで、新しい肥満改

善法やメタボリックシ

ンドロームの予防・治

療法の開発につながる

と期待され、非常に高

く評価する。 

●免疫機能に関与する

胸腺の萎縮と重力の関

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・ヒトの試料や人体を対象とするための環境整備が重要である。特にヒト免疫

学の更なる強化に期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・長寿や肥満のメカニズム解明を通してヒトの健康への理解が推進されたこと

は高く評価できる。 

・中長期目標における所期の目標並びに中長期計画及び年度計画に照らして、

顕著な研究成果を創出していることが窺える。 

・非常に難しい分野における計画前倒しの世界最高レベルの成果達成は、特筆

すべき内容である。それぞれの成果創出は社会実装・社会貢献につながる顕

著な成果達成となっており、今後も大きな期待が持てる。 
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た研究として国内

外で多数報道され

ており、非常に高く

評価する。 
 
●超音波画像に映

り込んだ影が異常

検知に与える影響

を自動的に評価で

きるようになり、昨

年度より推進して

いる胎児心臓超音

波スクリーニング

技術の臨床応用に

向けた研究をさら

に前進させたこと

を高く評価する。 
●イネの収量増加

に貢献すると期待

でき、AMED理事長

賞を受賞している。

また今後、本研究で

使用した解析手法

を、イネ以外の作物

にも応用すること

が可能という点で

高く評価する。 
●複雑なアルツハ

イマー病態を、細胞

と遺伝子により再

定義し、疾患研究お

よび治療法開発を

刷新可能とすると

いう点で高く評価

する。 
 
●災害ハザードマ

ップの自動生成技

術、および、被害推

定技術は、防災・減

災の観点で我が国

における重要研究

作用を介した、高次

の環境応答メカニ

ズムを細胞・分子レ

ベルで層別的に理

解する事を対象と

した研究を行う。 
平成 31 年度は、前

年度までに慢性炎

症の各疾患モデル

で行ってきた多階

層での計測データ

を統合し、発症過程

の数理モデル化と、

治療標的やバイオ

マーカー候補の抽

出を行う。また、ヒ

ト由来材料を用い

た多階層でのデー

タ収集とそれらの

データベース化を

行う。  
 
④ がん免疫基盤研

究  
「がん」を免疫機構

の恒常性破綻とい

う観点から捉え直

し、新たな治療法と

して注目されてい

るがん免疫療法を

対象とした研究を

行う。一細胞オミッ

クス解析技術等に

より、免疫原性・細

胞の発生機序等を

解明し、発症メカニ

ズムの包括的な解

明や遺伝子レベル

でのがんの層別化

を行う。 
平成 31 年度は、が

ん免疫研究、及びが

 
 
 
 
 
 
 
③疾患システムズ医科学研究 
皮膚炎や糖尿病をはじめとした慢

性炎症の多階層計測を行い、ヒト

慢性皮膚炎患者の多階層・時系列

データを格納した解析プラットフ

ォームを構築した。このプラット

フォームとモデルマウスとのデー

タ統合により、新たな治療標的と

なる分子群を同定した。 
 さらに、計画を上回る業績とし

て、ピロリ菌による胃の免疫制御

機能とそのメカニズムを新たに同

定した。また、皮膚バリアと感覚神

経の関係を可視化し、アトピー性

皮膚炎における新たなかゆみのメ

カニズムを同定した。 
 
 
 
 
 
 
 
④がん免疫基盤研究 
がん細胞の層別化の研究として、

ヒト肝臓がん、食道がん組織の

RNAseq のデータから、免疫活動

性・抑制に基づく分類を行い、免疫

活性度の高い患者群を同定した。

多施設共同研究により大腸がんな

ど 4 種類以上のがんの多層オミク

スプロファイルを取得し、がんゲ

ノムのヘテロ性と組織に浸潤する

免疫細胞を数理科学的に推定し、

治療成績や予後との新たな関係を

係が明らかになったこ

とは、将来の月・火星有

人探査や宇宙旅行に必

要な健康管理や、免疫

系異常の予防への応用

が期待され、高く評価

する。 

 

●ヒト疾患の多階層デ

ータをリンク可能な形

で格納したデータベー

スのプロトタイプであ

り、ヒト疾患を対象と

した医科学研究をオー

プンサイエンスとして

展開するための重要な

社会基盤の構築とし

て、高く評価する。 

●従来、常在細菌と病

原細菌と分別されて研

究が行われてきた中

で、長期にわたって定

着する病原細菌に特有

の病態形成メカニズム

を明らかにした点、ま

た、社会的にも大きな

問題となっているピロ

リ菌の作用様式を明ら

かにした点で、非常に

高く評価する。 

 

●RNA データから新し

い肝がん、食道がん、大

腸がんの免疫ゲノム的

分類を行ったことは、

がんの層別化研究の成

果として高く評価す

る。 
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テーマである。これ

らの成果は、前者は

国際ワークショッ

プ で Best Paper 
Award を受賞、後者

は、コンピュータビ

ジョンのトップ国

際会議に採択とい

う点でいずれも高

く評価する。 
●大規模オンライ

ン講義における課

題評価法として、受

講生による相互評

価が有望である。本

成果では、受講生の

能力や成果物の品

質等を精度高く推

定可能なモデルを

考案した。相互評価

の統計モデルとい

う独創的な研究と

して評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
●研究成果の発信

のみならず、提案が

国際的な倫理指針

（IEEE EAD 1e）に
採択され、人工知能

技術が普及する社

会における制度の

構築に貢献したこ

とを高く評価する。 
 
 
 

んの層別化研究、免

疫療法研究を継続

して進める。オミッ

クス解析基盤技術

によりがんモデル

マウスのがん組織

を用いてがん微小

環境の免疫制御機

構の解明とネオ抗

原を用いた新規免

疫療法のための技

術開発を行う。 

発見した。またオミクスなど非画

像データを画像データに変換する

ことによって人工知能の深層学習

を活用し、がんの分類に適応する

ことに成功した。治療に関する研

究では、急性骨髄性白血病の生存

を規定する二つの分子を同定し、

同時阻害により白血病幹細胞レベ

ルでの根治が可能であることを示

した。またマウス担がんモデルに

おいて、生物活性のあるネオ抗原

を新たに同定し高い治療効果を得

られることを示した。橋渡し研究

としては、人工アジュバントベク

ター細胞(aAVC)の医師主導型第 I
相治験が終了し、国立病院機構と

の先進医療第 II 相試験を順調に進

めている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
さらに計画を上回る業績として、

国際がんゲノムコンソーシアムの

集大成として、次世代のがんゲノ

ム医療の解析基盤構築に貢献する

全ゲノムの大規模解析を行い論文

化したことが挙げられる。 
 
【社会還元】 
1）当センターで開発した WT1 が

ん抗原を発現した人工アジュバン

トベクター細胞(aAVC-WT1)は、

東大医科研病院との共同で進めて

きた医師主導型治験・第 I 相試験

(First-in man試験)(用量漸増試験)
において重篤な有害事象はなく最

大耐容量が決定し、第 II 相試験へ

●非画像データを画像

へ変換する独創的な手

法、及びがん転移を定

量化する手法の確立

は、数理解析による新

規臨床解析への応用と

して高く評価する。 

●多数の症例で遺伝子

異常と白血病細胞の脆

弱性の関連を見出した

ことは、実臨床への応

用が期待されることか

ら高く評価する。 

●新しい生物活性のあ

るネオ抗原の同定法の

構築は、今後新規免疫

療法の確立に貢献でき

ることから、高く評価

する。 

●人工アジュバントベ

クター細胞(aAVC)の橋

渡し研究として、新規

がん治験の第 I 相試験

が終了して第 II相試験

に進めたことを、非常

に高く評価する。 

●国際連携がん全ゲノ

ム解析を完了し、次世

代のがんゲノム医療の

基盤構築に貢献したこ

とを、非常に高く評価

する。 

 

 

●aAVC-WT1 の第 I 相治

験の主要評価項目の評

価、検証ができたこと

を、高く評価する。 
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●ロボットと人間

のインタラクショ

ン方法に関する提

案が国際規格に採

択され、人工知能が

普及する社会にお

ける制度の構築に

大きな貢献したこ

とを高く評価する。 
 
 
 
 
 
●当初計画の進捗

に加え、剣道という

具体例による日本

的価値観の効用と

いう新機軸で年度

計画を前倒しで進

捗しており、高く評

価する。 
 
 

の準備を開始した。また、ヒトパピ

ローマウイルス（HPV）関連固形

がんを標的とした aAVC-HPV は

DMP のプロジェクトに採択され、

PMDAとの薬事戦略相談を開始し

た。 
2）iPS 由来 NKT 細胞によるがん

治療の医師主導治験に向けて、臨

床用に作製した新規マスターセル

バンクから iPS-NKT 細胞を製造

し安全性を確認した。最終製品の

規格設定と千葉大学との作業手順

の共有を行い、臨床使用への適切

性について PMDA の合意を得た。 
 
【マネジメント】 
●センターの運営の効率化を推進

するためセンター長の指揮のも

と、研究部門・事務部門両面の連携

を進めた。特に以下の取り組みを

実施した。 
1）事務部門（センター長室）の統

一体制の構築 
センター長室においては、新たに

室長を配置し、研究室支援とセン

ター全体の活動支援の二つの部署

が有機的に連携し活動する体制を

構築した。また生命倫理ワーキン

ググループを設置し、オープンサ

イエンスにおける個人情報の扱

い、中央一括 IRB 審査導入におけ

る問題検討など、生命医科学が直

面する生命倫理課題に取り組ん

だ。 
2）技術基盤プラットフォームの取

り組み 
生命医科学研究における先端技術

の共有を進めるため、イメージン

グプラットフォームの強化を行

い、環境資源科学研究センターの

顕微鏡解析室と共同で、走査電子

顕微鏡を用いた新たなイメージン

●固形腫瘍に対する新

たな aAVC-HPV細胞を作

製し、PMDA 相談まで進

めたことは、高く評価

する。 

 

●研究の進展により

iPS由来NKT細胞による

がん治療の臨床研究の

開始が確実となった点

を高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●事務部門の連携を強

化し、効率的な運営を

進めたこと、さらに生

命医科学研究を促進す

るため倫理的・法的・社

会的問題へ取り組むた

めの組織を設置したこ

とを、高く評価する。 

 

 

 

 

 

●生命医科学研究にお

いて重要性が高まって

いるイメージング技術

の導入を他センターと

共同で進めたことを、

高く評価する。 
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グ技術の導入を進めた。 
3）クラウドサーバー化への取り組

み 
センター全体での効率的な計算機

資源確保と有効利用を目指して、

クラウドサーバーの運用を目指し

てワーキンググループを作り、ゲ

ノム個人情報を含むデータを解析

可能なセキュリティの高いクラウ

ド環境構築の検討を行った。 
4）センター内の融合研究課題に向

けた取り組み 
ヒト血液サンプルを採取、分画し

たリンパ球別に、ゲノム、トランス

クリプトーム、プロテオーム、免疫

学機能、といった多階層解析を行

い、ヒト免疫細胞の標準カタログ

を構築する試みを始動させた。 
 
 
【人材育成】 
1) 若手融合領域リーダー育成プ

ログラムを実施し、5 名の若手研究

者(YCI)の独立型研究について、そ

れぞれにホストラボとセンター内

外のアドバイザーがついて支援を

行った。 
2）カロリンスカ研究所と連携し、

バイオインフォマティクスに関す

る博士課程向けの国際集中講義を

スウェーデンにて開催し 9 名を派

遣した。 
3）IMS インターンシッププログラ

ムを実施し、海外から 6 名（夏期

3 名、冬期 3 名）を受け入れた。 
4）連携大学院制度や理研 IPA プロ

グラムを通じてセンターにて受け

入れている学生に対し、チュータ

ーとサブチューターがついて定期

的に相談にあたる、チューター制

度を実施した。 
5）発表した論文 260 報中、20%以

 

 

 

●計算機資源の効率的

な運用とヒトゲノムデ

ータへの対応を目指す

ためのクラウド環境構

築への取り組みとし

て、高く評価する。 

 

 

 

●疾患病態の理解に必

要な基礎データの収集

を行うため、異分野の

研究者が連携してすす

める融合研究課題を推

進したことを、高く評

価する。 

 

 

●センターとして若手

研究者の育成に取り組

み、融合領域における

リーダーを輩出してい

ること、また国際的な

学生教育プログラムを

実施していることを高

く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●発表論文の 20%以上
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上がインパクトファクター10以上

の科学ジャーナルに掲載された。

12 月、IMS の研究者 3 名が、トッ

プ 1%の高被引用論文著者として

認定された。 
 

が高インパクトファク

ターを持つ科学ジャー

ナルへ掲載されてお

り、またトップ 1%の高

被引用論文著者を複数

輩出していることを、

非常に高く評価する。 
 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－(４) 生命機能科学研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題 
への対応 
施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への 
対応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 
・欧文 
・和文 

 

 

 

 

38 

327 

 

37 

339 

― ― ― ― ― 予算額（千円） 4,368,008 4,164,684 ― ― ― ― ― 

連携数 
・共同研究等 
・協定等 

 

 

 

 

314 

13 

 

282 

7 

― ― ― ― ― 決算額（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

特許件数 
・出願件数 
・登録件数 

 

 

 

 

116 

43 

 

104 

95 

― ― ― ― ― 経常費用（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件/ 
千円） 

 463/ 

3,233,359 

457/ 

3,296,508 

― ― ― ― ― 経常利益（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 行政コスト（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 
― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 417 407 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 超高齢社会である

我が国においては

健康寿命の延伸が

求められており、ヒ

トの健康状態の維

持と老化メカニズ

ムの解明が急務と

なっている。この課

題の解決に向け、細

胞状態の診断と評

価手法の確立を目

指した非侵襲によ

る可視化技術と予

測・操作手法の開

発、次世代の再生医

療を目指した臓器

の立体形成機構と

その制御原理の解

明、および健康・正

常状態を測定する

ための非・低侵襲の

計測技術の開発を

行う。またこれらの

技術等を用いて、発

生から成長・発達・

老化までの分子レ

ベルから個体レベ

ルに至る生命機能

維持の仕組みを解

明し、加齢に伴う機

能不全の克服に向

けた研究を推進す

る。 

健康長寿社会の実

現に貢献するため

に、本研究では、ヒ

トの発生から成長、

老化、生命の終わり

までの時間軸を貫

く生命機能維持の

原理解明を目指し

て、分子、細胞から

個体までの多階層

にわたる以下の研

究を推進する。その

ため、 
①分子・細胞状態の

可視化及び非侵襲

での臓器機能計測

技術から得られる

情報を元に、細胞状

態の予測と細胞操

作を可能とする技

術を開発し、健康状

態の予測と医療等

への応用を図る。 
②周辺環境との相

互作用による影響

を考慮した発生・再

生原理や臓器形成

機構の解明ととも

に、移植等の医療応

用を見据えた次世

代再生医療の基盤

を構築する。また、

非・低侵襲での計測

技術を用いた健康

診断技術の開発を

行う。 
③上記の研究を基

盤として、生物のラ

① 分子・細胞状態

の可視化と予測・操

作研究  
平成 31 年度は、こ

れまで開発してき

た超解像技術をラ

イトシート顕微鏡

と組み合わせ、超解

像ライトシート顕

微鏡を実現する。ま

た、細胞の観察や動

的情報の推定のた

め、微細デバイスの

バイオ実験への展

開や胚発生モデル

の分析を容易にす

る新規のデータ可

視化手法の開発を

行う。さらに、細胞

分析システムの開

発の一環として、観

察した細胞の遺伝

子発現状態を同定

できる計測プラッ

トフォームの開発

や、自動化１分子・

超解像光学顕微鏡

の計測スループッ

トを 1 日あたり

1000 細胞程度から

8000 細胞へと高速

化する。  
 
② 臓器の形成及び

多臓器連携の機構

の解明研究  
平成 31 年度は、抗

体を用いて臓器を

（評価軸） 
・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

できているか。 
 
・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 
 
・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 
 
（評価指標） 
・中長期目標・中長

期計画等で設定し

た、各領域におけ

る主要な研究開発

課題等を中心とし

た、戦略的な研究

開発の進捗状況 
 
・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 
 

① 分子・細胞状態の可視化と予

測・操作研究 
●細胞は強いストレスを受けると

翻訳を全体的に抑制する。このス

トレス応答は翻訳開始因子「eIF2」
の α サブユニット（eIF2α）の１箇

所のリン酸化が重要であることが

知られていたが、その構造基盤は

不明であった。クライオ電子顕微

鏡を用いて、eIF2 とその活性化因

子 eIF2B の複合体の立体構造を解

明し、リン酸化 eIF2 は、eIF2B へ

の結合の向きを劇的に切り替え、

別の eIF2 分子の活性化を阻害し

て、翻訳を抑制することを見出し

た。 
●水溶液中で変化し続けるタンパ

ク質構造を解析するために、タン

パク質を構成する原子や周囲の水

分子に働く力を計算し、コンピュ

ータ内でタンパク質を「動かす」手

法である分子動力学（MD）のシミ

ュ レ ー シ ョ ン 専 用 計 算 機

「MDGRAPE-4A」の開発に成功

した。 
●計算分子設計研究チームが主催

している「理研-製薬協連携フォー

ラム」においても GENESIS で利

用できる計算を紹介し、今後の連

携について議論した。 
●超解像ライトシート顕微鏡を開

発し、空間分解能 100 nm 以下、

撮影時間数分以下で細胞 1 個まる

ごとの超解像3次元像を実現した。

さらに、新規蛍光プローブを開発

し、ミトコンドリア内膜微細構造

が細胞の代謝状態により変化する

様子を世界で初めて超解像ライブ

 
 
●細胞に備わったスト

レス応答の基本的な機

構の構造的基盤を解明

するものであり、神経

変性疾患など翻訳開始

因子が関与するさまざ

まな疾患の理解に貢献

すると期待でき、非常

に高く評価する。 
 
 
 
 
 
●候補分子とタンパク

質とが実際に結合する

ときの構造変化を探索

し、より高精度な予測

が可能となり、タンパ

ク質の「形」だけではな

く「動き」を制御する分

子を開発する上でも有

望であり、創薬の可能

性の拡大が期待でき、

高く評価する。 
 
 
 
●超解像ライトシート

顕微鏡は、3 次元超分解

能と高速性(高スループ

ット)から、脳のコネク

トーム解析への応用が

期待されていることか

ら、高く評価する。な

お、一連の超解像顕微

＜評価すべき実績＞ 

・クライオ電子顕微鏡を用いて、細胞に備わったストレス応答の基本的な機構

の構造的基盤を解明したことは、神経変性疾患等翻訳開始因子が関与する様々

な疾患の理解に貢献すると期待でき、非常に高く評価できる。 

・分子動力学のシミュレーション専用計算機「MDGRAPE-4A」を開発したことで、

候補分子とタンパク質とが実際に結合するときの構造変化を探索し、タンパク

質の「動き」を制御する分子を開発する上で有望で創薬の可能性の拡大が期待

できることは、高く評価できる。 

・超解像ライトシート顕微鏡は３次元超分解能と高速性から脳のコネクトーム

解析への応用が期待できること、さらに、新規蛍光プローブを開発し、ミトコ

ンドリア内膜微細構造が細胞の代謝状態により変化する様子を世界で初めて

超解像ライブイメージングで示したことは、高く評価できる。 

・ガラス製マイクロ流体チップを用いた細胞解析手法を開発により、これまで

一細胞測定が困難であった動きの速い微生物細胞の測定に応用することで、微

生物由来の有用化合物の発見や利用につながる成果であり、高く評価できる。 

・新規シミュレーション手法 PHi-Cの開発により Hi-Cデータからクロマチンダ

イナミクスへの理論に基づく数学的な変換が世界で初めて可能となり、遺伝子

発現のエピジェネティックな制御とクロマチン構造の関係の解明の飛躍的な

進展が期待でき、高く評価できる。 

・組織透明化技術「CUBIC」に適した高速イメージング技術「MOVIE」の開発は、

生物学・医学の基礎研究への応用、さらには創薬や臨床病理診断への応用にも

寄与し、次世代の研究基盤になるものと期待でき、高く評価できる。 

・気道上皮における胎児性幹細胞から成体幹細胞が確立されてくる変遷を一細

胞解析で明らかにし、両幹細胞で自己増殖を制御している共通分子を発見した

ことは、世界で初めて幹細胞の起源とその分子的保存性を解明したものであ

り、高く評価できる。 

・マウス ES細胞分化における染色体の時間的・空間的な構造変化の解明は、哺

乳類染色体の三次元構造の構築原理に迫るものであり、染色体の構造変化と遺

伝子発現制御の統合的な理解を可能にすることが期待できるものであり、非常

に高く評価できる。 

・哺乳類の脳発生段階における「形」の再生能の発見は、ヒトを含む脳発生の基

本的な仕組みや、その形成不全に伴う脳疾患の原因解明に貢献すると期待で

き、非常に高く評価できる。 

・センター内横断プロジェクトの体制を構築したこと、及び世界初のオルガノ

イドに特化した研究所と継続して連携を深め当該研究分野を牽引していくこ

とが期待できることは、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
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イフサイクル進行

を制御する機構を

解明することによ

り、ヒトの健全な成

長・発達・成熟・老

化を維持する仕組

みの解明を目指す。 
さらに、生命機能科

学研究における総

合力を活かし、当分

野の発展に貢献す

る、社会課題解決を

見据えた広範な視

野を持った人材を

育成する。 

まるごと均一に染

色し、細胞の種類、

細胞の状態、細胞間

のつながり等を可

視化する技術を確

立 す る 。 ま た 、

ES/iPS 細胞から気

管軟骨、膀胱上皮細

胞等の分化誘導法

を確立し、3 次元臓

器の再構成を試み

る。さらに、神経、

肺、腎臓、毛包等、

複数器官において

一細胞トランスク

リプトーム解析を

行い、これらの器官

発生・成熟を制御し

ている因子を探索

し、その因子が担う

臓器の発生・成熟過

程における役割を

解析する。合わせ

て、幹細胞・前駆細

胞等の加齢に伴う

超微形態学的変化

を定量化し、解析で

きる技術基盤を構

築する。 
 
③ 生物のライフサ

イクル進行の制御

機構の解明研究  
平成 31 年度は、ヒ

ト等において胎生

期に働く多細胞シ

ステムの制御原理

の解明に向け、卵母

細胞における紡錘

体形成の原理を見

出すことで、不妊や

流産の主要な原因

・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

イメージングで示した。 
 
 
 
●物理・化学・光学的特性に優れた

ガラス製マイクロ流体チップとこ

れを用いた細胞解析手法を開発

し、染色等の処理を行うことなく、

細胞の動態を一細胞レベルで高

速・正確に計測を可能とする技術

を確立した。 
 
●クロマチンの３次元構造を反映

するデータとして近年注目されて

いる Hi-C データをポリマーダイ

ナミクスとして解読し、クロマチ

ンの４次元的な動態として可視化

する新規シミュレーション手法

PHi-C を開発した。 
 
 
 
 
●少量の溶液を制御できるポンプ

とガラスニードルを用いて、光学

顕微鏡で観察した細胞を 1 つずつ

分取することに成功した。さらに、

分取した細胞の遺伝子発現状態を

解析できるシステムを構築し、細

胞の形状などと遺伝子発現状態を

結びつけることを可能とした。 
●自動化１分子・超解像光学顕微

鏡のハイスループット化を当初の

計画通りに実現し、これにより受

容体に対する様々な薬剤の作用や

疾病の原因となる遺伝子変異の影

響を従来よりも約 100 倍早く計測

することを可能とした。 
 
 
 
 

鏡開発と、これを用い

た軸索輸送の研究に対

して塚原仲晃記念賞を

受賞している。 
●これまで一細胞測定

が困難であった動きの

速い微生物細胞の測定

に応用することで、微

生物由来の有用化合物

の発見や利用につなが

る成果であり、高く評

価する。 
●本成果により、Hi-C
データからクロマチン

ダイナミクスへの理論

に基づく数学的な変換

が世界で初めて可能と

なり、遺伝子発現のエ

ピジェネティックな制

御とクロマチン構造の

関係の解明の飛躍的な

進展が期待でき、高く

評価する。 
●多くの質の異なるデ

ータから生命現象をよ

り客観的に理解するこ

とは重要なアプローチ

であり、実験の自動化

がこのアプローチを強

力にサポートするが、

開発した本システムに

よって一細胞に関する

実験の自動化が期待で

き、評価する。 
●この計測法の応用に

より、従来の光学顕微

鏡では解像することが

できなかった回折限界

以下における分子動

態、微細構造動態の観

察から、有用な薬剤や

遺伝子を同定する新た

・ヒト免疫学研究の更なる推進を期待する。 

・高速イメージング技術等で広く波及効果のある高度なシステム技術が開発さ

れている。このシステムは今後重要な基盤技術となるものと思われる。安定し

た組織体制のもとで研究者が流動しても継続的に活用できることが望ましい。 

・複数の分散する拠点の連携が課題とのことだが、今回の新型コロナウイルス

の感染防止から Web会議等の活用も広がったと思われることから、連携に向け

ての取組を期待する。 

・頭脳循環に資する流動性の確保は重要であり、引き続き、注力して頂きたい。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・生物学や医学分野の次世代の卓越した研究基盤となるにとどまらず、広く３

次元イメージングや高速可視化技術として波及効果があるものと考えられ評

価できる。 

・中長期目標における所期の目標並びに中長期計画及び年度計画に照らして、

顕著な研究成果を創出していることが窺える。 

・計画前倒しでの成果達成は、特筆すべき内容である。医療・健康分野における

診断技術・予防技術への応用が期待され、今後の研究の進捗・発展が楽しみな

研究分野である。 
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である卵子の染色

体数異常に関する

知見を得る。また、

霊長類の各年代に

おいて生じる生体

内部の機能と構造

の変化を理解する

ため、生体画像の高

密度解析ならびに

一個体レベルのコ

ネクトームの定量

化を進め、個体行動

データ、遺伝子情報

との関連、病態の解

明を進める。さら

に、恒常性の維持・

破綻など老化を含

む多岐な生命現象

の理解に繋げるた

め、再生能力を有す

る爬虫類のヤモリ

や老化促進マウス

について 
PET 撮像システム

を構築して、再生や

老化過程などにお

ける糖・アミノ酸・

核酸代謝について

解析する。 

 
 
 
② 臓器の形成及び多臓器連携の

機構の解明研究 
●組織透明化技術「CUBIC」に適

し た 高 速 イ メ ー ジ ン グ 技 術

「MOVIE」を新たに開発し、

MOVIE を用いた高速かつ高解像

度なライトシート蛍光顕微鏡

（MOVIE 顕微鏡）を作製した。透

明化したマウス全脳の場合では、

従来の５分の１以下の時間で、撮

影することに成功した。さらに、取

得した画像データを高速に解析す

るアルゴリズムを開発し、マウス

脳全細胞約 1 億個の短時間での検

出・解析を可能にした。 
 
 
 
 
 
 
●気道上皮における胎児性幹細胞

から成体幹細胞が確立されてくる

変遷を一細胞解析で明らかにし、

両幹細胞で自己増殖を制御してい

る共通分子を発見した。また、ヒト

ES/iPS 細胞から気管オルガノイ

ドを作出する技術開発を行い、胎

生期の気管細胞の誘導に成功し

た。 
●広域電子顕微鏡で取得した画像

ビッグデータを対象に、機械学習

を通して組織微細構造・細胞内小

器官などを定量化するミクロモル

フォミクス解析技術基盤を構築

し、マウス中枢神経細胞や前駆細

胞の加齢に伴う超微形態学的変化

を定量解析した。 
 

なスクリーニング法の

開発が期待でき、評価

する。 
 
 
●生命現象や病気の全

容解明には、臓器の全

ての細胞一つ一つを整

理・解析する全細胞解

析が不可欠であるが、

従来技術では解析に時

間がかかるため、その

高速化が強く求められ

ていた。開発に成功し

た高速な全細胞解析技

術は、一般的に 100 以

上に上るサンプルを利

用する生物学・医学の

基礎研究への応用、さ

らには創薬や臨床病理

診断への応用にも寄与

し、次世代の研究基盤

になるものと期待で

き、高く評価する。 
●世界で初めて幹細胞

の起源とその分子的保

存性を解明したもので

あり、高く評価する。こ

の研究成果に対して、

花王科学賞を受賞して

いる。 
 
 
●本技術は、生体のす

べての組織、細胞を対

象とすることができ、

蓄積されつつある画像

ビッグデータを専門領

域を超えて多くの研究

者・医療関係者が簡単

かつ直感的に観察操作

できる Web システムの
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③ 生物のライフサイクル進行の

制御機構の解明研究 
●マウス ES 細胞の分化に伴う染

色体の時間的・空間的な構造変化

の実態が、トポロジカルドメイン

(TAD)と呼ばれる約 1Mb（メガベ

ース＝100 万塩基対)の DNA の塊

を単位とする核内配置の変化であ

ることを、1 細胞レベルで解明し

た。この核内配置の変化が、染色体

上のさまざまな領域で生じ、その

領域の遺伝子発現の活性化とよく

対応し、遺伝子発現の活性化より

も先に起きることも明らかにし

た。 
●哺乳類の脳発生初期において、

放射性グリアと呼ばれる神経幹細

胞が柔軟にその「形」を再生する仕

組みを発見した。この「形」の再生

能は発生期の脳構造を安定に築く

ために必須である一方、脳発生後

期においてこの能力が失われるこ

とにより、ヒトのような特徴的な

高次脳形成の鍵となる別の神経幹

細胞層の出現を可能とすることを

明らかにした。 
 
 
●マウス卵母細胞における紡錘体

形成の新規機構として、動原体が

微小管の自己組織化の足場として

必須の役割を果たすことを見出し

た。 
 
 
 
 
●霊長類動物の機能・構造を生き

たままで観察するための MRI 用

提供へと結実してお

り、所期の目標を達成

していると評価する。 
 
 
●哺乳類染色体の三次

元構造の構築原理に迫

るものであり、染色体

の構造変化と遺伝子発

現制御の統合的な理

解、例えば、染色体の三

次元構造変化から、将

来の遺伝子発現変化の

予測を可能にすること

が期待できるものであ

り、非常に高く評価す

る。 
 
●「形」の再生能の発見

は、従来のモデルを覆

して、分裂軸の厳密な

制御は、放射状グリア

の対称分裂による増殖

には不要であることを

明確にしただけでな

く、ヒトを含む脳発生

の基本的な仕組みや、

その形成不全に伴う脳

疾患の原因解明に貢献

すると期待でき、非常

に高く評価する。 
●不妊、流産の原因と

なる染色体数異常の卵

子では、紡錘体異常が

多く観察されることが

報告されており、今回

の発見は、ヒト卵子に

おける染色体数異常の

理解につながるものと

評価する。 
●国際的に重要な基礎

研究を推進するための
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受信コイル、撮像プロトコルおよ

び解析ソフトウェア等の要素技術

の開発に成功した。生体内の機能

や構造・連絡性の全貌（コネクトー

ム）の今後の展望について、科学雑

誌（Van Essen et al. PNAS 2019, 
Milham et al., Neuron 2020) に
発表した。 
●環境温度制御PET撮像システム

を構築し、従来の医学研究の枠を

超えて、ヤモリや老化促進マウス

などへ対象のモデル生物を拡張し

た代謝イメージング解析を実施し

た。  
 
【人材育成・マネジメント等】 
●センター長のリーダーシップの

もと、センター内横断プロジェク

トを 5 つ立ち上げ※、センターミ

ッションの実現に向けた体制構築

を進めた。各プロジェクトとも、多

様な研究分野のメンバーが揃う生

命機能科学研究センター（ＢＤＲ）

の強みを最大限活かし分野の垣根

を超えた連携強化を図った。 
※１）オルガノイド：基礎研究から

社会実装までのパイプラインを構

築 
２）DECODE:細胞を観て状態を推

定し、更には細胞状態の操作によ

り再生医療や免疫制御へつなげる 
３）研究自動化：生命科学研究に

AI・自動化技術を広く展開 
４）QMIN:休眠現象を解く・操る・

作ることで、休眠の理解から応用

までを橋渡しする 
５）構造細胞生物学：分子と細胞の

間の知識のギャップを埋め、生命

を理解する 
●米国シンシナティ小児病院/幹細

胞オルガノイドセンターとジョイ

ントワークショップを開催した。

霊長類動物を観察する

基盤技術の開発に成功

した点でインパクトは

大きく、既に複数の海

外研究機関への技術導

出が進んでおり、高く

評価する。 
 
●低温・低代謝生物学

研究などへの有用性を

示すものであり、冬眠・

休眠の理解に貢献する

ことが期待でき、所期

の目標を達成している

と評価する。 
 
●幅広い分野を有する

センターの強みを最大

限活用する体制構築を

進め、生命機能科学研

究センター（BDR）のミ

ッション達成を強力に

後押しすることが期待

でき、評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●世界初のオルガノイ

ドに特化した研究所と

継続して連携を深める
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また、研究員を派遣し、双方の技術

の交換や人材交流を促進し、世界

における当該分野の牽引役とし

て、戦略的に連携を進めている。 
●理化学研究所広島大学共同研究

拠点において、科学技術ハブの活

動として、広島大学との共同研究、

相互クロスアポイントメントなど

を実施、地域の活動にも積極的に

参加した。大阪大学、神戸大学など

各地区におけるアカデミア機関と

も研究交流を促進した。また、神戸

医療産業都市にある兵庫県立こど

も病院と合同セミナーの開催、病

院の症例検討会への参加など臨床

現場との連携も促進した。 
●PI に対し、定期的なラボ評価を

行った。若手研究者に対し、研究発

表や意見交換の機会を設け、研究

能力向上を図った。連携大学院制

度等を通じた学生の受入、大学生

に対するインターンシップを実施

した。 
 

ことで、BDR の持つ世

界有数のオルガノイド

研究体制を更に強化

し、当該研究分野を牽

引していくことが期待

でき、高く評価する。 
 
 

 

４．その他参考情報 
特になし 

  



94 
 

２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－(５) 脳神経科学研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題 
への対応 
施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への 
対応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 
・欧文 
・和文 

 

 

 

 

19 

233 

 

13 

210 

― ― ― ― ― 予算額（千円） 3,527,274 3,842,537 ― ― ― ― ― 

連携数 
・共同研究等 
・協定等 

  

110 

19 

 

73 

8 

― ― ― ― ― 決算額（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

特許件数 
・出願件数 
・登録件数 

  

22 

9 

 

19 

16 

― ― ― ― ― 経常費用（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件/ 
千円） 

 240/ 

3,646,117 

225/ 

2,528,612 

― ― ― ― ― 経常利益（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 行政コスト（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 
― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 232 225 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 超高齢社会である

我が国においては、

精神・神経疾患の発

症メカニズム解析

及び診断・治療法の

開発や、人工知能の

高度化等に向け、ヒ

ト脳の高次機能の

解明が求められて

いる。このため、こ

れまでの知見をも

とに、脳高次認知機

能のイメージング

研究、脳の遺伝子レ

ベルから表現型レ

ベルまでの全階層

を対象にした横断

的研究、高次認知機

能などに関わる脳

の計算原理の研究、

データ駆動型脳研

究、精神・神経疾患

の診断・治療法開発

研究等の、ヒト脳の

構造と機能の理解

に向けた研究を推

進する。 

本研究では、 
①脳イメージング

解析やオミックス

解析を駆使し、ヒト

をヒトたらしめる

推論や内省、互恵性

等のヒト脳高次認

知機能解明を目指

した研究、 
②分子、遺伝子、細

胞、回路、システム、

個体、社会性という

脳の多階層をまた

ぐ、動物モデルに基

づいた階層横断的

な研究、 
③脳計測技術、ビッ

グデータ解析技術

の開発やそれを活

用したデータの蓄

積を通した脳の計

算原理の解明、脳型

AI アルゴリズムの

開発等、理論・技術

が先導するデータ

駆動型脳研究、 
④精神・神経疾患の

診断・治療法開発及

び脳機能支援・拡張

を目指した研究を

実施することによ

り、ヒト脳に特徴的

な高次認知機能を

司る領域や構造を

網羅的に解析・同定

し、そこで働く新し

い分子機構や作動

① ヒト脳高次認知

機能解明を目指し

た研究  
平成 31 年度は、ヒ

トで高度に発達し

た高次認知機能の

メカニズム解明研

究を進める。前年度

に引き続きヒト及

び非ヒト霊長類に

適用可能な fMRI 計
測や経頭蓋磁気刺

激法を用いて、推論

や内省、互恵性等の

高次認知機能に加

え、新たにメタ記憶

や社会的対人認知

を担う脳領域のマ

ッピング・同定を引

き続き行い、これを

用いて他者の行動

の予測や社会的価

値から自身の意思

決定を行うメカニ

ズム等の解明を目

指す。また、ヒトで

は実現できない侵

襲的な電気生理学

的及び回路遺伝学

的手法を霊長類に

適用するための技

術開発を進め、昨年

開発した実験心理

学課題への適用を

行う。さらに、ヒト

認知特有な行動を

可能にする因果的

（評価軸） 
・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

できているか。 
 
・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 
 
・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 
 
（評価指標） 
・中長期目標・中長

期計画等で設定し

た、各領域におけ

る主要な研究開発

課題等を中心とし

た、戦略的な研究

開発の進捗状況 
 
・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 

●他人の利益を考慮する意思決定

の脳回路を同定し、この回路の働

き方の違いが社会行動の個人差に

関与することを示した。他者の行

動の予測メカニズムの解明を目標

とする年度計画に対し、更にその

個人差が生じるメカニズムも解明

し、計画が大幅に進展した。 
●古い記憶を想起するメカニズム

を同定し、さらに脳活動信号を機

械学習アルゴリズムで解析するこ

とで記憶の古さを判定できること

を発見した。長期記憶の想起に関

わる大脳領野間の情報伝達メカニ

ズムの同定を目標とする年度計画

に対し、さらにそのメカニズムを

基盤とした機械学習アルゴリズム

を用いて記憶の古さを判定するこ

とに成功し、計画が大幅に進捗し

た。 
●ヒトの「主体感」を定量化する新

しい数理モデルを構築した。ヒト

高次認知機能の発現を可能にする

脳作動理論モデルの構築を目指す

年度計画に対し、客観的観察や実

験設計が非常に難しい「主体感」の

認知指標のモデル化に成功し、計

画が大幅に進捗した。 
 
 
●オートファジー機能の欠損によ

るタンパク質恒常性の低下が自閉

症様行動を誘導することを発見し

た。自閉症の発症に関わる新たな

遺伝子、分子、神経回路の同定を目

指す年度計画に対し、オートファ

ジー機能の関与メカニズムを明ら

●当初の中長期計画を

超えて進捗しており、

人間の複雑な社会行動

の脳メカニズム理解に

つながる顕著な成果

で、非常に高く評価す

る。 
 
●当初の中長期計画を

前倒しで進捗してお

り、脳活動を記憶の古

さを客観的に示すバイ

オマーカーとして利用

できる可能性を示す顕

著な成果で、非常に高

く評価する。 
 
 
 
 
●当初の中長期計画を

前倒しで進捗してお

り、学習の効率、習慣の

継続、対人関係などに

大きな影響を与える

「主体感」の定量化は、

これらの行動の改善を

促すプログラムの確立

に貢献する顕著な成果

で、高く評価する。 
●当初の中長期計画を

前倒しで進捗してお

り、自閉症の発症機序

においてオートファジ

ー機能という新しい標

的を同定した顕著な成

果で、非常に高く評価

＜評価すべき実績＞ 

・他人の利益を考慮する意思決定の脳回路を同定し、この回路の働き方の違い

が社会行動の個人差に関与すると示したことは人間の複雑な社会行動の脳メ

カニズム理解につながる顕著な成果で、非常に高く評価できる。 

・長期記憶の想起に関わる大脳領野間の情報伝達メカニズムの同定、さらにそ

のメカニズムを基盤とした機械学習アルゴリズムを用いて記憶の古さを判定

することに成功したことは計画を大きく上回る進捗であり、非常に高く評価

できる。 

・オートファジーという基本的な細胞機能が自閉症に関与することを発見する

ことで、発達障害治療に向けて貢献したことは非常に高く評価できる。 

・統合失調症や治療薬となり得る天然代謝産物の発見に加え、自閉症のバイオ

マーカーや治療薬候補の同定、分子メカニズムの解析等に成果を上げたこと

は非常に高く評価できる。 

・マネジメントについては部門間連携や企業連携等の研究体制や連携体制の強

化や若手 PIリクルートの開始、若手研究者のキャリアパス支援策について、

特筆すべき取組が実施され、非常に高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・大きな期待が寄せられる社会課題の一つである認知症等の脳疾患の治療法に

繋がりうる成果を得られたことは特筆すべき内容である。脳科学での社会的

に重要な課題設定であり臨床診断や治療に資するさらなる成果の積み上げを

期待したい。 

・動物モデルを用いた基礎研究とともに、ヒト疾患研究を推進していくことが

望まれる。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・これまでの成果を中長期的に発展させるためにも超高磁場 MRI をはじめとす

る研究のコアツールとなる大型設備を導入できた際は、成果を共有し MRI を

用いる診断技術の向上にも貢献することが望まれる。 
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原理等を解明する

とともに、多種脳計

測データ解析法の

開発や脳の理論モ

デル構築、精神・神

経疾患診断のため

のバイオマーカー

等の開発を行う。こ

れにより、精神・神

経疾患の克服によ

る健康寿命の延伸

等、超高齢社会等に

対応する持続可能

な社会の実現に貢

献する。 
また、我が国の脳神

経科学の中核拠点

として、国内外の研

究機関、大学、産業

界等とも協力し、世

界トップレベルの

研究を展開すると

ともに、次世代の脳

神経科学を担う人

材の育成や研究成

果の社会展開・還元

のための取組を推

進する。 

メカニズムを探索

するために前年度

開始した研究基盤

の構築について、新

たにゲノム解析の

実施に必要な体制

を整備する。  
 
② 動物モデルに基

づいた階層横断的

な研究  
平成 31 年度は、課

題①のヒト脳高次

認知機能に関わる

局所神経回路階層

の動態メカニズム

の解明を目指し、動

物モデルを用いて

記憶・学習、情動や

意思決定などヒト

脳高次認知機能の

基盤となる脳機能

の解明を引き続き

進める。具体的に

は、記憶や社会性に

関わる回路や分子

機構について昨年

度に得た知見を基

に、報酬を目的とし

た作業記憶におけ

るドーパミン神経

細胞の活動パター

ンの解明、不安障害

等に関わる神経ネ

ットワークのつな

がり（シナプス）強

化の分子機構の解

明、長期記憶の想起

に関わる大脳領野

間の情報伝達メカ

ニズムの同定など

を行う。  

 
・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

かにしたことで新たな診断法・治

療法の開発につながる知見が得ら

れ、計画が大幅に進捗した。 
●アルツハイマー病の悪性化に関

与するタンパク質 CAPON を同定

した。アルツハイマー病の発症に

関わる新たな遺伝子、分子、神経回

路の同定を目指す年度計画に対

し、アルツハイマー病の病理を加

速させる因子を同定したことで、

計画が大幅に進捗した。 
●脳内の硫化水素の産生過剰が統

合失調症の病理に関与することを

発見し、毛髪中に存在する硫化水

素産生酵素タンパク質の一つが高

感度なバイオマーカーとなる可能

性を示した。統合失調症の発症に

関わる新たな遺伝子、分子、神経回

路の同定を目指す年度計画に対

し、硫化水素という新たな分子の

関与を発見しただけでなく、バイ

オマーカーの候補も同定し、計画

が大幅に進捗した。 
●天然代謝産物ベタインが統合失

調症の新しい治療薬候補になりう

ることを発見した。統合失調症の

発症に関わる新たな遺伝子、分子、

神経回路の同定を目指す年度計画

に対し、治療薬の開発が難しい統

合失調症において天然物質が治療

薬候補になり得ることを示し、計

画が大幅に進捗した。 
●コモンマーモセットの大脳皮質

運動野を光刺激することで腕の運

動を誘発することに成功した。 
●自閉症におけるこだわりの強さ

という症状と視覚の非柔軟性とい

った感覚症状との間に共通の神経

基盤があることを発見した。順調

に中長期計画が進捗している。 
●恐怖の記憶が消去されると喜び

を感じるメカニズムを解明した。 

する。 
 
 
●当初の中長期計画を

前倒しで進捗してお

り、アルツハイマー病

の悪化に関与する新し

い標的を同定した顕著

な成果で、高く評価す

る。 
 
●当初の中長期計画を

前倒しで進捗してお

り、統合失調症の病理

に関与する新しい標的

に加え、新たな診断用

バイオマーカー候補を

同定した顕著な成果

で、非常に高く評価す

る。 
 
 
 
●当初の中長期計画を

前倒しで進捗してお

り、統合失調症の新た

な治療薬候補を同定し

た顕著な成果で、高く

評価する。 
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③ 理論・技術が先

導するデータ駆動

型脳研究  
平成 31 年度は、脳

の各階層をまたい

だ神経機能の追跡

及び大規模データ

からの脳作動理論

モデルの構築に必

要な技術開発を引

き続き進める。脳内

で働く分子を操作

する技術、新たな蛍

光タンパク質や透

明化技術を用いた

神経細胞の構造や

働きの可視化技術

を継続するととも

に、その高度化を行

う。また、広範な脳

領域における神経

細胞の活動記録が

可能な超広視野2光
子顕微鏡の開発を

進める。前年度開始

した認知機能特性

の個人差について

は、更に解析数を増

やし解明を進める

とともに、現在のヒ

ト 機 能 画 像 解 析

（fMRI）について、

より高い空間解像

度を持撮像技術の

開発を引き続き実

施する。さらに、新

たに脳神経科学に

おけるデータ解析

を目的とした数理

情報学に基づく手

法の開発を進める

●動物の方向感覚に関わる情報が

複数の脳部位にまたがる神経回路

のダイナミクスに符号化されてい

ることを発見した。 
●てんかん発作の一つで意識障害

を伴う「欠神発作」が、大脳皮質か

ら大脳基底核への興奮性入力の低

下により引き起こされることを発

見した 
●自閉症モデルマウスの脳機能異

常の可視化に成功し、ヒト臨床画

像との比較を可能にした。 
●センターのアドバイザリー・カ

ウンシルでヒト高次脳機能研究の

体制・設備強化の提言があったこ

とを受け、理事長裁量経費も活用

し、超高磁場 MRI 装置を令和 3 年

度に導入するための整備を迅速に

進めた。 
●連携・協力体制の整備に関して

は、脳神経医科学連携部門と統合

計算科学連携部門の強化を図った

ほか、企業連携では理研－トヨタ

連携センターに社会性研究を目指

した連携研究ユニットの設置等を

行った。 
●研究体制の強化に関しては、計

算脳科学研究分野における若手 PI
リクルートの一環として、脳科学

以外の数理科学・情報科学研究者

を対象としてワークショップを開

催し人材発掘を進め、令和２年度

採用を目指して若手 PI リクルー

トを開始した。 
●若手研究者のキャリアパス支援

のため、以下の取組を実施した。 
・Summer School, 脳科学塾 
 令和元年度より国際脳研究機構

（IBRO）との連携を開始し、４万

€の協賛金を受けた結果、これまで

参加がなかったアフリカ等を含む

１８カ国（インターン生１３名、レ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●ヒト高次脳機能研究

の設備強化に向けてセ

ンターで準備を進め、

理事長裁量経費も活用

して、本部と連携して

提言に機動的対応した

ことは高く評価する。 
●研究体制や連携体制

の強化などのマネジメ

ント上の取組や、若手

研究者のキャリアパス

支援策について特筆す

べき取組が行われ、高

く評価する。 
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とともに、ヒト高次

認知機能の発現を

可能にする脳作動

理論モデルの構築

を行う。 
 
④ 精神・神経疾患

の診断・治療法開発

及び脳機能支援・拡

張を目指した研究  
平成 31 年度は、ア

ルツハイマー病、双

極性障害、発達障

害、統合失調症など

の精神・神経疾患の

発症機構の解明研

究を引き続き実施

する。アルツハイマ

ー病については、昨

年度に作成したヒ

ト化タウモデルマ

ウスを用いてタウ

タンパク質の凝集

機構を解明する。ま

た、昨年度作成した

疾患モデル細胞を

用いて、双極性障害

のリスク遺伝子の

同定や、気分障害に

おけるにおける視

床室傍核の役割の

解明を目指す。統合

失調症、自閉症およ

びてんかん等の精

神疾患については、

その発症に関わる

新たな遺伝子、分

子、神経回路を同定

し、病態の解明につ

なげる。さらに、複

数の精神・神経疾患

に共通する発症メ

クチャー性３２名）から参加があ

った。脳科学塾では大学院生を対

象とした通年講義を行った。 
・MIT exchange 
 若手研究者（ポスドク４名、大学

院 生 １ 名 ） を MIT Picower 
Institute のリトリートに派遣し、

研究発表や現地の研究者との交流

を介した若手研究者の研究キャリ

アパス教育を実施した。 
・ CDP:Career Development 
Program 
 外部ポジション獲得を目指した

メンタリングを１年を通じて行

い、東京大学医学部における通年

講義等教育実績を積む機会を提供

した。並行して研究論文執筆活動

を支援した。 
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カニズムの一端を

明らかにするため、

タンパク質の翻訳

制御機構の解明を

進める。 
また、研究対象を非

ヒト霊長類まで拡

大しつつ、出産に伴

う養育行動の開始

や子の愛着行動な

どの、親子関係等の

形成に関わる脳基

盤の解明を進め、情

動、社会性等の脳内

機構の解明を引き

続き進める。 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－(６) 環境資源科学研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題 
への対応 
施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 
・欧文 
・和文 

  

13 

286 

 

10 

345 

― ― ― ― ― 予算額（千円） 1,706,353 1,766,610 ― ― ― ― ― 

連携数 
・共同研究等 
・協定等 

  

198 

18 

 

208 

13 

― ― ― ― ― 決算額（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

特許件数 
・出願件数 
・登録件数 

  

41 

14 

 

60 

11 

― ― ― ― ― 経常費用（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件/ 
千円） 

 220/ 

1,461,236 

221/ 

1,328,932 

― ― ― ― ― 経常利益（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 行政コスト（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 
― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 211 220 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 資源枯渇・気候変

動・食料不足等の地

球規模の課題を解

決するためには、食

料、バイオマス、医

薬品・化学工業原料

等を少ない環境負

荷で効率的に生産

する革新的な技術

の開発が求められ

ている。このため、

植物科学、微生物

学、化学等を融合

し、ゲノム情報や、

環境データ等を活

用したデータ科学

を取り入れ、植物の

形質改良、植物や微

生物からの有用物

質の合成、地球資源

を利用する高機能

資源化触媒の開発、

有用機能を持つ高

分子素材の開発等

を推進する。 

本研究では、植物科

学、微生物学、化学、

データ科学等を融

合し、環境負荷の少

ないバイオ資源や

化学資源等の創生

と利活用を目指し

た異分野融合研究

を推進することに

より、資源枯渇・気

候変動・食料不足等

の地球規模の課題

解決に貢献する。 
具体的には、 
①持続的な食料、バ

イオマス生産のた

めの植物の機能向

上を目指す革新的

植物バイオ研究、 
②植物や微生物を

用いた有用物質の

生産を目指す代謝

ゲノムエンジニア

リング研究、 
③地球資源を利用

する高機能資源化

触媒に関する先進

触媒機能エンジニ

アリング研究、 
④有用機能を持つ

高分子素材の合成

等に関する新機能

性ポリマー研究を

推進するとともに、 
⑤それらの研究開

発を支える先端技

術プラットフォー

ムの開発を行う。さ

① 革新的植物バイ

オ  
平成 31 年度は、新

規遺伝子及び機能

性小分子の探索と

その機能同定につ

いては、前年度に引

き続き、環境ストレ

ス適応、バイオマス

生産、成長、ホルモ

ン情報伝達、共生、

再生、病害抵抗性等

に関わる変異体と

その原因遺伝子同

定、転写因子、機能

性小分子の探索、エ

ピジェネティック

制御因子等の解析

を継続し、生物と環

境の相互作用デー

タを収集する。植物

の環境ストレス適

応、バイオマス生

産、成長等を制御す

る遺伝子や機能性

小分子等の新規因

子の探索を進める

ことで、環境ストレ

ス適応力強化、バイ

オマス増産等に資

する研究を推進す

る。さらに、継続し

て植物の環境スト

レス適応、バイオマ

ス生産、成長等を定

量的データとして

解析するための、遺

伝子型と表現され

・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

できているか。 
 
・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 
 
・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 
 
（評価指標） 
・中長期目標・中長

期計画等で設定し

た、各領域におけ

る主要な研究開発

課題等を中心とし

た、戦略的な研究

開発の進捗状況 
 
・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 
 
・研究開発の進捗

【マネジメント上の改善】 
●クラリベイト・アナリティクス

社による発表「高被引用論文著者

（Highly Cited Researchers）」に

おいて、環境資源科学研究センタ

ー（CSRS）から毎年多くの研究者

が選出されている。令和元年度は

日本から 104 名が選出され、この

うち CSRS からは７名選出された

（理研在籍者は 16 名）。 
●「インフォマティクス・データ科

学推進プログラム」を立ち上げ、デ

ータ駆動型科学・情報科学を強化

し、若手研究者ら 7 名の人材発掘・

育成を行った。 
 
 
①革新的植物バイオ 
●マメ科植物の根粒の形成過程

に、植物が一般的に持つ側根形成

遺伝子が関与していることを明ら

かにした。 
 
 
 
 
●アフリカを襲う病害寄生雑草で

あるストライガの全ゲノム解読に

成功し、タンパク質をコードする

遺伝子 34,577 個を同定した。 
●相反する塩及び乾燥ストレス応

答を担う、複数の異なるヒストン

脱アセチル化酵素が制御するカス

ケードを同定した。 
●アセチル基転移酵素である

HAG1及びHAG3が触媒するヒス

トンのアセチル化が、傷害応答性

の細胞リプログラミングに必須で

 
●高い影響力を持つ研

究開発成果が継続的に

創出されていることを

非常に高く評価する。 
 
 
 
 
 
●政策的に重要かつ人

材が不足しているデー

タ科学分野において、

優れた研究者・技術者

の育成、活躍促進に係

る取組を行っていると

して、高く評価する。 
 
●当該分野の研究にお

いて顕著な成果であ

り、また中長期計画に

おける「共生に重要な

新規遺伝子の同定」を

前倒しで進捗してお

り、非常に高く評価す

る。 
●中長期計画における

「耐病性に重要な新規

遺伝子の同定」を前倒

しで進捗しており、ス

トライガの撲滅に向け

た重要な成果で、高く

評価する。 
 
 
 
 
 

＜評価すべき実績＞ 

・研究者が「高被引用論文著者（Highly Cited Researchers）」へ多数選出され

るなど、世界の科学界で影響力を放つ卓越した研究者が環境資源科学研究セ

ンターを牽引し、特に顕著な成果が多数出ていることが示された。また、人材

育成や関係機関との共同研究に力を入れる等により、研究所内外の連携が大

幅に進展しており、高く評価できる。 

・植物機能の解明を目指す基礎研究の一環として、根粒と側根の形成に共通の

メカニズムを発見したことは極めて重要な成果であるとともに、将来、窒素

固定可能な作物の開発につながる可能性を有しており、非常に高く評価でき

る。 

・第 2 世代バイオディーゼル燃料をカーボンニュートラル・省資源・省エネで

合成することに成功しており、SDGs へ貢献したことは、非常に高く評価でき

る。 

・木の主成分であるリグニンの誘導体を原料にして、これまで石油からしか作

れなかったアクリル樹脂の開発に成功しており、持続可能なプラスチック生

産システムの開発に貢献でき、高く評価できる。 

・環境負荷が少ないバイオ資源や化学資源の創生と利活用を目指した異分野融

合研究が行われており、数多くの研究の計画前倒し達成は、社会実装に大き

く近づく堅調な成果であり、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・引き続き、我が国や社会からの要請に対応するための研究開発を実施し、国

内外の研究機関や企業等と連携し、研究成果の最大化を積極的に推進するこ

とが必要である。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・環境資源科学として、植物学と化学からアプローチするセンターの重要性は

SDGs の観点からもより高くなっていると考える。テーマの重要性も少しずつ

変わってきている可能性もあるので、具体的な研究テーマの見直しを適当な

時期にすることも意味あるのではないか。  



102 
 

らに、環境資源分野

における優れた研

究人材を育成し、科

学技術力の底上げ

に努める。 

た形質の相関を見

るフェノタイピン

グ技術の開発を進

める。ゲノム編集、

化合物等による機

能向上した植物の

創出のための研究

を進める。 
  
② 代謝ゲノムエン

ジニアリング  
平成 31 年度は、有

用化合物の生産に

関して、前年度に設

計された代謝経路

を実現する酵素反

応選択技術の開発

を目指す。そのため

に、各化合物に対し

て構造特徴量とな

るべき指標を決定

する。構造特徴量と

してまず4程度の指

標軸を候補にし、機

械学習や統計解析

を用いて構造特徴

量の指標を最適化

する。また、ゲノム

科学等を駆使した

遺伝子・代謝関連情

報の収集について

は、放線菌等の微生

物や有用物質を生

産する植物からゲ

ノム、トランスクリ

プトーム、メタボロ

ーム等のゲノム関

連情報の収集を継

続するとともに、バ

イオ生産に有用な

遺伝子等の同定を

開始する。これらの

に係るマネジメン

トの取組 等 
あることを明らかにした。 
●暗所で発芽したシロイヌナズナ

を青色光下へ露光したときに翻訳

される、mRNA 上にある ORF 領

域を同定し、タンパク質または短

いペプチドの生産量及び生産効率

の変化やその制御機構を明らかに

した。 
●葉の葉柄の伸長成長は、転写因

子ファミリーAHL が別の転写因

子ファミリーPIF と拮抗して作用

することで制御されていることを

明らかにした。 
●食品やバイオ燃料への応用が進

められている有用な微細藻類であ

るミドリムシでの高効率ゲノム編

集に成功した。 
 
②代謝ゲノムエンジニアリング 
●バイオ生産に有用な遺伝子等を

同定し、アルカロイドを生産しな

いモデル植物であるシロイヌナズ

ナに、アミノ酸代謝酵素の遺伝子

を導入することによってアルカロ

イドが生成されることを確認し、

植物の二次代謝の進化を部分的に

再現した。 
 
●バイオ生産の設計の具体的な手

法を開発し、合成生物学を用いた

新規代謝経路の構築により、優れ

たバイオ燃料として注目されてい

るイソブタノールを大腸菌で生産

することに成功した。 
●放線菌にβ-カルボリンを添加

することにより、リベロマイシン

生産が誘導されることを明らかに

した。 
●ダイズ毛状根を用いた代謝ゲノ

ムエンジニアリング系を構築し

た。 
●微生物及び代謝因子を記述子と

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●民間企業との新たな

連携構築による優れた

研究成果創出への貢献

であり、高く評価する。 
 
 
●中長期計画における

「植物を宿主とした複

雑な化合物のバイオ生

産」を前倒しで進捗し

ており、医薬品開発に

向けたインドールアル

カロイドの効率的な発

掘に貢献する重要な成

果で、高く評価する。 
●中長期計画における

「微生物を宿主とした

複雑な化合物のバイオ

生産」を前倒しで進捗

しており、有機合成の

出発原料として利用さ

れるイソブタールを大

腸菌での生産に成功し

た重要な成果で、高く

評価する。 
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AI 等の情報科学や

ゲノム関連情報、合

成生物学やゲノム

編集技術を用いて、

微生物や植物を宿

主として複雑な化

合物や化石資源に

頼らない工業原料

等のバイオ生産の

設計を継続し、具体

的な手法開発を開

始する。また、環境

代謝ゲノムについ

ては、前年度に引き

続き、環境微生物組

成や物質組成から、

AI 関連の情報技術

高度化により重要

因子を抽出し、各因

子関係の可視化・構

造化を推進し、複雑

系制御の指針化に

着手する。  
 
③ 先進触媒機能エ

ンジニアリング  
平成 31 年度は、大

気資源を有効活用

できる触媒の開発

については、二酸化

炭素と有機物等と

のカップリング反

応においてキラル

銅触媒を用いる不

斉反応を検討する。

また、分子状酸素を

利用したラジカル

反応として、位置多

様性クロスカップ

リング反応の開発

を行う。さらに、前

年度に開発した、多

した栄養代謝モデリングを遂行し

た。 
 
③先進触媒機能エンジニアリング 
●銅触媒を用いて、N/B Lewis ペ

アによる新奇なCO2活性化を経由

するイミン類のダブル官能基化反

応の開発に成功した。 
●持続性ラジカル種とアゾ化合物

を用いるクロスカップリング反応

により、異なる連続四級炭素を有

する化合物の合成法を開発した。 
●鉄触媒を用いた C–H 結合の直

接クロスカップリングを見出し

た。 
●脱酸素された炭化水素である第

二世代バイオディーゼル燃料をカ

ーボンニュートラル・省資源・省エ

ネで合成する触媒を開発した。 
●フロー型反応に適用可能な高耐

久性のエステル化に有効な固定化

高分子酸触媒の開発に成功した。 
●反応速度論に基づき、化学反応

における触媒活性を予測するため

の理論の拡張に成功した。 
●有機合成の「不斉触媒反応」にお

いて、不斉収率決定段階の反応中

間体の構造を用いてデータ解析を

行い、不斉収率が向上する分子設

計に成功した。 
 
④新機能性ポリマー 
●木材の主要成分であるリグニン

の分解生成物であるリグニン誘導

体を原料にして、これまで石油か

らしか作ることのできなかったア

クリル樹脂の開発に成功した。 
 
 
 
●スカンジウム触媒を用いて、エ

ーテルやチオエーテル官能基を有

 
 
 
 
●当該分野の研究にお

いて顕著な成果であ

り、また中長期計画に

おける「安価で豊富な

地殻資源を活かした触

媒の創製」を前倒しで

進捗しており、高く評

価する。 
 
 
 
●有用物質を効率的な

製造プロセスで合成す

る道筋を付けたことで

非常に高く評価する。 
●マイクロ波の活用に

よる触媒反応の高効率

化という顕著な進展が

あり、高く評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●中長期計画における

「生物有機化合物群か

らのポリマー素材の創

出」を前倒しで進捗し

ており、生物由来材料

でアクリル樹脂開発に

成功した重要な成果で

非常に高く評価する。 
●国内外の多数の企業

が求める様々な用途展
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孔質担体に担持し

たモリブデンクラ

スター触媒につい

て、異種金属の添加

によるアンモニア

合成の高効率化を

検討する。 
水資源を有効活用

できる触媒の開発

については、昨年度

スクリーニングを

終えた酸化マンガ

ン触媒材料を中心

に、活性と安定性の

向上に寄与する因

子を特定する。ま

た、酵素模倣型の脱

窒触媒においては、

モリブデンオキソ

構造の調製条件や

構造等の最適化を

行い、脱窒反応の高

効率化を検討する。 
地殻資源を利用す

る触媒の開発につ

いては、希土類とヘ

テロ原子との相互

作用を活用し、不斉

反応を含む選択的

C-H 結合官能基化

に適用できる希土

類触媒の開発とと

もに、銅触媒を用い

た立体制御を伴う

アルケンのフルオ

ロアルキル化反応

を開発し、医薬や農

薬のビルディング

ブロックとして有

用な分子の効率的

な合成を可能にす

る。これまで検討し

する 1,6-ヘプタジエン類の位置及

び立体選択的な環化重合に初めて

成功した。 
●バイオマス由来含芳香族ポリウ

レタン素材の合成とその熱分解メ

カニズムを解明し、耐熱性に寄与

する分子構造因子を特定した。 
●クモ糸の変形速度依存性や表面

構造を明らかにし、エポキシや天

然ゴムとの複合化に成功した。 
 
⑤先端技術プラットフォーム 
●新たな解析基盤技術を開発し、

植物の成長観察を全自動で行う表

現型解析システムである RIPPS
（ RIKEN Integrated Plant 
Phenotyping System）による解析

と本格運用体制を構築した。 
●化合物が熱安定性を変化させる

タンパク質を網羅的に探索する手

法を構築し、同手法により抗がん

活性を持つ化合物の標的タンパク

質の候補の同定に成功した。 
●光学顕微鏡と透過及び走査電子

顕微鏡で捉える光電子相関顕微鏡

システムを改良するとともに、各

試料に対応した新しい試料調製法

を開発した。 

開に対応する成果であ

り、高く評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●中長期計画における

「データ科学を取り入

れた計測・解析基盤技

術の開発」を前倒しで

進捗しており、多様な

植物種の解析を行い、

またRIPPSを利用した

大学等との共同研究を

行っており、高く評価

する。 
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たニッケル触媒、銅

触媒については、計

算科学を活用し立

体選択性の発現機

構を解析するとと

もに、より多彩な触

媒的不斉環化付加

型反応の開発に展

開する。一方、金属

の使用低減のため

に金属不使用の固

定化酸触媒を開発

し、カルボン酸とア

ルコールとのエス

テル化反応に適用

可能なフロー反応

に適用し、数か月の

稼働を進める。シリ

コンナノ構造体担

持型金属触媒を開

発し、マイクロ波加

熱によるバイオ資

源からのバイオデ

ィーゼル燃料合成

反応に適用する。さ

らに安価な金属触

媒を用いるべくニ

ッケル触媒による

基質選択的なカッ

プリング反応を検

討する。 
 
④ 新機能性ポリマ

ー  
平成 31 年度は、希

土類錯体触媒とヘ

テロ原子との相互

作用を活用できる

極性オレフィンを

設計、合成し、その

重合反応における

立体規則性や重合
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活性を調べる。一

方、多置換型バイオ

マスオレフィンモ

ノマーの重合反応

においては、より温

和な条件下（常温・

短時間）で重合を可

能にする触媒及び

開始剤の分子設計

を行い、合成条件の

最適化を図る。 
生物有機化合物群

からのスーパーエ

ンジニアリングポ

リマー素材の創出

については、含芳香

族ポリマーを対象

として、構成モノマ

ーにおける芳香核

への置換基導入と

その物性との相関

を解明し、目的性能

を有するポリマー

素材の分子設計指

針を獲得する。 
高機能ペプチドポ

リマー素材の創製

については、化学酵

素重合を基盤技術

として用い、非可食

バイオマス由来の

アミノ酸及びナイ

ロン誘導体をモノ

マーユニットとし

た新規高機能性ポ

リアミド材料を創

出する。また、光合

成細菌を利用した

ペプチドポリマー

合成技術の構築に

向け、昨年度検討し

た大規模培養に最
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適な条件を踏まえ、

効率的な形質転換

技術やセレクショ

ンマーカーの確立、

適したプロモータ

ーの選択、遺伝子破

壊を目的としたゲ

ノム情報の整備を

行う。 
 
⑤先端技術プラッ

トフォーム 
平成 31 年度は、質

量分析計を用いた

メタボローム解析

については、前年度

開発したケモイン

フォマティクスも

活用した植物メタ

ボロームアノテー

ション基盤を実際

のノンターゲット

分析に応用すると

同時に植物代謝に

特化した微量高速

分析系で取得する

大規模データをデ

ータ科学により解

析する基盤技術を

開発する。 
顕微鏡解析、イメー

ジング技術開発に

ついては、倍率領

域・観察項目が異な

る超解像光学顕微

鏡と電子顕微鏡を

組み合わせた光電

子相関顕微鏡法の

開発を継続して進

める。 
表現型解析技術に

ついては、自動タイ
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ムラプスイメージ

ング、セルモーショ

ンイメージング、一

括測定が可能なイ

メージング型プレ

ートリーダー等を

導入し、それらを組

み合わせて新たな

解析基盤技術開発

を開始する。 
天然化合物バンク

については、化合物

ライブラリーの拡

張と品質管理、また

化合物寄託元に有

用性の一次評価、二

次評価の結果報告

を継続するととも

に、寄託元と検討し

て、化合物の活性向

上を図る。ライブラ

リー化合物の溶液

濃度を国際的標準

の 
10mM へ統一する。

これによってヒッ

ト化合物の活性比

較及び評価データ

に基づく定量的な

構造活性相関解析

を可能にする。 
データ科学の導入

と情報基盤整備に

関しては、前年度に

引き続き、プール培

養した微生物・動物

細胞のバーコード

シーケンスから得

られる大量データ

を活用し、化合物に

よる表現型と遺伝

子機能を統合した



109 
 

ケミカルゲノミク

スネットワークの

構築を行うととも

に、ネットワークか

ら得られた化合物

と遺伝子の相関性

の検証実験を行う。 
生理活性物質の解

析基盤の高度化に

関して、CRISPR-
Cas9 を用いたノッ

クアウト細胞を用

いてのケミカルゲ

ノミクススクリー

ニング系の構築を

開始する。 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－(７) 創発物性科学研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題 
への対応 
施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 
・欧文 
・和文 

  

19 

305 

 

12 

343 

― ― ― ― ― 予算額（千円） 2,319,610 

 

 

2,432,474 

 

 

― ― ― ― ― 

連携数 
・共同研究等 
・協定等 

  

52 

3 

 

58 

4 

― ― ― ― ― 決算額（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

特許件数 
・出願件数 
・登録件数 

  

47 

21 

 

50 

37 

― ― ― ― ― 経常費用（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件/ 
千円） 

 118/ 

990,393 

121 

1,122,289 

― ― ― ― ― 経常利益（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 行政コスト（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 
― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 141 157 ― ― ― ― ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



111 
 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 環境調和型の持続

可能な社会の実現

に向けて、超低消費

電力デバイス等の

環境・省エネルギー

関連技術の研究開

発が求められてい

る。このため、これ

までの研究開発を

融合・加速させ、エ

ネルギー機能創発

物性、創発機能性ソ

フトマテリアル、量

子情報電子技術、ト

ポロジカルスピン

トロニクスの４つ

の研究テーマに取

り組み、環境中の熱

や光を高効率で収

集しエネルギーに

変換する新物質の

開発や超高速・超効

率的な情報処理技

術、超低消費エネル

ギー技術などの、革

新的なハードウェ

アの創製を可能に

する新しい学理の

構築と概念実証デ

バイスの開発を推

進する。 

本研究では、創発物

性科学の概念に基

づき、これまで展開

してきた強相関物

理･超分子機能化

学･量子情報エレク

トロニクスの 3 部
門の融合を加速さ

せ、 
①革新的なエネル

ギーの創成・輸送機

能の実現を目指す

エネルギー機能創

発物性研究、 
②人との親和性に

優れたソフトロボ

ティクス等への貢

献を目指す創発機

能性ソフトマテリ

アル研究、 
③低消費電力で超

高速・高効率情報処

理を行う量子計算

技術や物性予測の

実現に貢献する量

子情報電子技術、 
④省エネルギーエ

レクトロニクスの

実現に貢献するト

ポロジカルスピン

トロニクス研究 
に取組み、革新的な

ハードウェアの創

製を可能にする新

しい学理の構築と

概念実証デバイス

の開発を行うこと

① エネルギー機能

創発物性  
平成 31 年度は引き

続き、高温超伝導体

の設計に向けて、第

一原理に基づき、高

圧下の水素化合物

の構造予測を行う。

熱電変換現象の解

明に向け、エネルギ

ーバンドが接触す

る際の熱電能の大

きさ・温度依存性等

を電子状態のトポ

ロジカルな性質の

観点から実験的・理

論的に検証する。ま

た、エネルギーバン

ドの多谷構造等を

利用し、エネルギー

変換効率が高い熱

電変換材料を開発

する。有機薄膜太陽

電池の開発におい

ては、太陽電池機能

の新機構である反

転対称性を持たな

い結晶によるシフ

トカレントを生成

する新たな有機・無

機材料を探索する。

非平面有機半導体

の開発と有機薄膜

太陽電池への応用

研究を推進すると

ともに、基板界面修

飾による高性能化

・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

できているか。 
 
・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 
 
・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 
 
（評価指標） 
・中長期目標・中長

期計画等で設定し

た、各領域におけ

る主要な研究開発

課題等を中心とし

た、戦略的な研究

開発の進捗状況 
 
・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 
 

① エネルギー機能創発物性 
●高温超電導体の開発に向けて、

水素化物 LaH10 について非調和

フォノンや水素原子の原子核の

量子性を取り入れた計算を行う

ことで、従来の理論予測よりも低

い圧力で立方晶構造の安定化が

可能になることを明らかにした。 
 
 
●熱電変換現象の解明について

は、パイロクロア型イリジウム酸

化物において、キャリア数を変化

させることで実験的に観測され

た、低温としては巨大な熱電能

（45μV/K）やその温度依存性が、

放物線バンドが一点で接触する

トポロジカルな性質に起因する

ことを理論的に突き止めた。 
●高効率熱電変換材料について

は、化学的ドーピングによって

SnTe 系のエネルギーバンドの多

谷構造及びキャリア数を制御し、

高い無次元熱電性能指数 ZT
（500℃で実用化の目安となる

1.5 以上、室温から 500℃までの

平均値としては 0.8 以上）を得る

ことに成功した。 
●反転対称性を持たない新規な

有機材料の開発については、独自

の分子設計法によって分子の積

層状態を制御し、同一方向に積層

した構造に集積可能にするとと

もに、バルク光電効果の確認に成

功した。 
●有機薄膜太陽電池の開発にお

いては、有機半導体平面ヘテロ接

 
●フォノンの非調和性や

原子核の量子性を取り込

んだ超伝導の第一原理計

算はこれまでに例がない

世界初の成果で、今後よ

り低圧で高温超伝導を実

現するための基盤を構築

した点は、非常に高く評

価する。 
●電子状態のトポロジカ

ルな性質が熱電特性に影

響を与えることを実験・

理論の両面から実証した

ことは、今後の熱電材料

開発において強力な指針

となるものであり、高く

評価する。 
 
●多谷構造を有する系に

おいて、実際に使用する

際の熱電変換効率を左右

する温度範囲で高い無次

元熱電性能指数 ZT を実

現したことは、熱電材料

の実用化に向けた大きな

進展であり、高く評価す

る。 
●独自の構造を基にした

新規有機半導体材料の開

発が大幅に進んでおり、

有機太陽電池の効率化に

向けた材料開発に貢献す

るものとして、高く評価

する。 
●有機太陽電池の高効率

化のための動作機構の解

＜評価すべき実績＞ 

・我が国における物性科学研究の中核的センターのひとつであり、そのポテン

シャルは極めて高い。超高圧力下での高温超伝導物質 LaH10の第一原理計算に

よる研究のような強相関物理の基礎研究から、デバイスを意識した応用に近

い開発まで、センターが戦略をもってバランスよく研究開発を進めているこ

とは評価できる。 

・高効率と長期保管安定性を両立させる超薄型有機太陽電池を可能とすること

が期待される構造や処理の発明等、SDGsに貢献しうる重要な成果を得ており、

非常に高く評価する。 

・シリコン量子ビット中の電子スピンを用いて、電気的雑音の影響を低減する

２スピン制御の実現していることは、量子コンピュータの実現に貢献し高く

評価する。 

・トポロジカルスピントロニクスに関する理論研究や観測において、世界を牽

引する成果が上げられており、非常に高く評価する。 

・研究の加速のための計画的な人財確保・人財育成プログラムが機能している

こと、また他機関や産業界との連携に加え、超電導量子コンピュータ開発の

中核拠点として研究を推進したことは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・引き続き世界的な研究を着実に進展させ、量子技術イノベーション戦略に主

導的役割を果たして頂きたい。 

・これまでの多くの特徴ある成果を出してきたトポロジカルスピントロニクス

の研究におけるスキルミオン等の量子情報ビットへの応用研究を加速させ、

ナノエレクトロニクスへの貢献として出口を示すことを期待したい。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・世界情勢の変化を考慮しながら、諸外国のトップ研究機関との友好的かつ実

質的な連携を進めて頂きたい。 
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で、環境調和型の持

続可能な社会の実

現に貢献するとと

もに若手人材の育

成を推進する。 

を行う。さらに、高

い規則性を持つコ

ロイド量子ドット

薄膜を用いたエネ

ルギー変換機能材

料を開発する。  
 
② 創発機能性ソフ

トマテリアル  
平成 31 年度は、新

たな光応答部位・熱

応答部位の設計に

より、刺激応答能が

高いセンサーやソ

フトアクチュエー

ター材料の高度化

を行う。また、特定

の化学物質に応答

することで変化す

るナノ構造体の反

射波長を色相で読

み出すセンシング

の原理を探求する。

過酷条件下で利用

するセンサーやア

クチュエーターの

ための新たな構成

要素として、エアロ

ゲルに対し、高い耐

熱性を持たせるた

めの材料開発を行

う。超フレキシブル

エレクトロニクス

材料については、封

止膜形成技術や密

着性向上技術の開

発により、耐熱性と

耐光性を向上させ

る。  
 
③ 量子情報電子技

術  

・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

合を用いた検討により、有機半導

体の励起状態と電荷移動状態の

間に 0.2～0.3eV のエネルギー差

があるときに、最も効率的に光を

電流に変換できることを見出し

た。また従来、光電流発生には電

荷移動状態と自由電荷状態のエ

ネルギー差が重要とされてきた

が、これには明確な相関がないこ

とを示した。 
●コロイド量子ドット薄膜の開

発については、特定の結晶面から

オレイン酸を選択的に除去する

ことで、高性能光電変デバイス等

に応用可能な高い構造規則性を

持つ 2 次元コロイド量子ドット

薄膜の作り分けに成功した。 
 
② 創発機能性ソフトマテリアル 
●ソフトアクチュエーター材料

の高度化については、複数の刺激

に応答・配列するコアシェル型超

分子ポリマーを実現するととも

に、血中のグルコース濃度（0–5.4 
g/L）を色相変化で読み出し可能

なヒドロゲルセンサーの開発に

成功した。 
●エアロゲルについては、

1800 ℃まで加熱しても熱分解

を起こさずに優れた力学物性（最

大応力 15 MPa 以上、最大ひず

み 70％以上）を保つものを開発

し、高強度と高耐熱性の両立を実

現した。 
●超フレキシブルエレクトロニ

クス材料として、熱安定性と光捕

集性を併せ持つバルクヘテロ接

合構造の発電層を新たに作製し、

ポストアニール処理による発電

層と正孔輸送層の界面における

電荷輸送効率を向上させること

で、13％の高いエネルギー変換効

明において、必要な電子

エネルギーの条件に関し

て従来の有機半導体の開

発指針に修正を迫る重要

な成果を得ており、非常

に高く評価する。 
 
 
 
 
●コロイド半導体量子ド

ットにおいて、粒径や配

位子密度、配列様式の制

御を実現したことは、薄

膜での発光効率や電荷移

動度の向上につながる成

果であり、高く評価する。 
 
 
●超分子ポリマー材料に

ついては、複数の外部刺

激に応答して物性を劇的

に変える前例なき材料設

計指針が開拓されてお

り、非常に高く評価する。 
 
 
●新規開発されたエアロ

ゲルにおいて実現された

優れた力学物性は、当初

目標を大きく上回る性能

を示しており、非常に高

く評価する。 
 
●超フレキシブルエレク

トロニクス材料について

は、過去の最高値と比較

して、エネルギー変換効

率は約 1.2 倍、長期保管

安定性は 15 倍向上した

超薄型有機太陽電池が開

発され、これは当初目標
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平成 31 年度は、前

年度の成果を踏ま

え、Si 量子ドットの

スピンによる2量子

ビット操作精度の

制限要因を解明し、

誤り耐性閾値に近

づくための技術開

発を行う。また、多

重のGaAsドットに

よるスピン相関制

御の原理を確認し、

Si への技術移植の

実験を開始する。超

伝導量子ビットの

集積化に向け、超伝

導シリコン貫通ビ

ア作製技術や3次元

マイクロ波配線用

パッケージ技術を

開発し、前年度に引

き続き、拡張性のあ

る2次元集積化実装

技術を開発する。量

子シミュレーショ

ン技術の機能実装

に向け、量子アニー

リングの新規アー

キテクチャ基本要

素の実験を行う。さ

らに、制御技術の高

精度化に向け、可変

マイクロ波ビーム

スプリッターや高

効率単光子源を開

発する。  
 
④ トポロジカルス

ピントロニクス  
平成 31 年度は、マ

ルチフェロイック

物質（強磁性と強誘

率と、大気中保管 3,000 時間で劣

化 5％以下という長期保管安定

性を両立する、超薄型有機太陽電

池を開発した。 
 
③ 量子情報電子技術 
●天然 Si/SiGe 量子ドットによ

る高速高精度のスピン読み出し

（忠実度>99%）、2 量子ビット交

換操作の高忠実度化（>99%）を

達成するとともに、誤り訂正のプ

ロトコルを可能にする量子非破

壊測定を実現した。また、GaAs
ドットを用いて、雑音の能動的抑

制による量子ビット制御誤りの

低減に成功した。 
●超伝導量子ビットの集積化に

向け、超伝導シリコン貫通ビア作

製技術および 3 次元マイクロ波

配線用パッケージ技術を確立し、

拡張性のある 2 次元集積化実装

技術を開発した。さらに、16 量

子ビット回路チップを作製し、

個々の量子ビットのコヒーレン

スと制御・読み出し配線間のクロ

ストークの評価を実施した。 
●量子シミュレーション技術の

機能実装に向け、2 ビットゲート

や周波数多重化読み出しの実装

に取り組み、基本動作を確認し

た。また、表面コードエラー訂正

に対応可能な「2 次元交差結合線

ネットワーク」を使ったスケーラ

ブルな新規の量子ビット集積回

路方式を提案し、この基本回路要

素の特性が表面コードに必要な

閾値を満たしていることを示し

た。 
 
④ トポロジカルスピントロニク

ス 
●マルチフェロイック物質につ

を大幅に上回る性能であ

り、非常に高く評価する。 
 
 
 
 
●Si量子ドットで達成し

たスピン操作の高忠実度

化と量子非破壊測定の実

現、さらに、当初計画に

はなかった、高忠実度の

読み出しと 2 ビット交換

操作の達成は、誤り耐性

量子計算に大きく前進す

る世界初の成果であり、

非常に高く評価する。 
●独自方式による超伝導

量子ビット 2 次元集積化

およびマイクロ波配線の

垂直実装が可能になり、

16 量子ビット回路を実

現したことは超伝導量子

コンピュータの実現へ向

けた重要なステップであ

り、非常に高く評価する。 
 
●「2 次元交差結合線ネ

ットワーク」を使う集積

量子ビット回路方式は、

高度な３次元配線・パッ

ケージングが不要で、標

準的な２次元配線・パッ

ケージングのみで量子チ

ップが実現可能であり、

高く評価する。 
 
 
 
 
 
 
●ドメイン壁の理論を構
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電性の両方の性質

を持つ電気磁気結

合物質等）において

ドメイン及びドメ

イン壁制御の理論

を構築するととも

に、電気磁気特性を

最適化する物質組

成を見出し、電場印

加による磁化過程

の振る舞いを解析

する。渦状トポロジ

カルスピン構造を

持つ磁気スキルミ

オンに関しては、前

年度の研究成果を

発展させ、従来のス

ピン軌道相互作用

による機構以外で

の新たなスキルミ

オン物質の開発及

びその磁場・温度平

面での相図を解析

し、同時に電子顕微

鏡による磁気構造

解明と輸送特性等

の機能開拓を行う。

トポロジカル絶縁

体（内部は絶縁体だ

が表面は高い電子

移動度を持つ金属

状態が現れる物質）

に関しては、超伝導

を含む超構造の理

論設計と作製を行

い、非相反応答及び

テラヘルツ応答を

含むホール効果等

の機能開拓を行う。  
 
⑤人材育成  
平成 31 年度は、東

いては、帯電したドメイン壁を記

述するためのモデルを構築し、六

方晶マンガン酸化物のドメイン

壁内で観測された、通常とは異な

る原子変位の振る舞いの再現に

成功した。また、特定の条件下で

はドメイン壁内に秩序変数ゼロ

の領域が出現することを明らか

にし、ドメイン壁に関する新しい

理論的な枠組みを提起した。 
●Y 型六方晶鉄酸化物において、

電場印加による磁化変化を測定

し、電気磁気特性を最適化する物

質組成を決定した。さらに、電場

印加下での磁化過程および磁場

‐分極曲線を調べることによっ

て、分極‐磁化結合が温度の上昇

に伴って変化する様子を明らか

にするとともに、これが二つの電

気磁気状態間のエネルギー障壁

の減少によるものと結論し、今後

の物質開発における指針を得た。 
 
 
●磁気スキルミオンに関しては、

新たに反転対称な磁性体に着目

し、新機構である RKKY 相互作

用が温度・磁場相図平面において

短周期ヘリックス構造、スキルミ

オン結晶、ファン構造などをもた

らすことを見出した。また、同物

質が極めて小さい（約 3nm）スキ

ルミオンを有することを明らか

にし、対応するトポロジカルホー

ル効果等の輸送特性をも観測し

た。 
●反転対称性を持たない物質（ホ

イスラー合金）に外部磁場を加え

ることにより、面内磁場を印加す

るとアンチスキルミオンから非

トポロジカルなバブルへ、さらに

磁場をゼロにするとスキルミオ

築し、その内部構造の定

量的記述を可能にしたこ

とで、ドメイン壁が競合

する相の核となる可能性

を示したほか、ドメイン

とドメイン壁との相互変

換などの現象の理解にも

拡張できるものであり、

高く評価する。 
 
●Y 型鉄酸化物において

電気磁気特性を最適化す

る組成および磁気相図を

決定したことは、今後の

開発研究にとって重要で

ある。また、電場印加下

での磁化および分極の磁

場依存性の解析から分極

‐磁化結合の強さを実験

的に評価したことは、今

後のマルチフェロイック

物質の評価手法として使

えるものであり、高く評

価する。 
●RKKY相互作用による

ヘリックス構造、スキル

ミオン構造を示す物質開

発に成功したことは、高

密度のスキルミオンメモ

リだけでなく、創発電磁

場を増大し応用への道を

拓いた重要な成果であ

り、非常に高く評価する。 
 
 
 
●磁場によるトポロジカ

ルスピン構造間転移の制

御に成功したことは、世

界初の成果であり、創発

電磁現象の研究を加速す

るものとして、非常に高
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京大学、中国清華大

学、中国科学院カブ

リ研究所との連携

協定を基に、合同ワ

ークショップを開

催し、研究交流を推

進する。東京大学、

中国清華大学に設

置している若手研

究者主宰の連携研

究室では、シニア研

究者によるメンタ

ーシップの下、研究

リーダーの育成を

行う。物理、化学、

量子技術等、異分野

間で研究キャンプ

を含むシンポジウ

ム・討論会を開催

し、若手研究者を中

心に発表・討論する

機会を設け、より広

い知識と視野を育

む環境を整備する。

特定国立研究開発

法人との連携を強

力に推進するとと

もに、産業技術総合

研究所と共同で独

創的な研究を支援

するための制度を

設け、世界最先端の

研究を共同で実施

する。 

ンへと転移することを見出し、磁

場による相互変換の直接観察に

成功した。 
●トポロジカル絶縁体に関して

は、Bi2Te3 と FeTe の超構造に

おける表面状態と超伝導の近接

効果に着目し、非相反電圧応答に

伴う超伝導電流の整流効果を測

定した。また、新たに開発した超

高エネルギー分解能を持つ走査

型トンネル顕微鏡を用い、トポロ

ジカル超伝導体の量子渦におい

て、マヨラナ粒子由来と考えられ

るエネルギーがゼロの束縛状態

の観測に成功した。 
⑤ 人材育成 
●東京大学、中国清華大学に若手

研究者主宰の連携研究室を設置

し、若手研究リーダーの人材育成

を行った。また、前年度に連携協

定を締結した中国科学院と清華

大学との 3 者で合同ワークショ

ップを開催し、大学・研究所間の

頭脳循環および人材、研究交流を

強力に推進した。 
 
●物理、化学、量子技術の 3 分野

を中心とした分野間交流と、より

広い知識、視野を育む環境整備に

より、3 名の研究員が文部科学省

大臣表彰若手科学者賞を受賞し

た。また、国立大学の准教授相当

職への転出など、優秀な若手研究

者の人材育成・輩出を行った。 
●産業技術総合研究所と 5 回目

となる合同ワークショップを開

催するとともに、「理研―産総研

量子技術イノベーションコア連

携研究支援制度」を継続し、1 課

題を採択した。また、物質・材料

研究機構との共同研究契約も推

進し、活発な研究交流を行った。 

く評価する。 
 
 
●従来の装置をはるかに

超えた、世界最高性能の

STM を開発し、それによ

ってマヨラナ束縛状態の

観測に成功したことは、

トポロジカル量子計算に

向けた重要な一歩であ

り、非常に高く評価する。 
 
 
 
 
 
●中国のトップ研究機関

や東京大学との緊密な連

携を確立できていること

は、日中の研究交流、頭

脳循環を推進する上で極

めて有効に機能してお

り、共著論文発表をはじ

め成果が形になっている

ことから、非常に高く評

価する。 
●若手研究者のキャリア

パスをバックアップする

仕組みが機能し、昇任・

転出および新規採用が数

多く行われたことは、人

材育成に大きく寄与して

おり、非常に高く評価す

る。 
●特定国立研究開発法人

である産業技術総合研究

所と物質・材料研究機構

との連携を強化すること

で、量子技術を中心とし

た国内の基礎から応用ま

での一気通貫の研究体制

を整えていることは、我
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が国の研究力強化に大き

く寄与しており、非常に

高く評価する。 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－(８) 光量子工学研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 
施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 
・欧文 
・和文 

 

 

 

 

36 

79 

 

21 

106 

― ― ― ― ― 予算額（千円） 888,298 

 

 

1,055,523 

 

 

― ― ― ― ― 

連携数 
・共同研究等 
・協定等 

 

 

 

 

103 

13 

 

100 

5 

― ― ― ― ― 決算額（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

特許件数 
・出願件数 
・登録件数 

 

 

 

 

42 

6 

 

34 

9 

― ― ― ― ― 経常費用（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件/ 
千円） 

 142/ 

1,262,886 

141 

1,254,505 

― ― ― ― ― 経常利益（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 行政コスト（千円） ― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 
― ― ― ― ― ― ― 

  ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 76 77 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 光・量子技術は、「超

スマート社会」の実

現に資する我が国

が強みを有する基

盤技術であり、革新

的な計測技術、情

報・エネルギー伝達

技術、加工技術の強

化等が求められて

いる。このため、超

高速の物理現象の

解明や生体の超解

像イメージング等

の最先端の学術研

究に加え、革新的な

材料開発、インフラ

構造物の保全等、社

会的にも重要な課

題の解決に向けて、

これまで得られた

知見を活用しつつ、

極短パルスレーザ

ーの発生・計測技

術、超高精度レーザ

ーの制御技術、非破

壊検査技術といっ

た最先端の光・量子

の発生、制御、計測

による新たな光量

子技術の研究開発

を推進する。 

本研究では、最先端

の光・量子技術の研

究として、 
①超高精度レーザ

ーや極短パルスレ

ーザーの発生、制

御、計測技術を追究

し、物質・材料科学

や測地学への応用

展開を目指すエク

ストリームフォト

ニクス研究、 
②顕微計測技術と

レーザー加工技術

を融合し、精密加

工・極微光計測技術

の工学・生物医科学

応用を目指すサブ

波長フォトニクス

研究、 
③独自のテラヘル

ツ光発振技術、計測

技術を発展させ、テ

ラヘルツ光による

機能制御・物質創成

等を目指すテラヘ

ルツ光研究、 
④非破壊インフラ

計測技術、レーザー

計測技術、特殊光学

素子の開発等、最先

端の光・量子技術の

社会への活用を目

指す光量子技術基

盤開発を推進する

ことで、社会的に重

要な課題の解決に

① エクストリーム

フォトニクス研究  
平成 31 年度は、サ

ブキロ電子ボルト

のアト秒パルス発

生のために独自開

発してきたアト秒

精度の時間計測・制

御技術を高度化し、

超広帯域のフェム

ト秒パルス分光技

術に導入すること

により、より複雑な

分子の超高速構造

変化を捉えるため

の新たな技術を開

発する。また、光格

子時計においては、

引き続き可搬型プ

ロトタイプ機を用

いて実験室外での

運転試験を行い、そ

の結果を踏まえ、重

力ポテンシャル計

としての新たな可

能性を追求する。  
 
② サブ波長フォト

ニクス研究  
平成 31 年度は、レ

ーザー共焦点ライ

ブ顕微鏡の光子計

測による超解像・高

速化の開発を進め、

10 立体／秒の時間

分解能を達成する。

多次元画像解析に

・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

できているか。 
 
・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 
 
・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 
 
（評価指標） 
・中長期目標・中長

期計画等で設定し

た、各領域におけ

る主要な研究開発

課題等を中心とし

た、戦略的な研究

開発の進捗状況 
 
・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 
 

① エクストリームフォトニクス

研究 
●サブキロ電子ボルトのアト秒パ

ルス発生のために独自開発してき

たアト秒精度の時間計測・制御技

術を高度化し、TW 級の高出力 
(2.6TW) 3 波長レーザーシンセサ

イザーを開発した。 
 
●超広帯域のフェムト秒パルス分

光技術の導入によって深紫外フェ

ムト秒誘導ラマン分光（DUV-
FSRS）を開発し、深紫外光の共鳴

ラマン効果を利用した複雑な分子

の超高速構造変化の観測を初めて

実現した。 
●光格子時計の実用化に向けた研

究では、可搬型プロトタイプ機を

用いて実験室外での運転試験を行

い、一般相対性理論を高い精度 
(小数点以下 5 桁) で検証すること

に成功した。 
 
 
② サブ波長フォトニクス研究 
●レーザー共焦点ライブ顕微鏡の

超解像・高速化の開発をさらに進

め、シグナル増倍と高速高精細

CMOS カメラの利用によって、1 
msec フレーム毎での単一光子計

測に成功し、様々な蛍光標識試料

を用いて 3D での時間分解能 10-
20 立体／秒を達成した。 
 
 
 
 

 
 
●高強度アト秒パルスの

発生に新たな展開をもた

らすのみならず、広く高

強度場物理分野の発展に

大きな影響を及ぼすもの

であり、非常に高く評価

する。 
●超高速分光分野で数多

く研究されてきたバクテ

リオロドプシンの機能発

現のメカニズムに対する

これまでの考えを大きく

変える成果として、高く

評価する。 
●光格子時計の社会実装

に向けた重要な一歩であ

り、新たな相対論的セン

シング技術として、測地

学や地球惑星科学などの

進展に大きく貢献するも

のであり、非常に高く評

価する。 
 
●高速超解像ライブイメ

ージング技術において、

単一光子計測により超解

像を実現しながら 3D に

おいて完全同時 3 色、20
立体／秒という時空間分

解能は、世界に冠絶する

性能の達成であり、細胞

生物学分野の基礎研究を

革新的に発展させるもの

として、非常に高く評価

する。 

＜評価すべき実績＞ 

・高強度アト秒パルスの発生に新たな展開をもたらす TW 級の高出力 3 波長レ

ーザーシンセサイザーを開発したことは、高強度場物理分野の発展に貢献す

る成果として高く評価できる。 

・光格子時計の可搬型プロトタイプ機を用いて一般相対性理論の高精度検証

に成功したことは、相対論的センシング技術の実用化に向けた重要な成果で

あり、高く評価できる。 

・高速超解像ライブイメージング技術おいて、単一光子計測により超解像を実

現しながら 3Dにおいて完全同時３色、20立体／秒の時空間分解能を達成し

たことは、評価できる。 

・メタマテリアル吸収体の加工技術の開発や、フェムト秒レーザーによるサブ

ミクロン幅のガラスナノチャネルを形成する技術の開発等、計画を前倒して

進捗しており、評価できる。 

・バックワードテラヘルツ発振器の量子効率を従来比 100 倍に向上させるな

ど、テラヘルツ光利用の促進に貢献する成果を創出しており、評価できる。 

・レーザー発振装置の波長可変領域の拡張や赤外分光素子として利用可能な

回折格子の精密加工等に成功しており、光量子技術基盤開発が順調に進展し

ていると評価できる。 

・RANSⅡの稼働及び安定的な中性子発生に成功したことは、ものづくり現場や

屋外における可搬型中性子源を利用した製品、インフラ等の非破壊評価の実

現に大きく貢献する成果であり、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・全体として計画を前倒して研究開発が進捗しており、先端的な成果が創出さ

れている。引き続き、幅広い応用展開が見込まれる光量子工学研究が精力的

に推進され、最先端の学術研究に加え、社会的に重要な課題の解決に貢献す

る光・量子技術分野の研究開発が進展することを期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・研究所のエンジニアリングネットワークに広く参画し、550件以上の全所的

な研究工作支援を実施していることは評価できる。 

・中長期計画実施における課題であるチームリーダーの定年に伴う対策や次

世代を担う若手リーダーの育成は重要な事項であり、的確な対応が期待され

る。 

・光量子（特にレーザー）は、最先端の学術研究や材料開発・加工、インフラ

保全等、幅広い分野に適用可能な基盤技術であるが、その技術開発・製品開

発は、多くを海外に依存している状況にある。アト秒レーザー、サブ波長フ



119 
 

貢献する。さらに、

次世代の光量子科

学研究を担う人材

を育成し、科学技術

力の底上げに努め

る。 

より、細胞内構造の

高精度の 4D 可視化

を実現する。また、

超解像構造の機能

素子を開発するた

めに、ナノスケール

立体加工技術の開

発を進め、サブ波長

構造メタマテリア

ル光吸収体の加工

技術をさらに改良

し、10-19 モルレベ

ルの検出感度を実

現する。さらに、ナ

ノスケール機能素

子の製作と応用の

ために、フェムト秒

レーザーマニピュ

レーション技術を

高度化し、１μm 以

下チャネル構造の

作製を目指す。 
 
③テラヘルツ光研

究 
平成 31 年度は、広

帯域バックワード

テラヘルツ発振器

の高効率化に向け、

発振波長や波長可

変性について計算

モデルを構築し、実

験との比較を行い、

量子効率を従来の

100倍以上に向上す

る。また、高強度テ

ラヘルツ光を用い

た生体組織、高分子

構造・機能変化の観

察の実現に向け、生

きた細胞への高強

度のテラヘルツ光

・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

●ナノメートルのギャップを隔て

て集積化された 3 次元垂直配向構

造を持つメタマテリアル吸収体の

加工技術を開発し、10-19 モルレベ

ルの希薄ガスの検出、もしくはそ

れ以上の測定感度を実現した。 
●フェムト秒レーザーによるガラ

ス 3 次元加工技術において、線幅

20 nm のマイクロ流体構造をガラ

ス内部に作製したのち熱処理を行

うことにより、チャネル形状を整

形し、サブミクロン幅のガラスナ

ノチャネルを形成する技術を開発

した。 
 
 
③ テラヘルツ光研究 
●広帯域周波数可変バックワード

テラヘルツ発振器の高効率化に向

け、広帯域波長可変性の実証に加

えて、励起光の強度やビームサイ

ズの調整を行い、量子効率を従来

の 100 倍に向上した。 
●高強度テラヘルツ光を用い、生

きた細胞内でのアクチンタンパク

質の変化を顕微鏡観察し、細胞内

での生体関連タンパク質のテラヘ

ルツ照射による変化を可視光像と

して観測するとともに、その変化

を定量的に示した。 
 
④ 光量子技術基盤開発 
●複合材料を利用したレーザー発

振装置を開発することにより、従

来の単結晶のシステムに比べ波長

可変領域を 110nm 拡張すること

に成功した。 
 
 
●ゲルマニウムを用いた赤外分光

素子として利用可能な回折格子の

加工を新規ナノダイヤモンドによ

●これまでの分子検出感

度を１桁以上上回る当初

の計画以上の成果である

ため、非常に高く評価す

る。 
 
●マイクロ/ナノ複合炭

化構造の形成はこれまで

に例がなく、また、線幅

20 nm は世界最小であ

り、用いたレーザー波長

の 1/50 に相当し、従来に

はない高機能材料表面創

成への応用が期待される

ため、非常に高く評価す

る。 
 
●量子効率を従来の 100
倍に向上したことは、各

種応用へのテラヘルツ波

利用を促進させる成果と

して重要であり、高く評

価する。 
●テラヘルツ照射による

細胞内の生体分子構造制

御の機構解明につながる

重要な成果であり、高く

評価する。 
 
 
 
 
●中赤外領域のシングル

サイクルパルス光のレー

ザー発振に大きく貢献す

ることが期待でき、他の

レーザー材料への展開も

可能であるため、高く評

価する。 
●新規に開発した 5 軸サ

ブナノメータ超精密加工

装置が予定通りの性能を

ォトニクス、テラヘルツ光の分野における基盤技術開発に取り組む光量子工

学研究センターにおいては、関係する研究開発法人や大学等と連携しなが

ら、同分野を先導していくことが期待される。 
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照射を実現し、細胞

内での生体関連タ

ンパク質のテラヘ

ルツ照射による変

化を可視光像とし

て観測するととも

に、その変化を定量

的に示す。 
 
④ 光量子技術基盤

開発 
平成 31 年度は、波

長可変型・用途別レ

ーザー装置の製作

に向け、中赤外領域

の波長可変領域を

拡張するために複

合材料によるレー

ザーシステムを開

発し、波長可変領域

を 100nm 以上拡大

する。また、新規回

折光学素子加工の

ための微細溝加工

の基礎技術を確立

し、ゲルマニウムな

どの硬脆材料に対

して、100μm以下の

ピッチで溝加工を

実施する。さらに、

小型中性子源は、現

行のシステムを運

用しつつ、可搬型の

プロトタイプとし

て開発した超小型

中性子源 RANSⅡ

の稼働を開始し、

RANSⅡによるコ

ンクリート橋梁供

試体内部の劣化を

可視化する技術を

開発する。 

る特殊フライカット工具により実

現し、加工ピッチ約 17μm のチッ

ピング等の欠陥の無い表面を生成

可能な条件を見出した。 
 
 
●可搬型のプロトタイプとして開

発した超小型中性子源 RANSⅡの

稼働を開始し、安定的に中性子線

を発生させ、RANSⅡによるコン

クリート橋梁供試体内部の劣化を

可視化する技術を開発した。 

発揮しており、硬脆材料

の延性モード加工を安定

的に実施できることが確

認され、予想を上回る安

定度を得られているた

め、高く評価する。 
●全長 5m 足らずの普及

型小型パルス中性子源シ

ステムが安定的に稼働す

る世界初の成功であり、

屋外利用を目指した可搬

型中性子源への発展に大

きく貢献するものとし

て、非常に高く評価する。 
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４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－(９) 加速器科学研究 

関連する政策・施策 政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 
施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 
・欧文 
・和文 

 

 

 

 

9 

286 

 

6 

301 

－ － － － － 予算額（千円） 3,817,773 

 

 

4,024,257 

 

 

－ － － － － 

連携数 
・共同研究等 
・協定等 

 

 

 

 

51 

60 

 

66 

38 

－ － － － － 決算額（千円）   － － － － － 

特許件数 
・出願件数 
・登録件数 

 

 

 

 

15 

3 

 

3 

9 

－ － － － － 経常費用（千円）   － － － － － 

外部資金（件/ 
千円） 

 100/ 

490,659 

112/ 

282,247 

－ － － － － 経常利益（千円）   － － － － － 

    － － － － － 行政コスト（千円）   － － － － － 

    － － － － － 行政サービス実施

コスト（千円） 
  － － － － － 

    － － － － － 従事人員数 121 125 － － － － － 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 物質の根源的理解

や物質創成の謎の

解明を進めるとと

もに、その成果を応

用することにより、

食料・健康・環境・

エネルギー・資源問

題の解決に資する

ことが求められて

いる。このため、研

究基盤である RI ビ

ームファクトリー

の加速器施設の高

度化を進め、元素合

成過程の解明等の

原子核基礎研究を

幅広く展開すると

ともに、重イオンビ

ームによる農業・工

業・RI 医薬等の産業

応用を推進する。さ

らに、原子番号 119 
番以上の新元素合

成に挑み、原子核の

寿命が極めて長く

なると予想されて

いる「安定原子核の

島」への到達に向け

た核合成技術の確

立を目指す。 

加速器研究基盤で

あるRI ビームファ

クトリー（RIBF）、
並びに国際協力に

基づく米国ブルッ

クヘブン国立研究

所（BNL）及び英国

ラザフォード・アッ

プ ル ト ン 研 究 所

（RAL）において、

原子核や素粒子を

支配する物理法則

の学理を究める。 
そのために、 
①原子核基礎研究

では、究極の原子核

像の構築、核合成技

術の確立、宇宙にお

ける元素合成過程

の解明等を目指す、

並びに 
②BNL 及び RAL 
との国際協力に基

づく素粒子物性研

究に取組む。また、 
③重イオン・RI ビー

ムを用いた学際応

用研究を進める。さ

らに 
④RIBF の加速器施

設の高度化・共用、

国内外の研究機関

とその研究者との

連携を推進し、これ

らにより原子核・素

粒子物理分野を進

展させ、学際応用研

① 原子核基礎研究 
平成 3１年度は、引

き続き 119 番元素

の超重元素合成研

究、中性子超過剰核

内部の有効相互作

用やクラスター効

果に着目した魔法

数異常性の研究及

び未知 RI 核の特性

の解明、中性子星表

面の爆発現象の観

測や氷床コア自動

レーザー融解装置

の開発を通じた元

素合成過程研究を

進めるとともに、元

素変換研究のため

の核反応研究を新

たに立ち上げる。 
さらに、RIBF を擁

する優位性を活か

して国内外の機関

との実験及び理論

両面での連携体制

を拡充するととも

に、当該分野の人材

育成を推進する。特

にアジアの研究機

関との連携を進め、

原子核物理学の学

生を育成するため

「仁科スクール」を

開催する。 
 
② BNL 及び RAL
との国際協力に基

（評価軸） 
・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

できているか。 
 
・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 
 
・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 
 
（評価指標） 
・中長期目標・中長

期計画等で設定し

た、各領域におけ

る主要な研究開発

課題等を中心とし

た、戦略的な研究

開発の進捗状況 
 
・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 

①原子核基礎研究 
●フッ素およびネオン同位体の

存在限界を決定し、原子核地図の

境界線を 20 年ぶりに更新するこ

とに成功した。 
 
 
●Ca-54 の分光に成功し、理研で

発見した新魔法数 34 の新証拠を

得ることに成功した。 
●Ca の中性子過剰な原子核の大

きさを導出することに成功し、中

性子魔法数 28 を超えた原子核で

その大きさが異常に増大する新

現象を発見し、理論研究に大きな

インパクトを与えた。 
●Ni-78 の二重魔法性を発見し、

長年に渡る問題に結論を与える

ことに成功するとともに Ni-78
を越えた中性子過剰な同位体で

は魔法数 28、50 が喪失する前駆

現象を見出した。 
●核分裂反応によるスピン制御

技術を利用して、Zr-99 の励起状

態の磁気モーメントの測定に成

功し、Zr-99 の内部構造に関する

情報を得た。 
●昨年度に引き続き RRC から得

られるビームと仁科記念棟E6実

験室に移設した GARIS-II を利

用して、V-51 と Cm-248 反応に

よる 119 番新元素の探索を実施

した。また超重元素領域での精密

質量測定に初めて成功した。今後

の長期的な実験に対応するため

新たに GARIS-III を整備した。 
●陽子過剰核および中性子過剰

 
●RIBF 施設の継続的な

高度化により、核図表の

拡大に寄与し、20 年ぶり

に原子核の存在限界に関

する成果を得たことを高

く評価する。 
●魔法数研究において、

RIBF で達成可能な新し

い科学的知見を見いだ

し、影響力の高い雑誌に

研究成果が発表されてい

ることを非常に高く評価

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●「熱い融合反応」を利

用した 119 番元素生成の

準備を着実に進め、119
番元素探索に挑戦してい

ることを高く評価する。

また、超重元素領域での

精密質量測定を開始した

ことを非常に高く評価す

る。 
●RIBF でのみ達成可能

＜評価すべき実績＞ 

・原子核基礎研究においては、未解決であった Ni-78 の二重魔法性を発見し、

長年に渡る問題に結論を与えるなど、素粒子原子核研究分野における顕著な研

究成果を創出しているものとして評価できる。 

・また、原子核基礎研究においては、加速器システムの高度化を実施して 119番

元素合成の長期実験を行う体制を整え、119 番元素生成に向けた準備を着実に

進めるとともに、超重元素領域での精密質量測定に初めて成功したことは、着

実な基礎研究の取組として評価できる。 

・BNL 及び RAL との国際協力に基づく素粒子物性研究においては、引き続き

PHENIX 測定器のアップグレードや RAL-超低速ミュオンビームの開発を着実に

進めており、継続的な取組が評価できる。 

・重イオン・RI ビームを用いた学際応用研究においては、産業利用可能な植物

品種の改良、RI の製造・頒布、及び高レベル放射性廃棄物の問題解決に向け

た元素変換技術を用いた新加速器概念の提案等の研究成果は、産業への応用や

社会貢献として高く評価できる。 

・RIBF の加速器施設の高度化・共用の推進に関しては、リングサイクロトロン

RRCにおいて、従来の 1.5倍の加速電圧で安定にウランビームを加速すること

に成功し、そのビーム強度が世界最高強度の 94pnAまで向上したことは、実験

設備の着実な改良を図り先端的研究に供しているという点で評価できる。 

・また、RIBFの加速器施設の高度化・共用の推進の面では、RIBF 新施設のユー

ザ利用時間は 948時間に及び、国内外の多くの研究者に利用され、国際的頭脳

循環への貢献したものとして評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・RIBF が進める原子核研究の意義について、今後も継続して国民への理解増進

に努めることが期待される。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・RIBFは、「戦略センター」の一つに位置付けられているが、大型施設を有する

「基盤センター」的な側面を有している。他方、RIBF が産業利用を含む多種

多様の幅広い利用が求められる共用促進法の適用を受けることにはならない。

RIBF がこれまで原子核分野を先導し、数多くの成果を挙げていることを踏ま

え、これまで積み上げてきた貴重な知見、技術、人材が雲散しないよう、今後、

RIBF の在り方や位置づけについて、研究所全体として重要課題の一つとして

考えていくことが望まれる。  
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究を含めた優れた

研究人材の育成に

資する。なお、RAL
施設の運営は中長

期目標期間中に終

了する。 

づく素粒子物性研

究 
理研 RAL ミュオン

実験施設は、平成 30
年 度 か ら 理 研 と

RAL による共同施

設運営に移行した

が、研究に関しては

平成 34 年度末まで

は理研主体の研究

を継続することと

しており、平成 31
年度は超低速エネ

ルギーミュオンビ

ーム発生の高度化

を進める。また、2 台

の μＳＲ分光器を同

時活用して、微小試

料の極低温や超高

圧等の極限環境下

での測定やアルミ

ニウム中の水素、圧

電材料、磁性材料

等、大強度パルスミ

ュオンの特性を最

大限に活かした新

機能性物質の研究

を行う。 
 
③ 重イオン・RI ビ
ームを用いた学際

応用研究 
平成 31 年度は引き

続き、ゲノム情報を

用いた重イオンビ

ーム育種技術の高

度化を進めるとと

もに、照射実績を収

集したデータベー

スを作成する。有用

RI の製造技術開発

と RI 頒布事業を進

 
・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

核の分光実験を国際共同で実施

し、魔法数に関するデータ取得に

成功した。 
●Sn-132 の弾性散乱実験を行

い、状態方程式に関するデータを

取得することに成功した。  
●センターの同位体・微量分析の

強みを考古学に応用し、京田遺跡

の出土品から赤色顔料を分析す

ることで、古代日本の地域交流に

関する新たな知見を得ることに

成功した。 
●氷床コア自動レーザー融解装

置のプロトタイプ機を開発し、-
20℃下でダミー氷に対し、レーザ

ー溶融し融解水を自動採取する

世界初の装置開発に成功した。 
●弱く束縛された重陽子を利用

することで不完全核融合反応が

増大することを発見し、元素変換

の新たな端緒を切り拓いた。 
●高レベル放射性廃棄物などに

含まれる長寿命放射性元素を大

量に安定元素や短寿命元素に変

換するための新たな加速器の概

念を提案した。 
 
② BNL 及び RAL との国際協力

に基づく素粒子物性研究 
●昨年度に引き続き PHENIX 測

定器のアップグレードを進めた。

特に衝突点近傍の飛跡を検出す

るためのシリコン測定器の実機

用部品製作を開始した。 
●これまで取得したデータ解析

を進め、前方生成正電荷粒子の左

右非対称度を陽子・陽子と陽子・

原子核散乱とで比較した。これま

での知見と合わせ左右非対称性

には二種類の機構が関与してい

る事を明らかにした。 
●京コンピュータを用いた物理

な実験研究プログラムが

国際共同研究のもと強力

に推進されており、高く

評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●元素変換に関する新し

い反応と新加速器概念を

提案し、高レベル放射性

廃棄物の問題解決に向け

た研究成果を挙げたこと

を非常に高く評価する。 
 
 
●PHENIX 測定器のア

ップグレードが順調に進

捗し、過去のデータの解

析も順調に進んでいるこ

とを高く評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
●京コンピュータを活用
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め、RI 内用療法に期

待される銅 67、アス

タチン 211 やアク

チニウム 225の応用

研究を推進する。工

業利用では、宇宙航

空用電子部品の宇

宙線耐性試験を進

め、試験技術の高度

化により利用者の

拡大を図る。 
 
④ RIBF の加速器

施設の高度化・共用

の推進 
平成 31 年度は引き

続き、ウランや金属

イオンのビームを

大強度で長期安定

供給するための開

発を行う。さらに、

より効率的な加速

器運転計画を立案

して運転を行うと

ともに、加速器高度

化計画については、

必要となる装置の

要素技術開発を進

める。利用研究につ

いては実験課題を

国際公募し、外部有

識者を含めた課題

選定委員会にて課

題の選定を行う。ま

た、産業利用につい

ては別途国内公募

を実施し課題選定

を行う。施設の戦略

的 利 用 を 図 り 、

RIBF を用いた研究

成果の最大化を目

指した運営を進め

点での格子量子色力学計算と少

数量子系厳密計算を組合せ、最も

軽いΞ原子核の候補（テトラグザ

イバリオン）を予言した。また、

ストレンジクォーク 2 個を含む

バリオン間相互作用に関する京

コンピュータゲージ配位を用い

た最終結果を公表し、ハドロン物

理学における様々な応用研究へ

道を拓いた。 
●RAL-超低速ミュオンビーム開

発：シリカエアロゲルからの真空

放出ミュオニウム数を最大化す

るための研究を継続した。また、

µSR 法を利用してミュオニウム

放出量の温度依存性を調べた。 
●RAL-μSR 物性：有機超伝導体

における内部磁場分布測定と、密

度汎関数法を用いた電子状態の

第一原理計算を比較する新たな

研究手法により、非対称な超伝導

ギャップの解析に成功した。 
 
③ 重イオン・RI ビームを用いた

学際応用研究 
●SIP で開発した変異検出パイ

プラインを使用して、ゲノム情報

を用いた変異箇所の抽出を行い、

照射条件ごとの変異特性を解析

した。 
●ゲノムサイズの大きなコムギ

でも容易にゲノム解析できる技

術を開発し、1 ヶ月早く花が咲く

超早生新規遺伝子を単離した。 
●Long Grain 1(LIN1)と命名し

たイネ多収性の新規遺伝子は、千

粒重が増大し、穂数・一穂粒数・

稔実率は野生型と変わらないた

め、1〜2 割収量を増加させるこ

とを明らかにした。 
●顕性のイネ早生新規遺伝子を

同定した。 

した格子量子色力学計算

により、J-PARC, BNL, 
CERN での原子核・ハド

ロン実験に資する予言を

行い、その実験的検証が

始まっていることを高く

評価する。 
 
 
 
●超低速ミュオンビーム

開発において、ビーム発

生に向けた着実な進展と

新たな手法開発を評価す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●ゲノム情報を用いて多

様な植物種で遺伝子単離

に成功している。また、

植物のみならず、動物性

プランクトンでも産業利

用可能な品種改良に成功

したことを高く評価す

る。 
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る。 ●構築した変異統合データベー

スに、照射実績を入力した。 
●生産農家と 1 つの花卉植物で

新品種を育成した。また大学や国

立研究開発法人とクロマグロ等

の初期餌料となるワムシの大型

化に成功した。 
●RI の製造・応用に関しては、

AVF サイクロトロンで製造した

Zn-65、Cu-67、Sr-85、Y-88、Cd-
109 を国内の大学・研究機関に有

償で頒布するとともに、新核種

At-211 を開発し、大阪大学に頒

布を開始した。 
●文科省科研費新学術領域研究

「短寿命 RI 供給プラットフォ

ーム」事業において、昨年度より

も 11 件多い 41 件の RI 頒布を行

った。 
 
 
 
 
●α線核医学治療用 RI として期

待されるAt-211ならびにAc-225
の製造技術開発を進め、32 μA の

大強度 α ビーム照射による At-
211 と Ac-225 の製造に成功し

た。At-211 を大学・研究機関に頒

布し、新しい核医薬品開発に向け

た標識・動物実験を進めた。 
●AVFサイクロトロンを用いて、

核医学診断治療用 RI として期待

される Re-186 の製造技術を開発

し、東京大学と共同研究を開始し

た。 
●産業応用では、宇宙利用半導体

試験企業による有償利用が順調

に推移しており、利用企業が 5 社

に増えた。今年度は、産業課題審

査委員会(IN-PAC)を 2 回（うち

1 回はメール審議）実施し、2 件

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●短寿命 RI 供給プラッ

トフォーム事業は、平成

30 年度の中間評価を経

て、令和元年度より 3 年

間のプロジェクト延長が

認められた。着実に新規

利用者を開拓し、頒布実

績を上げていることを高

く評価する。 
●At-211 の大量製造技

術を確立し、国内 15 グル

ープに At-211 を提供し、

我が国のアルファ線核医

学治療研究を支えている

ことを高く評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
●宇宙利用半導体業界か

ら、国内有数の重イオン

ビームによる大気中照射

施設として認知され、利

用企業数も増加傾向にあ

ることを高く評価する。 
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の新規有償課題を採択した。 
●照射室(E5A)の利用環境を整

備し、数社が同時利用可能とし

た。大気中照射ビームに混入する

核反応不純物の量を測定し、半導

体業界の国際学会で報告した。 
●RI トレーサーによる摩耗イメ

ージング(GIRO 法)では、装置の

小型可搬化を進めている。 
 
④  RIBF の加速器施設の高度

化・共用の推進 
●リングサイクロトロン RRC に

おいて、従来の 1.5 倍の加速電圧

で安定にウランビームを加速す

ることに成功し、SRC 出口での

強度が 94 pnA に向上した。これ

は世界最高強度であり、RIBF 施

設の目標をほぼ達成した。 
●重イオンリニアックRILACに

超伝導 ECR イオン源および超伝

導加速空洞を導入し、大強度ビー

ムを加速して施設検査に合格し

た。リニアック施設において 119
番元素合成実験を長期間行う準

備が完了した。 
●年度計画どおり RIBF 新施設

を約 3 カ月運転した。国際公募に

よる利用課題選定委員会を 4 回

（原子核研究課題 1 回、物質・生

命科学研究課題 2 回、産業利用課

題 1 回）開催した。施設利用者数

は延べ 938 名、うち海外機関か

ら 192 名であった。 
●RIBF 新施設のユーザ利用時

間は 948 時間で、インパクトの

高い実験を多数実施することが

できた。GARIS-II を用いた新超

重元素探索実験を約 50 日実施し

た。 
 
また、人材育成・マネジメントに

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●基盤系部・室の連携に

基づいて加速器システム

の高度化を図り、RIBF
のウランビーム強度目標

をほぼ達成した。リニア

ックの超伝導を短期間で

達成し、119 番元素合成

の長期実験を行う体制が

整った。これらを高く評

価する。 
 
 
 
 
●RIBF の装置群の高い

需要、優秀な人材を反映

し、世界の原子核研究を

先導する数多くの研究が

RIBF で実施されてい

る。当該研究分野の国際

的リーダーシップを確立

しつつあることを非常に

高く評価する。 
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ついて、次世代の国際的研究者の

育成と確保をねらいとして、実習

と連続講義を行う「仁科スクー

ル」を北京大学、ソウル大学、香

港大学と合同開催し、学部生 15
名が参加した。今年度は国内の立

教大学、東北大学から 3 名の学部

生も参加した。また、外部資金に

よる日中韓フォーサイト事業で

は、日中韓３カ国の重イオン加速

器施設における実験研究とそれ

に関連する理論研究を有機的に

結びつけ、これを通じて、３カ国

を中心とした国際共同研究の強

化、実験―理論連携研究の更なる

推進、若手人材育成を行ってい

る。 
 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３ 世界最先端の研究基盤の構築・運営・高度化 

関連する政策・施策 政策目標８科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 
施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題 
への対応 
施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対 
応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

 － － － － － － － － 予算額（千円）   － － － － － 
 － － － － － － － － 決算額（千円）   － － － － － 
 － － － － － － － － 経常費用（千円）   － － － － － 
 － － － － － － － － 経常利益（千円）   － － － － － 
 － － － － － － － － 行政コスト（千円）   － － － － － 
 － － － － － － － － 行政サービス実施

コスト（千円） 
  － － － － － 

 － － － － － － － － 従事人員数   － － － － － 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 世界トップレベル

の研究機関として、

以下の通り、超高速

電子計算機、バイオ

リソース基盤、大型

放射光施設等の最

先端の研究基盤を

着実に整備し、共用

に供するとともに、

高度化・利活用研究

を進めることで、研

究所内外での優れ

た研究開発成果の

創出及びその最大

化を目指す。 
各研究基盤の領域

において定める目

標を達成するため

に、研究所は、研究

所内外における研

究開発成果の創出

を見据えつつ、研究

基盤の運用・高度

化・利活用研究に関

して取り組むべき

具体的に課題を領

域毎に設定し、その

進め方及び進捗に

応じて見込まれる

成果等について、中

長期計画及び年度

計画において定め

ることとする。ま

た、これらをもと

に、各研究開発基盤

の領域において、

３．１に示した研究

所全体の運営シス

特定先端大型研究

施設の共用の促進

に関する法律（平成 
6 年法律第 78 号）

第 5 条に規定する

業務（登録施設利用

促進機関が行う利

用 促 進 業 務 を 除

く。）の下、研究所全

体の運営システム

のなかで、世界最高

水準の大型研究施

設をはじめとする

研究基盤の整備並

びに研究基盤を支

える基盤技術の開

発を着実に進める

とともに、国内外の

研究者等に共用・提

供を行うことで、外

部機関等との相補

的な連携の促進を

図る。またライフサ

イエンス分野に共

通して必要となる

生物遺伝資源（バイ

オリソース）の収

集・保存・提供にか

かる基盤の整備を

行うととともに、バ

イオリソースの利

活用に資する研究

を行う。 

特定先端大型研究

施設の共用の促進

に関する法律（平成

6 年法律第 78 号）

第5条に規定する業

務（登録施設利用促

進機関が行う利用

促進業務を除く。）

の下、研究所全体の

運営システムのな

かで、世界最高水準

の大型研究施設を

はじめとする研究

基盤の整備並びに

研究基盤を支える

基盤技術の開発を

着実に進めるとと

もに、国内外の研究

者等に共用・提供を

行うことで、外部機

関等との相補的な

連携の促進を図る。

またライフサイエ

ンス分野に共通し

て必要となる生物

遺伝資源（バイオリ

ソース）の収集・保

存・提供に係る基盤

の整備を行うとと

ともに、バイオリソ

ースの利活用に資

する研究を行う。 

（評価軸） 
・中長期目標・中長

期計画等で設定し

た、主要課題を中

心とした、研究開

発基盤の運用・共

用・高度化・利活用

研究の取組の進捗

状況 
・高度化、利活用の

ための卓越した研

究開発成果の創

出、成果の社会還

元 
・外部への共用等

を通じた成果創出 
・研究開発基盤の

運用・共用・高度

化・利活用研究の

進捗に係るマネジ

メントの取組 等 

（業務実績総括） 
【共用・利活用の促進】 
●世界最先端の研究基盤群の共

用や利活用促進について、以下の

優れた実績を挙げ、内外の関連す

る研究等の推進に大きく貢献し

た。 
・計算科学研究：2019 年 8 月に

「京」が運用終了した。約７年に

わたる共用期間において、様々な

指標で世界トップクラスの水準

（ACM ゴードンベル賞 2 回、

TOP500 1 位２回、Graph500 1
位通算 10 回ほか）を維持した。

極めて安定的に運転・運用され、

利用者に提供した時間の割合は

93.6%を達成し、11,095 名の「京」

の利用、4,541 件の成果の創出に

貢献した。その後、新型コロナウ

イルス対策研究に対し、設置作業

中の「富岳」の計算資源を提供す

る等、コンソーシアムや技術研究

組合等により、研究分野コミュニ

ティの拡大を図るとともに、欧米

や ASEAN 諸国等をはじめ、国内

外の研究機関、企業等と戦略的に

関係を構築している。 
・放射光科学研究：SPring-8 に

ついては総運転時間 5,286 時間

のうち、ダウンタイムはわずかに

41 時間（稼働率 99.2％）という

世界でも類を見ない安定した運

転を実現した。SACLA について

は世界唯一の３本の FEL ビーム

ラインを同時に利用しての実験

が可能な施設として、総運転時間

6,135 時間のうち延べ 6,428 時間

の X 線レーザー利用時間を充当

 
 
●以下のような研究基盤

の共用・利活用促進や更

なる高度化の取組を通

じ、研究所内外の優れた

研究開発成果の創出等に

向けた特に顕著な貢献を

認め、S 評定とする。 
・世界最先端の研究基盤

群の共用や利活用促進に

関して、極めて安定的な

基盤を構築しつつ世界最

高水準での共用等を実現

し、内外の研究等の推進

に大きく貢献した。 
・高度化に関しては、「富

岳」の開発や国産クライ

オ電子顕微鏡の開発、国

際的に類のない極めて高

品質のバイオリソースの

提供等において、世界最

先端の研究基盤群の一層

の高度化に大きく貢献し

た。 
 
 

評定 Ｓ 
＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結

果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向け

て特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められるた

め。 

 

＜評価すべき実績＞ 

（共用・利活用の促進） 

・研究所が保有する世界最先端基盤施設である、スーパーコンピュータ（京、富

岳）、大型放射光（SPring-8、SACLA）及びバイオリソース研究センターは、い

ずれも世界最高水準の研究基盤であり、それにとどまらず、これらを極めて

高品質で安定的に運営し、我が国の科学技術・学術全般及び産業利用に大き

く貢献した。 

・特に、令和２年度に実現した富岳のベンチマーク四冠達成や前倒しで運転を

開始した新型コロナウイルス飛沫シミュレーション等の成果はいずれも国民

的評価をも勝ち取る著しく卓越した成果であり、このような成果につながる

準備及び「京」から「富岳」への移行を可能な限り短期間でスムーズに実施し

たことについて高く評価できる。また、多くの産学官のユーザに世界的な実

験環境を提供し続けている放射光設備や世界的な高品質を日々改良している

バイオリソースも世界的な性能と業績を挙げている。これらの設備はダウン

タイムを最小にしてユーザにできるだけ多くのマシンタイムを提供すること

が重要な視点であり、大規模なシステムの安定した運転を長時間継続してい

るのは地味ながら卓越した成果であり、非常に高く評価できる。 

 

（研究基盤の高度化） 

・計算科学研究については、「富岳」に関して世界最高水準の電力性能を示す汎

用 CPU の開発、放射光科学研究については、クライオ電子顕微鏡の性能向上

や国産機開発に資する連携、バイオリソース研究については，極めて高品質

のリソース提供や業務の質向上を図る取組の継続といったことは特に顕著な

成果であり、高く評価できる。 

・それぞれの領域で人材育成にもきめ細かく、分野に沿った育成がされている。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・高額の費用を要する世界最先端の大型研究設備は陳腐化を防ぐための更新タ

イミングが極めて重要である。今後は SPring-8の設備更新が必要になろうか

と思うがこれを長期的・計画的に検討していくことが望まれる。 
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テムのもとで、年度

毎にそれぞれの取

組の進捗管理・評価

とそれらを踏まえ

た改善・見直しの実

施、研究所内の組織

横断的な連携の活

用等の取組を行う

とともに、各領域に

応じた個別の研究

開発マネジメント

を実施し、研究開発

成果の最大化を目

指す。 

し、ダウンタイムは 312 時間と

いう利用運転時間の大幅な増加

を実現した。令和元年度は、

SPring-8 は延べ 15,970 人、

SACLA は延べ 1,214 人が利用

し、世界最高品質の放射光を国内

外の利用者に極めて安定的に提

供した。 
・バイオリソース研究：世界でも

類のない多種多様なバイオリソ

ース群を扱う機関として、リソー

スの高いニーズに対応し、技術向

上や徹底的な品質確保に取り組

んだ結果、提供数は目標を大きく

上回る実績を挙げた（中長期計画

における目標提供数 22,000 件に

対し 137％相当の 30,100 件。リ

ソースの提供先は 25％が海外、

12%は産業界。）。また、主要なバ

イオリソースで世界１、２位の保

存数を誇る世界的にも稀なバイ

オリソース総合研究機関として、

実験動物 9,028 系統、実験植物

841,798 クローン・株、微生物材

料 29,264 株、細胞材料 16,901株

（うち、iPS 細胞 4,999 株）、遺

伝子材料 3,812,723 クローンの

保存を行った。 
 
【研究基盤の高度化】 
●以下とおり、世界最先端の研究

基盤群の一層の高度化や優れた

成果等の創出を行った。 
・計算科学研究：国の開発目標達

成はもとより、開発過程において

目標を大幅に超える世界最高の

電力性能を誇る汎用 CPU の開発

に成功し、スパコンの消費電力性

能指標 Green500 で世界 1 位を

獲得したほか、米国 HPC に初め

て採用された。また、複数の演算

加速装置を用いた高速化を行う

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・基盤センターは、戦略センターに属する各研究センターとは異なり、安定性

や利用者を重視した長期的な経営戦略が必要である。現在、特に運営費交付

金による予算割合が大きなバイオリソース研究センターにおいても、研究所

全体の予算状況や経営戦略によって大きく影響を受けないような措置を考え

ておくことが必要。 

・基盤センターの人事計画のうち、特に基盤技術を長期的に支える技術系職員

については、思い切った人数の人員を無期任期職員として雇用するなど、技

術の継承やキャリアパスの構築、有能人材確保等を考慮した、各センターの

実情に応じたフレキシブルな人事計画が重要であると思慮する。 
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ことで、スーパーコンピュータの

ネットワークに応用できる高品

質なグラフを短時間で設計する

ことに成功し、国立情報学研究所

が主催する Graph Golf 2019 の

格 子 グ ラ フ 部 門 に お い て

「Widest Improvement Award」
と 「 Deepest Improvement 
Award」の２つを 2 年連続で受賞

した。 
 コンピュータシミュレーショ

ンの結果により、現在の地球及び

月を作った原因とされる巨大衝

突仮説の矛盾を指摘し、月が原始

地球のマグマオーシャンから作

られた可能性があることを解明

した。また、分子動力学（MD）

計算を用いて、酵素活性を低下さ

せる阻害剤分子が標的タンパク

質に結合する複数の経路と結合

構造を特定し、結合初期に形成さ

れる過渡的複合体が経路選択を

制御していることを解明した。 
・放射光科学研究：クライオ電子

顕微鏡開発において日本電子株

式会社と連携を進め、単粒子解析

（1.9Åの空間分解能を実現）と

電子線 3 次元結晶構造解析の両

方で世界最高品質のデータを取

得することに成功し、国産機普及

への巻き返しや、クライオ電子顕

微鏡の創薬研究への応用加速に

貢献した。また、深層学習を用い

た画像解析により、X 線結晶構造

解析用の結晶試料を自動検出・セ

ン タ リ ン グ す る プ ロ グ ラ

ム”Deep Centering”を開発した。 
・バイオリソース研究： 10%程

度存在する寄託リソースの情報

不備の誤りの是正と排除による

品質管理を行い、国際的に類のな

い、極めて高品質のリソースを提
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供した。なお、品質確保に向けた

不断の取組として、令和元年度に

は１件の実験動物の誤提供を内

部での確認の過程で自ら発見し、

即時に利用者等へ周知するとと

もに、徹底的な原因究明・改善策

の検討を経て、作業手順書の大幅

な見直し・改定につなげるなど更

なる業務の質向上に確実につな

げる取組を実施した。 
 
●また、以下をはじめとする人材

育成、外部連携等の優れた取組を

行った。 
・計算科学研究：欧州・米・日本・

カナダの 4 機関共催にて毎夏開

講（通算 10 回目）する 
 International HPC Summer 
School を初めて日本国内 R-CCS
にて開催し、約 110 名の受講生及

び講師等をホストする等、国際的

な「計算科学」と「計算機科学」

分野の中核拠点として、国内外の

研究機関と交流・連携によるプレ

ゼンスを確立した。 
・放射光科学研究：多種多様な分

野の研究者が集う放射光施設を

通じたダイナミックな連携を進

めるための「リサーチリンケー

ジ」の形成を推進した。令和元年

度は３大学との研究協力協定を

締結したほか、科学技術的交流の

場としてシンポジウムを開催し、

359 名が参加した。また、QST の

次世代放射光施設の開発に際し

て必要な技術的協力を行うなど、

引き続きに我が国の放射光施設

整備への貢献を行った。 
・バイオリソース研究：iPS 細胞

やES細胞の培養技術やマウス胚

等の凍結保存技術など各種技術

研修を実施した。アジアの学生・
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大学院生を対象としてワークシ

ョップを開催するなど、国際的に

も当該分野の人材育成拠点とし

て重要な役割を担った。さらに、

COVID-19 流行によってリソー

スが消失した研究者への無償再

提供などの支援策を検討してい

る。 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３－(１) 計算科学研究 

関連する政策・施策 政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 
施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177，213，217 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 
・欧文 
・和文 

 

 

 

 

22 

89 

 

13 

127 

― ― ― ― ― 予算額（千円） 106,734 

 

 

73,000 

 

 

― ― ― ― ― 

連携数 
・共同研究等 
・協定等 

 

 

 

 

42 

15 

 

44 

12 

― ― ― ― ― 特定先端大型研究

施設運営費等補助

金（千円） 

33,018,044 

 

 

27,438,744 ― ― ― ― ― 

特許件数 
・出願件数 
・登録件数 

 

 

 

 

7 

0 

 

4 

1 

― ― ― ― ― 経常費用（千円）   ― ― ― ― ― 

外部資金（件/ 
千円） 

 76/ 

707,670 

88/ 

764,927 

― ― ― ― ― 経常利益（千円）   ― ― ― ― ― 

         行政コスト（千円）        

    ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 
  ― ― ― ― ― 

    ― ― ― ― ― 従事人員数 122 119 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 スーパーコンピュ

ータ「京」について、

特定先端大型研究

施設の共用の促進

に関する法律（平成

６年法律第 78 号）

（以下「共用法」と

いう。）に基づき、こ

れまでの極めて安

定した運用実績等

を踏まえ、研究者等

への共用を着実に

推進する。また、そ

の後継となるポス

ト「京」について、

早期に運用開始す

ることを目指し、そ

の開発を実施する

とともに、「京」から

ポスト「京」への移

行を円滑に実施し、

必要な計算資源を

研究者等への共用

に供する。さらに、

「京」及びポスト

「京」で得られた計

算科学及び計算機

科学の知見を発展

させ、社会的・科学

的課題の解決に資

するよう、成果創出

や普及を促進する。 

我が国の計算科学

及び計算機科学の

先導的研究開発機

関として、スーパー

コンピュータ「京」

を効果的に運用す

るとともに、ポスト

「京」の開発を実施

する。「京」からポス

ト「京」への移行を

円滑に実施し、研究

者等への共用に供

する 
（①「京」・ポスト

「京」の共用と利用

者拡大）。 
また、国際的な計算

科学分野の中核拠

点として、これまで

に培ってきたテク

ノロジー及びソフ

トウェアを「サイエ

ンスを駆動する計

算科学コア・コンピ

タンス」と位置付

け、それらの発展、

国内外での普及、成

果の創出を推進す

る 
（②計算科学コア・

コンピタンスによ

る計算科学分野の

中核拠点としての

活動）。 
さらに、研究所内の

計算科学研究を推

進する体制を構築

するとともに、研究

①  「京」・ポスト

「京」の共用と利用

者拡大 
革新的ハイパフォ

ーマンス・コンピュ

ーティング・インフ

ラ（HPCI）の中核で

ある超高速電子計

算機（スーパーコン

ピュータ「京」）を含

む特定高速電子計

算機施設を適切に

運転・維持管理し、

特に、スーパーコン

ピュータ「京」につ

いては、平成 31 年

度は、3,000 時間以

上 運 転 し 、

248,832,000 ノード

時間（82,944 ノード

×3,000 時間）以上の

計算資源を研究者

等への共用に供す

ることとし、8 月に

計算資源の共用を

終了する。スーパー

コンピュータ「京」

の計算資源の共用

終了後、速やかに撤

去を実施する。 
さらに、我が国をと

りまく様々な社会

的・科学的課題の解

決を見据え、スーパ

ー コ ン ピ ュ ー タ

「京」の後継機であ

るポスト「京」につ

いては、2021 年頃

（評価軸） 
〇中長期目標・中

長期計画等に基づ

き、研究開発基盤

の運用・共用・高度

化・利活用研究の

取組を推進できて

いるか。 
 
○研究所として、

高度化、利活用の

ための卓越した研

究成果が創出され

ているか。また、そ

れらの成果の社会

還元を実施できて

いるか。 
 
○研究開発基盤の

外部への共用等を

通じ、科学技術や

経済社会の発展等

に貢献する成果を

創出できたか。 
 
〇研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 
 
 
（評価指標） 
・中長期目標・中長

期計画等で設定し

た、主要課題を中

心とした、研究開

発基盤の運用・共

①「京」・「富岳」の共用と利用

者拡大 
【「京」の運転・共用】 
●特定高速電子計算機施設を

適切に運転・維持管理し、特に

｢京｣については、年間 3,000 時

間以上の運転を目標としてい

たところ、3,253.6 時間と非常

に高い割合で安定的に運転し、

269,866,598 ノ ー ド 時 間

（82,944 ノード×3,253.6 時間）

の計算資源を研究者等への共

用に供した。また、「京」の運用

終了後には、「富岳」への移行を

円滑に実施するため、速やかに

撤去作業を完了した。 
 
【「富岳」の開発】 
●システム開発目標の達成を

可能とするシステム設計を実

現し、総合科学技術・イノベー

ション会議による中間評価結

果に基づき、システムの製造及

びシステムソフトウェアの開

発等を進めた。その開発過程に

おいて、目標を大幅に超える世

界最高の電力性能を誇る汎用

CPU の開発に成功し、スーパー

コンピュータの消費電力性能

指標 Green500 において、世界

1 位を獲得したほか、米国 HPC
に初めて採用された。複数の演

算加速装置を用いた高速化を

行うことで、スーパーコンピュ

ータのネットワークに応用で

きる高品質なグラフを短時間

で設計することに成功し、国立

情 報 学 研 究 所 が 主 催 す る

 
 
 
●｢京｣は令和元年度の運

用可能時間あたりの稼働

率 99.8%、運用期間に対

する稼働率も 98.2%と、

どちらも共用開始後の最

高値を更新しており、極

めて高い割合で安定的な

運転を実現し、非常に高

く評価する。さらに、7 年

間の「京」の運用により

蓄積されたノウハウは、

「富岳」の運用への活用

が大いに期待される。 
 
 
●システムの製造、シス

テムソフトウェアの開

発、及び施設整備工事に

ついて順調に計画を遂行

していることは高く評価

する。 
特に、Green500世界 1位

の獲得については、並列

計算を得意とする GPU
マシンがランキングの上

位を占める中で、汎用

CPU マシンがこれらを

上回るのは世界で初めて

のことである。また、今

回開発した汎用CPU は、

AI やビッグデータ処理

能力が非常に高く、革命

的な HPC による成果創

出が期待される。この点

を評価され、米国HPC に

＜評価すべき実績＞ 

・「京」について、運転時間が目標である 3,000 時間を超え、3,253.6時間運転を

行い、運用可能時間当たりの稼働率が 93.6％と安定的に運用する等、特定高速

電子計算機施設を適切に運転・維持管理し必要十分な計算資源を研究者等への

共用に供していると認められ、我が国の科学技術の基盤として、最先端の研究

開発に貢献している。 

・11,095名が利用し、4,541件の研究成果（うち、査読付き論文数 1,162件、産

業利用による成果 321件）を発表、ACMゴードンベル賞の受賞（２回）、TOP500 

の１位獲得（２回）、利用研究において優れた成果の創出等、計算科学技術の発

展に対し継続的に貢献している。 

・国内外の研究機関との協力関係の構築拡大、利用者層の拡大等の取組や、成果

等を実感できる形で分かりやすく広報し、認知を高めるとともに社会的理解を

得る努力を積極的に行っている。 

・研究成果の迅速な産業界での実用化、研究情報等の交換、産業界の課題の共有

及び解決に向けた取組を進めるとともに、企業やコンソーシアムでの利用を推

進するなど、産業界との連携を積極的に行っている。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・社会的・科学的課題の解決に資する世界最高水準の汎用性のあるスーパーコン

ピュータである「富岳」を用いた早期の成果創出に向けて、引き続き製造・設

置を着実に進めるとともに、「富岳」の運用主体として、利用者ニーズに応じた

高度化研究・利用支援等について推進していくことが望まれる。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・「富岳」の開発において、システム開発目標の達成を可能とするシステム設計を

実現し、また、開発過程において世界最高の消費電力性能を誇る汎用 CPU の開

発に成功したことは評価できる。今後、「富岳」を中心とした HPCI（革新的ハイ

パフォーマンス・コンピューティング・インフラ）において、「富岳」運用主体

の研究所にはコア機関としてのマネジメントを実施していくことが望まれる。 
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所内の計算資源を

効果的に活用する

方策について検討

を進める。 

の共用開始を目指

し、その開発を実施

する。平成 31 年度

は、前年度に実施さ

れた総合科学技術・

イノベーション会

議による中間評価

結果（平成 30 年 11
月 22 日決定）等に

基づき、システムの

製造・設置及びシス

テムソフトウェア

の開発等を進める。

また、前年度より着

手した施設設備工

事について継続し

て実施する。 
加えて、スーパーコ

ンピュータ「京」及

び将来的なポスト

「京」の利用者の拡

大、利便性の向上及

び人材育成の推進

のため、共通基盤技

術の整備、利用の高

度化研究、運用技術

の開発を実施する。 
平成 31 年度は、利

用の高度化研究と

し て 特 に 、

Society5.0 に向け

て 高 性 能 計 算

（HPC）と人工知能

（AI）の融合を目指

し、「京」やポスト

「京」における機械

学習の研究開発を

国内外の機関と共

同で実施し、高性能

システム・ソフトウ

ェア・アルゴリズム

を開発する。加え

用・高度化・利活用

研究の取組の進捗

状況 
・高度化、利活用の

ための卓越した研

究開発成果の創

出、成果の社会還

元 
・外部への共用等

を通じた成果創出 
・研究開発基盤の

運用・共用・高度

化・利活用研究の

進捗に係るマネジ

メントの取組 等 

Graph Golf 2019 の格子グラフ

部 門 に お い て 「 Widest 
Improvement Award 」 と

「 Deepest Improvement 
Award」の２つを 2 年連続で受

賞した。また、平成 30 年度より

継続して実施していた施設設

備工事については滞りなく完

了した。12 月からは富岳の設

置・調整を開始した。 
●広く社会に還元される成果

を生むことが重要であること

から、Society5.0 の中核拠点と

してアカデミアや産業界など

での幅広い利用を実現すべく、

「富岳」の計算資源を活用した

クラウド的な利用サービスを

試行するための共同研究を 7団

体と開始した。 
 
【共通基盤技術の整備、利用の

高度化研究、運用技術の開発】 
●スーパーコンピュータ「京」

は、約 7 年にわたる共用期間に

おいて、極めて安定的に運転・

運用され、利用者に提供した時

間の割合は 93.6％であり、予期

せぬシステムダウンは年平均

9.5 日に留まった。11,095 名が

「京」を利用し、4,541 件の研

究成果（うち、査読付き論文数

1,162 件、産業利用による成果

321 件）を発表した。ACM ゴー

ドンベル賞（2 回）、TOP500 1
位（2 回）といった名だたる賞

を多く受賞した。このような実

績が評価され、情報処理学会

「情報処理技術遺産」にスパコ

ンのシステムとして初めて認

定された。 
●ビッグデータ処理（大規模グ

ラフ解析）に関するスーパーコ

採用されたことは特筆す

べきことであり、非常に

高く評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
●クラウド的な利用サー

ビスは、「京」の運用時に

は想定されていたかった

ものであり、「富岳」の利

用拡大において、本サー

ビスの実施は非常に有用

なものとなる点におい

て、高く評価する。 
 
 
 
 
●プロセッサのスピー

ド、メモリ、通信のバラ

ンスがとれたスパコンと

して、安定的な運転・運

用により、その性能を約

7 年にわたり最大限に発

揮し続けた。また、アカ

デミア界のみならず、産

業界においても多くの成

果をあげ、世界の計算科

学分野における中核拠点

としてリーダーシップを

発揮してきたことは、特

筆すべきことである。 
 
 
 
 
●大規模グラフ解析の性

能は、大規模かつ複雑な
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て、これまで研究所

で開発したソフト

ウェアの利用者拡

大を目指し、開発し

たソフトウェアの

向上及び普及活動

等を実施するとと

もに、ポスト「京」

に向けた対応に着

手する。また、運用

技術の開発として

は、外部評価を取り

入れ、施設運用の効

率化、資源利用の効

率改善、利便性向上

のための研究開発

を実施する。 
また、登録施設利用

促進機関その他の

関係機関との適切

な役割分担と連携

により、計算科学に

関する研究者等の

育成に努める。 
 
② 計算科学コア・

コンピタンスによ

る計算科学分野の

中核拠点としての

活動 
国際的な計算科学

分野の中核拠点と

して、研究所が強み

を有するテクノロ

ジー（R-CCSテクノ

ロジー）と、研究所

で開発した科学技

術・産業・社会に貢

献するソフトウェ

ア（R-CCSソフトウ

ェア）とを「サイエ

ンスを駆動する計

ンピュータの国際的な性能ラ

ンキングであるGraph500にお

いて、スーパーコンピュータ

「京」による解析結果で、9 期

連続（通算 10 期）で第 1 位を

獲得した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●複雑なコード変更を行うこ

となく、階層型ストレージシス

テムを有効に活用した高性能

計算を可能にするスケーラブ

ル チェックポイント/リスタ

ート フレームワーク（SCR）

に関する研究が、米国 R＆D 
Magazine 社が主催する R&D 
Awards を受賞した。 
●個人の合理的な選択が社会

としての最適な選択と一致し

ない「社会的ジレンマ」につい

て、「京」を用いて 3 人の公共財

ゲームにおける 1兆通り以上の

戦略を探索することにより、理

想的な条件を同時に満たす戦

略が少なくとも256個存在する

ことを発見した。また、一般の

n 人のゲームの場合に、戦略が

満たすべき記憶期間の条件に

ついても明らかにし、ドコモ・

モバイル・サイエンス賞を受賞

した。 
 
 
●データ同化技術を用いて、フ

データ処理が求められる

ビッグデータの解析にお

いて重要となるもので、

「京」は運用開始から 7
年以上が経過している

が、今回のランキング結

果によって、現在でもビ

ッグデータ解析に関して

世界トップクラスの極め

て高い能力を有すること

が実証された。「京」の設

計思想の高さ、アプリケ

ーションの高度化及び最

高レベルの運用により得

られた成果であり、高く

評価する。 
●本研究により、科学技

術シミュレーションの入

出力性能を従来手法に比

べ桁違いに向上させるこ

とが可能となる。また、

本賞は過去 1 年間の最も

優秀な技術革新 100 件に

授与されるものであり、

高く評価する。 
●本成果により得られた

戦略は非常に精巧にデザ

インされており、HPC の

利用無くしては導出が不

可能で、ゲーム理論にお

ける HPC の有用性を示

し、新たな領域を開拓し

た点で非常に意義深いも

のである。また、生物種

間の協調関係を研究する

進化生物学（進化ゲーム

理論）や、自律分散する

コンピュータの協調を分

析する情報科学への波及

も期待され、非常に高く

評価する。 
●フェーズドアレイ気象
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算科学コア・コンピ

タンス」と位置付

け、それらの発展、

国内外での普及、成

果の創出を推進す

る。さらに、研究所

内の計算科学研究

を推進する体制を

構築するとともに、

重要性を増しつつ

あるデータサイエ

ンスや将来の高性

能計算技術に関す

る研究開発を実施

する。 
平成 31 年度は、特

に Society5.0 の実

現に向けた HPC と

AI の融合に注目し

た高性能計算研究

開発を実施する。具

体的には、「京」やポ

スト「京」などの大

規模並列環境にお

けるビッグデータ

や AI に関する研究

開発を行うととも

に、実測データとシ

ミュレーションを

融合するデータ同

化、計算結果データ

ベースの共有化に

関する研究、シミュ

レーション計算の

機械学習による代

替等の研究開発を

行う。さらに、将来

の高性能計算科学

を見据えた研究を

国内外の研究機関

と共同で行うとと

もに、シンポジウム

ェーズドアレイ気象レーダに

よる 30 秒毎に更新する三次元

降水分布の 10 分先までの予測

という、世界に例のない新たな

「3D 降水ナウキャスト手法」

を開発し、基礎研究からリアル

タイムの実応用まで発展させ

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
●複雑な構造物の計算メッシ

ュを超高速に生成でき、かつス

ーパーコンピュータの性能を

引き出しやすい直交メッシュ

に基づくオイラー型解法を用

いて、流体と構造を統一的にシ

ミュレートする方法を提案し、

応用力学論文奨励賞を受賞し

た。 
 
 
 
 
●分子動力学（MD）計算を用い

て、酵素活性を低下させる阻害

剤分子が標的タンパク質に結

合する複数の経路と結合構造

を特定し、結合初期に形成され

る過渡的複合体が経路選択を

制御していることを明らかに

した。 
 
 
 
 
 

レーダによるリアルタイ

ム予測は世界に例がな

く、雨雲の立体的な動き

を直接考慮する 3D 降水

ナウキャスト手法は全く

新しいものである。本研

究の成果に基づき、東京

五輪での降水予測の実証

実験を行う予定であり、

ピンポイントで高精度な

降水予測は Society5.0 に

おいて実現が期待されて

いるスマートシティへの

応用等、社会的インパク

トが大きく期待され、高

く評価する。 
●高層建築物や自動車等

の実運転状態での性能評

価においては、本研究成

果のような複雑流体構造

連成解析が不可欠であ

り、バーチャル空間でシ

ミュレーションを構築

し、フィジカル空間での

実運転条件を随時取り入

れたデジタルツインの実

現に向けて、Society 5.0
に大いに貢献できる成果

と言える。 
●通常のMDだけでは探

索できない過渡的複合体

を gREST 法の開発によ

り予測可能とし、様々な

標的タンパク質の阻害剤

などの設計に貢献すると

期待できる。本成果は、8
月 26 日付で非常の影響

力の高い雑誌である米国

科 学 ア カデ ミ ー紀 要

（PNAS）に掲載されて

おり、非常に高く評価す

る。 
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等を開催すること

により、研究所内外

でのコミュニティ

拡大に取り組む。 
これらの取組によ

り、国際的な計算科

学分野の中核拠点

として優れた研究

開発の成果を世界

に向けて発信して

いくと同時に、国内

外の研究機関と交

流し、新たな研究開

発につなげること

で、さらなる成果の

創出に結びつける。 
また、施設公開、講

演会等を通じて、広

く国民に対して情

報提供を行い、国民

の理解が得られる

ように努める。 

●コンピュータシミュレーシ

ョンの結果により、現在の地球

及び月を作った原因とされる

巨大衝突仮説の矛盾を指摘し、

月が原始地球のマグマオーシ

ャンから作られた可能性があ

ることを突き止めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●2 件の理研コンソーシアム、

1 件の技術研究組合において、

中核機関として活動した。「富

岳」での活用が期待されるソフ

トウェアの研究開発も着実に

推進した。このようなコミュニ

ティの形成やソフトウェアの

開発により、成果創出加速プロ

グラムや新型コロナウイルス

対策への早期利用が可能とな

った。 
●理研産学連携コンソーシア

ム「HPC を活用した自動車用次

世代 CAE コンソーシアム（22
の産業・アカデミア機関より構

成）」及び「燃焼システム用次世

代 CAE コンソーシアム（22 の

産業・アカデミア機関より構

成）」の中核機関として活動し

た。産業界での実用化に向けた

整備を行った熱流体解析ソフ

ト ウ ェ ア ソ フ ト ウ ェ ア

FrontFlow/red-HPC 及 び

CUBE に関し、「富岳」での利

用者拡大の一環として、コンソ

●従来の仮説を覆しうる

画期的なものである。ま

た、本研究に用いられた

シミュレーションプログ

ラム（FDPS)は、他に類

を見ないフレームワーク

であり、月の形成のみな

らず、津波や土石流とい

った防災利用及び工学分

野への応用も可能であ

り、様々な知見が得られ

ることが期待される。4
月 19 日付で非常の影響

力 の 高 い雑 誌 であ る

『Nature Geoscience』に
掲載されており、非常に

高く評価する。 
●成果創出加速プログラ

ムや新型コロナウイルス

関連研究への機動的な計

算 資 源 の 提 供 は 、

Society5.0 の実現に貢献

するという「富岳」の設

計思想を具現化するもの

であり、特筆すべきこと

である。これらは、「富岳」

のハード面の開発と並行

してコミュニティ形成や

ソフトウェアの開発の着

実な実施によるものであ

り、高く評価する。 
●HPC 計算科学技術の

産業界への普及・展開を

実現するためには、産学

が連携した体制で取り組

む必要がある。しかしな

がらこのような目的の産

学連携コンソーシアムは

世界的にみても稀であ

り、この分野で主導的な

役割を担う中核拠点とし

て高く評価する。 
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ーシアム内でソフトウェアの

機能紹介、利用方法に関する教

育と実用評価、産業界でのニー

ズ発掘を行った。 
また本活動を通じて大規模シ

ミュレーション技術の産業界

への普及・展開、さらには「富

岳」へ向けた新たな課題につい

て検討を行った。この一環とし

てSociety5.0の実現に向けたサ

イバー空間でのデジタルツイ

ンの実現について議論し、この

結果、2 件の研究課題が、富岳

成果創出加速プログラムのサ

ブ課題として採択されている。 
● Society5.0 の実現に資する

ための国土交通省データプラ

ットフォームを構築するため

の「都市丸ごとのシミュレーシ

ョン技術研究組合」（スーパー

ゼネコン等を含む 19社が参加）

にオブザーバーとして参画し

ている。データプラットフォー

ム構築するために必須である、

都市を構成するインフラスト

ラクチャの外観と構造を自動

で DX 化するためのスクリプト

言語を開発し、コンサルティン

グと講習会開催、教材の提供を

行った。また、同組合との共同

研究を通じてスクリプト言語

の開発速度増強と利用促進を

図り、データプラットフォーム

の構築及び HPC の防災・減災

分野への普及を拡大させつつ

ある。 
●GENESIS の産業界ユーザー

コミニュティ形成に向け、分子

動力学（MD）計算を用いて、イ

ンシリコ創薬を効率化するた

め に 、 FEP 、 gREST 、

gREST/REUS などの新機能の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●「都市丸ごとのシミュ

レーション技術研究組

合」はゼネコン、シンク

タンク、コンサルタント

が参画し、国土技術政策

総合研究所の委託研究受

託先となっている。理研

はデジタル都市構築のた

めのコア技術提供元とし

て重要な役割を果たして

いることは高く評価す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●世界最大級の分子動力

学計算ができるソフトウ

ェアとして大きな存在感

を発揮しており、創薬業

界からの期待も高い。富

岳でさらに利用拡大進む
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開発を行った。KBDD（バイオ

グリッドセンター関西）の活動

の中で、GENESIS を紹介し産

業界での利用について議論し

た。また、理研 BDR の泰地チ

ームが主催している「理研-製薬

協連携フォーラム」においても

GENESIS で利用できる計算を

紹介し、今後の連携について議

論した。 
 
② 計算科学コア・コンピタン

スによる計算科学分野の中核

拠点としての活動 
【中核拠点としての役割】 
●センター長等の強力なリー

ダーシップの下、「富岳」の着

実・確実な開発及び設置調整、

「京」の運用の延長ではない

「富岳」の運用方法の検討や運

用体制の改善、国際的な複合拠

点として国内外の研究機関と

の交流・連携によるプレゼンス

の確立、推進する研究の見直し

を含めた研究力の強化等、今後

のセンターの発展に向けて有

用な礎を築いた。 
 
 
 
 
 
 
 
●中核拠点として国内外の研

究機関と積極的に研究協力協

定及び覚書を結び、19 件（海外

8 件、国内 11 件）の新たな協定

等締結し、合計 31 件（海外 17
件、国内 14 件）となった。共同

研究については、令和 2 年 3 月

31 に現在で有効な共同研究の

ことが期待できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●Society5.0 への貢献

や、「計算科学」と「計算

機科学」分野の国際的な

複合中核拠点としての礎

を、センター長のイニシ

アティブの下、推進し、

これらの改革の方向性

が、国内外の有識者を集

めた国際評価委員会でも

高く評価されていること

は、特筆すべきで点であ

る。また、「京」の運用の

延長ではなく、まったく

新しい設計思想で作られ

た「富岳」の運用方法を

見直し、国（文部科学省）

に対して建設的な提案を

積極的に行っている点

は、非常に高く評価する。 
●研究協力協定等に基づ

く国内外の研究機関等と

の連携は、その研究を促

進するだけでなく、セン

ターの国内外におけるプ

レゼンスをさらに向上さ

せるものである。 
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数は 60 件 である。 
 
【研究推進体制の構築】 
●「富岳」及びその先のコンピ

ュ ー テ ィ ン グ を 見 据 え 、

Society5.0 の実現、革新的大規

模計算科学シミュレーション

の技術基盤構築、次世代スーパ

ーコンピュータに向けた対応

を軸に各チームの研究計画の

見直しを図り、着実な研究実施

に向けた道筋をつけるととも

に、新たに、ビッグデータや AI
等の先端技術に対応するため、

「高性能人工知能システム研

究チーム」を立ち上げた。また、

「富岳」の運用を見据えた体制

強化においては、「富岳」に関す

るまったく新しい運用方法を

取り入れるため、新たに「先端

運用技術ユニット」を立ち上げ

た。 
●データ同化分野において、国

立中央大学（台湾）やペンシル

バニア州立大学（米国）と MOU
を締結したほか、気象庁とAI技
術の導入による気象観測・予測

技術の高度化に向けた共同研

究契約を締結し、研究を推進し

た。海外連携先との合同ワーク

ショップを 5 件開催したほか、

国内外から研究者を講師に招

いてのセミナーを開催し合計

238 名が参加し、データ同化を

ハブとしたイノベーションを

生み出す広範な研究コミュニ

ティ及び研究分野の拡大を推

進した。 
●「富岳」を中心とした世界ト

ップクラスの AI 学習・推論・

利活用の計算機環境基盤を構

築し、様々な AI アプリケーシ

 
 
 
●センターの各研究チー

ムによる研究成果や国際

的な活動により、計算科

学分野においてリーダー

シップを発揮しているこ

とは高く評価する。特に

Society5.0 において必要

不可欠となる大規模な深

層学習システムや、ソフ

トウェア、アルゴリズム

研究を推進したことは、

特筆すべきことである。

また、新たな技術による

運用体制の構築に取り組

むための組織改革は、先

を見据えた取り組みとし

て非常に高く評価する。 
 
 
●データ同化技術をハブ

とする各分野の融合研究

を目指した取組を発展さ

せるとともに、それらの

取組と連携した研究を推

進した。また、国内外研

究機関や企業との連携や

若手研究者の育成は所外

からの期待も大きく、研

究所内外でのコミュニテ

ィ拡大に資するものであ

り、非常に高く評価する。 
 
 
 
 
●「富岳」に搭載される

プロセッサ A64FX の能

力を最大限発揮し、一般

的な AI アプリにおいて
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ョンを加速すべく、Arm エコシ

ステムをベースとした共同研

究に関する MOU を富士通との

間に締結し、研究開発を開始し

た。また、さらなる研究開発加

速のために、Arm 社、Linaro 社

を加えた 4 者 MOU が締結手続

き中である。 
 
【R-CCS ソフトウェア】 
●分子動力学ソフトウェア

GENESIS を海外でも普及させ

る一貫として、ポーランド・ワ

ルシャワ大学においてワーク

ショップと講習会を行った。ま

た、重点課題１において、複数

のチームが「京」やその他の

HPCI を 用 い た 研 究 で

GENESIS を用いている。「富岳

成果創出加速プログラム」で採

択 さ れ た 課 題 に お い て も

GENESIS が利用される。

GENESIS はコデザインにより

富岳における性能を約100倍に

高めており、「富岳」の試行的利

用の枠組みの中で実施する新

型コロナウイルス対策を目的

とした研究開発の課題提案に

結び付いた。 
 
 
 
●気象シミュレーションのた

めの基盤ライブラリ SCALE に

おいて、シミュレーションの再

現性向上のための性能改善を

行った。SCALE の利用者拡大

が進み、本年度中の SCALE を

利用した論文が 7 編出版され

た。また、SCALE を利用した

火星の乱流に関する研究が、日

本航空宇宙学会論文賞を受賞

も活用可能となり、「富

岳」が Society5.0 の中心

的なインフラとなること

が大いに期待できる。ま

た、R-CCS が中心となり

国内外において産学連携

による研究を遂行してい

ることは、非常に高く評

価する。 
 
●通常の MD だけでな

く、String 法や gREST
法 、 cryo-EM flexible 
fitting などはユニークな

機能であり、最先端の計

算を実現できる。このよ

うなエフォートは R-
CCS ソフトウェアの普

及に大きく貢献したもの

であり、かつ、今後数年

での利用者の拡大も見込

まれているため、非常に

高く評価する。 
さらに、社会的な課題の

解決が急務となっている

新型コロナウイルス対策

に即応できるプロジェク

トを直ちに立ち上げたこ

とは高く評価するととも

に、「富岳」の真価を発揮

する好例として今後の成

果に大いに期待する。 
●最先端の気象・気候シ

ミュレーションモデルの

一つとして世界的な認知

度の上昇が進んでいる。

さらに、高解像度シミュ

レーション・データ同化

システムの基幹技術とし

て普及が期待される。将

来の気象・気候シミュレ

ーション基盤への貢献が
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した。 
●産業界向け熱流体解析ソフ

ト ウ ェ ア ソ フ ト ウ ェ ア

FrontFlow/red-HPC 及 び

CUBE の開発を進め、産業界で

の実用化に向けた整備を行っ

た。「富岳」での利用者拡大の一

環として、理研産学連携コンソ

ーシアム内でソフトウェアの

機能紹介、利用方法に関する教

育と実用評価、産業界でのニー

ズ発掘とその実現に向けた機

能強化を行った。ポスト「京」

重点課題 8 での活用を通して、

CUBE の利点を活用した多目

的形状最適化計算や機械学習

によるサロゲートモデルの構

築に成功し、データ科学融合に

よる新たなものづくりシミュ

レーションの創出に寄与した。

「富岳成果創出加速プログラ

ム」で採択された課題において

も CUBE が利用される。 
●大規模シミュレーションの

ためのジョブ管理ソフトウェ

ア OACIS のユーザーインター

フェースの使い勝手や安定性

の向上のための改良を実施し

た。また、講習会や国際会議

NetworkX でのハンズオンチュ

ートリアルを開催し利用者の

拡大を進め、MaaS をはじめと

した種々のエージェントシミ

ュレーションやグラフ解析な

ど様々な実アプリケーション

に利用された。 
 
【人材育成】 
●ソフトウェアや計算手法等

のワークショップ、スクールを

開催するとともに、国内外の学

生を各研究チーム等へ受け入

期待でき、高く評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●複雑なエージェントシ

ミュレーションを行う上

での基盤技術として着々

と認知度が高まってお

り、大学や産総研に加え

て民間での利用も始まっ

ている。社会シミュレー

ションにおいて汎用的に

利用されるツールとな

り、本分野への貢献が認

められ高く評価する。 
 
 
 
 
●スクール、ワークショ

ップ等の参加および、イ

ンターンシップ等での

R-CCS での受入れは前
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れ、計算科学に関する研究者等

の人材育成に努めた。 
また、6 月に、仏・原子力・代

替エネルギー庁（CEA）との共

催で、Maison de la Simulation
において日仏の学生を対象と

した CEA-RIKEN HPC School
を開催した。 
さらに、7 月に、欧州・米・日

本・カナダの 4 機関共催にて毎

夏開講（通算 10 回目）する

International HPC Summer 
School を今年度初めて R-CCS
にて開催し、約 110 名の受講生

及び講師等をホストした。ま

た、連携講座の設置（神戸大学、

東北大学）や研究員による講義

や学生指導（兵庫県立大学）等、

大学との連携により若手人材

の育成に尽力した。 
講義においてはスーパーコン

ピュータを用いた演習の実施

の他、ライブや e ラーニングア

ーカイブによる配信講義を取

り入れ、ワークショップでは計

算科学技術に係る多分野間の

交流を図るグループワークを

取り入れる等の工夫をした。 
● Society5.0 の実現に向け、高

性能計算科学に係る研究およ

び研究者育成のための寄附金

を募集し、予想以上の反響があ

り、305 件の申込があった。 
 
【国際連携】 
●日米科学技術協定に基づき、

米国エネルギー省傘下の研究

機関と連携し、HPC の高度化に

資する研究および開発を実施

した。米国シカゴにおいて開催

されたワークショップでは 23
課題の進捗報告があった。

年度比約 20 名増の 143
名にのぼった。 
研究成果の普及や、将来

の HPC 及び計算科学を

担う国内外の若手研究者

の育成に大いに貢献する

取り組みとして、高く評

価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●寄附金の募集は及びそ

の実績は Society5.0実現

に向けた研究者育成に対

する取り組みを広く認知

してもらう機会となり、

高く評価する。 
 
●23 課題のうち 19 課題

が R-CCS と米国研究機

関との共同研究課題であ

り、システムソフトウェ

ア、プログラミング環境、

ビッグデータ、AI、将来

のアーキテクチャ等多岐
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Society5.0 実現や Arm エコシ

ステム構築に向けた取り組み

として新規課題 8件の報告を行

った。 
 
 
 
 
 
●米国イリノイ大学 National 
Center for Supercomputing 
Applications（NCSA）およびフ

ラ ン ス Maison de la 
Simulation(MDLS)との MOU
を更新、ドイツ Zuse Institute 
Berlin (ZIB)とは新たに MOU
を締結するなど、海外の計算科

学・計算機科学分野における卓

越した研究拠点とのネットワ

ーク形成により、研究者間の有

機的連携が増進した。またアク

セラレータを備える計算機を

ターゲットとしたプログラミ

ング環境 OpenACC の普及・仕

様策定を目指す国際団体であ

る OpenACC.org、HPC 環境の

ためのオープンソースフレー

ムワークを開発する The Linux 
Foundation プロジェクトであ

る OpenHPC、アクセラレータ

スパコン技術に関する国際拠

点間の協調を目的に発足した

国 際 連 盟 組 織 で あ る

Accelerated Data Analytics 
and Computing Institute 
（ADAC）にそれぞれ参画。各

国の連携機関と「富岳」を含む

将来の HPC 技術研鑽につなが

る相互連携・協力を図った。 
●ASEAN 諸国と日本における

シームレスなデータ共有を行

い、「富岳」をはじめとする日本

にわたる分野において研

究が実施されている。

HPC の高度化への貢献

が大いに期待できる。さ

らに、協定の下に置かれ

た委員会では R-CCS が

議長となるなど、中心的

な役割を果たしており、

高く評価する。 
●MOU 締結先を含む海

外研究拠点から研究者を

招聘した研究集会を数多

く開催し、国際共同研究

の検討や客員研究員受入

等の人材交流につながる

有機的連携が増進したこ

とは、世界的に求心力を

持った計算科学・計算機

科学の中核拠点の取り組

みとして高く評価する。

また各国機関が協力する

国際団体への参画は、「富

岳」の利用者拡大ならび

に機能拡張の可能性検討

のみならず、将来の計算

機科学分野における発展

的な研究および成果の実

用化の早期実現に大きく

寄与するものと高く評価

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●「富岳」をはじめとす

る国内 HPC の計算資源

や、我が国で培われた共
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の HPC の利活用を促し、

ASEAN 諸国の社会的課題の解

決に貢献すべく、Asia-Hub 構

想を立ち上げ、文科省をはじめ

とする国内外の関係機関と連

携し、人材育成及びテストベッ

ド構築等を目的とした MOU 締

結にむけて最終調整を行った。 
 
 
 
 
【広報活動】 
●「富岳」の名称決定にあたり

一般から公募し、「京」のときに

比べ約 2.5 倍の約 5,200 件の応

募があった。名称決定やシャッ

トダウン式典、寄贈式の様子

は、主要テレビ局、主要紙や地

方紙などメディアで広く報道

された。 
 
 
 
 
●「京」の撤去にあたり、「京」

の筐体や化粧パネル等は、子ど

もや学生のスーパーコンピュ

ータに対する理解増進に活用

してもらうため、希望のあった

科学館等 13 館に寄贈された。

寄贈にあたっては、寄贈式を開

催し、シャットダウンセレモニ

ー同様にメディアの注目を集

めた。「富岳」の製造拠点がある

石川県(金沢市)にて講演会「富

岳を知る集い」を開催し、その

様子が全国レベルで報道され

た。高性能計算科学に係る研究

および研究者育成のために寄

附した者に対して「京」の CPU
を加工した記念品を贈呈する

通ストレージシステムの

技術を国外にも提供する

ことは、世界におけるプ

レゼンスの向上に大いに

貢献するものである。ま

た、当センターが本構想

の中心的役割を担ってお

り、本構想のＡＳＥＡＮ

側の中心国であるシンガ

ポールの国立機関が前向

きに協力しており、高く

評価する。 
 
●適切な時期に効果的な

リリースや会見を繰り返

すなど、常に話題づくり

を心掛けたことにより、

TV 報道を含め数多くの

メディアにおいてポジテ

ィブに報道され、「富岳」

への期待感を醸成すると

ともに、その役割や意義

について、国民の理解度

を高め、広く関心を集め

たことは、高く評価する。 
● 単に「京」を撤去する

だけでなく、後世に残る

スーパーコンピュータの

歴史としてその一部を残

し、CPU を感謝の意味を

込めた記念品に加工する

創意工夫を行ったこと

は、非常に高く評価する。 
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ため、準備を進めた。 
● 情報発信手段として、ウェ

ブを効果的に活用し、継続的に

最新情報を発信することで、訪

問者数は約29万件にのぼった。

また、令和元年度の「京」見学

者数は、撤去される 8 月初旬ま

での約半年間で約 5,700 人とな

り、平成 2４年からの累計では

約 9 万人、うち学校関係による

見学者は 2.1 万人に達した。 
●若年層向け広報強化のため、

大学生広報インターンを受け

入れ、その提案に基づいて広報

アニメーションの制作や、決定

した「富岳」の名称を周知する

ためのポスタープロジェクト

を実施し、富士山にちなんだ写

真を募集したところ、SNS 等を

通じて約 1,900 件の応募があっ

た。また「京」の運用終了時の

イベントに際して地元高校生

からのメッセージをもらい注

目を集めた 

 
 
●ウェブ訪問者は、「京」

シャットダウンのあった

8 月に前年比約 190%、

「京」贈呈のあった 9 月

に約 140%、寄附金に関

する SNS を発信した 1
月に約 140%に達するな

ど、注目を集めた。 
 
●大学生インターン生か

らの提案に基づいて、今

までにない発想で新しい

企画を実施できたこと

は、今後の広報活動を実

施するうえで有益であ

り、若年層に対するプレ

ゼンスの向上に資するも

のであると評価する。 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３－(２) 放射光科学研究 

関連する政策・施策 政策目標８ 科学技術イノベーションの基礎的な力の強化 
施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177、213、214 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 
・欧文 
・和文 

  

6 

135 

 

10 

202 

― ― ― ― ― 予算額（千円） 1,285,781 

 

 

1,259,720 

 

 

― ― ― ― ― 

連携数 
・共同研究等 
・協定等 

  

34 

33 

 

38 

22 

― ― ― ― ― 決算額（千円） 14,169,255 

 

 

14,163,294 ― ― ― ― ― 

特許件数 
・出願件数 
・登録件数 

  

11 

8 

 

18 

9 

― ― ― ― ― 経常費用（千円）   ― ― ― ― ― 

外部資金（件/ 
千円） 

 55/ 

582,020 

58/ 

479,164 

― ― ― ― ― 経常利益（千円）   ― ― ― ― ― 

         行政コスト（千円）        

    ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 
  ― ― ― ― ― 

         従事人員数 74 77 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 学術利用から産業

応用まで幅広く利

用される大型放射

光施設（SPring-8）
及び X 線自由電子

レ ー ザ ー 施 設

（SACLA）につい

て、共用法に基づ

き、安定的な運転に

より利用者への着

実な共用を進める

とともに、データ処

理技術の高速・大容

量化等の利用技術

の高度化、利用者支

援体制の拡充、施設

性能の強化等を図

り、学術利用のみな

らず産業利用につ

いても、その促進を

図る。また、これま

でに得られた知見

を活かし、SPring-8
及びSACLAと相補

的な構造解析に資

する基盤技術開発

を進める。 

大 型 放 射 光 施 設

（SPring-8）及び X 
線自由電子レーザ

ー施設（SACLA）の

安定した共用運転

を行う 
（①大型放射光施

設の研究者等への

安定した共用）。加

えて、高度化を着実

に進め、それぞれ単

体の施設として世

界トップクラスの

性能を維持すると

ともに、両施設の相

乗効果を生かした

研究開発を推進す

る。そのために、 
②計測機器、解析装

置等の開発による

放射光利用環境の

向上、 
③高性能 NMR 等
の要素技術開発、 
④X 線エネルギー

分析技術の深化に

よる実用材料ナノ

評価の推進、 
⑤放射光施設の高

度化に向けた要素

技術開発に取組む。

このことにより、広

範な分野の研究開

発の進展に貢献し、

その整備や利用を

通じて産学官の幅

広い共用や利用体

制構築を実現、また

① 大型放射光施設

の研究者等への安

定した共用 
安定した共用運転

及び維持管理を行

い、運転時間の 8 割

程度の利用時間を

研究者等へ提供す

る。 
平成 3１年度は、こ

れまでに蓄積され

た知見を活かした

合理的・効率的な機

器調整・運用・維持

管理等を進めるこ

とによって、低いダ

ウンタイムを維持

しつつ、システム調

整／スタディ時間

の低減やインター

ロックの運用を見

直すことにより一

層のダウンタイム

低減を図り、年間総

運転時間の8割程度

の利用時間を研究

者等へ提供する。ま

た、平成 30 年度に

特定された挿入光

源（アンジュレー

タ）駆動時のビーム

微小変動を抑制す

るためのハードウ

ェア及びソフトウ

ェアの整備に着手

する。 
 
② 計測機器、解析

（評価軸） 
〇中長期目標・中

長期計画等に基づ

き、研究開発基盤

の運用・共用・高度

化・利活用研究の

取組を推進できて

いるか。 
 
○研究所として、

高度化、利活用の

ための卓越した研

究成果が創出され

ているか。また、そ

れらの成果の社会

還元を実施できて

いるか。 
 
○研究開発基盤の

外部への共用等を

通じ、科学技術や

経済社会の発展等

に貢献する成果を

創出できたか。 
 
〇研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 
 
 
（評価指標） 
・中長期目標・中長

期計画等で設定し

た、主要課題を中

心とした、研究開

発基盤の運用・共

①大型放射光施設の研究者等

への安定した共用 
●大型放射光施設 SPring-8（以

下「SPring-8」）では、平成 9 年

の供用開始以来 20 年以上が経

過しており、施設の各所に老朽

化が目立っているが、適切な対

策を打つことにより現在でも

世界最高水準の放射光施設の

地位を保ち続けている。高度な

メンテナンスにより、令和元年

度は総運転時間 5,286 時間のう

ち、4,584 時間（総運転時間の

約 87%）をユーザーの放射光利

用時間に充当し、ダウンタイム

はわずかに 41 時間という世界

でも類を見ない安定した運転

を実現した。SPring-8 では、世

界最高品質の放射光X線を国内

外の多数の利用者に供給する

ため、光源及び光学輸送系に関

して不断の研究開発を進めて

いる。その結果、産業利用割合

は約 20%という世界で類をみ

ないレベルに達している 。 
●X 線自由電子レーザー施設

SACLA（以下「SACLA」）では、

平成 29 年度に、2 本の硬 X 線

FEL ビームラインのパルス毎

の振り分け運転において、両ビ

ームラインを同時に高い出力

で運転することに成功した｡ 
合わせて、軟 X 線ビームライン

は専用の加速器を有するため、

3 本の FEL ビームラインで同

時に利用実験を行うことが可

能となり､令和元年度は総運転

時間 6,135 時間、X 線レーザー

 
 
●世界最高品質の放射光

X 線を国内外の多数の利

用者に供給しており、非

常に高く評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評価すべき実績＞ 

・SPring-8・SACLA 両施設において、適切なメンテナンスを行うことによりダウ

ンタイム率を低い水準に抑え、ユーザに安定した施設利用時間を提供している。

また、施設・設備の高度化を継続して進めることにより、最先端の研究開発基

盤として、産業利用含む多くのユーザに高品質の放射光 X 線を供給しており、

高く評価できる。 

・X 線結晶構造解析においてタンパク質結晶試料を自動的に検出するプログラム

を開発するなど、ユーザの放射光利用環境を向上させる成果が創出されており、

評価できる。 

・クライオ電子顕微鏡を用いた技術開発により、世界最高品質の解析データの取

得に成功したことは、同機の普及や創薬研究への応用を加速する成果と考えら

れ、高く評価できる。 

・透過型電子顕微鏡による電子回折と固体 NMRの組み合わせによるナノ結晶の構

造解析手法の開発は、医薬品開発等への応用が期待できる成果であり、評価で

きる。 

・放射光を高い効率で利用でき、従来法よりも広い視野で試料を観察できるマル

チビーム X 線タイコグラフィを実証するなど、イメージング技術等の開発が進

展していることは評価できる。 

・SACLAの軟 X線 FELをナノサイズで集光可能な「ハイブリッド型集光システム」

の開発をはじめ、施設の高度化に向けた要素技術開発が進展していることは評

価できる。 

・量子科学技術研究開発機構が国の主体として実施する次世代放射光施設の整備

に積極的に協力し、光源加速器の設計において中心的な役割を果たすなど重要

な技術提供を行っていることは、我が国の放射光科学全体の発展や生産性向上

に貢献する取組であり、高く評価できる。 

・SACLAの高品質な電子ビームを SPring-8に入射するシステムを整備したことに

より、両施設の一体的運用による運営効率化や SPring-8の利用環境の向上を実

現したことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・引き続き、SPring-8・SACLA の安定した共用運転及び施設・設備や計測技術の

高度化等による利用環境の向上に取り組み、幅広い研究開発分野における最先

端の成果創出に貢献することが期待される。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・「リサーチ・リンケージ」の形成による高度な利用研究が行われることを期待す

る。 

・供用開始から 20年以上が経過した SPring-8が今後も最先端の研究施設として
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多種多様な人材の

交流に 
より人材育成に資

することで、科学技

術イノベーション

の持続的創出や加

速に寄与する。 

装置等の開発によ

る放射光利用環境

の向上 
平成 31年度は、X線

画像検出器におけ

る計測データの高

速・高精細・多量化

の実現に向けて、引

き続き次世代セン

サ開発を継続する。

さらに、次世代セン

サを備えた計測シ

ステム構築に必要

となる広帯域デー

タ処理、可視化、解

析技術の開発に着

手する。 
 
③ 高性能 NMR 等

の要素技術開発 
平成 31 年度は、

NMR の高性能化に

向けた研究開発で

は、1GHz 級 NMR
用として世界最小

クラスの超高磁場

磁石を開発するこ

とを目指し、磁石の

安全システム構築

と固体資料向けの

NMR 測定システム

の立ち上げ試験を

実施するとともに、

超高感度NMRプロ

ーブの要素技術開

発に着手する。さら

に、次世代世界最高

磁場 1.3GHz NMR
磁石に向けた要素

技術開発も進める。 
また、クライオ電子

顕微鏡では、これま

用・高度化・利活用

研究の取組の進捗

状況 
・高度化、利活用の

ための卓越した研

究開発成果の創

出、成果の社会還

元 
・外部への共用等

を通じた成果創出 
・研究開発基盤の

運用・共用・高度

化・利活用研究の

進捗に係るマネジ

メントの取組 等 

利用時間は 6,438 時間、ダウン

タイムは312時間となり､ 利用

運転時間増加を実現した。 
●平成 30 年度に特定された挿

入光源（アンジュレータ）駆動

時のビーム微小変動を抑制す

るためのハードウェア及びソ

フトウェアの整備に着手して

おり、順調に中長期計画が進捗

している。 
●SACLA においても、産業利

用を進めるための研究基盤及

び利用環境の整備を推進し、平

成 26 年度にスタートした産学

連携プログラムから論文成果

が生まれる等産学連携利用が

拡大しており、順調に中長期計

画が進捗している。 
 
②計測機器、解析装置等の開発

による放射光利用環境の向上 
●深層学習を用いた画像解析

により、X 線結晶構造解析にお

いてタンパク質結晶試料を自

動的に検出するプログラムを

開発しており、所期の計画以上

に中長期計画が進展した。 
●X 線画像検出器における計測

データの高速・高精細・多量化

の実現に向けて、次世代センサ

の開発を実施し、また、次世代

センサを備えた計測システム

構築に必要となる広帯域デー

タ処理、可視化、解析技術の開

発を進めており、順調に中長期

計画が進捗している。 
 
③高性能 NMR 等の要素技術開

発 
●日本電子株式会社の新しい

クライオ電子顕微鏡を基に、単

粒子解析と電子線 3 次元結晶構

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●特に放射線損傷の影響

を受けやすい試料を扱う

実験や室温での自動回折

データ収集への活用が期

待でき、また、実験効率

化の推進が期待される成

果であり、非常に高く評

価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●国産クライオ電子顕微

鏡を用いた技術開発を通

して、単粒子解析と電子

国際競争力を維持するためには、施設の運営体制の検討や優秀な人材の継続的

な確保、施設の高性能化の実現が必要である。 
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で測定できなかっ

た高難度の結晶か

らのデータ測定が

可能となる電子線

三次元結晶構造解

析システムの開発

に取り組むととも

に、単粒子解析にお

いては、電子銃の高

い干渉特性を活か

した高分解能構造

解析を目標として、

撮影、解析、高品質

試料作製加工等の

要素技術の開発を

引き続き行う。 
 
④ X 線エネルギー

分析技術の深化に

よる実用材料ナノ

評価の推進 
平成 31 年度は、引

き続き2次元非球面

反射光学系開発等

のビームライン要

素技術開発を行い、

コンプトン散乱 X
線によるイメージ

ング技術開発を行

う。これに加え、X
線ラマン散乱を用

いた実用材料内部

の化学状態解析手

法の開発に着手す

るとともに、CT 手

法を用いた化学状

態の三次元可視化

の可能性について

の検討を行う。 
 
⑤ 放射光施設の高

度化に向けた要素

造解析の両方が最適な性能を

発揮できるようなシステムを

設計し、また、効率的な運用を

可能にするソフトウェア開発

を行うことで、両技術におい

て、世界最高品質のデータを取

得することに成功した。これに

より所期の計画以上に中長期

計画が進展した。 
●電子回折による全体構造解

析と固体 NMR による局所構造

解析を、第一原理量子化学計算

を用いて統合することで、0.1～
1μm の微結晶から精密な構造

解析ができる手法を開発した。 
 
●NMR の高性能化に向けた研

究開発では、1GHz 級 NMR 用

として世界最小クラスの超高

磁場磁石を開発することを目

指し、磁石の安全システム構築

と固体資料向けの NMR 測定シ

ステムの立ち上げ試験を実施

するとともに、超高感度 NMR
プローブの要素技術開発を進

めており、順調に中長期計画が

進捗している。さらに、次世代

世界最高磁場 1.3GHz NMR 磁

石に向けた要素技術開発も進

めており、順調に中長期計画が

進捗している。 
 
 
④X 線エネルギー分析技術の深

化による実用材料ナノ評価の

推進 
●放射光マルチビームを用い

た X 線タイコグラフィ（マルチ

ビーム X 線タイコグラフィ）を

実証し、従来の X 線タイコグラ

フィと比較して広い観察視野

が得られることが示された。 

線 3 次元結晶構造解析に

おいて、世界最高品質の

データを取得することに

成功したことへの世界的

な評価は高く、同機の普

及を進めることに大きく

貢献した。また、創薬研

究への本格的な応用の加

速が期待され、非常に高

く評価する。 
 
 
 
 
 
 
●電子回折による全体構

造解析と固体 NMR によ

る局所構造解析を組み合

わせた新技術を開発した

ことは、生活習慣病や花

粉症などの低分子医薬品

の開発促進や品質向上へ

の貢献が期待できる成果

であり、非常に高く評価

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●従来の X線タイコグラ

フィよりも広い観察視野

が得られる、マルチビー

ム X 線タイコグラフィを

実証したことは、観測試

料の広視野・高分解能の
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技術開発 
平成 31 年度は、引

き続き次世代ビー

ムラインのプロト

タイプ完成に向け

て、理研ビームライ

ンの高度化に資す

る要素技術開発を

行う。具体的には、

ビームライン自動

化のためのオート

アライメントシス

テムの開発に着手

する｡ 

●2 次元非球面反射光学系開発

等のビームライン要素技術開

発を行い、コンプトン散乱 X 線

によるイメージング技術開発

を行っており、順調に中長期計

画が進捗している。 
●X 線ラマン散乱を用いた実用

材料内部の化学状態解析手法

の開発に着手するとともに、CT
手法を用いた化学状態の三次

元可視化のための検討を進め

ており、順調に中長期計画が進

捗している。 
 
⑤放射光施設の高度化に向け

た要素技術開発 
●SACLA の軟 X 線ビームライ

ン（BL1）において、KB ミラー

と回転楕円ミラーの二つの集

光ミラーを組み合わせた「ハイ

ブリッド型集光システム」を開

発し、軟 X 線 FEL のナノ集光

に成功した。 
●ビームライン自動化のため

のオートアライメントシステ

ムの開発を進めており、順調に

中長期計画が進捗している。 
●東北大学に建設中の次世代

放射光施設に関して、RSC に所

属する研究者が、次世代放射光

施設の建設主体である量子科

学技術研究開発機構の客員研

究員を兼務し、光源加速器の設

計について中心的な役割を果

たすなど、次世代放射光施設の

整備に全面的に協力を進めて

いる。 
 
 
 
 
 

イメージングへ応用され

ることが期待できる成果

であり、非常に高く評価

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●従来の集光ミラーでは

困難であった軟 X 線

FEL のナノ集光に成功

したことは、集光ビーム

の小ささを生かして、微

細構造分析への応用が期

待される成果であり、非

常に高く評価する。 
 
 
 
●次世代放射光施設は軟

X 線領域に強みを持つ放

射光施設であり、硬 X 線

領域に強みを持つ放射光

施設である SPring-8 と

の相補的な利用が期待さ

れている。SPring-8 で培

ってきた技術を次世代放

射光施設にも活用するた

めに積極的な協力を行っ

ていることは、今後の日

本全体の放射光分野の競

争力向上や、産学官の放

射光利用におけるあらゆ

る分野の科学技術力向上
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●令和元年度は、SPring-8 に隣

接する SACLA から SPring-8
に電子ビームを入射する輸送

システムを整備した。 

や産業活性化につながる

取組であり非常に高く評

価できる。 
●SACLA から SPring-8
に電子ビームを入射する

輸送システムを整備した

ことは、SPring-8 の電子

ビームの品質向上による

産学官の利用実験環境の

向上につながるだけでな

く、老朽化が進んでいる

SPring-8 線形加速器と

シンクロトロンの施設保

守費や光熱水費などの固

定経費の低減にもつなが

る取組であり高く評価で

きる。 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３－(３) バイオリソース研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題 
への対応 
施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への 
対応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人理化学研究所法 第 16条第１項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 
・欧文 
・和文 

  

12 

64 

 

5 

83 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  予算額（千円） 1,940,393 

 

 

1,784,007 

 

 

― ― ― ― ― 

連携数 
・共同研究等 
・協定等 

 

 

 

 

88 

4 

 

79 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  決算額（千円）  

 

 

 ― ― ― ― ― 

特許件数 
・出願件数 
・登録件数 

 

 

 

 

4 

0 

 

5 

0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  経常費用（千円）   ― ― ― ― ― 

外部資金（件/ 
千円） 

 75/ 

310,134 

90/ 

409,556 

     経常利益（千円）   ― ― ― ― ― 

         行政コスト（千円）        

         行政サービス実施

コスト（千円） 
  ― ― ― ― ― 

         従事人員数 118 125 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 基礎基盤研究から

社会的課題を解決

する開発研究まで

の幅広い研究に対

して、社会的ニー

ズ・研究ニーズを捉

えながら、利用価

値、付随情報、品質

等について世界最

高水準のバイオリ

ソースを戦略的に

整備し、提供する。

また、効果的・効率

的なバイオリソー

ス整備を実施する

ために、保存・利用

技術等の基盤技術

開発を実施する。さ

らに、研究動向を的

確に把握し、整備し

たバイオリソース

の利活用に資する

研究開発を推進す

る。加えて、バイオ

リソース事業に関

わる人材の育成、研

究コミュニティへ

の技術移転のため

の技術研修や普及

活動を行う。 

バイオリソースは、

幅広い分野のライ

フサイエンス研究

や産業活動に必要

不可欠な研究材料

であり、科学技術イ

ノベーションの推

進における重要な

知的基盤として、戦

略的・体系的に整備

する必要がある。 
本研究では、我が国

の中核的拠点とし

て、研究動向を的確

に把握し、社会的ニ

ーズ・研究ニーズに

応え、 
①世界最高水準の

バイオリソース整

備事業を実施する。

また、バイオリソー

ス整備事業を効果

的・効率的に実施す

るために、 
②保存・利用技術等

の開発を行う基盤

技術開発事業を実

施する。さらに、研

究動向及びニーズ

に的確に対応する

ため、 
③バイオリソース

関連研究開発プロ

グラムを実施する。

加えて、バイオリソ

ース事業に関わる

人材の育成、研究コ

ミュニティへの技

① バイオリソース

整備事業 
平成 31 年度は、以

下の事業を行う。 
(ア)高次生命現象の

遺伝子機能解明や

ヒト疾患に対する

創薬・治療法の開発

研究に有用なモデ

ルマウス系統、(イ)
環境応答機構の解

明に貢献するシロ

イヌナズナ及び穀

物研究に貢献する

ミナトカモジグサ

の野生由来株、変異

体・形質転換体、(ウ)
基礎研究、医学研

究、創薬研究に必要

なヒト及び動物由

来の培養細胞株、多

能性幹細胞、疾患特

異的 iPS 細胞、(エ)
ライフサイエンス

研究の広範な分野

で必要とするゲノ

ム及び cDNA クロ

ーン、細胞の分化状

態を可視化する蛍

光標識遺伝子クロ

ーン、遺伝子導入ベ

クター、(オ) 地球環

境及びヒトの健康

増進の研究に微生

物の収集・保存・提

供を行う。加えて、

前年度実施した動

物、細胞、微生物の

〇中長期目標・中

長期計画等に基づ

き、研究開発基盤

の運用・共用・高度

化・利活用研究の

取組を推進できて

いるか。 
 
○研究所として、

高度化、利活用の

ための卓越した研

究成果が創出され

ているか。また、そ

れらの成果の社会

還元を実施できて

いるか。 
 
○研究開発基盤の

外部への共用等を

通じ、科学技術や

経済社会の発展等

に貢献する成果を

創出できたか。 
 
〇研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 
 
 
（評価指標） 
・中長期目標・中長

期計画等で設定し

た、主要課題を中

心とした、研究開

発基盤の運用・共

用・高度化・利活用

●今期の実績は、全てのリソース

で保存数/提供件数の目標を上回

り、累積提供数は 30,100 件と、

目標値 22,000 件を大きく超え

る 137%の実績を達成した。利用

者による論文発表の累積数は

3544、特許公開の累積数は 560
であった。提供したリソースの約

12％が論文発表に、約 1.9%が特

許公開に繋がったことは、科学技

術イノベーションの発展に大き

く貢献していることを示してい

る。また、海外への提供件数は

7,483 件で、提供の 25％を占める

ことは、我が国の科学外交上にお

いても誇るべき大きな国際貢献

であり、理研ブランドの国際浸透

にも寄与している証左である。

BRC の高い定評と信頼は、例え

ば微生物リソースの寄託の約

80％が海外からであることにも

表れている。 
 
① バイオリソース整備事業 
a.収集・保存・提供事業 
●実験動物では、高次生命現象の

遺伝子機能解明やヒト疾患に対

する創薬・治療法の開発研究に有

用なモデルマウスを収集、保存、

提供した。今年度は、自閉スペク

トラム症に対する創薬・治療法の

開発研究に有用なマウス、痛覚研

究や鎮痛剤の開発に有用なマウ

ス、出血性疾患の遺伝子治療法の

開発に有用なマウス等の社会ニ

ーズ、研究ニーズの高いモデルを

整備した。 
●実験植物では、植物の環境応答

●バイオリソース研究セ

ンター（BRC）は、主要

な生物研究材料である実

験動物・マウスや実験植

物の個体から、ヒト・動

物・植物の細胞材料、遺

伝子材料、微生物まで、

一機関で整備・提供する

世界でも類のないバイオ

リソース機関である。各

リソースが世界３大拠点

の一つであり、我が国が

誇るべき世界最高水準の

国際的な研究基盤である

ことを非常に高く評価す

る。また、左記の実績は、

我が国のみならず、国際

的な研究コミュニティの

支持と理解を得て、研究

動向と研究ニーズに沿っ

た最先端のバイオリソー

スを積極的に収集・整備・

提供した結果であり、非

常に高く評価する。 
 
●遺伝子機能解明研究に

有用なマウスの拡充に加

え、特に社会ニーズ、研

究ニーズに応えたヒト疾

患に対する創薬・治療法

の開発研究に有用なモデ

ルマウス系統の充実が顕

著であり、高く評価する。 
 
 
 
 
●環境応答機構の解明に

＜評価すべき実績＞ 

・取り扱っている５種類のバイオリソースは、いずれについても世界３大拠点

に位置付けられており、海外への提供件数は全体の 25%であること等、世界最

高水準の国際的な研究基盤が構築されていることは非常に高く評価できる。 

・リソースの提供件数について、目標値の 137％となる 30,100 件を達成してい

ることから、質・量ともに高い水準を維持していることが認められ、非常に高

く評価できる。 

・提供したリソースが、3,544 報の論文発表、560 件の特許公開に使用されて

おり、科学技術イノベーションの発展に大きく貢献していると評価できる。 

・バイオリソースの研究開発として疾患 iPS 細胞を用いての病因分子を発見し

たことや、国際協力として IMPCや ANRRC に積極的に参加したことは、高く評

価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・今後もリソース提供の過誤防止に努め、引き続き質の高いリソースを提供す

ること。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

－  
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術移転のための技

術研修や普及活動

を行う。 
 

メタデータ統合及

び、マウス表現型解

析に関する大規模

データ解析の成果

を踏まえ、ホームペ

ージ公開コンテン

ツの改善、充実と発

信を行う。これらの

取組により、以下の

保存数、提供総件数

の目標を目指す。

（別紙参照） 
平成 31 年度は、研

究結果の再現性が

確保されたバイオ

リソースを提供す

るために、最新の

ISO9001:2015 国際

品質マネジメント

認証に従い、遺伝子

検査、微生物検査、

質量分析等に関す

る最先端検査技術

を継続し、厳格な品

質管理を実施する。

また、バイオリソー

スとその特性情報

の利活用向上を図

るため、リソース横

断検索機能を開発

する。さらに、集積

されたバイオリソ

ースを災害から守

り安全に保管する

ため、播磨事業所に

設置したバックア

ップ施設に逐次移

管する。アジア研究

リソースセンター

ネットワークや国

際マウス表現型解

析コンソーシアム

研究の取組の進捗

状況 
・高度化、利活用の

ための卓越した研

究開発成果の創

出、成果の社会還

元 
・外部への共用等

を通じた成果創出 
・研究開発基盤の

運用・共用・高度

化・利活用研究の

進捗に係るマネジ

メントの取組 等 

機構の解明に貢献するシロイヌ

ナズナの変異体・形質転換体、及

び穀物研究に貢献するミナトカ

モジグサの野生由来株を収集し

た。またシロイヌナズナとミナト

カモジグサの種子、遺伝子及び培

養細胞株を提供した。加えて、

GFP 等マーカー遺伝子の発現ベ

クターの検査及び提供を行った。 
●細胞材料では、ヒトがん細胞

株、ヒト疾患特異的 iPS 細胞株、

動物由来の細胞株等の基礎研究、

医学研究、創薬研究等に有用な培

養細胞株を収集し、培養・品質検

査・保存・提供を実施した。今年

度、整備したヒト疾患特異的 iPS 
細胞株には、これまでに寄託がな

かった「嚢胞性線維症」「沖縄型

神経原性筋萎縮症」等の疾患由来

の細胞株（39 疾患、100 患者、

219 株）も含まれている。 
●遺伝子材料では、広範な研究分

野で必要とするゲノム及び

cDNA クローンを収集し、提供し

た。ゲノム編集用ベクター、細胞

の分化や細胞周期の状態を可視

化するための蛍光標識分化特異

的発現遺伝子クローン並びに高

効率の遺伝子導入ベクターを収

集し、提供した。 
 
●微生物材料では、ヒト・動物腸

内の細菌や、様々な環境から分離

された微生物、植物根圏に共生す

る微生物等、健康と環境の研究に

有用な多種の微生物を収集して、

保存・提供した。今年度は、新種

の難培養性アーキアや新種の難

培養性ヒト腸内共生細菌等の整

備を複数行った。 
 
 

貢献する実験植物リソー

スの収集を重点的に行

い、社会ニーズ、研究ニ

ーズに応えたことを評価

する。 
 
 
 
 
●収集・保存数は目標数

を超える実績をあげるこ

とができ、さらに iPS 細

胞の提供数が目標数を大

幅に超えた。学術機関の

みならず産業界にも多数

提供し、多くの成果論文、

特許申請に貢献した。非

常に高く評価する。 
 
 
 
●蛍光蛋白質等、最先端

のリサーチツールの知的

財産権等を所有する研究

機関・企業から許諾を得

て、それらを利用して開

発されたバイオリソース

のコミュニティへの提供

を可能としており、研究

の発展への大きな貢献で

あり、高く評価する。 
●細菌・アーキア種の基

準株の整備で世界第２位

の保有数を達成し、他機

関では困難な難培養微生

物や研究ニーズの高い共

生微生物の整備を進め、

海外からの寄託も多く、

国際的微生物保存機関と

して認知されている。ま

た、産業界にも大きく貢

献しており、非常に高く
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等のバイオリソー

スの整備に関する

国際的取組に参画

し、主導する。加え

て、研究所内外の学

生・研究者・技術者

を対象とした、バイ

オリソースを効果

的に利活用するた

めの iPS 細胞の取

扱い、マウス体外受

精法、マウス表現型

解析法、嫌気性微生

物の取扱い等の研

修事業を、筑波大

学、南京大学、ソウ

ル国立大学等の国

内外の大学等とも

連携し、実施するこ

とにより、人材を育

成するとともに、高

度な技術を普及・移

転する。 
 
 ②基盤技術開発事

業 
バイオリソース整

備事業を安定的か

つ効率的に実施す

るため、平成 3１年

度は、前年度に開発

した非凍結輸送法

の、BALB/c 等 5 つ

の近交系での至適

化を行う。また、体

外受精･胚培養の困

難なマウスの過剰

排卵誘起と人工授

精の併用による、こ

れまで以上に効率

的に受精卵を獲得

するための最適条

 
●前年度実施した動物、細胞、微

生物に加え、遺伝子（約 42 万件）

および植物（約 63 万件）のメタ

データ作成を行い、5 つのリソー

スの情報統合を達成した。また、

BRC のウェブサイト公開コンテ

ンツ改訂作業を行い、さらなる充

実を図った。さらに、リソース利

活用向上に向けた情報発信とし

て、新たにマウス表現型の相互関

係データベース、マウスゲノム多

型データベースを公開した。加え

て、リソース横断検索機能を開発

し、遺伝子等のキーワードを用い

て、5 つのリソースを一度に検索

できるようにした。    
数値実績（別紙） 
 
b.バイオリソースの質的向上、品

質管理 
●寄託されたリソースに 10%程

度存在する情報の不備、誤り等を

是正もしくは排除して、真正なバ

イオリソースを提供した。ゲノム

編集マウスの遺伝品質検査、マウ

ス系統微生物汚染検査、iPS 細胞

に残存する作製時使用遺伝子の

厳格な検査等を実施して、質的向

上、品質管理を図った。引き続き、

品質検査項目と検査結果等の品

質管理及び提供したバイオリソ

ースの不具合等の情報を日本語

並びに英語のホームページに掲

載し、透明性と公開性をもって事

業を実施した。また、遺伝子材料

に同梱する資料のバーコード管

理を実務で運用し、バイオリソー

スの提供事業の精度の向上及び

効率化に大きく寄与している。実

験植物で、誤った 1 系統の種子を

提供する事例が発生した。本事例

評価する。 
●バイオリソース利活用

向上に向けた情報基盤を

充実させ、検索機能の高

度化を実現し、バイオリ

ソースを利用した研究の

推進に大きく貢献してお

り、非常に高く評価する。     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●国際的品質マネジメン

ト規格 ISO9001 認証を

10 年に亘って維持、運営

することでバイオリソー

スへの信頼性の確保に貢

献している。また、真正

なバイオリソースを恒常

的に提供することで研究

の再現性を向上させ、研

究の効率化を高め、国民

のライフサイエンスに対

する信頼を得ることにも

大きく貢献している。実

験植物 1 系統の誤提供

は、結果として徹底的な

原因究明・改善策の検討

を経て更なる業務の質向

上に確実につなげる取組

に繋がったことを評価す

る。 
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件を定める。生体へ

の復元技術の改良

として、ゲノム刷込

みを正常化するこ

とによってクロー

ンの出生率を向上

させる。さらに B6
マウス等の胎盤の

幹細胞の高品質化

のために、これらの

細胞におけるヒス

トンの特性解析を

行う。 
 
③ バイオリソース

関連研究開発プロ

グラム 
高次生命現象、老

化、共生等の学術的

に重要な課題及び

難病や加齢性疾患

の克服、創薬、食料

増産等の社会的に

喫緊の課題の解決

のために、バイオリ

ソースの利活用を

促進する研究開発

を行う。平成 31 年

度は、以下の事業を

行う。 
(ア) iPS 創薬基盤開

発として、引き続き

アルツハイマー病、

ALS 等の神経難病

等を対象にした疾

患モデル化、及び創

薬アッセイの簡便

化を実施するとと

もに、これら技術を

用いたアカデミア・

企業等との共同研

究・支援を行う。(イ) 

は実験植物開発室が自ら発見し、

即時に利用者へ連絡するととも

にウェブサイトへの掲載等を速

やかに行い、本事例による研究結

果への影響がないことを確認し

た。さらに、徹底的な原因究明・

改善策の検討を経て、作業手順書

の大幅な見直し・改定、バーコー

ドシステムの導入によるリソー

ス管理、作業の二重チェック体制

の構築と実行等、ハードとソフ

ト、両面からの対策を立て、更な

る業務の質向上に確実につなが

る取組を実施した。 
●提供件数が多い細胞材料及び

微生物材料については国際品質

マ ネ ジ メ ン ト 規 格

ISO9001:2015 を維持し、規格に

沿って品質管理を厳格に行い、真

正なバイオリソースを恒常的に

提供する体制を維持、運用した。

ISO の品質管理の理念と方法を

他のリソース部門へも水平展開

し、品質向上に貢献した。 
 
c. 人材育成 
●技術系職員のキャリアパスの

構築を推進するため、リソース取

扱い技術等の研修を実施した。ま

た、事業への貢献度という観点に

重きをおいた人材評価を導入し

た。若手人材育成の一環として、

アジアの学生・大学院生を対象と

した第 8 回マウスサマーワーク

ショップを、南京大学、ソウル国

立大学と連携して、8 月つくばに

て開催した。また、若手職員が企

画して 12 月に開催した第 6 回若

手 BRC Conference を支援した。 
 
d. 技術研修及び普及活動 
●BRC が保有するバイオリソー

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●バイオリソース等の研

究基盤整備に携わる研究

者、技術者の育成は、我

が国の大学等では十分に

実施されていない。BRC
が単独、あるいは国内外

の関係機関とも連携して

実施している研修等は、

国内にとどまらず、国際

的にも人材の育成と確保

に大きく貢献するもので

あり、非常に高く評価す

る。 
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iPS 細胞高次特性解

析開発として、非常

に重篤であるにも

関わらず、これまで

治療法が確立して

おらず発症機序も

不明である 4p 欠失

症候群等の染色体

異常関連難病の疾

患特異的 iPS 細胞

から、その病態に関

わる細胞を分化さ

せ、健常人由来細胞

との比較解析によ

り病態モデルを作

出するとともに、遺

伝子レベルでの変

異を明らかにする

ために疾患特異的

iPS 細胞に対してゲ

ノム解析を引き続

き実施し、変異を同

定する。また、疾患

特異的 iPS 細胞の

比較対照となる遺

伝子変異を修復し

た iPS 細胞を作製

する。(ウ) 次世代ヒ

ト疾患モデル研究

開発として、日本人

患者のゲノム情報

と病態を反映した

ALS、脳血管疾患を

含め前頭側頭葉変

性症、アルツハイマ

ー病を含む認知症

に関わる神経難病

のモデルマウスを

作製する。(エ)マウ

ス表現型解析開発

として、研究コミュ

ニティが開発した

スの利用促進と高度な技術の普

及を目的として、ヒト iPS 細胞培

養技術、マウス顕微授精に関する

技術、微生物の乾燥保存技術、遺

伝子改変マウス作製法に関する

技術、シロイヌナズナの接木に関

わる技術等の研修を開催した。日

本分子生物学会、日本癌学会、日

本免疫学会、日本ゲノム編集学会

等の年会でブース展示を行った。 
 
e. 国際協力 
● International Mouse 
Phenotyping Consortium
（IMPC）は、ヒトの全遺伝子の

機能と疾患との関連に関する百

科事典を作成するため、ヒトと同

じ哺乳類であるマウスの全遺伝

子の遺伝子破壊マウス系統を作

製し、表現型を解析する国際プロ

ジェクトである。BRC は発足当

初よりメンバーであり、他の 12
の国と地域の 17 機関とともに

活動している。他の機関ととも

に、分担して、新規４系統（累計

100 系統）の遺伝子破壊マウスを

作出、12 系統の表現型解析を行

い、その成果をウェブサイトで公

開、また２報の共著論文を発表し

た。さらに、アジアのリソース整

備の底上げのため、理研 BRC が

韓国、中国との関連機関と連携し

て設立した Asian Network of 
Research Resource Centers
（ANRRC）の第 11 回 国際会議

を 10 月にフィリピン・ロスバニ

ョスにて開催した。今回の理事会

で、城石センター長が副議長・理

事に就任した。また、小幡特別顧

問が、国連 SDGs の目標達成にお

け る バ イ オ リ ソ ー ス と

ANRRC/BRC の役割についての

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
● IMPC へ参加するこ

とにより、マウスリソー

スと付随情報の拡充、発

表論文による情報発信、

さらに我が国の国際貢献

を示すことができ、学術

的に、また科学外交上も

極めて重要であり、高く

評 価 す る 。さ ら に、

ANRRC 等のアジア連

携、またリソース関連の

国際連携でリーダーシッ

プを発揮し、主導してい

ることは、非常に高く評

価する。 
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遺伝子改変マウス

について、胎児期か

ら老齢期まで国際

標準法による表現

型解析を引き続き

実施する。また軟組

織の X 線イメージ

ングに最適な方法

の開発のために、前

年度に開発した新

規造影剤と X 線源

の種類や検出器の

改善・改良を行う。

さらに、これまでに

整備した複数の解

析プラットフォー

ムを国内研究者に

引き続き提供する。

(オ) 疾患ゲノム動

態解析技術開発と

して、画像情報処

理・機械学習を用い

たシングルセルの

分化状態の定量的

評価技術の高精度

化を計るとともに、

この技術を多能性

幹細胞の分化・脱分

化状態の解析に適

用する。(カ)植物-微
生物共生研究開発

として、野外環境の

微生物叢を同定し

た上で、根圏微生物

の単離・培養、及び

ハイスループット

な単離培養法によ

る基本的な実験系

を構築する。また、

共生研究に有用な

ミナトカモジグサ

の系統を整備する。

基調講演を行った。 
 
② 基盤技術開発事業 
●BALB/cを含む近交系 5系統の

非凍結胚による輸送法の至適化

を行った。その結果に基づき、多

系統の遺伝的背景を持つ遺伝子

改変マウスの非凍結胚を輸送す

ることが可能になった。また、体

外受精･胚培養の困難なA 系統に

おいて、抗インヒビン血清を用い

た過剰排卵法と人工授精の併用

により、A 系統の安定的保存と供

給が可能になった。ゲノム刷り込

みの正常化により、クローンマウ

スの出生率を従来の 3%から国際

的に最高レベルの 7%へ改善し

た。さらに、胎盤の幹細胞におい

て抑制性ヒストン変異 H3.1 の大

規模なゲノム上への集積を発見

した。この胎盤系列細胞の特異性

を、胎盤幹細胞の品質維持のため

の指標として確立した。  
 
③バイオリソース関連研究開発

プログラム 
●iPS 創薬基盤開発チームは、ア

ルツハイマー病 iPS 細胞を用い

た共同研究により、アルツハイマ

ー病の病因分子の評価を実施し、

新たな病態を発見した。遺伝性脳

小血管病 iPS 細胞を用いた疾患

細胞のモデル化を行い、論文発

表、プレスリリースを行った。視

覚系難病患者由来の iPS 細胞を

作製して品質チェックを行い、論

文を発表して世界の研究コミュ

ニティにおける当該 iPS 細胞の

利活用を促進した。企業に技術指

導を行い、疾患 iPS 細胞を用い

た、アルツハイマー病の細胞モデ

ル及び病因分子のアッセイ系、神

 
 
 
●左記の技術により、多

数のマウス系統の胚での

国内非凍結輸送が可能に

なり、また受精卵作出技

術がさらに効率化したこ

とにより、マウスリソー

スの提供および生産の大

幅な技術改善を達成した

ことを高く評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●アルツハイマー病等の

難治性疾患に対する医薬

品開発につながる新たな

病態の発見を含む重要な

成果であり、非常に高く

評価する 
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さらに、前年度に収

集した共存栽培の

ための各種情報を

もとに、モデル植物

−アーバスキュラー

菌根菌・根圏細菌・

植物内生菌を使っ

た共生の実験系の

最適化を行う。 

経細胞分化誘導法を導出した。   
●iPS 細胞高次特性解析開発チ

ームは、4p 欠失症候群等の染色

体異常関連難病患者由来の疾患

特異的 iPS 細胞から、その病態に

関わる運動神経細胞、神経堤細胞

を分化させ、健常人由来細胞との

比較解析により、それらの細胞種

でのゲノムワイドな遺伝子発現

の違いを同定した。さらに比較ゲ

ノムハイブリダイゼーション

(CGH)アレイにより、染色体欠失

領域に含まれる遺伝子群を同定

した。また、疾患特異的 iPS 細胞

の原因遺伝子変異を修復した比

較対照用の iPS 細胞を作製する

ため、染色体異常関連難病患由来

も含め、複数の疾患特異的 iPS 細

胞の遺伝子変異を同定した。 
●次世代ヒト疾患モデル研究開

発チームは、エレクトロポレーシ

ョンによるゲノム編集法を改良

し、標準系統マウスならびに亜種

由来系統マウスへの変異導入を

効率化した。この手法を安定的に

運用して、ヒト疾患点変異・塩基

欠失を有する８系統のマウスを

樹立した。さらに、ALS 関連遺伝

子にみられる疾患変異を容易に

マウスに導入するため、組換え酵

素を利用したヒト変異遺伝子の

ノックインシステムを構築した。

これにより、多数の ALS 遺伝変

異の効率的な疾患リスク評価が

可能となった。 
●マウス表現型解析開発チーム

は、国際標準表現型解析パイプラ

インを用いて、BRC が作出した

12 系統の 遺伝子破壊マウスの

若齢期、加齢期の表現型解析を完

了し、結果を IMPC の成果とし

てBioinformatics誌に発表した。

 
●4p 欠失症候群特異的

iPS 細胞の特性解析と病

態モデルの研究成果は世

界初であり、高く評価す

る。遺伝子改変 iPS 細胞

株の開発は、順調に進ん

でいる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●ゲノム編集法への新技

術の開発・導入により、

遺伝子改変疾患モデルマ

ウス作出の効率化を達成

しおり、高く評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●Bioinformatics 誌に発

表した論文は、IMPC 国

際連携によるバイオリソ

ース大規模解析により初

めて可能となったインパ

クトのある成果である。

国内研究者向けの表現型
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また、国内の研究者向けに、国際

標準表現型解析パイプラインに

よる 31 系統の遺伝子改変マウ

スの解析支援を実施し、得られた

結果を、Nature Immunology 誌

等で共著論文として発表した。さ

らに、X 線 CT イメージングにお

いては、新規造影剤を開発、それ

らの造影剤について X 線種と検

出器等との組合せの最適化を行

い、高精細イメージング技術を構

築した。 
●疾患ゲノム動態解析技術開発

チームは、前年度に開発した明視

野画像を基にした細胞評価法の

分子レベルの裏付けとして、1 細

胞レベルの遺伝子発現解析を実

施し、細胞分化状態の定量的評価

技術の高精度化を行った。また、

明視野画像だけではなく、細胞

個々の分子変動を検出可能なラ

マン分光顕微鏡の解析データと

遺伝子発現データを総合し、ラマ

ン解析により、ヒト iPS 細胞の分

化過程における細胞特性の変化

を非侵襲的に検出可能であるこ

とを示した。 
●植物-微生物共生研究開発チー

ムは、水田や畑での根圏微生物叢

の群集構造を明らかにし、根圏土

壌から特徴的な菌根菌の分離・同

定を行なった。加えて、ハイスル

ープットに根圏微生物を単離す

る新規培養技術の核となる実験

条件を特定した。植物-微生物共

生の実験系として、ミナトカモジ

グサの種子増殖法を確立し、アー

バスキュラー菌根菌の植物生育

における共生効果を評価できる

栽培法を構築した。 
●細胞材料開発室、遺伝子材料開

発室、iPS 細胞高次特性解析開発

解析支援は、国内のマウ

スを用いた研究の発展に

大きく貢献し、得られた

結果を複数の Nature 姉

妹誌等に共著論文として

発表しており、高く評価

する。 
 
 
 
 
 
●明視野画像を基にした

細胞分化状態の定量的評

価技術の高精度化に加

え、ラマン分光解析によ

り、明視野画像では得ら

れない分子情報を取得

し、これが細胞分化状態

の評価に利用可能である

ことを示した。この成果

は、細胞リソースを高い

品質で維持する技術開発

に繋がり、高く評価する。 
 
 
 
●菌根菌の分離培養系の

確立と、菌根菌の機能評

価ができるミナトカモジ

グサの実験系の確立を同

時に進めたことは、今後

の植物共生微生物の開発

研究に貢献できる。複数

のリソースを保有する

BRC ならではの分野連

携であり、国際的にも新

規性があり高く評価す

る。 
 
●２つの開発室と 1 つの

チームが連携することに



165 
 

チームは、連携して、細胞の分化

状態、または未分化状態で特異的

に発現するマーカー遺伝子を

CRISPR/Cas9ゲノム編集技術に

より導入した細胞株を作製した。

予想通りのマーカー発現を確認

した 6 細胞株を寄託して提供可

能とした。 

より、研究ニーズに応え

るリソースの整備と提供

が初めて可能になった。

非常に高く評価する。 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 研究所が行う業務

の運営について、以

下に示す取組を行

うとともに、法人独

自の創意工夫を加

えつつ、その改善に

取り組む。 

研究所は、必要な事

業の見直し、調達の

合理化、効率的な運

営体制の整備に取

組、引き続き経費の

合理化・効率化を図

るとともに、独自の

創意工夫を加えつ

つ業務運営の改善

に取組む。 

研究所は、必要な事

業の見直し、調達の

合理化、効率的な運

営体制の整備に取

組、引き続き経費の

合理化・効率化を図

るとともに、独自の

創意工夫を加えつ

つ業務運営の改善

に取組む。 

－ 【業務実績総括】 
● 効率的な運営体制のため

不断の見直しを進めた。具体

的には以下の通りの実績を挙

げた。 
・ 経費等の合理化・効率化に

ついては、削減目標である

1.16%の合理化を達成した他、

エネルギー使用の合理化につ

いては法定目標を十分達成す

るなど順調に計画を遂行し

た。 
・ 人件費の適正化について

は、高度人材の確保をしつつ

人件費の適正化を着実に進め

た。 
・ 調達の合理化については、

調達等合理化計画に基づく取

組を着実に進めた。 
 

 
左記の実績を踏まえ、着実に中長

期計画が進捗していると判断でき

ることから、B 評定とする。 
 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・業務運営の改善及び効率化に関して着実な努力がなされており、

また、Web 調達の利用拡大、外部資金の確保等が順調に進捗して

いる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・主要建物等の修繕や維持管理等には相当のコストを要するため、

事業所の所在地及びリモートアクセス等の職場環境の変化を踏

まえた施設整備の在り方の検討及び施設の利活用を効率化して

いくことを期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

－ 
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４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１ 経費の合理化・効率化 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
一般管理費（人件

費、特殊経費及び

公租公課を除く。）

及び、業務経費（人

件費、物件費のう

ち無期雇用に係る

人件費及び特殊経

費を除く。）の合計 

前 年 度 比

1.16％以上の

効率化 

 1.16%減 1.16%減      前年度比 
新規に追加されるもの、拡充分

は除外 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 組織の見直し、調達

の合理化、効率的な

運営体制の確保等

に引き続き取り組

むことにより、経費

の合理化・効率化を

図る。 
運営費交付金を充

当して行う事業は、

新規に追加される

もの、拡充分は除外

した上で、一般管理

費（人件費、特殊経

費及び公租公課を

除く。）及び業務経

費（人件費、物件費

のうち無期雇用に

係る人件費及び特

殊経費を除く。）の

運営費交付金を充

当して行う事業は、

新規に追加される

もの、拡充分は除外

した上で、一般管理

費（人件費、特殊経

費及び公租公課を

除く。）及び、業務経

費（人件費、物件費

のうち無期雇用に

係る人件費及び特

殊経費を除く。）の

合計について、毎事

業年度に平均で前

年度比 1.16％以上

の効率化を図る。新

規に追加されるも

の及び拡充される

分については、翌年

平成 31 年度は、運

営費交付金事業に

おいて中長期計画

に沿って経費等の

合理化・効率化を図

る。 
 

（評価軸） 
・経費を合理的かつ効

率的に執行したか 
 
（モニタリング指標） 
・一般管理費、業務経

費の削減率 

●業務の合理化・効率化を図

るため、不要となった実験機

器のリサイクル活用、研究機

器の共用利用等の取り組みを

実施し、削減目標である

1.16%、494,219 千円の削減を

達成した 

 ＜評価すべき実績＞ 
・経費等の合理化・効率化について、順調に目標を達成しており、着実な実施

がなされている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・温暖化対策に係る省エネルギー化として、多数の高消費電力の大型設備を有

する理研がエネルギー消費の低減は有効であり、更なる削減に向けた取組の

推進が重要である。 
・業務の合理化・効率化について、数値のみならず、効率化による具体的な効

果・影響の把握も重要である。 
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合計について、毎年

度平均で前年度比

1.16%以上の効率化

を図る。なお、新規

に追加されるもの

及び拡充される分

は、翌年度から同様

の効率化を図る。 

度からの同様の効

率化を図る。また、

毎年の運営費交付

金額の算定に向け

ては、運営費交付金

債務残高の発生状

況にも留意する。 

  恒常的な省エネル

ギー化を進め、光熱

水使用量の節約及

び二酸化炭素の排

出抑制に取組み、節

電要請などの状況

下にあっても継続

可能な環境を整備

する。また、研究所

全体で研究スペー

スの配分等を調整

する体制により、限

られた研究スペー

スをより有効に活

用する等資源活用

の効率化を図る。 

恒常的な省エネル

ギー化に対応する

ための環境整備を

進め、光熱水使用量

の節約及び二酸化

炭素の排出抑制に

取組み、節電要請等

の状況下にあって

も継続可能な環境

を整備する。 
また、省エネルギー

推進に向けた取組

として、エネルギー

使用のモニタリン

グと見える化を推

進し、多様な啓発活

動による職員等へ

の周知徹底、エネル

ギー使用合理化推

進委員会の定期的

な開催、施設等の使

用量把握及び分析

の強化、エネルギー

消費効率が最も優

れた製品の採用を

さらに促進する。さ

らに、研究所全体の

研究スペースの配

分等について、施設

委員会において各

事業所が取りまと

めた要望を調整し

て建物利用計画を

策定し、限られた研

（評価指標） 
・省エネルギー化等に

対応した環境整備を

進めることによる、節

電要請などの状況下

にあっても継続可能

な環境の整備状況 

●恒常的な省エネルギー化の

ための環境整備 
以下の取組により、全理研の

エネルギー使用量は、原油換

算で 133,791kl（対前年度比

90.1％）、省エネ法の判断基準

であるエネルギー消費原単位

は、過去５年間の平均で目標

の 1％に対して、2.3％減少し

た。 
・マルチエアコン、冷温水発生

機、変圧器などを高効率型に

更新、MDU ブレーカー、LED
照明などを導入及び断熱効果

を目的とした外壁遮熱塗装の

採用や二重サッシ化などによ

り省エネルギー化及び二酸化

炭素排出抑制に取り組んだ。 
・外気の熱負荷を考慮し、複数

ある熱源機器を最適な運転台

数とすることで省エネルギー

化を行った。 
・電力監視装置の更新と、受電

電力表示用 PC の更新を行っ

た。 
 
●大型共用施設への対応 
スパコン「富岳」設置に際し、

アモルファストランス等の省

エネ機器を一部採用するとと

もに、BEMS（ビルエネルギー

マネジメントシステム）によ

り冷熱源設備をモニタリング

し、高効率運転への取り組み

適切に計画を遂行して

いると評価する。 
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究スペースをより

有効に活用する等、

資源活用の効率化

を図る。 

を始めたことにより、より一

層の省エネ化が期待される。 
「富岳」のプロトタイプがス

パコンの省エネ性能を示すラ

ンキングである Green500 
List において、世界１位を獲

得した。 
 
●使用量把握及び分析のため

の継続的な取組 
特高変電所（開閉所）におい

て、毎月の最大電力及び電力

使用量を把握するとともに、

夏季期間中は各バンクの最大

電力を日単位・時間単位で監

視・把握し、使用電力のピーク

予測と対策について検討し

た。 
 
●省エネルギー推進に関する

啓発等 
デマンド管理の実施により、

ピーク時の電力余裕率が 1％
を切った場合には、施設運転

に携わる関係者らと事前に策

定した節電メニューを実行

し、さらに逼迫した場合には

放送で研究者に節電への呼び

掛けを計画した。（今夏は、構

内放送を実施する事態には至

らなかった。） 
また、職員宛一斉メールによ

り、クール・ビズ等省エネ対策

の励行を呼び掛けたほか、職

場巡視の際の不在室消灯を行

い、建屋や部屋の利用状況に

応じて管理を行った。 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２ 人件費の適正化 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 適切な人件費の確

保に努めることに

より優れた研究者

及び研究支援者を

育成・確保するべ

く、政府の方針に従

い、必要な措置を講

じる。給与水準につ

いては、国家公務員

の給与水準を考慮

し、手当を含め役職

員給与の在り方に

ついて厳しく検証

した上で、研究所の

業務の特殊性を踏

まえた適正な水準

を維持するととも

に、その検証結果や

取組状況を公表す

る。 
なお、国際的に卓越

「特定国立研究開

発法人による研究

開発等を促進する

ための基本的な方

針」(平成28 年6 月
28 日閣議決定 )等
の政府の方針を踏

まえ、特定国立研究

開発法人として世

界最高水準の専門

的な知識及び経験

を活用して遂行す

ることが特に必要

とされる業務に従

事する者について、

国際的に卓越した

能力を有する人材

を確保する。 
給与水準(事務・技

術職員 ) について

は、研究所の業務を

特定国立研究開発

法人による研究開

発等を促進するた

めの基本的な方針

(平成 28 年 6 月 28
日閣議決定)等の政

府の方針を踏まえ、

特定国立研究開発

法人として世界最

高水準の専門的な

知識及び経験を活

用して遂行するこ

とが特に必要とさ

れる業務に従事す

る者について、国際

的に卓越した能力

を有する人材を確

保する。 
給与水準(事務・技

術職員 ) について

は、研究所の業務を

（評価軸） 
・人件費を合理的かつ

効率的に執行したか 
 
（参考：評価の視点） 
【給与水準】 
・ 給与水準の高い理

由及び講ずる措置（法

人の設定する目標水

準を含む）が、国民に

対して納得の得られ

るものとなっている

か。 
・ 法人の給与水準自

体が社会的な理解の

得られる水準となっ

ているか。 
・ 国の財政支出割合

の大きい法人及び累

積欠損金のある法人

について、国の財政支

【ラスパイレス指数（令和

元年度実績）】 
●適正な給与水準に向け、

給与改定等を行った結果、

ラスパイレス指数は、

110.7(平成 30 年は 111.6) 
であった。 
 
●戦略重点科学技術の推

進等社会からの要請・期待

に応える一方で、高度人材

の確保と人件費削減の両

面に対応するために少数

精鋭化を進めており、学歴

構成は大卒・院卒以上の学

歴を有する者が多く在籍

することが指数に大きく

影響している。 
 
●給与水準の比較対象者

に占める管理職の割合が

適切に計画を遂行してい

ると評価する。 
＜評価すべき実績＞ 
・人件費の適正化について、着実な取組を進めている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
・ラスパイレス指数について、働き方改革を踏まえた適正な給与水準の検討を

期待する。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・優秀な人材の確保について、後年度において評価することを期待する。 
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した能力を有する

人材の確保のため

に、必要に応じて弾

力的な給与を設定

できるものとし、そ

の際には、国民に対

して納得が得られ

る説明に努める。 

遂行する上で必要

となる事務・技術職

員の資質、人員配

置、年齢構成等を十

分に考慮し、国家公

務員における組織

区分、人員構成、役

職区分、在職地域、

学歴等の比較及び

類似の業務を行っ

ている民間企業と

の比較を行う等厳

しく検証する。自ら

の給与水準が国民

の理解を得られる

か検討を行った上

で、これを維持する

合理的な理由がな

い場合には必要な

措置を講ずるとと

もに、その検証やこ

れらの取組状況に

ついて公表してい

く。 
なお、適切な人材の

確保のために必要

に応じて弾力的な

給与を設定できる

ものとし、その際に 
は、国民に対して納

得が得られる説明

に努めるものとす

る。 

遂行する上で必要

となる事務・技術職

員の資質、人員配

置、年齢構成等を十

分に考慮し、国家公

務員における組織

区分、人員構成、役

職区分、在職地域、

学歴等の比較及び

類似の業務を行っ

ている民間企業と

の比較を行う等、厳

しく検証する。自ら

の給与水準が国民

の理解を得られる

か検討を行った上

で、これを維持する

合理的な理由がな

い場合には必要な

措置を講ずるとと

もに、その検証やこ

れらの取組状況に

ついて公表してい

く。 
なお、適切な人材の

確保のために必要

に応じて弾力的な

給与を設定できる

ものとし、その際に

は、国民に対して納

得が得られる説明

に努めるものとす

る。 

出規模や累積欠損の

状況を踏まえた給与

水準の適切性に関し

て検証されているか。 
 
【諸手当・法定外福利

費】 
・ 法人の福利厚生費

について、法人の事

務・事業の公共性、業

務運営の効率性及び

国民の信頼確保の観

点から、必要な見直し

が行われているか。 

やや高い水準となってい

るが、一部の無期雇用職

員、任期制職員や派遣職員

等を給与水準比較対象外

とした結果であり、これを

見込めば国家公務員と遜

色ない。なお、累積欠損金

は無い。 
 
●令和 2 年 3 月に、借上住

宅使用料を見直して職員

の借上住宅自己負担率を

26％から 30％へ引き上げ

た。 
 
●優れた研究成果を創出

していくためには、優秀な

研究者の確保が不可欠で

あり、国際社会で活躍する

卓越した研究者を確保す

るためにも、給与上の優遇

措置を講ずることは、社会

的な理解を得られる範囲

にある。 
 
【福利厚生費の見直し状

況】 
●レクリエーション経費・

食堂業務委託については

国に準じて公費支出は行

っていない。 
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 また、監事及び会計

監査人による監査

において、入札・契

約の適正な実施に

ついて徹底的なチ

ェックを行う。 

また、監事及び会計

監査人による監査

において、入札・契

約の適正な実施に

ついて徹底的なチ

ェックを行う。 

加えて、適正な契約

の確保のために、外

部有識者を含む契

約監視委員会によ

る定期的な契約の

点検・見直しを受け

るとともに、契約に

係る情報について

ウェブサイトに公

表する。 

 外部有識者及び監事で構

成される契約監視委員会

においては、年度内に 3 回

開催し、2019 年度調達等合

理化計画の審議を含め契

約案件に係るリスト点検

及び委員が任意で選定し

た個別案件について、担当

契約部署からの説明、質疑

応答を行い審議の後、契約

担当部署への講評を行っ

ている。 
契約に係る情報について

は、ホームページで公表し

ている。 

適切に計画を遂行してい

ると評価する。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－３ 調達の合理化及び契約の適正化 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 「独立行政法人に

おける調達等合理

化の取組の推進に

ついて」（平成 27 年

5 月 25 日総務大臣

決定）に基づく取組

を着実に実施し、契

約の公正性、透明性

の確保等を推進し、

業務運営の効率化

を図る。 

研究開発が国際的

な競争の中で行わ

れることを踏まえ、

契約を迅速かつ効

果的に行うととも

に、適切に実施する

ために必要な体制

を整備する。契約に

ついては、一般競争

入札等競争性のあ

る契約方式を原則

としつつ、「独立行

政法人における調

達等の合理化の取

組の推進について」

（平成 27 年 5 月
25 日総務大臣決

定）に基づく取組を

着実に実施し、公正

性、透明性を十分に

確保するとともに、

契約については、原

則として一般競争

入札等の競争性の

ある契約方式によ

るものとし、「調達

等合理化計画」 に
基づく取組の着実

な実施により、公正

性、透明性を十分に

確保する。随意契約

については、研究所

の研究開発業務の

特性を考慮し、独立

行政法人の随意契

約に係る事務につ

いて（平成 26 年 10
月総務省行政管理

局）を踏まえつつ、

その適否を十分に

検証するとともに、

一般競争入札等に

（評価軸） 
・契約の適正化を推進

したか 
 
（評価指標） 
・契約の適正化の観点

からの、外部からの指

摘等を踏まえた対応

状況 
 
 
 
（参考：評価の視点） 
入札基準額以上の契

約事案に占める競争

性のない随意契約と

なった件数を平成 27 
年度より低減させた

か。 
 
・企画競争方式の実施

別紙参照。 
 
 
 
 
●外部の調査において内

部規定に則した処理がな

されていない事案につい

て指摘を受けた事例があ

ったが、関係規程の解釈に

誤認を生じないよう規程

を改正し適正化を図った。 
 
●競争性のない随意契約

の占める件数割合は、平成

27 年度が 22.1%に対し

て、令和元年度は 25.0%と

微増となった。 
 
 
●企画競争方式の実施件

順調に計画を遂行してい

ると評価する。 
 

＜評価すべき実績＞ 
・調達の合理化及び契約業務の適正化について、適切かつ順調に実施されてい

る。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・先端研究における発注では個々の研究に特化した設備や材料となるため高

い競争入札が必ずしも適切ではないのは理解できるが、研究活動が制約され

ることのない範囲で競争性と透明性を確保できる事が望まれる。 
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随意契約によらざ

るを得ない場合は、

事前に審査した上

で実施し、その理由

等を公表する。ま

た、調達に当たって

は要求性能を確保

した上で、研究開発

の特性に合わせた

効率的・効果的な契

約方法により、質と

価格の適正なバラ

ンスに配慮した調

達を実施する。同時

に、上記の取組が適

正に行われるよう

周知徹底を図ると

ともに、取組状況の

検証を行い、必要な

措置をとる。 

より契約を行う場

合であっても、真に

競争性、透明性が確

保されているか点

検・検証を行う。 
平成 31 年度は、調

達を迅速に行うこ

とが可能となる新

たな契約方式の導

入を引き続き検討

する。また、調達に

当たっては、仕様書

作成において要求

性能を確保した上

で研究開発の特性

に合わせた効率的・

効果的な調達に取

組むため、チェック

リストにより調達

における留意点の

確認を行うととも

に、単価契約による

調達の合理化促進

を行う。さらにコス

トを意識しつつ、研

究所としての質と

価格の適正なバラ

ンスに配慮した調

達を実施する。同時

に、上記の取組が適

正に行われるよう、

研修等において周

知徹底を図るとと

もに、取組状況の検

証を行い、改善につ

なげる。 

件数、効果に関するヒ

アリング 
 
 
 
・随意契約事前確認の

公募を実施した件数、

効果に関するヒアリ

ング 
 
・競争入札に占める一

者応札等の件数等を

平成 27 年度実績より

低減させる。 
 
・調達情報公開の継続 
調達情報のＷｅｂ公

開において、掲載しそ

びれた調達情報はな

かったか。配信を実施

した結果、業者等から

の反応や関心はどう

であったか 
 
 
 
 
・公正性、競争性の担

保 
仕様書の作成に関す

る注意、啓発等の回

数。会議等での発表回

数 
・入札参加要件の緩和 
入札参加の緩和を行

った件数 
 
 
 
 
 
 

数は 14 件、うち 12 件が複

数社応募となり、契約先と

して業務遂行能力が最も

優れた者を選定できた。 
 
●随意契約事前確認公募

の実施件数は 52 件、うち

8 件については他者も仕様

書をダウンロードした。 
 
●一者応札等の割合は、平

成 27年度比で 8.3%あがっ

ているが、対前年度比では

2.5%の微増であった。 
 
●調達公告は Web サイト

にてすべて公開した。調達

情報を自動配信した結果、

訪問頻度の少ない業者で

も入札説明書等ダウンロ

ードし資料を容易に入手

出来るようにしている。こ

れにより資料のダウンロ

ード回数や参加機会も多

くなり関心の高さが維持

されている。 
 
●新入職員オリエンテー

ションや研究センターの

研究連絡会の場を利用し

て、契約の公正性、競争性

の担保や仕様書作成時の

留意事項の説明を計 14 回

行った。また、e-Learning
による契約に関する研修

機会を提供したりや所内

ホームページ上での注意、

啓発活動を行っている。要

求元が作成した仕様書に

ついては事務部門におい

ても、限定的な記載内容と

ならないようチェックリ



176 
 

 
 
 
・公告期間の確保 
業務日で10 日以上と

した入札の回数、通常

の 10 営業日の件数、

及び、緊急性等の理由

で短縮を行った件数

を比較、より長く確保

したか検証する。 
 
 
 
 
 
・単価契約及び一括契

約の締結促進の取り

組み 
単価契約及び一括契

約の契約実績を平成

27 年度より増やすと

ともに、それが事務効

率の向上につながっ

たのかヒアリング等

により検証 
 
・Web 調達の活用 
少額で購入頻度の高

い消耗品等の調達の

単価契約化及び研究

室による発注手続き

の効率化に資するも

のとして、近年発達し

てきた Web 調達が挙

げられる。和光事業所

における運用で、研究

室サイドの手 
間が軽減される等の

確認ができたが、一

方、事務サイドは業務

量の増加による人的

ストを用いて確認・指導を

行った。 
 
●物品・役務契約におい

て、500 万円以上、3,000 万

円未満の入札に参加する

には入札参加資格要件と

して B 等級又は C 等級の

入札参加資格が必要とな

るところ。最も下位の D 等

級まで競争参加を可能と

するよう、要件の緩和を行

った件数は、理研全体で 68
件あり、このうち 15 件が

複数者応札となった。 
 
●公告期間については業

務日で 10 日超の日数を設

けた件数は 1,662 件、業務

日で 10 日 とした件数は

271 件であった。一方、緊

急性の理由で、暦日で10日

よりも短縮した件数は 23
件あった。 
 
 
 
●新規の単価契約や一括

調達については、業務効率

の向上につながるかを検

討した上で拡充すべく、全

事業所で取り組んでいる。 
 2019 年度の単価契約は、

全体で 169 件であり、この

うちの 22 件は新規契約で

ある。新規の一括調達の実

績としては、神戸地区の東

エリアと西エリアで使用

するガスが挙げられる。 
 
●Web 調達利用について

順次全所に展開する一方、
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負担が懸念されてい

るので、効率化の方策

を検討しつつ全所的

な展開準備を行う。 
 
 
 
 
 
・発注権限の遵守 
理化学研究所におい

ては原則としてすべ

ての発注は契約担当

部署から行っている。

緊急を要する場合等

には予め定められた

「契約担当役の代行

者」が発注を行えるこ

ととしている。 
 
・新たな随意契約に関

する内部統制の確立 
契約審査委員会によ

り、3000 万円以上の

随意契約希望事案に

ついては全数を審査

する。また、3000 万
円未満のものについ

ても少額随意契約以

上で競争性のない随

意契約についてはメ

ールでの審査を実施

する。 
 
・契約依頼者以外の契

約担当部署による納

品確認の徹底 
検収にあたっては、契

約依頼者以外の契約

担当部署（納品確認セ

ンター及び納品確認

スタッフ）による納品

利用の多い商品を扱って

いるメーカー等と個別に

交渉する等により、Web 調

達運営サイトから紐付く

形でメーカー等 2社のサイ

ト利用を追加することで、

利便性と効率化の向上を

図った。 
 
●会計規程等に沿った発

注続きを徹底し、調達の適

正化を図り、全ての契約案

件について契約担当部署

から発注を行った。 
 
 
 
 
 
 
●新たな随意契約制度（特

例随契制度）を導入するメ

リット・デメリットについ

て、詳細な検討を行った。

特例随契制度の適用条件

が緩和されなければ、理研

の現行制度では研究開発

成果の早期実現への寄与

が難しいことから、内閣府

など関係官署と意見交換

を行った。 
 
 
 
●会計規程等に沿った納

品確認等の手続きを徹底

することにより、調達の適

正化を図り、現在は全ての

納品物について、契約依頼

者以外の契約担当部署に

よる納品確認を実施して

いる。 
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確認を実施している

が、不正防止の観点か

ら確実に実施する必

要がある。 
 
・不祥事の発生の未然

防止・再発防止のため

の取組 
研究費の不正使用の

防止及び適切な執行

を行うために、過去の

不祥事の事例を含め

て調達手続の枠組み

を契約担当部署で共

有すると伴に、研究者

へ HP 等で周知徹底

する。 
 
 
 
 
 
 
【関連法人】 
・ 法人の特定の業務

を独占的に受託して

いる関連法人につい

て、当該法人と関連法

人との関係が具体的

に明らかにされてい

るか。 
 
・ 当該関連法人との

業務委託の妥当性に

ついての評価が行わ

れているか。 
 
 
・ 関連法人に対する

出資、出えん、負担金

等（以下「出資等」と

いう。）について、法人

 
 
 
 
 
●研究費の不正使用防止

策として、新入職員オリエ

ンテーションやセンター

研究連絡会議などで研究

費の正しい執行について

周知するとともに、すべて

の職員に対して e-Learnig
による講習を随時受講可

能としている。また他法人

からも情報収集を行い、改

善すべき点については契

約担当課の連絡会議にて

情報共有を行うと共に、必

要に応じて規程の改正や

要領を作成し研究者も含

め周知することとしてい

る。 
 
【関連法人】 
●関連公益法人（独法会計

基準第 129 2（2）（事業収

入に占める割合が三分の

一以上の公益法人等）に該

当する者）との契約は、ホ

ームページ上で公表して

いる。 
 
●経費削減や効率的な実

施を目的に事業の一部を

外部に委託しており、透明

性・公正性を確保したうえ

で、契約を締結している。 
 
●関連法人との契約金額

については、積算資料など

刊行物等による積算も参

考として、金額の妥当性・
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の政策目的を踏まえ

た出資等の必要性の

評価が行われている

か。 
 

適正性を確保している。出

資等の必要性については、

契約審査委員会や契約監

視委員会においても審査・

点検を行っている。 

 また、監事及び会計

監査人による監査

において、入札・契

約の適正な実施に

ついて徹底的なチ

ェックを行う。 

また、監事及び会計

監査人による監査

において、入札・契

約の適正な実施に

ついて徹底的なチ

ェックを行う。 

加えて、適正な契約

の確保のために、外

部有識者を含む契

約監視委員会によ

る定期的な契約の

点検・見直しを受け

るとともに、契約に

係る情報について

ウェブサイトに公

表する。 

 外部有識者及び監事で構

成される契約監視委員会

においては、年度内に 3 回

開催し、2019 年度調達等合

理化計画の審議を含め契

約案件に係るリスト点検

及び委員が任意で選定し

た個別案件について、担当

契約部署からの説明、質疑

応答を行い審議の後、契約

担当部署への講評を行っ

ている。 
契約に係る情報について

は、ホームページで公表し

ている。 

適切に計画を遂行してい

ると評価する。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 研究所は、予算の効

率的な執行による

経費の削減に努め

るとともに、受益者

負担の適正化にも

配慮しつつ、積極的

に、施設使用料、寄

付金、特許実施料等

の自己収入や競争

的資金等の外部資

金の確保や増加、活

用等に努める。 

   【業務実績総括】 
●財源の多様化を図ると

ともに、予算を適切に執

行した。具体的には以下

のとおり。 
・ 予算については、業

務運営に支障のないよう

配慮しつつ適切な執行を

行った。 
・ 外部資金の確保につ

いては、公募情報の効果

的な周知など増加に向け

た取組を実施した。科研

費、民間助成金獲得率、

寄附金獲得件数が増加し

た。 
・ 中長期目標期間を越

える債務負担となる PFI
事業による本部・事務棟

整備等については、費用

を抑制しつつ高い品質を

 
適切な業務遂行を通じて、

着実に中長期計画が進捗し

ていると判断できることか

ら、B 評定とする。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 
＜評価すべき実績＞ 
・予算・収支計画・資金計画、外部資金確保、中長期目標期間を超える債務負

担の各項目について、着実に中長期計画が進捗している。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
－ 
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確保すべく対応した。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－１ 予算（人件費見積を含む）、収支計画、資金計画 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 研究所は、予算の効

率的な執行による

経費の削減に努め

るとともに、受益者

負担の適正化にも

配慮しつつ、積極的

に、施設使用料、寄

付金、特許実施料等

の自己収入や競争

的資金等の外部資

金の確保や増加、活

用等に努める。 

（別紙での記載） （別紙での記載） ・予算を適切に執行

し、財務内容の改善が

図られたか 
【予算】 
【収支計画】 
【資金計画】 
 
【財務状況】 
（当期総利益（又は当

期総損失）） 
・ 当期総利益（又は当

期総損失）の発生要因

が明らかにされてい

るか。 
・ また、当期総利益

（又は当期総損失）の

発生要因は法人の業

務運営に問題等があ

ることによるものか。 
 
（利益剰余金（又は繰

【予算】 
【収支計画】 
【資金計画】 
については、別紙参照。 
 
 
【財務状況】 
（当期総利益（又は当期

総損失）の発生要因）） 
財務諸表の作成にあたり

当期総利益の発生要因

（構成）について検証を

行った結果、当期総利益

の発生要因（構成）は、そ

の大部分が自己収入によ

り取得した固定資産の期

間利益（残存簿価）であ

った。 
 
（利益剰余金） 
利益剰余金の構成要素

順調に計画を遂行してい

る。 
 

＜評価すべき実績＞ 
・外部資金の獲得拡大、寄付金の獲得拡大に向けた取組が行われている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・研究の進捗状況や、長納期の最先端研究機器の調達、その他不測の事態等の

諸事情により、ある程度の運営費交付金の年度内未執行が出るのはやむを得

ないと考えるが、多額の繰越が発生することは好ましくなく、計画的な予算

執行に努められたい。 
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越欠損金）） 
・ 利益剰余金が計上

されている場合、国民

生活及び社会経済の

安定等の公共上の見

地から実施されるこ

とが必要な業務を遂

行するという法人の

性格に照らし過大な

利益となっていない

か。 
・ 繰越欠損金が計上

されている場合、その

解消計画は妥当か。 
※解消計画がない場

合 
・ 当該計画が策定さ

れていない場合、未策

定の理由の妥当性に

ついて検証が行われ

ているか。さらに、当

該計画に従い解消が

進んでいるか。 
 
（運営費交付金債務） 
・ 当該年度に交付さ

れた運営費交付金の

当該年度における未

執行率が高い場合、運

営費交付金が未執行

となっている理由が

明らかにされている

か。 
・ 運営費交付金債務

（運営費交付金の未

執行）と業務運営との

関係についての分析

が行われているか。 
 
（溜まり金） 
・ いわゆる溜まり金

の精査において、運営

は、積立金、当期総利益

及び前中長期目標期間繰

越積立金の残額であり、

当期総利益の発生要因か

らも、過大な利益となっ

ていない。 
 
（運営費交付金債務の未

執行率（％）と未執行の

理由） 
●令和元年度に交付され

た 運 営 費交 付 金は 、

53,618 百万円 (1) であ

る。このうち、令和元年

度執行額は、46,234 百万

円(2)であるため、令和元

年度交付分の未執行額

((3)=(1)-(2))は 7,384百万

円、未執行率 ((3)/(1))は
13.8％である。 
●未執行額の要因とし

て、長納期の最先端研究

機器の調達・周辺環境整

備に必要な予算 2,402 百

万円（4）が含まれており、

未執行額から本件を除い

た金額（（5）=（3）－（4））
は 4,982 百万円であり、

未執行率（5）/（1）は、

9.3％である。 
●その他の未執行の理由

は、最新の研究動向に合

わせた研究を行うための

計画変更や研究者の着任

時期の変更等によるもの

が要因である。 
【業務運営に与える影響

の分析】 
●長納期の最先端研究機

器の調達・周辺環境整備

については、中長期計画

推進に必要な取り組みで
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費交付金債務と欠損

金等との相殺状況に

着目した洗い出しが

行われているか。 

あるため、業務運営に与

える影響は特段ない。 
●その他の未執行額につ

いても、令和 2 年度に全

額執行予定であり、引き

続き執行状況の確認及び

柔軟な予算配賦等による

早期執行に努める。 
 
（溜まり金の精査の状

況） 
運営費交付金債務と欠損

金等の相殺により発生し

た溜まり金はなかった。

なお、第 1～3 期中期計画

期間中に発生した溜まり

金（板橋分所売却に伴う

不要財産分含む）につい

ては、民間等出資者へ

84,850,189 円払戻しを

行った（別途、出資証券

の紛失のため除権手続後

に 1,573 円払戻しを予定

している）。 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－２ 外部資金の確保 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 研究所は、予算の効

率的な執行による

経費の削減に努め

るとともに、受益者

負担の適正化にも

配慮しつつ、積極的

に、施設使用料、寄

付金、特許実施料等

の自己収入や競争

的資金等の外部資

金の確保や増加、活

用等に努める。 

外部資金の獲得は、

研究所の研究者に

新しいアイデアや

研究の目をもたら

すとともに、大学や

企業等と連携して

重要な社会・産業の

課題解決に向けた

研究開発を行うこ

とで、我が国のイノ

ベーション創出や

世界規模の課題の

解決に貢献するこ

とにつながる。外部

資金を積極的に獲

得するため、科学技

術イノベーション

政策や産業の動向

把握に努めるとと

もに、省庁や公的研

究機関、企業や団体

外部資金を積極的

に獲得するため、科

学技術イノベーシ

ョン政策や産業の

動向把握に努める

とともに、省庁や公

的研究機関、企業や

団体との意見交換

等を通じて、今後重

点化すべき取組や

新たな事業の提案

を行う等、一層の資

金確保に努める。 
 

（評価軸） 
 
・外部資金の一層の獲

得を推進したか 

●令和元年度の外部資金

の獲得にあたっては、下

記 3 点を重点的に推進し

た。  
１） 外部資金獲得に関

する情報の周知及び研究

者の意識向上のため、引

き続き公募情報システム

を活用した所内ホームペ

ージ・電子メールでの効

果的な周知をした。 
２） 外部資金獲得に向

けた若手支援のため、科

研費の説明会（日本語及

び英語）を実施した。説

明会では、制度変更に関

する説明、種目別採択率

等応募・採択に関するデ

ータ紹介、科研費の獲得

経験を豊富に有する研究

者による獲得のポイント

適切に計画を遂行している

と評価する。 
＜評価すべき実績＞ 

・科研費等の競争的資金は若手の研究を進めるには重要であり、の獲得件数が

増加傾向にあるのは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・寄附について、計算科学研究の支援として「京」の CPUグッズを寄附者への

特典とするなどの寄附に対するアイデアと工夫及び広報との連携・戦略的な

取組を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・若手研究者について、その後のキャリア展開等にも鑑み、科学研究費助成事

業による資金（競争的資金）を一定程度確保して研究を進めることは重要だ

が、法人全体としては、研究者個人やチームにおける付加的な研究活動のた

めの個人ベースの資金とともに、法人の本来の研究業務につながるような、

機関ベースの資金を引き続き獲得していくことが望まれる。 
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との意見交換等を

通じて、今後重点化

すべき取組や新た

な事業の提案を行

う等、一層の資金確

保に努める。 

等についての講義及び

Q&A セッションを設け

ている。この他、主な資

金等について、戦略的な

獲得に向け、各制度の公

募時期や募集要項配布時

期に沿って列挙した一覧

を冊子にして配布した。 
３） 寄附金（558 件、

87,530 千円受入）の受入

れ拡大のため、WEB等で

の募集に、引き続き取り

組んだ。 
 
●令和元年度は、2,290
件・175 億円を新規に獲

得した。外部資金の一層

の獲得を推進した結果、

平成 30 年度に比して、獲

得総額は減少したもの

の、獲得総件数は増加し、

競争的資金の科研費や科

学技術振興機構実施関連

事業、若手研究者のスタ

ートアップ資金として貴

重な原資となっている民

間助成金などの獲得額が

増加した。 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－３ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 運営費交付金の債

務残高についても

勘案しつつ予算を

計画的に執行する。 

短期借入金は 240 
億円を限度とする。 
想定される理由: 
・運営費交付金の受

入の遅延 
・受託業務に係る経

費の暫時立替等 

短期借入金は 240
億円を限度とする。 
想定される理由: 
・運営費交付金の受

入の遅延 
・受託業務に係る経

費の暫時立替等 

・ 短期借入金は有る

か。有る場合は、その

額及び必要性は適切

か。 
 

該当なし － － 
 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－４ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産に関する計画   

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 必要性がなくなっ

たと認められる保

有資産については

適切に処分すると

ともに、重要な財産

を譲渡する場合は

計画的に進める。 

不要財産又は不要

財産となることが

見込まれる財産に

関する計画はない。 

不要財産又は不要

財産となることが

見込まれる財産に

関する計画はない。 

 ●重要な財産の処分に関

する計画はなかった。 
 

 ＜評価すべき実績＞ 
・適切に実施されている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
－ 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 

 
 

 
  



189 
 

２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－５ 重要な財産の処分・担保の計画 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 必要性がなくなっ

たと認められる保

有資産については

適切に処分すると

ともに、重要な財産

を譲渡する場合は

計画的に進める。 

1990 年に締結した

研究協力協定に基

づく RAL における

ミュオン研究は、中

長期目標期間中に

終了する予定であ

り、建物を RAL に

無償譲渡する。 

不要財産又は不要

財産となることが

見込まれる財産以

外の重要な財産処

分・担保の計画はな

い。 
 

・ 重要な財産の処分

に関する計画は有る

か。ある場合は、計画

に沿って順調 
に処分に向けた手続

きが進められている

か。 
 
【実物資産】 
（保有資産全般の見

直し） 
・実物資産について、

保有の必要性、資産規

模の適切性、有効活用

の可能性等の観点か

らの法人における見

直し状況及び結果は

適切か。 
・ 見直しの結果、処分

等又は有効活用を行

うものとなった場合

【実物資産の保有状況】 
●リサイクルの推進によ

り資産の有効活用を促進

するとともに、減損会計

に係る調査及び現物確認

調査を定期的に実施して

資産の利用状況の把握等

に努めた。 
 
① 実物資産の名称と内

容、規模 
●理研の実物資産には、

「建物及び附属設備、構

築物、土地」、及び「建物

及び附属設備、構築物、

土地以外の資産」がある。

「建物及び附属設備、構

築物、土地」は、各事業所

等の土地、建物、宿舎等

が計上されており、「建物

及び附属設備、構築物、

資産の利用状況の把握等に

努めていると評価する。 
 

＜評価すべき実績＞ 
・適切に資産管理がなされ、利用状況の把握が実施されている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
－ 
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は、その法人の取組状

況や進捗状況等は適

切か。 
・ 「勧告の方向性」や

「独立行政法人の事

務・事業の見直しの基

本方針」等の政府方針

を踏まえて処分等す

ることとされた実物

資産について、法人の

見直しが適時適切に

実施されているか（取

組状況や進捗状況等

は適切か）。 
（資産の運用・管理） 
・ 実物資産について、

利用状況が把握され、

必要性等が検証され

ているか。 
・ 実物資産の管理の

効率化及び自己収入

の向上に係る法人の

取組は適切か。 
 
【金融資産】 
（保有資産全般の見

直し） 
・ 金融資産について、

保有の必要性、事務・

事業の目的及び内容

に照らした資産規模

は適切か。 
・ 資産の売却や国庫

納付等を行うものと

なった場合は、その法

人の取組状況や進捗

状況等は適切か。 
（資産の運用・管理） 
・ 資金の運用状況は

適切か。 
・ 資金の運用体制の

整備状況は適切か。 

土地以外の資産」は「機

械及び装置並びにその他

の附属設備」及び「工具、

器具及び備品」が計上さ

れている。 
 
② 保有の必要性（法人の

任務・設置目的との整合

性、任務を遂行する手段

としての有用性・有効性

等） 
●実物資産の見直しにつ

いては、固定資産の減損

に係る会計基準に基づい

て処理を行っており、減

損またはその兆候の状況

等を調査し、その結果を

適切に財務諸表に反映さ

せている。このため、実

物資産についてその保有

の必要性が無くなってい

るものは存在しない。 
 
③ 有効活用の可能性等

の多寡 
●保有の必要性、資産規

模の適切性、有効活用の

可能性等の観点からの法

人における見直しの結

果、既に各資産について

有効活用が行われてお

り、問題点はない。 
 
④基本方針において既に

個別に講ずべきとされた

施設等以外の建物、土地

等の資産の利用実態の把

握状況 
●不動産等管理事務取扱

細則の規定に基づき、毎

年度、財産管理部暑（本

部においては総務部、各
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・ 資金の性格、運用方

針等の設定主体及び

規定内容を踏まえて、

法人の責任が十分に

分析されているか。 
（債権の管理等） 
・ 貸付金、未収金等の

債権について、回収計

画が策定されている

か。回収計画が策定さ

れていない場合、その

理由は妥当か。 
・ 回収計画の実施状

況は適切か。ⅰ）貸倒

懸念債権・破産更生債

権等の金額やその貸

付金等残高に占める

割合が増加している

場合、ⅱ）計画と実績

に差がある場合の要

因分析が行われてい

るか。 
・ 回収状況等を踏ま

え回収計画の見直し

の必要性等の検討が

行われているか。 

事業所においては研究支

援部）が不動産等管理簿

を作成し、資産の現況及

び増減の状況を明らかに

している。利用実態の把

握等については、各研究

支援部にて利用実態、入

居要望等を適宜確認し、

建物利用委員会等で必要

に応じたスペースの利用

計画案の策定を行ってお

り、この計画の承認並び

に全所における重要な土

地・建物利用に係る案件

については、施設委員会

が、利用計画の把握・調

整に加えて老朽化対策等

も勘案し、総合的な視点

から審議している。 
 
⑤利用実態を踏まえた保

有の必要性等の検証状況 
●減損会計に係る調査及

び現物確認調査を実施

し、資産の利用状況の把

握等に努めた。 
 
⑥ 実物資産の管理の効

率化及び自己収入の向上

に係る法人の取組 
※維持管理経費や施設利

用収入等の観点、アウト

ソーシング等による管理

業務の効率化及び利用拡

大等による自己収入の向

上の観点から記載。 
●資産については、会計

システムを用いて効率的

に管理を行っている。ま

た、理研は研究活動を目

的として実物資産を取

得。研究活動を通じて自
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己収入を得ているところ

であり、自己収入を主目

的とした実物資産を有し

ていない。 
 
【金融資産の保有状況】 
① 金融資産の名称と内

容、規模 
●金融資産の主なもの

は、現金及び預金であり、

令和元年度末において

51,161 百万円となって

いる。 
② 保有の必要性（事業目

的を遂行する手段として

の有用性・有効性） 
●未払い金等のために保

有しているものである。 
③ 資産の売却や国庫納

付等を行うものとなった

金融資産の有無 
該当なし 
④ 金融資産の売却や国

庫納付等の取組状況／進

捗状況 
該当なし 
 
【資金運用の実績】 
●金利政策の影響により

定期預金を組むことがで

きなかった。 
 
【資金運用の基本的方針

（具体的な投資行動の意

志決定主体、運用に係る

主務大臣・法人・運用委

託先間の責任分担の考え

方等）の有無とその内容】 
●特に定めていない 
 
【資産構成及び運用実績

を評価するための基準の
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有無とその内容】 
●特に定めていない 
 
【資金の運用体制の整備

状況】 
●該当なし 
 
【資金の運用に関する法

人の責任の分析状況】 
●該当なし 
 
【貸付金・未収金等の債

券と回収の実績】 
●該当なし 
 
【回収計画の有無とその

内容（無い場合は、その

理由）】 
●該当なし 
 
【回収計画の実施状況】 
●該当なし 
 
【貸付の審査及び回収率

の向上に向けた取組】 
●該当なし 
 
【貸倒懸念債権・破産更

生債権等の金額／貸付金

等残高に占める割合】 
●該当なし 
 
【回収計画の見直しの必

要性等の検討の有無とそ

の内容】 
●該当なし 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－６ 剰余金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  決算において剰余

金が生じた場合の

使途は、以下の通り

とする。 
・重点的に実施すべ

き研究開発に係る

経費 
・エネルギー対策に

係る経費 
・知的財産管理、技

術移転、新株予約権

の権利行使に係る

経費  
・成果活用等支援法

人等への出資に係

る経費  
※成果活用等支援

法人等への出資に

係る経費について

は、自己収入を原資

とすることを  

決算において剰余

金が生じた場合の

使途は、以下の通り

とする。 
・重点的に実施すべ

き研究開発に係る

経費 
・エネルギー対策に

係る経費 
・知的財産管理、技

術移転、新株予約権

の権利行使に係る

経費 
・成果活用等支援法

人等への出資に係

る経費 
※成果活用等支援

法人等への出資に

係る経費について

は、自己収入を原資

とすることを基本

・ 利益剰余金は有る

か。有る場合はその要

因は適切か。 
 

該当なし － － 
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基本とする。 
・職員の資質の向上

に係る経費 
・研究環境の整備に

係る経費 
・広報に係る経費 

とする。 
・職員の資質の向上

に係る経費 
・研究環境の整備に

係る経費 
・広報に係る経費 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－７ 中長期目標期間を越える債務負担 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 － 中長期目標期間を

超える債務負担に

ついては、研究基盤

の整備等が中長期

目標期間を越える

場合で、当該債務負

担行為の必要性及

び資金計画への影

響を勘案し合理的

と判断されるもの

について行う。 
ＰＦＩ事業として

下記を実施する。 
（ＰＦＩ事業） 
・本部・事務棟整備

等事業 

中長期目標期間を

超える債務負担に

ついては、研究基盤

の整備等が中長期

目標期間を越える

場合で、当該債務負

担行為の必要性及

び資金計画への影

響を勘案し合理的

と判断されるもの

について行う。 
PFI 事業として下

記を実施する。 
（PFI 事業） 
・本部・事務棟整備

等事業 

・ 中長期目標期間を

超える債務負担は有

るか。有る場合は、そ

の理由は適切か。 

【本部・事務棟整備等事

業の進捗状況】 
●本事業の範囲は、①本

部・事務棟の建設、及び、

②本部・事務棟、既存施

設等の維持管理であり、

民間企業の持つノウハウ

を最大限に活用できるＰ

ＦＩ事業では、約 15 年間

に亘る長期契約により費

用を抑制し、高い品質を

確保する。 
 
●10 月に本部・事務棟の

実施設計図書が完成し、

10 月 15 日に建設工事に

着工した。 
 
●新しい働き方の実現に

向け、什器レイアウトプ

ランを策定した。また建

 
 
●国立研究開発法人におけ

る PFI 事業の実績が数少な

いことから、国立研究開発

法人における PFI 事業の一

つのモデルケースになり得

ると考えられる。 
 
●民間企業のノウハウを最

大限に活用するため、既存

施設等の維持管理を事業に

含め、長期契約により費用

を抑制し、高い品質を確保

できる。 
 
●国が推進している PFI 手

法の導入を実施し、民間資

金等の活用による公共施設

等の整備等の促進に関する

法律（PFI 法）に則り、順調

＜評価すべき実績＞ 
・本部・事務棟整備等事業は適切に実施されている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
－ 



197 
 

設完了後、12 年間に亘り

行われる維持管理業務に

ついては、令和 2 年 4 月

の協議開始に先立って、

事前に関係者で勉強会を

開始している。 

に事業を実施している。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－８ 積立金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 －   (評価軸) 

・積立金を適正に充当

したか 
 
（評価の視点） 
【積立金の使途】 
・積立金の支出は有る

か。有る場合は、その

使途は中長期計画と

整合しているか。 

令和元年度は支出なし。 － － 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 － － － － 【業務実績総括】 

●研究開発法人の運営に

おいて重要な業務を着実

に進めた。具体的には、

以下のとおり。 
・ 新型コロナウイルス

感染症への対応に関し、

感染動向、政府の対応等

を注視し、適時に所内に

トップメッセージを発出

するとともに、ボトムア

ップの意見・要望も汲み

上げつつ、迅速かつ機動

的な対応を行った。テレ

ワーク基盤を速やかに立

ち上げるとともに、時差

通勤などの人事上の特例

措置を迅速に行いつつ、

業務パフォーマンスの低

下を防ぎ、必要な業務の

確実な継続を確保した。 

 
以下のような優れた取組を

含め、全体として業務運営

の改善・効率化等に向けて

顕著な業務遂行がなされ

た。これらを総合的に勘案

し、A とする。 
・ 新型コロナウイルスへ

の対応に伴う在宅勤務のた

めの情報基盤の立上げや、

人事制度上の特例措置等に

関する迅速かつ的確な対応

を図ったこと。 
・ 情報セキュリティに関

する一連の文書を完成させ

るなど、情報セキュリティ

の一層の強化を図ったこ

と。 
・ 老朽化対策を含め全所

的な施設マネジメントを進

めるための本部機能の強化

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 
法人の活動による取組等について、研究開発成果の最大化及び将来的な成果

創出への期待等に資する活動が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
・新型コロナウイルス感染症への対応に関し、トップメッセージを発出すると

ともに、在宅勤務のための情報基盤の立ち上げ、博士後期課程学生を含む若

手研究者支援制度の受入期間延長に向けた検討及び外国籍の研究者に係る

帰国時対応等の研究環境等に関する特例並びに保育所・学校等の臨時休業等

に伴う職員待遇に関する特例をはじめとする人事上の特例措置を実施する

等、研究環境及び職員待遇等に係る各種対応策について迅速な対応を行い、

研究開発の進捗と成果創出の維持に尽力したことは高く評価できる。 
・施設マネジメントを中長期的な視点で推進する本部体制の強化及び修繕に

係るプラットフォームの構築に取り組む等、優れた研究環境の維持、施設・

設備の戦略的な更新及び一元的な運営管理に向けた各種取組に着手・検討を

開始し、推進したことは評価できる。 
・長期雇用と任期制の職員・研究者数を考慮し、 無期雇用職の登用制度等に

よる人材の確保を通じ、人材の流動性と研究環境の安定化を図っていること

は評価できる。 
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・ 情報セキュリティ実

施手順を完成させるとと

もに、情報セキュリティ

監査の結果を次年度の情

報セキュリティ推進計画

に反映させるなど、情報

セキュリティ強化の取組

を確実に進めた。 
・ 全所的に老朽対策を

含め施設マネジメントに

計画的に取り組むため、

令和 2 年度からこのため

の本部機能を強化すべく

施設部を創設することと

し、必要な準備を精力的

に行った。 
・ 長期修繕計画の土台

となる建物の予防保全の

必要資金算定プラットフ

ォームの構築、既存施設

の改修優先順位付け等の

作業を精力的に行った。 
・ このほか、内部監査、

監事監査や、研究不正等

の防止の取組、業務の安

全確保、優秀な人材の確

保や研修による育成等の

取組を着実に実施した。 
 

を精力的に進めたこと。 
 等 
 

 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・新型コロナウイルス感染症への対策について、引き続き、迅速、かつ、きめ

の細かい対応を期待する。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－１ 内部統制の充実・強化 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 内部統制について

は、「独立行政法人

の業務の適正を確

保するための体制

等の整備」（平成 26
年 11 月 28 日付け

総務省行政管理局

長通知）等を踏ま

え、理事長のリーダ

ーシップのもと、コ

ンプライアンス体

制の実効性を高め

るとともに、中長期

的な視点での監査

計画に基づき、監事

との緊密な連携を

図り、組織的かつ効

率的な内部監査の

着実な実施、監査結

果の効果的な活用

等により、内部統制

内部統制の推進に

関する業務に関し

ては、各組織からの

内部統制の推進状

況等に関する報告

を受け、必要に応じ

是正措置や再発防

止に取組む。また、

研究所の業務目的

の達成を阻害する

要因等であるリス

クに対する対応計

画を策定してこれ

を実施し、その結果

を分析・評価してリ

スク管理を行う。 
内部監査について

は、中期的な観点で

の監査計画に基づ

き、毎年の契約・経

理等会計部門に加

内部統制の推進に

関する業務に関し

ては、各組織からの

内部統制の推進状

況等に関する報告

を受け、必要に応じ

是正措置や再発防

止に取組む。また、

研究所の業務目的

の達成を阻害する

要因等であるリス

クに対する対応計

画を策定してこれ

を実施し、その結果

を分析・評価してリ

スク管理を行う。 
内部監査について

は、中期的な観点で

の監査計画に基づ

き、毎年の契約・経

理等会計部門に加

（参考：評価の視点） 
【監事監査】 
・監事監査において、

法人の長のマネジメ

ントについて留意し

ているか。 
 
・監事監査において把

握した改善点等につ

いて、必要に応じ、法

人の長、関係役員に対

し報告しているか。そ

の改善事項に対する

その後の対応状況は

適切か。 

●内部統制に関しては、

各組織からの内部統制の

推進状況等に関する報告

を受け、必要に応じ是正

措置や再発防止に取り組

んだ。 
 
●リスクに対する対応計

画に関しては、前年度の

対応状況及び内部統制推

進状況の報告や研究コン

プライアンス本部による

各部署への聴取等をもと

に、全所的に取り組むべ

きリスク及び各部署で自

主点検を行い個別に取り

組む個別リスクを抽出

し、対応計画を策定、実

施した。その結果、多拠

点化等に伴う研究現場と

管理部門の連携不足によ

適切に計画を遂行している

と評価する。 
＜評価すべき実績＞ 

・リスク対応への改善や、PDCAサイクルを踏まえた継続的な業務改善に資する

内部監査の実施等、内部統制の充実が着実に実施されている点は評価でき

る。 

・新型コロナウイルス感染症に関し、博士後期課程学生を含む若手研究者の受

入期間延長に向けた検討及び外国籍の研究者に係る帰国時対応等の研究環

境等に関する特例並びに保育所・学校等の臨時休業等に伴う職員待遇に関す

る特例への対応は高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・在宅勤務システムの充実によるテレワークの更なる推進やスマートラボラ

トリ化による研究機器の遠隔化・自動化等、新たな働き方の実現に向けた取

組の推進を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・在宅勤務やテレワークでは、実験を中心とする研究者には研究遂行の大きな

障害を改善できない。研究環境の改善に向けた取組が望まれる。 
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を充実・強化する。 
特に、研究活動等に

おける不正行為及

び研究費の不正使

用の防止を含めた、

研究所のミッショ

ン遂行の阻害要因

となるリスクの評

価や分析、適切な対

応等を着実に進め

る。 

えて、センター毎あ

るいはテーマ毎等

の内部監査を効率

的・効果的に実施す

る。その他、監事の

実効性を確保する

ための事務体制を

維持するとともに、

機動的かつ専門性

の高い監事監査を

実施できるよう補

助することにより、

監事機能の強化を

図る。 

えて、センター毎あ

るいはテーマ毎等

の内部監査を効率

的・効果的に実施す

る。その他、監事の

実効性を確保する

ための事務体制を

維持するとともに、

機動的かつ専門性

の高い監事監査を

実施できるよう補

助することにより、

監事機能の強化を

図る。 

り、研究の実施に支障を

来すリスクが見出され、

改善を図ることができ

た。 
 
●内部監査について 
中長期目標期間中の内部

監査計画に基づき、令和

元年度内部監査計画を作

成し、監査を実施した。

毎年の契約・経理等会計

部門に加えて、センター

毎あるいはテーマ毎等の

内部監査を書面及び実地

監査などにより効率的・

効果的に実施するととも

に、前年度改善措置要請

した事項のフォローアッ

プを行った。また、改善

措置要請の該当部署だけ

でなく関連部署や統括部

署の本部組織に横展開を

図るなど、PDCA サイク

ルを踏まえた継続的な業

務改善に資するように着

実に実施した。 
 
●監事監査の補助につい

て 
以下のとおりの機動的か

つ専門性の高い監事監査

に対する補助業務を実施

し、効率的・効果的な監

事監査の実施を確保し

た。 
理事会議等の重要会議へ

の監事の出席を通じて理

事長の運営方針を十分把

握しつつ、リスクアプロ

ーチに従って年間の監事

監査計画を策定し、期中

及び期末監査を実施。期
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中監査で認識した課題

は、期末監査で改善に向

けた進捗状況をフォロー

アップするとともに、担

当理事と面談して問題意

識を共有した。また、監

査結果は、理事長に報告

して意見交換を行うとと

もに、当該年度の監査報

告書にまとめて理事会議

で説明した。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－２ 法令遵守、倫理の保持 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 研究開発成果の社

会還元というミッ

ションの実現にあ

たり、法令遵守や倫

理に対する意識を

高め、社会の中での

信頼の確保に努め

る。 
特に、研究活動等に

おける不正行為及

び研究費の不正使

用の防止について、

国が示した「研究活

動における不正行

為への対応等に関

するガイドライン」

（平成 26年８月 26
日文部科学大臣決

定）等の遵守を徹底

するとともに、再発

防止のために研究

研究活動等におけ

る不正行為及び研

究費の不正使用の

防止については、国

のガイドライン等

の遵守を図るべく、

再発防止のための

アクションプラン

等を踏まえつつ、健

全な研究活動の確

保に向けた適切な

教育を実施し、研究

不正等に係る研究

者等の意識の向上

を図る。また、論文

の信頼性を確保す

る仕組みを適切に

運用する等の取組

の着実な実施を進

める。さらに、研究

不正等の防止に向

研究活動等におけ

る不正行為及び研

究費の不正使用の

防止については、国

のガイドライン等

を踏まえて策定し

た規程等に基づき、

防止に関わる取組

を確実に実行する。

研究不正の防止に

ついては、研究倫理

に関する意識の確

認状況や研究記録

管理及び研究成果

発表に関する手続

きの履行状況等の

研究倫理教育責任

者による確認や、研

究倫理教育の受講

の義務化等を実行

する。また、研究不

（評価軸） 
・理事長のリーダーシ

ップのもと、効果的か

つ効率的な業務運営

体制及び迅速かつ柔

軟な運営・管理するこ

とが可能な資金執行

体制を確保し、戦略的

な法人運営を行うこ

とができたか。 
 
・我が国の研究開発の

中核的な担い手とし

て、また多額の公的な

資金が投入されてい

る組織として、社会の

中での存在意義・価値

を高めることができ

たか 
 
・特定国立研究開発法

●研究不正の防止につい

て、研究室主宰者等の各

研究室における取組状況

等の点検を行い、その結

果を研究倫理教育責任者

が確認し、研究倫理教育

統括責任者へ報告した。 
 
●研究倫理教育責任者が

無作為に抽出した研究室

から発表された論文に対

し、研究記録が適切に保

管されているかを確認し

た。その結果、対象論文

に関する実験データ等が

適切に保管管理されてい

ること等が認められた。 
 
●研究倫理教育統括責任

者と新たに着任した研究

倫理教育責任者との面談

適切に実施していると評価

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評価すべき実績＞ 

・継続した意識付けが必要な研究倫理の保持について、研究倫理 eラーニング

や研究倫理セミナー等引き続いて着実に実施しており、また、ハラスメント

研修とともに、対策として必須な相談窓口の設置と周知が組織的に行われて

いることは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・様々な教育システムの実施状況についての報告を希望する。 

・今後、守秘を保証した相談窓口やメンタルヘルスカウンセラー等の研究者の

心理的なケアのための措置が必要になる可能性もあるのではないか。 
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所が策定し実施し

たアクションプラ

ン等を踏まえつつ、

引き続き適切な対

応を行う。さらに、

研究不正等に係る

研究者等の意識の

向上や、研究不正等

の防止に向けた取

組の社会への発信

等を通じて、他の研

究機関の模範とな

る取組を進める。 

けた取組等の社会

への発信等を行う。 
また、健全な職場環

境を確保するため、

ハラスメント等を

起こさないための

教育を実施する。 
さらに通報、相談を

受ける窓口を研究

所内外に設置して

職員等からの通報、

相談に対して迅 
速かつ適正に対応

する。 

正の防止に関わる

取組及び研究費不

正使用の防止に関

わる取組について

は、ホームページに

て発信する。 
また、健全な職場環

境の確保に向け、ハ

ラスメント等を起

こさないための e-
ラーニング、冊子等

による啓発活動を

行う。 

人による研究開発等

の促進に関する特別

措置法（平成 28 年法

律第 43 号）第 7 条に

基づく主務大臣によ

る措置要求に適切に

対応できたか 
（該当事例があった

場合のみ）。 
 
（評価指標） 
・研究不正、研究費不

正、倫理の保持、法令

遵守等についての対

応状況 
 

を実施し、各センター等

の研究倫理教育の実施状

況等を確認した。 
 
●研究倫理教育責任者連

絡会議を開催し、ＩCT 戦

略でのデータ管理におけ

る検討状況やセンター等

における具体的な取組事

例等の情報を共有した。 
 
●研究倫理教育の義務化

等について、特に 5 年毎

に実施する継続教育とな

る研究倫理 e-ラーニング

の新規対象者及び再受講

者への受講を推進した 
 
●研究不正の防止及び研

究費不正使用の防止に関

わる取組について、ホー

ムページにて発信した。 
 
●研究倫理セミナー「研

究者に必要な統計学の基

礎知識」を開催し、配布

資料や講演の動画を所内

ホームページに掲載し

た。 
 
●職員等の研究倫理に対

する意識醸成を図るた

め、「研究リーダーのため

のコンプライアンスブッ

ク」の配付や「理研で働

く人のためのコンプライ

アンスブック」を所内ホ

ームページに掲載した。 
 
●無断引用防止対策とし

て論文類似度検索ツール

をホームページ上で提供
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し、発表論文等における

引用表記の誤りや見落と

しの防止を徹底した。 
 
●通報・告発・相談窓口

及び理研の「行動規範」

の更なる周知のため、名

刺サイズのカード（日・

英）を国研協コンプライ

アンス専門部会が実施す

るコンプライアンス週間

に併せて配付した。 
 
●管理職（外国人も含む）

に向けたハラスメント防

止研修を 8 研究センター

等で実施した。 
 
●新任者に研究倫理等の

研修リスト（e-ラーニン

グ、冊子等の URL 情報

を含む）をメール送信し

た。 

  加えて、産学官連携

活動等の推進環境

確保のため、役職員

の外部における活

動と、理研における

責任との利益相反

を審査し、適切な利

益相反マネジメン

トを行う。 

加えて、産学官連携

活動等の推進環境

確保のため、役職員

の外部における活

動と、研究所におけ

る責任との利益相

反を審査し、適切な

利益相反マネジメ

ントを行う。 

 ●産学官連携活動、ヒト

由来の試料や情報を取り

扱う研究、被験者を対象

とする研究、AMED 事業

等における研究に関する

利益相反審査を随時実施

した。審議内容に応じ、

対象となる活動等を行う

役職員の外部における活

動と、研究所における責

任等の切り分け及び疑義

の解消を求め、適切に利

益相反マネジメントを行

った。 

適切に実施していると評価

する。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－３ 業務の安全の確保 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 業務の遂行にあた

っては、安全の確保

に十分留意して行

うこととし、業務の

遂行に伴う事故の

発生を事前に防止

し業務を安全かつ

円滑に推進できる

よう、法令等に基づ

き、労働安全衛生管

理を徹底する。 

業務の遂行に当た

っては、法令を遵守

し、安全の確保に十

分に留意する。 

法令や指針の制定・

改正に適切に対応

するため、関係官庁

等からの速やかな

情報入手に努める

とともに、職員等の

安全に係る資質向

上を図る。入手した

情報については、そ

れらが研究遂行に

与える事項につい

て検討を行い、研究

者への的確な情報

提供や必要に応じ

た規程等の整備等

を行う。また、これ

らの情報を教育に

取り入れることに

より安全の確保を

図る。 

・業務の安全確保に務

めたか 
 

●安全管理に係る各種法

令及び指針等の所内ルー

ルへの反映、各事業所安

全管理部署への展開を適

時に実施した。また、各

担当の資質向上も含め、

関係省庁等主催の説明会

及びセミナー等に述べ

100 件以上参加するとと

もに、安全管理業務遂行

に必要な国家資格等の取

得に努めた。 
 
●最新の動向に対応した

所内規程の改正、所内へ

の周知を行うとともに、

業務の効率化にも資する

よう各種管理システムの

計画的な改修を行った。 
 
●これまで各事業所独自

適切に実施していると評価

する。 
＜評価すべき実績＞ 
・各種法令及び指針への対応等適切に業務の安全確保に努めており評価でき

る。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・教育コンテンツの実施にあたっては、教育進捗の管理と未受講者への指導体

制が重要である。 
・業務の安全は研究現場の最前線での実践が重要である。経験の浅い研究者が

予想もしない事故を引き起こすことがあるため、漏れのない研修をお願いし

たい。 
 



208 
 

に作製、使用していた教

育コンテンツについて、

全所的に、項目ごとに実

務担当者主導での見直

し、再構築を進めた。研

究計画立案時や実験従事

時、更には遠隔地など研

究活動内容に応じた教育

講習を受講できるよう教

育コンテンツの充実（細

分化・共通化を含む）、e-
ラーニング化への移行を

進めた。 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－４ 情報公開の推進 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 適正な業務運営及

び国民からの信頼

を確保するため、

「独立行政法人等

の保有する情報の

公開に関する法律」

（平成 13 年法律第

140 号）に基づき、

適切かつ積極的に

情報の公開を行う。 

独立行政法人等の

保有する情報の公

開に関する法律（平

成 13 年法律第 140 
号）に基づき、情報

の一層の公開を図

る。 

独立行政法人等の

保有する情報の公

開に関する法律（平

成 13 年法律第 140
号）に定める「独立

行政法人等の保有

する情報の一層の

公開を図り、もって

独立行政法人等の

有するその諸活動

を国民に説明する

責務が全うされる

ようにすること」を

常に意識し、積極的

な情報提供を行う。

特に、契約業務及び

関連法人について

は、透明性を確保し

た情報の公開を行

う。 

（評価指標） 
・積極的な情報提供に

向けた取組状況 

●「独立行政法人等の保

有する情報の公開に関す

る法律」に基づき、令和

元年度は、3 件の情報公

開請求があり、うち 1 件

が部分開示、2 件が文書

不存在のため不開示の決

定を行った。 
 
●所外向けホームページ

において、「随意契約によ

ることができる基準」、

「競争性のない随意契

約」に係る情報等契約に

係る情報を公開するとと

もに、関連法人との取引

状況、関連法人への再就

職の状況を公開した。 
 

適切に実施していると評価

する。 
＜評価すべき実績＞ 
・情報公開に着実に対応し、透明性の確保に努めている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
－ 
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４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－５ 情報セキュリティの強化 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 サイバーセキュリ

ティ基本法（平成 26
年法律第 104 号）に

基づき策定された

「政府機関等の情

報セキュリティ対

策のための統一基

準群」（平成 28 年８

月 31 日サイバーセ

キュリティ戦略本

部決定）を踏まえ、

適切な対策を講じ

るための体制を強

化するとともに、こ

れに基づき情報セ

キュリティ対策を

講じ、情報システム

に対するサイバー

攻撃への防御力を

高めるなど、外部か

らの攻撃や内部か

情報セキュリティ

強化（特にサイバー

セキュリティ対策）

の要請に応えるた

め、研究部門と事務

部門の情報セキュ

リティの確保及び

情報倫理の教育や

遵守に向けた活動

を包括的に対応す

る組織を運営する。

さらに、サイバーセ

キュリティ対策等

について最新の技

術に対応しながら、

セキュアな情報シ

ステム基盤・情報環

境を継続的に運営

し、研究所の情報セ

キュリティを抜本

的に強化する。 

情報セキュリティ

強化（特にサイバー

セキュリティ対策）

の要請に応えるた

め、研究所の情報セ

キュリティ対策規

程や対策基準群に

基づいた実施手順

を整備・策定し、そ

れらを啓発するた

めの情報セキュリ

ティ教育、そして研

究所内での情報セ

キュリティに関す

る情報共有を実施

する。また、サイバ

ーセキュリティ対

策などについて最

新の技術に対応し

ながら、情報セキュ

リティ対策のルー

・情報化を推進する

等、資源活用の効率化

を図ったか 
 
（評価指標） 
・情報セキュリティ対

策を推進し、研究活動

を支えるＩＴ環境を

整備したか 

●平成 30 年度に策定した

情報セキュリティ対策規

程、情報セキュリティ対策

基準を受け、令和元年度に

は情報セキュリティ実施

手順を完成させ、情報セキ

ュリティに関して必要と

なる文書を全て完成させ

た。また活動を開始した情

報セキュリティインシデ

ント対策チーム（CSIRT）
により研究所の情報セキ

ュリティ方針、体制が整

い、最高情報セキュリティ

責任者（CISO）のもと、情

報セキュリティレベルの

底上げを目標とした各種

計画を策定や関連事項の

検討・審議し、実施した。 
新型コロナウイルス感染

症対応で、情報セキュリテ

●情報セキュリティ対策

推進計画や、利用者、情報

資産の種類、目的ごとに情

報を安全に利用・管理する

ための具体的な注意事項

や手順を定めた情報セキ

ュリティ実施手順の策定

等、情報セキュリティ強化

を着実に進めている点に

ついて高く評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評価すべき実績＞ 
・情報セキュリティの強化に向け、全体の戦略的管理のもとで専任管理チーム

によるユーザ教育と設備管理が的確に運用され、研究所内外のシステム上に

体系的に準備され、稼働を始めており、適切に実施されている。 
・在宅勤務等のリモート環境下においても研究が継続できるよう情報セキュ

リティ強化を迅速に行った点は評価できる。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
・引き続き、外部からのサイバー攻撃等に対する対策及び関連技術の向上等に

取り組んでいくことを期待する。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・情報セキュリティの確保には常にシステムを最新の状態にしておくことが

重要であり、スキルのあるシステム運用者をチーム化し、絶え間なく活動を

続けて頂きたい。またそれに見合う人的、財政的サポートが必要だと考える。 
・情報システム本部改革案について、研究所としてどのように「基盤を支える

ＩＴ」と「研究としてのＩＴ」を推進し、具体的にどの分野でどう進めてい

くか、ビジョンを明確に描いて頂きたい。 
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らの情報漏えいの

防止に対する組織

をあげた対応能力

の強化に取り組む。 
それらの対策の実

施状況を毎年度把

握するとともに、サ

イバーセキュリテ

ィ対策本部が実施

する監査において

指摘される課題に

も着実に対応し、

PDCA サイクルに

より情報セキュリ

ティ対策の不断の

改善を図る。 

ルや手順に基づい

たセキュアな情報

システム基盤・情報

環境を継続的に運

営し、研究所のサイ

バーセキュリティ

レベルを維持・向上

させる。 

ィと業務遂行を両立する

テレワーク基盤を速やか

に立上げ、業務パフォーマ

ンスの低下を防ぎ、さらに

ユーザからのフィードバ

ックを受け、改善を図って

いる。 
●前年度に引き続き、情報

セキュリティ対策の実施

状況や問題点の把握、改善

方法の助言及び指導をセ

キュリティレベル向上に

資するため第三者の視点

を導入した情報セキュリ

ティ監査を実施した。 
●情報化統括責任者(CIO)
が委員長を務める ICT 基

盤整備・サービス連携委員

会において、情報システム

基盤の導入やそのサービ

ス提供に対する審議、理研

データポリシーの策定、医

学系研究における個人情

報等管理ガイドラインの

策定等、に関する審議、ICT
戦略の実施状況報告を行

った。 
●CIO の指揮のもと、平成

30 年度に所内に示した研

究所の中長期「ICT 戦略」

の具体策の導入を進めた。

また次年度以降に導入予

定のサービスの準備、検討

を開始し、情報セキュリテ

ィ維持の観点も踏まえた

各種運用手順の検討も実

施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●また、中長期 ICT 戦略

に基づき具体策の導入を

進めたこと、更にその先の

準備、検討を開始している

こと、情報セキュリティガ

イドラインに基づく医学

系個人情報等管理のガイ

ドラインを策定したこと

等を評価する。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－６ 施設及び設備に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 将来の研究の発展

と需要の長期的展

望に基づき、良好な

研究環境を維持す

るため、研究所は、

既存の研究施設及

び中長期目標期間

中に整備される施

設の有効活用を進

めるとともに、高経

年化対策を含め、施

設・設備の改修・更

新・整備を計画的に

実施する。 

研究所における研

究開発業務の水準

の向上と世界トッ

プレベルの研究開

発拠点としての発

展を図るため、常に

良好な研究環境を

整備、維持していく

ことが必要である。

そのため、既存の研

究施設及び中長期

目標期間中に整備

される施設・設備の

有効活用を進める

とともに、老朽化対

策を含め、施設・設

備の改修・更新・整

備を重点的・計画的

に実施する。なお、

中長期目標を達成

するために必要な

研究所における研

究開発業務の水準

の向上と世界トッ

プレベルの研究開

発拠点としての発

展を図るため、常に

良好な研究環境を

整備、維持していく

ことが必要である。

そのために、既存の

研究施設及び新た

に整備される施設・

設備の有効活用を

進めるとともに、老

朽化対策を含め、施

設・設備の改修・更

新・整備を計画的に

実施する。 

(評価軸) 
・施設・設備の有効活

用を図るとともに、適

切な改修・老朽化対策

を実施したか 
 
（評価の視点） 
【施設及び設備に関

する計画】 
・ 施設及び設備に関

する計画は有るか。有

る場合は、当該計画の

進捗は順調か 
 

【老朽化対策に向けた全

所的リーダーシップの確

立と長期修繕計画】 
●事業所を越えて、全所的

に老朽化対策等に取り組

むため、新たに令和２年度

から本部施設部を創設す

ることとし、準備を行った

（同部は、本年４月に設置

済）(全所)。 
●長期修繕計画立案の土

台となる、建物老朽化に  
関する建物カルテをベー

スとした、予防保全の必要

資金算定業務を開始した

(全所)。 
 
【施設及び設備に関する

適切な改修】 
●既存の研究施設・設備の

改修・更新・整備について

大きな懸案である施設の

老朽化に所全体で長期的

な視点から取り組むべく、

長期修繕計画を立案、実行

していくための体制整備

に本格的に着手し、準備を

進めたこと、また、より具

体的な長期修繕計画のベ

ースとなる作業を精力的

に実施したことは評価さ

れる。 

＜評価すべき実績＞ 
・施設マネジメントを中長期的な視点で推進するため、職員配置等を通じて本

部機能を強化し、施設の新設や老朽化対策等、優れた研究環境の維持に向け

た取組を推進するとともに、長期修繕計画に係るプラットフォームを構築

し、主要建物に係る大規模修繕計画の策定に向け、設備・機器類の戦略的な

更新及び一元的な運営管理に向けた取組を推進したことは評価できる。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
・優れた研究環境の維持に向け、施設維持に必要な固定経費の可視化及び施設

マネジメントに係るマスタープランの作成に向けた検討を加速するなど、施

設の計画的な管理運用に係る取組の推進を期待する。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・複数の事業所に分かれて運営されているため、全体の管理は困難だと思う

が、施設の新設、老朽化対策に取り組むと同時に、思い切った処分を含めて

効率的なスペース利用につなげて頂きたい。 
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研究開発もしくは

老朽化により必要

になる安全対策等

に対応した整備・改

修・更新が追加され

ることがあり得る。 

は、老朽化対策計画リスト

に基づき、施設委員会での

優先度付けに基づいて実

施した(全所)。 
●既存の研究施設の有効

利用のため、動物飼育施設

を有する研究棟の大規模

改修の設計を実施し、今後

予定する別棟を改修する

際に飼育動物の一時受け

入れ可能とする計画とし

た。また改修計画に当たっ

ては次回の改修時の施工

性にも配慮した計画とし

た(和光)。 
●老朽化した特別高圧受

電設備の更新を検討し、将

来の敷地利用を考慮した

複数案を作成した(和光)。 
 
【PFI 事業】 
●PFI 事業における本部・

事務棟新築工事は、10 月に

着工し、予定通りに進んで

いる。なお、完成後すみや

かに利用するために、書類

を削減するためのワーキ

ンググループ活動、什器の

配置計画を作成した (和
光)。 
 
【防災を考えた施設整備】 
●防災拠点をエネルギー

棟中央監視室とした中央

防災システム化の工事の

第１期を行った。バイオリ

ソース棟などの建物毎に

設置されていた自動火災

報知などの GR 受信機と防

災監視盤設備を、中央監視

室に集約統合し、火災など

の災害に対して安全性を
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高めた(筑波)。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－７ 人事に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビューシート番号 177 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － 

   
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 研究開発成果の最

大化及び効果的か

つ効率的な業務の

実施のため、任期付

職員の任期の見直

しや無期雇用職の

導入に係る人事制

度改革を、流動性と

安定性のバランス

に配慮しつつ、着実

に進める。また、ク

ロスアポイント等

も活用しつつ、多様

で優秀な人材を確

保するとともに、職

員の能力向上、適切

な評価・処遇による

職員の職務に対す

るインセンティブ

向上に努める。 

業務運営の効率的・

効果的推進を図る

ため、優秀な人材の

確保、専門的知識を

有する人材の確保、

適切な職員の配置、

職員の資質の向上

を図る。任期制職員

の活用やクロスア

ポイントの活用に

より研究者の流動

性の向上を図り、研

究の活性化と効率

的な推進に努める。 

業務運営の効率的・

効果的推進を図る

ため、優秀な人材の

確保、専門的知識を

有する人材の確保、

適切な職員の配置、

職員の資質の向上

を図る。任期制職員

の活用やクロスア

ポイントの活用に

より研究者の流動

性の向上を図り、研

究の活性化と効率

的な推進に努める。 

(評価軸) 
・優秀な人材の確保、

職員の能力向上、イン

センティブ向上、任期

付研究者等の積極的

活用が図れているか 
 
（評価の視点） 
【人事に関する計画】 
・ 人事に関する計画

は有るか。有る場合

は、当該計画の進捗は

順調か。 
・ 人事管理は適切に

行われているか。 
 

●常勤職員の採用は公募を

原則とするとともに、海外の

優秀な研究者の採用を目指

し、メーリングリスト、理研

ホームページ、JREC-IN、

Nature 等主要な雑誌等に広

告を掲載し、国際的に優れた

研究者を募集する等、研究開

発環境の活性化を図った。 
●無期雇用職の登用制度に

より公募、選考を行い令和元

年度は研究系管理職 38 名、

研究系一般職 22 名、研究支

援職員 7 名、事務系職員 22
名を登用した。 
●任期制職員のうち、5 年の

雇用上限が設定されている

職員への雇用上限の適用除

外を運用するとともに、無期

転換の申込をした場合は従

事する業務が存在する範囲

適切に実施していると

評価する。 
＜評価すべき実績＞ 

・無期雇用職の登用制度等を通じた優秀な人材の確保や専門的知識を有する

人材の確保のほか、適切な職員の配置、職員の資質向上に向けた取組が適切

に実施されている。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・長期雇用と任期制の職員・研究者数について、バランスを考慮しつつ、人材

の流動性と研究環境の安定化を兼ね備えた無期雇用制度を整備していくこ

とは重要である。 

・長期的な所外転出が 13%程度であり高い流動性を前提にした人事制度は今後

運用が厳しくなるように思われる。一方で、無期雇用は業務に緊張感を失い

やすく成果が見えなくなるおそれもある。今後はこれらの新しい雇用形態で

の人事制度の組織整合性を調整することが重要である。 
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において雇用を継続する「限

定無期雇用職」を導入した。

2016 年 3 月末以前から雇用

され、繰り返し契約更新を行

ってきたテクニカルスタッ

フもしくは非管理職の研究

支援系職については、現に従

事する業務が存続する場合

に限り、雇用上限の適用を行

わない。 
●クロスアポイントメント

制度を活用し、令和元年度は

41 名のクロスアポイント

を行った。   
●実労働時間把握に際して

客観性を確保するため、所内

ウェブ上での本人による打

刻を導入した。 
●以下の研修等を実施した。 
・管理職 e ラーニング講座

（倫理、労務管理、財務、知

財、安全管理、個人情報保護

等）の受講徹底を図り、年度

末までに 99.8％が全科目を

受講し、確認テストに合格。 
・若手研究員等を対象とし、

将来、研究室主宰者を目指す

者にリーダーシップ研修を

実施 
・オンライン語学学習講座

の受講を常勤職員だけでな

く非常勤職員にも促し、

1,200 人（非常勤職員は約

400 名）が受講。また、オン

ライン英会話学習講座の受

講を事務系職員に加えて、ア

シスタントにも拡大。 
・海外での短期語学研修に、

5 名を派遣。 
・海外大学の事務部門にお

ける実務体験を通じて、語学

力や職務遂行能力の向上を
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図る OJT 型語学研修を実施

し、2 名の事務系職員を派

遣。 
・所内のリソースを活用し

た語学研修として、理研サマ

ースクールで事務職員がポ

スター発表を行う等の取組

を実施。 
・職員からのニーズを踏ま

え、ポスターレイアウトスキ

ルアップ、クレーム対応、英

語論文の書き方等に関する

e ラーニング講座を開設。 
・研究不正やハラスメント

の防止、メンタルヘルスに関

する研修等を実施。 
・夜間大学院での修学を支

援し、事務部門 3 名が修学。 
●初めて研究室を主宰する

者（12 名）を対象とし、1 名

に対してメンターを各 2 名、

計 24 名を配置した。 
●顕著な業績等を上げた若

手研究者及び技術者を表彰

する理研奨励賞（桜舞賞）の

推薦・審査を行い、研究部門

35 名、技術部門 2 名、産業

連携部門 3 名の計 40 名を表

彰した。 
●自己理解の促進及びキャ

リア支援の内容紹介を目的

として、その場で適性・適職

診断を受けられるイベント

を、事業所の健康診断会場で

開催し、結果のフィードバッ

クを個別に行った。 
●入所時から将来を意識す

るよう、入所オリエンテーシ

ョンに加えて健康診断の機

会を利用して啓発パンフレ

ットや事例集を配布した。 
●キャリアのメールマガジ
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ン（毎月２回配信）では、所

に寄せられる求人以外に、特

に理研の人材の専門性・特性

に合う求人やキャリア関連

イベントの情報を検索収集

して提供した。 
●積極的に企業訪問・求人開

拓を行い、研究系職員にマッ

チした求人情報の収集に努

めた。 
●転出先の選択肢を広げる

ため、自動車関連技術の研究

職の紹介や、転身した理研出

身者のいる医療機器メーカ

ーによるキャリアイベント、

研究派遣会社による説明会

等を実施した。 
●キャリアパス好事例集の

新版をリリースし、全研究室

に配布した。高専教員や 40
代での企業への転身事例な

ど様々なキャリアパスを示

した。 
●外国人も参加可能な、人材

紹介会社と面談できるイベ

ントを引き続き実施した。 
●民間企業向け、アカデミア

向け共に、応募書類の添削や

面接および模擬授業のリハ

ーサル、想定問答の添削アド

バイスなどを実施して、実践

的な転身活動支援に努めた。 
●入所時期、転出時期等それ

ぞれに合わせたワークショ

ップを各事業所で実施した。 
 
４．その他参考情報 
特になし 

 
 

 


